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は じ め に 
































の 東日本 大 震 災 津波 の 発生 か ら 7 年 が 経ち まし た 。 











あら た め て 、 犠 牲 に な られ た 方 々 の 御 冥 福 を お 祈り 申し 上 げ ま す と と も に 、 御 遺族 や 被災 され た 
方 々 に 、 心 か ら お 見 舞い を 申し 上 げ ま す 。 


岩手 県 で は 
規模 の 予算 と 人 
が 一 体 と な っ て 
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本 大 震 災 津波 の 発 災 以 降 、 



























































一 日 も 早い 復興 の 実現 に 向け 、 県 政 史 上 か つて な い 





員 で 、 ま た 、 県 内 外 か ら の 多く の 御 支 援 を いた だ き な が ら 、 県 民 、 県 及び 市 町 村 等 
復興 に 取り 組ん で きま し た 。 





こう し た 中 で 、 東 京 電力 原子 力 発電 所 事故 に よっ て 放出 され た 放射 性 物質 の 影響 は 、 食 や 健康 へ 


の 不安 の 高 





か ら な り わ い に 人 至る 








射線 の 影響 を 受け や すい と され る 子ども の 傾 
な ど 生 活 空間 に お ける 放射 線量 の 測定 や 除 染 
な ど 食 品 の 放射 f 





























生物 質 濃度 測定 
























































まり 、 農林 水 産物 の 出荷 制限 や 各種 産業 に お ける 風評 被害 な ど 、 県 民 の 身近 な 生活 環境 











まで 広範 囲 に 及 ん で いま す 。 
























































原発 事故 の 発生 以来 、 本 県 で は 、 市 町 村 等 と 鶴 接 に 連携 を 図り な が ら 、 県 民 と 一 体 と な っ て 、 放 
ほ 康 と 食 の 安全 ・ 安 心 の 確保 を 重視 する 観点 か ら 、 学 校 
等 の 放射 線量 の 低減 措置 の 実施 、 県 産 食 材 や 学校 給食 
農林 産物 の 生産 環境 の 回 復 、 子 ども の 健康 影響 調査 、 消 費 者 に 対 































































































する 県 産品 の 区 放 等 の 情報 発信 な ど 、 様々 な 放射 線 影響 対策 を 実施 し て きま し た 。 








ます 。 
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し か し 、 一 部 の 上 品目 で は H 
よく され て いま 
る 風評 被害 な ど 、 放 射 f 





これ ら 放 射線 





原発 事故 発生 か ら 7 年 が 経過 し た 今日 
等 の 放射 性 物質 



























































El $E 


WE 









































に お いて は 、 県 内 の 放射 線量 は 低減 傾向 に あり 、 県 産 食 材 
農 度 の 検査 結果 は 、 ほ と ん ど が 検出 限界 未満 文 は 国 の 定め る 基準 値 未 満 と な っ て い 






























































日 荷 制限 が 継続 し て お り 、 
E せ ん 。 ま た 、 除 染 に 伴っ て 発生 し た 土砂 や 農林 業 系 副産物 の 処理 、 各 種 産 業 に お 

E R нанне ана a 
て 、 引 き 続 き 放射 線 影響 対策 を 推進 し て いき ま 
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対策 に 要 し た 費用 は 、 全て 当該 事故 の 原因 者 で ある 東京 電力 が 第 一 義 的 に 責任 
を 負う べき も の で ある こと か ら 、 県 及び 市 町 村 等 カ 


い 、 東 京 電力 が 賠償 に 応じ な いも の に つい て は 、 


制度 を 活用 し て 十分 な 損害 賠償 の 実現 を 


東京 電力 
害 に つい て 、 





こ 対 し て は 
被害 の 


この 報告 書 は 





れ 、 本 県 放射 線 影響 


平成 30 年 








6 月 


出 





















































* 協 調 し て 、 東 京 電力 に 対 し て 損害 賠償 請求 を 行 
国 の 原子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター の 和解 仲介 






































目指 し て いま す 。 
球 評 彼 害 等 に よる 民間 事業 者 の 損害 も 含め 、 本 県 で 発生 し て いる 全て の 損 

















віс 則 し た 十分 な 賠償 を 被害 の 発生 する 限り 完遂 する よう 求め て いき ます 。 

この よう に 多岐 に わた る 本 県 の 放射 線 影響 対策 の 現状 を 記録 し 、 広 く 情 報 発信 し 
て いく た め 、 平成 29 年 度 に 本 県 、 市 町 村 等 が 実施 し た 放射 線 影響 対策 の 状況 及び 平成 30 年 度 の 実 
施 予定 な ど を 取り まとめ た も の で す 。 本 書 が 県 民 の 皆さま を は じ め と する 多く の 方 々 に 広く 活用 さ 
対策 に 対す る 理解 を 深め て いた だ く 一 助 と な れ ば 幸い で す 。 
























































岩手 県 知事 達 Я Ja 也 
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本 書 で は 、 
お り 読 み 方 を 記載 し て いま す 。 


「① 放射 線量 の 単位 〇 OSv/h (読み 方 : 毎時 O 〇 マイ クロ シー ベル ト ) 


測定 結果 に つい て 、 


【 本 書 の ご 利用 に あたっ て 】 

本 県 で 行っ て いる 各種 測定 に は 、 県 立 学 
どの 放射 性 物質 濃度 を 測定 する も の が あり 、 そ れ ぞ れ 測 定 単位 が 異な り ま す 。 
放射 線量 の 測定 単位 に は 「 シ ー ベ ルト (Sv)」 な ど が あり 、 
単位 で す 。 そ の 他 、 物 質 に 吸収 され た エネ ルギー 量 を 表す 単位 と し て 「 グ レイ (бу)! 」 が あり ます 。 

放射 性 物質 濃度 の 測定 単位 に は 「 ベ クレ ル (Bq) 」 が あり 、 ベ クレ ル は 、 放 射線 を 出す 能力 の 強 さ を 表す 単位 で す 。 
測定 値 と 測定 単位 を 用 いて 記載 し て いま す が 、 


校 や 県 有 施 設 な どの 放射 線量 を 測定 する も の と 、 食 品 中 や 水道 水 、 河 川 水 な 


シー ベル ト は 放射 線 に よっ て 人 体 に 影響 び が ある か を 表す 


各 章 の 本 文中 、 最 初 の 記載 は 以下 の と 


※ 〇 OO に は 数 値 が 入り ます 。 


1 時 間 当たり の 放射 線量 を 表し ます 。 (マイ クロ ) と は 百 万 分 の 1 (1/1000000) を 表す 単位 で す 。 そ の 他 、 


放射 性 物質 濃度 の 単位 〇 OBq/kg (読み 方 : 


トル あたり の ベク レル ) 、Bq/m? ( 1 立方 メー トル あたり の ベク レル ) 、 


日 (1 日 あたり の ベク レル ) な ど が あり ます 。 


シー ベル ト を 用 いた 単位 に は mSv (ミリ シー ベル ト (m (ミリ ) は 千 分 の 1 (1/1000) を 表す 単位 )) な ど が あり ます 。 ! 
1 キロ グラ ム あ た り 〇 〇 ベク レル ) ※ 〇 〇 に は 数 値 が 入り ます 。 
1 キロ グラ ム 当 た り の 放射 性 物質 濃度 を 表し ます 。 そ の 他 、 ベ クレ ル を 用 いた 単位 と し て 、 Вам” ( 1 平方 メー | 
Bq/9 (1 リッ トル あたり の ベク レル ) 、 


また 、 本 文中 に お いて 繰り 返し 記載 し て いる 主 な 用 語 、 企 業 名 に つき まし て は 、 以 下 の と お り 統 一 し た 記載 と し て い 
ます の で ご 参照 くだ さい 。 
Ф 空間 線量 率 : 対象 と する 空間 の 単位 時 間 当 た り の 放射 線量 の こと を いい ます 。 。 —  : 


Sv/h (毎時 マイ クロ シー ベル ト ) や nGy/h (毎時 ナノ グレ イ ) の 表示 単位 が あり ます 。 


放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 、 特措法 


いま す 。 (法律 の 詳細 に つい て は 、 4 页 参照 ) 


「 平 成 二 十 三 年 三 月 十 一 日 に 発生 し た 東北 地方 太平 洋 沖 地震 に в. 
う 原 子 力 発電 所 の 事故 に より 放出 され た 放射 性 物質 に よる 環境 の 汚染 へ の 対処 に 関す る 特別 措置 法 」 の こと を い | 


重点 調査 地域 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 基づく 汚染 状況 重点 調査 地域 の こと で す 。 
东京 电力 東京 電力 ホー ルディ ング ス 株 式 会 社 の こと を いい ます 。 
原発 事故 東京 電力 ホー ルディ ング ス 株 式 会 社 原子 力 発 電 所 事故 の こと を いい ます 。 


Ва/ x 
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岩手 県 の 現状 1 生活 空間 の 放射 線量 の 状況 





平成 23 年 3 月 11 日 に 発生 し た 東日本 大 震 災 津波 に 可 
伴う 原発 事故 に よる 放射 性 物質 の 影響 か ら 県 民 の 健康 生生 閑 モータ リン グ シス テム ванная 
と 安全 を 守る た め 、 県 と 市 町 村 で は 、 平 成 25 年 度 ま 
で に 放射 線量 を 測定 する モニ タリ ング ポス ト や サー ベイ 昌和:2019 和 04 有 03 日 138000 
メー タク 等 の 整備 を 進め 、 県 内 各地 で きめ 細やか な 測定 | 
に 取り 組ん で きま し た 。 
県 で は 、 生 活 環境 へ の 影響 を 適切 に 把握 する た め 、 
モニ タリ ング ポス ト を 10 台 (原発 事故 以前 は 1 台 の み ) 
に 増設 し て 空間 線量 率 を 測定 し 、 そ の 結果 を リア ル タ 
イム で ホー ムペ ー ジ に 掲載 じ し て いま す 。 その 測定 結果 ( 下 
X) か ら 空 間 線 量 率 が 順調 に 低減 し て き て お り 、 今 後 
は 概ね 横ばい で 推移 し て いく と 考え られ ます 。 
加え て 、 県 内 の 代表 的 な 55 地点 に お いて 、 職 員 が 
サー ベイ メー タ で 空間 線量 率 を 毎月 測定 し 、 そ の 結果 
を ホー ムペ ー ジ に 掲載 し て 公表 する な どの 取組 を 行っ て 
いま す 。 
平成 30 年 度 も 、 こ れ ら の 測定 を 継続 し 、 迅 速 に 1 
報 提供 し て いき ます 。 


(測定 機器 の 詳細 に つい て は 、19 页 参照) この 地図 は 、 国 土地 理 院 発行 の 数 値 地図 50000 (地図 画像 ) を 使用 し て いま す 。 
(モニ タリ ング ポス ト 測 定 結果 の 地図 表示 ) 
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p 第 1 章 岩手 県 の 現状 、 重 要 課 題 へ の 取組 状況 、 注 目 情報 


岩手 県 の 現状 2 岩手 県 産 食材 等 の 放射 性 物質 濃度 検査 の 状況 


本 県 で 生産 され た 食品 の 放射 性 物質 濃度 検査 に つい て は 、 国 の 原子 力 災 害 対策 本 部 が 
示す ガイ ドラ イン や 県 の 「 県 産 食 材 等 の 安全 確保 方 針 」 等 に 基づき 、 計 画 的 な 検査 を 実 
施し 、 検 査 結果 の 速やか な 公表 に 努め 、 県 民 の 食 の 安全 安心 の 確保 と 風評 被害 の 防止 を 
図っ て いま す 

農林 水産 物 に つい て は 、「 県 産 農林 水産 物 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 計画 」 等 に 基づき 、 
県 内 で 生産 (収穫 ・ 漁 獲 ) され る 主 な 農林 水産 物 に つい て 、 モ ニタ リン グ 検 査 を 実施 し て 
いま す 流通 食品 に つい て は 、 食 品 衛生 法 に 基づき 、 収 去 検査 (食品 関係 施設 か ら 食 品 

等 を 無償 で 持ち 帰る 検査 ) を 実施 し て いま す 。 また 、 野 生 山菜 ・ 野 生き の この 全市 町 村 
検査 や 野生 鳥獣 肉 の 検査 に つい て も 計画 的 に 実施 し て いま す 

検査 の 結果 、 国 の 基準 値 (100 ベク レル /kg (一 般 食 品 の 場合 )) を 超え た 場合 に は 、 
H 荷 制限 や 販売 者 に よる 自主 回 収 な ど を 行っ て いま すむ 
手 県 産 食材 等 に つい て 平成 23 年 度 か ら 平 成 29 FEET 162, 269 件 の 検査 を 実施 し 
た 結果 、 国 の 基準 値 (平成 23 年 度 は 暫定 規制 値 ) を 超過 し た も の は 、 原 木 し いた け 、 野 
生 山菜 、 野生 きのこ 及び 野生 鳥獣 肉 な ど 348 点 で し た が 、 平成 24 年 度 の 25,276 件 中 の 260 件 (超過 率 :1.03%%) 
を ピー ク に 大 きく 減少 し 、 平 成 29 年 度 は 25,618 件 中 の 4 件 (超過 率 : 0.02%) と な っ て いま すず 

これ まで 国 の 基準 値 を 超過 し 、 出 荷 制限 等 を 受け た 品目 に つい て 、 県 で は 解除 に 向け た 検査 を 行い 、 国 の 
基準 値 を 下回っ て いる こと な どの 安全 性 を 確認 する た め の 取 組 を 進め て いま す 。 平成 29 年 度 ま で に 安全 性 が 
確認 され た 合計 19 品目 の 出荷 制限 が 解除 され て いま す (一 部 解除 品目 を 含む )。 


























































































































































































































検査 の 様子 





































































































出荷 制限 の 解除 品目 (平成 30 年 3 月 31 日 現在 ) 
品目 名 対象 地域 等 ※ー 部 解除 
大 豆 ー 関 市 (I 旧 磐 清水 村 ) 
そば 盛岡 市 ( 旧 渋 民 村 ) 、 一 関 市 ( 旧 大 原町 ) 、 
奥州 市 ( 旧 衣 川村 ) 

+ 岩手 県 全域 
盛岡 市 、 花 巻 市 ま 、 北上 市 ※、 山田 町 ※、 大 
原木 し いた け 船渡 市 *、 遠 野市 *、 一 関 市 *、 陸 前 高田 
(露地 栽培 ) 市 ※、 住 田町 ※、 АГ”, зат”, ВН 
市 ※、 金 ケ 崎 町 ※、 平 泉町 ※ 























原木 し いた け = за 

(施設 栽培 MM 
原木 な めこ G= Ps 
аю | Хт 
フキ (野生 ) ањ 
セリ (野生 ) 一 于 市 
































































































































































































































































































































陸前 高田 市 ( 旧 気 仙 町 、 旧 広田 町 、 旧 高田 

町 、 旧 小 友 村 、 旧 竹 駒 村 及 び 旧 米 崎村 ) 

ка 三陸 南部 沖の 海域 (陸前 高田 市 沖の 一 部 

マダ ラ を 含む ) 

三陸 南部 沖の うち 金華 山 以 北 の 海域 隆 
前 高田 市 沖の 一 部 を 含む ) 

0 9 クロ ソイ 釜石 海域 


РЕ 三 際 南 部 沖の 海域 (陸前 高田 市 沖の 一 部 
23 年 度 24 年度 25 年 度 26 年 度 27 年度 28 年 度 29 年 度 を 含む ) 
9,202 件 25,276 件 26.815 件 25,533 件 25,088 件 24.737 件 25,618 件 ウグイ 気仙 川 、 大 川 、 北上 川 ( 四 十 四 田 ダム 下流 ) 
ヤマ メ 衣川 、 磐 井川 
AIF 磐井 川 
Ж 陸前 高田 市 
岩手 県 産 食 材 等 の 放射 性 物質 濃度 検査 の 推移 くわ い ( 串 地 栽培 ) | 平泉 町 
(厚生 労働 省 集計 数 値 に よる ) コ ゴ ミ ( 野 生 ) 
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mamam 基 準 値 以下 件 数 m 基準 値 超過 件 数 一 中 一 基準 値 超過 割合 


























岩手 県 の 現状 < 


手 県 の 現状 3 子ども の 内 部 被ばく 健康 影響 調査 の 状況 


原発 事故 に 伴う 放射 線 の 健康 へ の 影響 を 心配 する 県 民 か ら の 声 が 多く 寄せ られ た こと な どか ら 、 本 
お ける 健康 へ の 影響 を 把握 する た め 、 平 成 23 年 度 に 、 主 に 県 南部 を 中 心 に 3 歳 て 15 歳 の 子ども 
JR L と し た 尿 中 の 放射 性 物質 の サン プリ ング (抽出 ) 調査 を 実施 し まし た 。 
調査 結果 に つい て 、 緊 急 第 ば く 医 療 、 放 射線 防護 、 公 衆 衛生 等 の 専門 家 か ら な る 有識者 会 議 に お い 
て 「 放 射線 に よる 健康 影響 は 極め て 小さ いと 考え られ る 。」 と の 評価 を いた だ いて いま す 。 
識者 会 議 に お いて 、「 県 民 て へ の フォ ロー アッ プ の 観点 か ら 継 続 調査 が 必要 。」 と の 意見 
も いた だ いた こと 等 を 受け 、 リ スク コミ ュ ニ ケー ショ ン ※+ の 観点 か ら 、 平 成 23 年 度 に 調査 を 行っ た 
子ども を 対象 に 平成 28 年 度 ま で 継続 調査 を 行い まし た 。 有 識者 会 議 か ら は 「 放 射線 に よる 健康 影響 は 
極め て 小さ いと 考え られ る 。」 と の 評価 で あり 、「 今 後 は 調査 を 継続 する 必要 は な い 。」 と の 意見 を 
いた だ いて いま す 。 
平成 29 年 調査 の 参加 希望 者 が 極め て 少数 で 、 科 学 的 評価 が 難し い 標 本 数 で ある こと や 、 県 有 
識者 会 議 の 意見 を 踏ま ほえ て 、 健 康 影響 調査 は 実施 し な いこ と と し 、 事 業 を 終了 する こと と し まし た 。 
な お 、 平 成 24 年 度 に 創設 し た 、 県 南部 の 3 市 町 (一 関 市 、 奥 州 市 、 平 泉町 ) が 実施 する 内 部 被ばく 
※2 検 査 等 に 要する 経費 へ の 県 の 補助 制度 に つい て は 、 平 成 29 年 度 以降 も 継続 し て 実施 し ます 。 













































































































































































































































































































































































※1 リス クコ ミュ ニケ ーション : 放射 性 物質 に よる 健康 影響 や 食品 の 安全 性 な ど に 関す る 情報 の 提供 や 、 住 民 や 事業 者 等 の 意見 
表明 の 場 の 設定 等 に より 、 正 確 な 情報 を 関係 者 が 共有 し つつ 、 相 互 に 意思 践 通 を 図る こと 。 

※2 内 部 被ばく : 空気 ・ 水 ・ 食 べ 物 な ど を 摂取 し て 、 放 射 性 物質 が 体内 に 取り 込ま れる こと 。 な お 、 大 地 か ら の 放射 線 や 宇宙 線 、 
エッ クス 線 な ど 体 の 外 に ある 放射 性 物質 か ら の 放射 線 を 受け る こと を 外部 被ばく と い Э 


































































































岩手 県 放射 線 内 部 被ばく 健康 影響 調査 結果 (平成 23 年 度 調査 結果 ) 


預託 実効 線量 の 状況 (mSv) 


81 
Ж 預託 実効 線量 (mSvy) と は 、 
体内 か ら の 内 部 被ばく 線量 に 
つい て 、 成 人 で 50 年 間 、 子 ども 
45 で 70 歳 まで の 生涯 の 累積 線量 
を 表し た も の 。 
区 分 預託 実効 線量 (mSv)= 生 涯 累積 の 内 部 被ばく 線量 
6 0.01 未 満 0.01<0.02 未 満 | 0.020.08 未 満 0.03~ 
ка й 81 人 45 人 6 人 - 


人 
0.01 未 満 0.01~0.02 未 満 0.02 一 0.03 未 満 0.03 以 上 比 率 


























61.4% 34.1% 4.5% 0% 


АНСТ. 
尿 1 リ ッ ト ル 当たり の 放射 性 セン ウム 量 (134Cs 十 137C 
2 ZIAR Cst ieS) 調査 協力 者 の 属性 


6 回 目 (H28 年 度 ) 参加 者 8 名 の これ まで の 推移 






















































































1 回 目 2 回 目 3 回 目 4 回 目 5 回 目 6 回 目 区 分 
(H23 年 度 )  (H24 年 度 )  (H25 年 度 ) (H26 年 度 ) (H27 年 度 )  (H28 年 度 ) 1 回 目 (平成 2 年 度 ) 

Batat [oA ] 2 回 目 (平成 24 年 度 ) 
6~7Bqll 未 满 | 0 人 3 回 目 ( 平 成 25 年 度 ) 
4 回 目 (平成 26 年 度 ) 
5 回 目 ( 平 成 27 年 度 ) 














5~6Bqlt 未 满 | 0 人 











4~5Bqlt 未 满 ВІА 
3~4Bql( 未 满 Nm 3 人 




















2~3Bqrt 未 满 ВА 
1 一 2Bql 未 满 2. 





IBRA 


жанар) В... сг”? 











Ж 5 回 目 全 未 宾 施 四 者 如 U\ 多 大 的 、 合 计 人 数 灰 办 龙 耕 二 上 。 
ж 6 回 目 (H28 年 度 ) 調 査 に お ける 検出 限界 は 、 そ れ ぞ れ の 核種 で 概ね 0.2…0.4Bq/ 程 度 

















p 第 1 章 岩手 県 の 現状 、 重 要 課 題 へ の 取組 状況 、 注 目 情報 


岩手 県 の 現状 4 除 染 の 実施 状況 





平成 23 年 3 月 11 日 に 発生 し た 原発 事故 に より 放出 され た 放射 
性 物質 の 影響 に より 、 一 関 市 、 奥 州 市 及び 平泉 町 の 3 市 町 で は 、 
平成 23 年 9 月 に 実施 され た 航空 機 モ ニタ リン グ 調 査 な ど で 、 空間 
線量 率 が 毎時 0.23 マイ クロ シー ベル ト (u Sv/h) 以上 の 区 域 が 確 
認 さ れ た た め 、 放 射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 基づき 、 平 成 23 
年 12 月 に 重点 調査 地域 に 指定 され まし た 。 

指定 を 受け た 3 市 町 で は 、 生 活 空 間 の 除 集 に つい て 、 子 ども が 
長 時 間 滞 在 する 施設 を 優先 的 に 除 染 し 、 平 成 25 年 3 月 末 ま で に 
「 学 校 ・ 保 育 園 ・ 公 園 ・ ス ポー ツ 施 設 」 に お ける 除 染 が 完了 し ま 
し た 。 県 が 実施 し て いる サー ベイ メー タ に よる 主要 地点 の 空間 線 

量 率 の 測定 結果 を みて も 、 原 発 事故 以降 順調 に 低減 し て いま す 。 

奥州 市 と 平泉 町 に つい て は 、 平成 25 年 度 末 まで に 除 染 実施 計画 

に 記載 され て いる 除 染 が 終了 し て お り 、 一 関 市 に お いて も 、 平 成 

28 年 度 未 で 除 染 が 終了 しま し た 。 測定 結果 等 に より 新た に 除 染 が 

必要 で ある こと が 判明 し た 場合 に は 、 国 等 と 協議 し て 実施 する 予 

定 と され て いま す 。 

な お 、 平 成 30 年 3 月 末 現 在 に お いて 、 生 活 疾 の 除 染 等 に より 生じ る 土壌 等 の 具体 的 処 政 
示さ れ て いな いた め 、 除 染 に より 生じ た 除去 土壌 等 の ほとん ど が 現場 で 一 時 保管 され て いま す 。 



































































































































































































































県 内 に お ける 除去 土壌 の 保管 状況 平成 30 年 3 月 31 日 現在 
下 管 场所 || 箇所 数 | 保管 量 (m°) 
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【 放 射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 】 
正式 名 称 を 、 「 平 成 二 十 三 年 三 月 十 一 日 に 発 4 ヒ 地 方 太平 洋 沖 地 震 に 伴う 原子 力 発電 所 の 事故 に より 放 H 
され た 放射 性 物質 に よる 環境 の 汚染 へ の 対処 に 関す る 特別 措置 法 」 と いい 、 こ の 法律 は 、 東 京 電力 原子 力 発 電 所 
事故 に 伴う 放射 性 物質 の 拡散 に よる 環境 の 汚染 へ の 対処 に 関し 、 国 、 地 方 公共 団体 、 関 係 原子 力 事業 者 等 が 講ず 
さき 措置 等 に つい て 定め る こと に より 、 環 境 の 汚染 に よる 人 の 健康 又は 生活 環境 へ の 影響 を 速やか に 軽減 する こ 
的 と し て 制定 され た も の で 、 平 成 23 年 8 月 30 日 に 公布 、 平 成 24 年 1 月 1 日 に 全面 施行 と な っ た 。 
汚染 状況 重点 調査 地域 】 
紀 域 の 平均 的 な 放射 線量 が 毎時 0.23 マイ クロ シー ベル ト 以 上 の 地域 を 含む 市 町 村 を 、 地域 内 の 事故 由来 放射 性 
質 に よる 環境 の 汚染 の 状況 に つい て 重点 的 に 調査 測定 を する こと が 必要 な 地域 と し て 、 放 射 性 物質 汚染 対処 特 
別 措置 法 に 基づき 市 町 村 単 位 で 指定 され た 地域 。 本 県 で は 一 関 市 、 奥 州 市 、 平 泉町 の 3 市 町 が 指定 され て いる 。 
指定 を 受け た 市 町 村 は 、 調 査 測定 を 実施 し て 実際 に 除 染 を 行う 区 域 を 定め 、 除 染 実 施 計画 を 策定 し て 除 染 を 進め 
て いる 。 
【 除 染 実 施 計画 】 
汚染 状況 重点 調査 地域 と し て 指定 を 受け た 市 町 村 は 、 汚 染 の 状況 に つい て 調査 測定 を 実施 し 、 除 染 を 実施 する 
区 域 和 や 除 染 の 実施 者 、 手 法 な ど を 定め た 除 染 実施 計画 を 策定 する こと と され て お り 、 市 町 村 、 県 、 国 等 は 、 こ の 
に づき 除 染 を 実施 し て いる 。 







































































































































































































































































岩手 県 の 現状 


コラ ム 際 染 の 基準 















































原発 事故 発生 以降 、 国 や 県 な ど で は 生活 空間 等 の 除 染 の 基準 を 設け て いま す 。 い ずれ の 基準 も 国際 放射 線 防護 委員 会 6 
勧告 に 基づき 、 追 加 被 ば く 線 量 光 を 年 間 1 ミリ シー ベル ト 以 下 と する こと を 目指 し て いる 点 は 共通 し 、 施 設 や 地域 等 の 
状況 等 に よっ て 測定 高 や 除 染 基準 を 適切 に 運用 し て いま す 。 

※1 国際 放射 線 防 護 委 員 会 (ICRP) : 放射 線 の 人 体 な ど へ の 影響 と その 防護 に 関す る 勧告 等 を 行う 還 際 組織 。 

※2 追加 被ばく 線量 : 自然 か ら 受け る 被ばく 線量 及び 医療 に より 受け る 被ばく 線量 を 除い た 被ばく 線量 の こと 。 





















































































































































1 国 の 除 楽 基準 

国 に お ける 主 な 除 染 基準 と し て は 、 文 部 科学 省 所 管 の 学校 の 校舎 ・ 校 庭 等 に 関す る も の 、 環 境 省 所 管 の 汚染 状況 重 
点 調査 地域 に 関す る も の 、 及 び 全 域 を 対象 と し た 局所 的 汚染 筒 所 に 関す る も の が あり ます 。 
ずれ の 基準 も 、 国 際 放 射線 防護 委員 会 勧告 に 基づき 、 追 加 被 ば く 線 量 を 年 間 1 ミリ シー ベル ト 以 下 と する こと を 
目指 し て いる 点 は 共通 し て いま す が 、 学 校 等 の よう に 小学 生 が 日 常 生活 を 送る 場所 に お いて は 、 児 童 の 体格 に 合せ 測 
定 す る 高 さ を 50cm と し 、 地 域 的 に 比較 的 高い 値 が 測定 され た 重点 調査 地域 に あっ て は 除 染 基準 を 毎時 0.23 マイ クロ 
シー ベル ト に する な ど 、 基 準 が 適用 され る 状況 等 に より 測定 高 や 除 染 基 準 を 運用 し て いま す 。 
な お 、 い わ ゆ る [Жу Кажу К] 等 と 呼ば れる こと も ある 局所 的 な 汚染 筒 所 の 除 染 基準 に つい て は 、1m の 測定 
高 で 毎時 1 マイ クロ シー ベル ト と な っ て いま す 。 








































































































































































































_ 国 四 主 契 除 染 基准 














部 | 学校 小学 校 等 : 50cm | 空間 線量 率 学校 の 校舎 ・ 校 庭 等 の 線量 低減 に 
(校舎 ・ 校 庭 中 学校 : 1m | 毎時 1 gSv 以 上 つい て (Н23. 8. 26 通 知 ) 

汚染 状況 重点 Е РОТ 空間 線量 率 放射 性 物質 汚染 対処 特措法 

査 地域 毎時 0.23 u Sv 以上 (H24. 1. 1 完全 施行 ) 
全域 (汚染 状 BH it 空間 線量 率 放射 性 物質 に よる 局所 的 汚染 箇 
点 調査 地域 含 ) 毎時 1 u Sv 以上 所 へ の 対処 が イド イン (Н24. 3 策定 
9 : 校庭 や 公園 な どの 広い 範 局所 的 : 雨 樋 下 な ど ご く 狭 い 限 られ た 範 















































































































































2 県 の 除 染 基準 等 

平成 23 年 9 月 、 高 線量 で ある 人 箇所 に つい て 放射 線量 の 低減 措置 を 講じ る こと に より 、 県 民 の 安全 ・ 安 心 に 資す る こ 
と を 目的 と し て 、 国 の 通知 等 を 参考 に 「 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 」 を 策定 し まし た 。 

この 方 針 に つい て は 、 国 の 基準 と 同様 、 追加 被ばく 線量 を 年 間 1 ミリ シー ベル ト 以 下 と する こと を 目標 と し て お り 、 
さら に 県 内 の 測定 結果 等 を 勘案 し 、 県 内 全域 に お いて 、 りな 広がり の ある 場合 と 雨 ど い の 下 な どの 局所 的 な 場合 を 
区 別 す る こと な く 、 測 定 高 に つい て も 各 施 設 等 の 管理 者 が 利用 実 能 こ 応じ て 50cm 未満 の 高 さ で も 測定 する こと が で き 
る よう に 地上 か ら の 高 さ を 特に 定め ず 、 除 染 等 の 低減 措置 を 講じ る 目安 を 毎時 1 マイ クロ シー ベル ト と し て いま す 。 
平成 24 年 3 月 に は 、 市 町 村 が 学校 等 や 不 特定 多数 の 方 が 利用 する 施設 に つい て 、 放 射線 量 の 調査 、 低 減 措 置 を 実施 
する 際 の 参考 と な る よう 、 具 体 的 な 測定 方 法 や 低減 措置 の 方 法 に つい て 定め た 「 岩 手 県 放射 線量 低減 マニ ュ ア ル 」 を 
策定 し まし た 。 

この マニ ュ ア ル に お いて 、「 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 」 に 定め る 目安 を 超え る 空間 線量 率 が 測定 され た 人 箇所 等 
に つい て 、 直 ち に 除 染 等 の 措置 を 講じ る こ расава よ 、 周 囲 に 囲い を 設け る 等 、 立 入 制 限 の 措置 を 講じ る こ 
と に より 、 放 射線 被ばく の 防止 を 図る こと と し て いま す 。 































































































































































































































































































放射 線量 低減 に 向け た 取組 方 針 ( аа. 9 策定 ) に ETERO 除 染 基准 

















内 全域 НА 高 さ 制限 は 設 けず 、 利 E | 空間 線量 率 岩手 県 放射 線 調査 ・ 低 減 事 業 
(※) i に 応じ 施設 管理 者 が 判 了 6 毎時 1 Sv 以上 | 助 に より 助成 。(1/2 補 
地域 も 含ま れ 、 当 該 JORE (10/10) の 対象 と な る 。 











































































































【 放 射 能 ・ 放 射線 と は 、 そ の 単位 は ?】 
放射 線 を 出す 能力 を 「 放 射 能 」 と いい 、 こ の 能力 を も っ た 物質 の こと を 「 放 射 性 物質 」 と いい ます 。 
単位 に は Bq (ベク レル ) 、Sv (シー ベル ト ) が あり 、 そ の 違い は 次 の と お り で す 。 
才能 : ベク レル (Ва) … 放 射線 を 出す 能力 の 強 さ を 表す 単位 
線量 : シー ベル ト (Sv) … 放 射線 に よっ て どれ だ け 人 体 に 影響 が ある か を 表す 単位 
※ 単 位 で 使わ れる 「 ミ リ (⑪)」 は 千 分 の 1(103) 、「 マ イク ロ ()」 は 百 万 分 ра а 
Я) 1 Sv (лаў У) > 15у (ў У) の 百 万 分 の 1 ә 0. 0000015у に な り ま す 。 



























































> 第 1 章 岩手 県 の 現状 、 重 要 課 題 へ の 取組 状況 、 注 目 情報 


重要 課題 1 原木 し いた け 生 産 環 境 の 再生 の 取組 


1 被害 の 状況 

本 県 は 、 昭和 40 年 代 か ら 原木 しいたけ の 生産 振興 に 取り 組 

み 、 電 し いた け は 平成 4 年 の ピー ク 時 に は 933 トン を 生産 す | 協 地 栽培 原木 し いた け 出 荷 制限 地域 | 
る な ど 、 全 国有 数 の し いた け 産 地 で ある ほか 、 全 国 品評 会 で 
最高 賞 を 受賞 する な ど 、 高 い 評価 を 得 て き まし た 。 

平成 24 年 4 月 1 日 か ら の 国 の 新た な 食品 中 の 放射 性 物質 の 
基準 値 (100 ベク レル /kg) に 対応 する た め 、3 月 23 日 に 「 原 
木 し いた け 全 戸 検査 要領 」 を 策定 し 、 出 荷 前 検査 を 実施 し た 
と ころ 、 県 南部 を 中 心 に 14 市 町 の 露地 栽培 原木 し いた け で 基 
準 値 を 超過 し た こと か ら 、 国 か ら 出 荷 制限 が 指示 され まし た 。 

(盛岡 市 は 、 平 成 25 年 4 月 8 日 に 全域 解除 ) 

現在 、 出荷 制限 が 指示 され て いる 13 市 町 の 全て で 出荷 制限 
が 一 部 解除 され 、13 市 町 で 187 名 が 生産 を 再開 し て いま す 。 
аа 平成 27 年 度 に 
大 船渡 市 、 境 野市 、 一 関 市 、 陸 前 高田 市 、 
金ケ崎 町 、 住 田町 及び 大 棚町 、 平 成 29 年 
限 が 一 部 解除 ) 
原発 事故 以降 、 風 評 被害 に より 、 電 し いた け の 市 場 1 
大 きく 下落 し まし た が 、 平成 27 年 度 に 入っ て 、 天 候 不 順 
る 品薄 感 か ら 急 回 復 し 、 平 成 27 年 度 以降 は 概ね 4 千 円 /kg 台 
で 推移 (平成 28 年 度 平均 4, 320 円 /kg、 平 成 2 年度 対比 95%) 
し て いま す が 、 引 き 続 き 、 今 後 の 価格 動向 を 注視 し て いく 必 
要 が あり ます 。 
また 、 指 標 値 超過 し た ほ だ 木 の 処分 や 、 原 木 価格 高騰 に 伴 直 菌 の 見 送り 、 出 荷 制限 な ど に より 、 
паранена аа паа www 
































































































































































































































































































































































































































2 生産 者 支援 

県 で は 、 原木 し いた け の 一 日 も 早い 産地 再生 を 図る た め 、 原発 事故 以降 、 生産 か ら 販売 まで の 対策 を 
市 町 村 ・ 関 係 団体 と 連携 し て 実施 し て いま す 。 
生産 ・ 出 荷 対 策 と し て は 、 消 費 者 や 取引 先 の 信頼 を 回 復 す る た め 、 生 産 者 全戸 を 対象 に 生 し いた け 、 
し いた け 、 ほ だ 木 の 放射 性 物質 濃度 検査 を 実施 し て いま す 。 
また 、 出 荷 再開 に 向け 、 国 の 定め る 指標 値 (50 ベク レル /kg) を 超過 し た 原木 ・ ほ だ 木 を 処理 する た 
め 、 実 施 者 で ある 市 町 村 に 対し 全額 補助 を 行 う 「 き の こ 原 木 等 処理 事業 」 を 創設 し 、 平成 24 年 10 月 か 
ら ほ だ 場 の 落葉 層 除 去 を 、 平 成 25 年 8 月 か ら 、 落 葉 層 除 去 後 の 土壌 の ほ だ 木 へ の 跳ね 返り 防止 資材 の 
敷設 を 事業 の メニ ュー に 追加 し 、 放 射 性 物質 の 影響 を 低減 する た め の 環 境 整 備 を 支援 し て いま す 。 
販売 対策 と し て は 、 出荷 制限 や 風評 被害 等 に より 資金 繰り が 悪化 し て いる 生産 者 に 対し 、 東京 電力 か 















































































































































































































































重要 課題 



































ら の 損害 賠償 金 が 文 払わ れる まで の つ な き 資金 と し て 無利子 の 「 原 木 しいたけ 経営 緊急 支援 資金 貸付 
金 」 を 平成 24 年 度 に 創設 し 、 関係 団体 を 通じ た 資金 融通 を 行っ て いま す 。 平成 29 年 度 は 、 生産 者 か ら 
の 要望 を 踏ま え 、 原木 価格 の 高騰 に 伴う 掛か り 増し 経費 の 全額 が 貸付 対象 と な る よう 、 こ れ ま で の 段階 
的 な 貸付 限度 額 の 設定 を 廃止 する と と も に 、 貸 付 上 限 額 の 引上げ を 実施 し まし た 。 

さら に 、 ほ だ 木 の 更新 に 必要 な 原木 を 確保 供給 する た め 、 平 成 28 年 度 に 岩手 県 林業 技術 セン ター に 
導入 し た 「 し いた け 原 木 非 破 壊 検 査 機 」 を 活用 し た 放射 性 物質 濃度 検査 を 実施 する と と も に 、 岩手 県 森 
林 組 合 連合 会 な ど 木材 生産 団体 の 協力 の も と 、 安全 性 を 確認 し た 原木 を 、 順次 、 生 産 者 の 方 々 に 供給 し 
て いま す 。 























































































































































































































3 原木 確保 に 向け た 取組 
本 の 原木 林 が 広く 汚染 され 、 し いた け 原 木 と な る コナ ラ が 全国 的 に 不足 し 、 価格 が 高騰 し て いま 










































































県 で は 、 平成 24 年 8 月 に 、 し いた け 人 原木 を 生産 する 団体 等 で 構成 する 「 し いた け 人 原木 供給 連絡 会 議 」 
を 設置 し 、 生 産 者 が 必要 と する 原木 の 確保 に 向け 、 素材 生産 業者 、 市 町 村 有 株 へ の 働き か け や 、 他 県 か 
ら の 原木 供給 な ど に 取り 組ん で いま す 。 
また 、 し いた け 原 木 の 確保 を 促進 する た め 、 森 林 組 合 が 必要 な 資金 の 貸付 を 行っ て きた ほか 、 高騰 す 
る 原木 価格 に 対応 する た め 、 生産 者 が 原木 購入 に 要する 経費 の 補助 を 行っ て いる と ころ で す が 、 万 が 一 
生産 者 が 希望 する 原木 を 確保 で き な い 場合 に は 、 減 少 す る 生産 量 に つい て 東京 電力 に 対応 を 求め る な 
ど 、 意 欲 ある 生産 者 の 方 々 が 継続 し て 生産 を 続け られ る よう 、 引 き 続 き 全力 で 支援 し て いき ます 。 






























































































































































コラ ム 全国 初 の 原木 な めこ (EBRR) の 出荷 制限 一 部 解除 








原木 な めこ (露地 栽培 ) に つい て 、 本 県 で は 5 市 で 、 国 か ら 出 荷 制限 が 指示 され て いま す 。 

この うち 、 大 船渡 市 の 生産 者 1 名 が 、 国 か ら の 出荷 制限 の 一 部 解除 に 向け て 、 ほ だ 場 の 環境 整備 を 実 
施す る と と も に 、 岩手 県 林業 技術 シン ター か ら の 技術 指導 を 受け る な ど 、 放射 性 物質 低減 対策 を 実施 し 
な が ら 栽 培 を 行っ て きた 結果 、 平 成 29 年 10 月 26 日 付け で 、 国 か ら 出 荷 制限 が 解除 され まし た 。 
原木 な めこ (露地 栽培 ) に つい て は 、 土壌 等 か ら の 放射 性 物質 の 移行 メカ ニズム に 関す る 知見 が 十分 
で な か っ た た め 、 こ れ ま で に 国 か ら の 出荷 制限 が 解除 され た 事例 は な く 、 本 県 で の この 解除 事例 が 全国 
初 の 事例 と な り ま す 。 


























































































































> 第 1 章 岩手 県 の 現状 、 重 要 課 題 へ の 取組 状況 、 注 目 情報 


重要 課題 2 牧草 地の利 用 自粛 解除 及び 汚染 牧草 等 の 保管 の 取組 


1 牧草 地の利 用 自粛 解除 の 状況 
原発 事故 に よる 放射 性 物質 の 拡散 は 、 本 県 の 公共 牧場 や 採草 
B な どの 自給 飼料 *※} 基 盤 に 大 き な 影 響 を 与え まし た 。 
県 は 、 平 成 23 年 25 бланк 0 279 
査 を 行い 、 аа анна 過 し た 14 市 町 村 等 に 対し 、 牧 草 
の 利用 自粛 を 要請 し て いま す 。 
の 
が で き な い 人 箇所 等 (以下 「 耕 起 不 能 箇所 等 」 と いう 。 ёў 
12, 396ha に つい て は 、「 牧 草地 再生 対策 事業 」 に より 、 平 成 26 除 染 の 様子 ( 耕 起 作業 ) 
年 度 ま で に 除 染 を 完了 する と と も に 、 суры яне 
質 検査 を 行い 、 暫 定 許容 値 以 下 で ある こと が 確認 され た ほ場 か ら 、 順 次 、 利 用 自粛 を 解除 し て お り 、 ` 
30 年 3 月 末 現 在 、12, 343ha (99.6%) が 解除 され て いま す 。 
また 、 耕 起 不能 箇所 等 3, 761ha に つい て も 、 国 の 通知 に 基づき 、 平 成 26 年 度 か ら 牧 草 の 放 射 性 
査 の 結果 、 暫 定 許 容 値 以下 で ある こと が 確認 され た ほ場 の 利用 自粛 を 解除 し て お り 、 平 成 30 年 
在 、3, 728ha (99.1%) が 解除 され て いま す 。 
※1 自給 飼料 
嘩 家 自 ら 又は 地域 の 生産 組織 等 に 作業 依頼 し て 、 作 付け や 収穫 を する 家畜 飼料 (牧草 、 飼 料 用 トウ モロ コシ 等 ) の こと 。 
※2 暫定 許容 値 


国 が 設定 し た 飼料 に 含む こと が 許容 され る 放射 性 物質 の 量 。 生 は 、100 ベク レル /kg。 た だ し 、 乳 和牛 は 、 生 産 者 団体 か ら の 
要請 に より 、 県 が 原 乳 (搾っ た まま の 和牛 の 乳 ) 中 の 放射 性 物質 を 10 ベク レル /kg 未満 と する た め 、 50 ベク レル /kg に 設定 。 

































































































































































































































































































































































【 牧 草地 の 利用 自粛 解除 状況 】 





単位 : ha、%) 











Е 解除 








分 
除 染 対象 人 А 12,343 (99. 6) 
耕 起 不 能 箇 Й 3, 728 (99. 1) 
合計 Я 16,071 (99. 5) 
※ ッ コ 内 は 割合 。 
※ 平成 30 年 3 月 示現 在 















































2 風評 被害 対策 と し て の 除 染 の 取組 
県 は 、 市 町 村 が 風評 被害 の 防止 や 消費 者 に 安心 感 を 持っ て も ら う た め に 行う 利用 自粛 以外 の 牧草 地 に お 
ける 除 染 に つい て 、「 い わ て 型 牧草 地 再生 対策 事業 」 を 創設 し 、 支 援 し て いま す 。 



























































【 い わ て 型 牧草 } 策 事業 の 実施 状況 (年 度 別 実施 面積 ) 】 
(単位 : ha) 
24 年 度 26 年 度 27 年 度 28 年 度 F: 計 

172 1, 466 1, 517 722 5, 241 









































重要 課題 


3 汚染 牧草 等 の 保管 の 状況 
暫定 許容 値 を 超過 し た こと に より 、 利 用 で き な く な っ た 汚 
染 牧 草 、 稲 わら 及び 牛ふん 堆肥 (以下 「 汚 染 牧 草 等 」 と いう 。) 
は 、26 市 町 村 で 28, 111 トン 発生 し 、8, 000 ベク レル /kg を 超過 
し た も の に つい て は 、 放 射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 基づき 、 
国 が 処分 する まで の 間 、 各 市 町 村 に お いて 保管 する こと と され 
て いま す 。 
また 、8, 000 ベク レル /kg 以 下 の 27, 387 ト ン に つい て は 、 市 町 
村 に よる 焼却 処理 等 に より 、 平 成 30 年 2 月 末 現 在 、 約 8 #10 治 染 牧草 の ラッ プ 再 梱包 作業 
21, 383 トン が 処理 され て いま す 。 
し か し 、 市 町 村 に よる 焼却 処理 は 、 焼 却 灰 を 8, 000 ベ クレ ル /kg 
以下 に 抑え る 必要 が ある こと 等 か ら 、 当たり の 処理 量 が 制限 され て お り 、 保 管 量 の 多い 県 南 地域 で は 
処理 が 終了 する まで に 複数 年 か か る 見 通し で あり 、 牧草 の 腐敗 に よる 環境 汚染 の 発生 防止 等 の た め の 中 ] 
期 保管 対策 が 必要 と な っ て いま す 。 
県 は 、 こ れ ま で 、「 岩 手 県 利用 自粛 牧草 等 処理 円 滑 化 事業 」 で 、 汚 染 牧草 等 を 保有 し て いる 農家 の 負担 
軽減 や 効率 的 な 焼却 処理 を 行う た め に 市 町 村 が 行う 一 時 (集中 ) 保管 施設 等 の 設置 や 適切 に 保管 する た め 
の 維持 管理 の 取組 を 支援 し て いま す 。 






























































































































































































































































【 汚 染 牧草 等 の 発生 量 、 (単位 : t、%) 
保管 量 
8, 000Bq/kg 8, 000Bq/kg 
超過 DUI 超過 DUIF 
污染 牧草 等 28, 111 724 27, 387 Я : 6, 021 
※ 平成 30 年 2 月 末 現 在 。 


























区 分 















































4 牛肉 の 安全 性 確保 へ の 取組 
岩手 県 は 、 放射 性 物質 に 汚染 され た 稲 わ ら が 給与 され た 牛肉 か ら 、 暫 定 規制 値 を 超え た 放射 性 セン ウム 
が 検出 され た こと に より 、 平 成 23 年 8 月 1 日 に 、 原子 力 対策 本 部 長 (内 閣 総 理大 臣 ) か ら の 「 出 荷 制限 」 
の 指示 を 受け 、 県 外 移動 や と 畜 ま 1 が 一 時 制限 され まし た 。 
その 後 、 県 は 、 和 牛肉 の 「 出 荷 ・ 検 査 方 針 」 を 策定 し 、 安 全 な 牛肉 を 出荷 する た め の 検 査 体制 を 整え る こ 
と に より 、 同 月 25 日 に 出荷 制限 が 一 部 解除 され て いま す 。 
E 4 月 1 日 に は 、 一 般 食 品 の 国 の 基準 値 が 100 ベ クレ ル /kg に 引き 下げ られ まし た が 、 適 正 な 飼養 
管理 を 徹底 する こと に より 、 平成 24 年 4 月 か ら 30 年 3 月 まで に 出荷 し た 肉牛 188, 081 頭 に つい て 、 基準 
値 を 超過 し た 事例 は あり ませ ん 。 
特に 、 牧草 が 多く 給与 され る 廃 用 牛 ま ? に つい て は 、 出荷 前 に 飼養 管理 状況 や 給与 飼料 を 確認 し 、 牛肉 中 
の 放射 性 物質 濃度 を 推定 する 取組 を 行っ て いる ほか 、 平成 24 年 10 月 1 日 か ら は 、 と 畜 場 等 に お いて 生体 
推定 法人 を 導入 する な ど 、 よ り 安 全 性 を 確保 する よう 努め て いま す 。 
※1 : 食用 に 供する 目的 で 獣 音 ( 牛 、 馬 、 豚 、 め ん 羊 及び 山羊 ) を 解体 する こと 。 


※2 牛 : 老齢 等 に より 生産 量 が 低下 し 、 と 畜 さ れる 乳 用 和牛 や 肉 用 繁殖 生 の こと 。 
※3 生体 推定 法 : 生き て いる 和牛 の 体 表 か ら 放 射線 を 測定 し て 、 和 牛肉 中 の 放射 性 物質 濃度 を 推定 する 検査 法 。 







































































































































































































































































































































































> 第 1 章 岩手 県 の 現状 、 重 要 課 題 へ の 取組 状況 、 注 目 情報 


重要 課題 3 放射 性 物質 等 に 汚染 され た 廃棄 物 処理 の 取組 
































原発 事故 に より 放射 性 物質 に 汚染 され た 廃棄 物 が 県 南 地 域 を 中 心 = 
に 発生 し まし た 。 шых, 
来 放射 性 物質 に 汚染 され た 廃棄 物 の うち 、 生 産 現場 で 循環 
利用 で き な く な っ た 稲 わ ら 、 牧 草 、 堆 肥 、 ほ だ 木 と いっ た 農林 業 系 
副産物 に つい て は 、 当 該 事 故 か ら 7 年 を 経過 し た 時 点 で も 県 内 に 約 
2 万 8 トン が 保管 され て いま す 。 š 
これ ら 農 林業 系 副産物 は 、 廃 棄 物 と し て 処理 する 場合 、 市 町 村 等 Sa 
の 既存 焼却 施設 に お いて 、 生 活 系 ご みな ど 一 般 廃棄 物 と 混合 焼却 し 、 
焼却 灰 が 8, 000Bq/kg 以下 と な る よう 管理 し な が ら 処 理 を 進め る 方 
針 と し て お り 、 国 か ら の 財政 措置 に より 、 裁 断 な どの 前 処理 施設 や 
放射 能 測定 器 な ど を 整備 し 、 焼却 処理 が 進め られ て いま す 。 県 で は 、 
市 町 村 に 対し 処理 等 へ の 技術 的 支援 や 地域 住民 へ の 説明 支援 な ど を 
行っ て いま す 。 
取組 の 結果 、 平 成 29 年 度 示 まで に 11 市 町 村 に お いて 処理 が 終了 
L. 5 市町村 に お いて は 焼却 処理 (一 時 中 断 含 む ) を 進め て いま す 。 
副産物 の 処理 は 長期 に 及ぶ 市 町 村 も ある こと か ら 、 国 に 対し 財政 措置 を 継続 する よう 要 
аг 
点 調査 地域 に 指定 され た 県 南 3 市 町 で は 、 放 射 性 物質 に 汚染 され た 道路 側溝 汚泥 が 確認 
E す 。 と り わ け 汚 泥 の 発生 量 が 多く 、 道 路 維持 管理 や 生活 環境 の 支障 が 生じ て いる 地域 に 
EE の 一 時 保管 場所 の 確保 に 向け て 、 住 民 説明 を 通じ た 理解 醸成 が 進め られ て お り 、 奥 州 
平成 25 年 度 に 2 入所 整備 され まし た が 、 そ の 後 平成 28 年 度 未 まで に 最終 処分 が 終了 し まし 
一 関 市 で は 、 平 成 26 年 度 か ら 平 成 29 年 度 ま で に 15 箇所 整備 され 、 汚 泥 の 一 時 保管 が 
実施 され ま し た 。 放射 性 物質 に 汚染 され た 道路 側溝 汚泥 が 未だ 道路 側溝 に 堆積 し た 状態 の 場所 も あ 
る こと か ら 、 国 に 対し て 、 一 時 保管 や 処理 に 要する 経費 へ の 財政 措置 や 処理 基準 の 早期 提示 に つい 
て 引き 続き 要望 し て いき ます 。 












































































































































前 処理 施設 (裁断 機 ) の 整備 




























































































































































































































































































農林 業 系 副産物 の 処理 スキ ー ム (牧草 、 稲 わら 、 ほ だ 木 の 場 合 ) 


1 牧草 、 稲 わら 、 ほ だ 木 の 場 合 


焼却 施設 (既存 ) 


(2) 放射 能 測定 
(3) 焼却 施設 周辺 の モニ タリ ング 


各市 町 村 ・ 清 掃 セ ンタ ー で 対応 

















各市 町 村 で 対応 
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重要 課題 4 


重要 課題 4 風評 被害 対策 の 取組 首都 園 等 へ の 情報 発信 を 強化 








原発 事 逆 に 伴う 放射 性 物質 の 影響 に より 、「 い わ て 」 の 産品 の гава ые 
控え な どの 風評 被害 が 発生 し て いき | 




















この た め 、 家 庭 の 消費 行動 を 決定 する 消費 者 層 で ある 女性 を 主 
対象 と し て 、 日 常 の 生活 や 四季 に 応じ た 「 い わ て 」 の 魅力 を PR す 
る 取組 が 重要 と 考え 、 情 報 発信 か ら 販 路 拡大 まで の 取組 を 年 間 を 通 
し て 一 体 的 に 展開 し 、 新 た な 「 い わ て 」 フ ァ ン の 獲得 を めざす 「 い 
わ て ブラ ンド 再生 推進 事業 」 を 平成 25 年 度 に 創設 し 、 平 成 27 FE 
まで 継続 し て 実施 し まし た 。 








































































































その 土地 を 愛す る 人 た ち は 
生产 物 在 爱 才 百人 大 右 。 





平成 28 年 度 か ら は 、 上 記事 業 の 内 容 を 「 い わ て 農林 水産 物 消費 者 
解 増進 対策 事業 」 に 統合 し て 実施 し て いま す 。 
風評 被害 の 払拭 と 販路 回 復 ・ 拡 大 に 向け 、 安 全 ・ 安 心 を PR する 
ポス ター の 掲出 及び 雑誌 へ の 記事 掲載 並び に We b サ イト に よる 情 
報 発 信 を 行っ た ほか 、 一 流 レ スト ラン に お ける レセ プシ ョ ン の 開催 
や 県 産 食材 を 提供 する 飲食 店 「「 茜 金 の 國 、 い わ て 。」 応 援 の 店 」 に 
багнік ына A 

の ほか 、 市 町 村 や 生産 者 団体 等 に よる 安全 ・ 安 心 を PR する 取 
m s s ni il 









































































































































、 消 費 者 の 信頼 を より 一 層 高 め 、 事 業者 の 売上 増加 と 経営 力 
参る た め 、 更 な る 県 産品 の 販路 拡大 、 魅 力 向上 及び 新た な 購 
買 層 の 開拓 に つなげ る 取組 を 強化 する こと を 目的 に 平成 28 年 度 か ら 
「 い わ て の 食 と 工芸 魅力 拡大 事業 」 を 実施 し て いま す 。 特に 、 水 産 
加工 業 に お いて 大 き な 課 題 と な っ て いる 売上 減少 や 販路 喪失 の 改 き 
向け た 取組 の 充実 ・ 強 化 に 向け 、 相 談 会 や 個別 助言 ・ 指 導 を 行う 
な ど 、 販 路 拡 大 の 前 提 と な る 商品 開発 や 販路 開拓 の 支援 を 一 体 的 か 
中 力 に 推進 し まし た 。 ま た 、 県 内 外 で 食 の 商談 会 を 開催 し 、 未 だ 
МЕТИ y) を 主 と し た 販路 拡大 を 図る な ど 、 風 
更 な る 払拭 と 県 産品 の 販路 拡大 ・ 魅 力 向上 に 取り 組み まし 



































































































































と 取組 な ど に より 、 に 対す る 風評 被害 は 一 定 程度 
縮小 し て きま し た が 、 о и вва 今 
後 も 引き 続き 風評 被害 の 払拭 に 向け た 対策 を 講じ て いき ます 。 
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重要 課題 5 東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 の 取組 


























原発 事故 の 発生 以来 、 県 と 市 町 村 等 は 、 東京 電力 に 対す る 民間 事 
業者 等 の 損害 賠償 請求 の 取組 を 支援 する と と も に 、 県 と 市 町 村 等 が 
各種 放射 線 影響 対策 に 要 し た 費用 に つい て 東京 電力 に 損害 賠償 請 
求 を 行い 、 速やか に 賠償 に 応じ る よう 、 東 京 電力 に 対す る 要請 や 交 
ProT ELZ. 

し か し 、 東京 電力 は 、 県 と 市 町 村 等 が 地域 の 実情 を 踏ま そえ て 実 7 
し た 放射 線 影響 対策 や 風評 被害 対策 事業 に つい て 、「 必 要 か つ 合 下 
的 な 範囲 を 超え て いる 」「 自 治 体 の 本 来 業務 で ある 」 な ど と し て 、 東京 電力 と の 交渉 (H29.7) 
则 上 し て 政府 指示 等 に 基づき 実施 を 余儀 な くさ れ た も の な ど に 
象 を 限定 し た た め 、 賠 償 金 の 支払 い は 一 部 に 留まっ て いま し た 。 
そこ で 、 平 成 26 年 1 月 、 県 と 市 町 村 等 が 協調 し て 、 原 子 力 損害 
賠償 紛争 解決 セン ター (原発 ADR) に 和解 仲介 の 申立 て を 行い 、 県 
と 市 町 村 等 が それ ぞ れ 、 原発 事故 と の 因果 関係 な どの 説明 に 努め た 
結果 、 平 成 28 年 1 月 まで に 東京 電力 と の 和解 が 成立 し まし た 。 
和解 の 内 容 は 、 東京 電力 が 主張 し て いた 政府 指示 の 有無 等 で は な 
く 、 原発 事 逆 と の 相当 因果 関係 を も っ て 、 賠償 の 対象 か 和合 か を 判断 
する も の で し た 。 と ころ が 、 東 京 電力 は 、 全 て の 和解 案 を 受諾 し た に も か か わら ず 、 こ の 和解 の 対象 
に な っ て いな しい 平 成 25 年 度 以降 の 損害 に つい て 従前 の 賠償 方 針 を 適用 し 、 県 と 市 町 村 等 の 判断 で 実施 
し た も の に は 必要 性 ・ 合 理性 が な いと し て 賠償 を 拒否 し まし た 。 

これ を 受け 、 県 と 市 町 村 等 は 、 東 京 電力 と の 直接 交渉 で は これ 以上 の 進展 が 望め な いと 判断 し 、 2 
可 目 と な る 原発 ADR へ の 和解 仲介 申立 て を 平成 28 年 3 月 に 実施 し ま し た 。 県 が 実施 し た 放射 線 影響 対 
人 策 の 必要 性 、 合 理性 の 説明 に 努め た 結果 、 平 成 30 年 1 月 に 県 分 の 和解 が 成立 し まし た 。 今回 の 和解 で 
は 、 風 評 対策 事業 費 な ど は 全額 が 賠償 対象 外 と され まし た が 、 放 射線 量 の 測定 や 道路 側溝 汚泥 の 処理 
に 要する 費用 な ど は 原発 事 逆 と の 因果 関係 が 認め られ 、 賠 償 金 の 支払 を 受け て いま す 。 

県 分 の 審理 終了 を 受け 、 市町村 等 の 審理 が 本 格 化 し て いま す が 、 平 成 30 З 月 末 現 在 、 和 解 成 立 に 
至っ た 団体 は まだ あり ませ ん 。 県 で は 、 今後 も 市 町 村 等 と 連携 し て 原発 ADR で の 審理 に 対応 し て いく 
と と も に 、 東 京 電力 が 十分 な 賠償 を 速やか に 行う よう 求め 、 交 渉 を 継続 し て いき ます 。 
































































































































































































































































































































原発 ADR 申立 て (H28.3) 



















































































































































































































































































コラ ム 原子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター (原発 ADR) に つい て 


原子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター は 、 原 子 力 事故 の 被害 者 と 原子 力 事 業者 の 損害 賠償 に 関す る 紛争 
を 、 円 滑 、 迅速 か つ 公正 に 解決 する こと を 目的 と し て 、 原子 力 損害 の 賠償 に 関す る 法律 に 基づき 文部 科 
学 省 の 原子 力 損害 賠償 紛争 審査 会 に 設置 され た 公 的 な 紛争 解決 機関 で す 。 

司 セ ンタ ー は 、 文 部 科学 省 や 日 本 弁護 士 連 合 会 等 の 専門 家 に より 構成 され 、 被 害 者 が 東京 電力 と の 直 
接 交渉 で は 合意 で き な い 場合 な ど に 、 裁 判 よ りり 簡易 な 手続 で 利用 で き 、 仲 介 費 用 は 無料 で す 。 

司 セ ンタ ー に よる 和解 仲介 手続 は 、 原 発 ADR な ど と 呼ば れ ま す が 、ADR (Alternative Dispute 
Resolution) と は 、 裁判 所 の 訴訟 手続 に よら な い 紛 争 解決 方 法 を 広く 指す も の で 、 原発 ADR 以外 に も ゃ 金 
融 ADR 等 が あり 
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注目 情報 1 





材 な どの 放射 性 物質 


県 を は じ め 23 市 町 村 に お いて 、 学 校 給 
て 国 の 基準 値 の 2 分 の 1 以上 の 値 が 検 H 
校 給食 の 安全 確保 に 努め て いま す 。 な お 、 平 











り ま せん 。 




















射 





て の 検査 に お いて 、 放 射 
せん で し た 。 
【 学 校 給食 モニ タリ ング 事業 実施 市 








れ も 検 出さ れ ま 





こう し た 状況 か ら 、 


れ ま す が 、 今後 も 継続 し て 測定 を 実施 
学校 で の 給食 食材 測定 の 様子 





@ 県 立 


① 給 食 食材 (予定 ) を 用 意 し ます 。 











濃度 測定 を 行っ て いま す 。 














また 、 県 で は 、 平 成 24 年 度 及び 平成 25 年 度 に 
性 物質 濃度 に つい て 把握 する 学校 給食 モニ タリ ング 事業 を 文部 科学 省 の 委託 に より 実施 し まし た が 、3 
性 セシウム 134、 放 射 性 セシウム 137) は い ず 














性 物質 (放射 性 ヨウ 


























yr ( 施 
学校 給食 に お 











【 検 出さ れ な い ( 不 検出 ) と は ?】 


放射 性 
£ FE 


























っ て いた 場合 に 
グ 事 業 で は 、 検 出 下 限 値 を 1 ベク レル / 








成 29 





за 131. 


BO : 紫波 町 、 大 船渡 市 、 
ける 児童 生徒 へ の 放射 性 物質 ( 
g し 、 よ り 一 層 の 安心 の 確保 に 努 


物質 濃度 を 測定 する 場合 、 検 出 で き る 測度 の 限界 が あり 、 
、 検 査 結果 を 「 不 検出 (EH 





【放射 性 物质 (放射 性 ヨウ 素 、 放 射 性 セン ウム ) 】 


Ф ヨウ素 131 (1-1 


呼吸 や 飲食 








ін 
短く 、 
Ф セシウム 134 (C 
気化 し や すく 、 








こよ り 体 内 ( 
ヒ 管 か ら 吸 収 され 、 
早い 段階 で 放射 線 を 出さ な く な り ま す 。 
セシウム 137 (C 
徴 が あり 、 Н ее е 
CETAN 


飛散 
因 と な り ま す 。 体 内 ( 








31、 半 減 期 : 8 日 ) ※ 半 減 
こ 吸 収 さ れ や すく 、 


中 に 入っ た 後 、30% は 












































s-134、 半 減 期 : 2 年 )、 
し や すい 特 
残存 する 際 、 








特定 の 臓器 





: 放射 線 を 出す 能力 (放射 能 ) が 元 の 半分 に な る まで の 期 
こ 集 まる 性 
蓄積 








状 腺 ! 
甲状腺 に 
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お いて 、 県 内 5 施設 


放射 


学校 結 食 の 放射 性 物質 濃度 測定 


県 で は 、 市 町 村 と 連携 し て 、 児 童 生徒 の 安全 を 確保 し 、 保護 者 の 皆さん の 不安 を 解消 する た め 











食 食材 等 の 測定 を 実施 し て い 3 
HH され た 場合 、 県 が 精密 検査 を 行う な ど 、 県 と 市 町 村 が 連携 し 
年 度 ま で の 測定 に お いて 、 国 


受 を 対象 に 、 


ET. また 、 

















H 下限 値 未 満 )」 と 記 
kg 以下 に な る よう 検査 時 間 な ど を 設定 し て 検査 し て いま す 。 





KREMT, 








J-F 7 ntt THD < 639, 


これ を 検 








質 が あり ま 





普代 村 、 
FE: EZ 


影響 は 極め て 小さ いと 考え ら 
め て いき ます 。 


こよ る 健 有 





WL CUE U, 


す 。 
し 、 残 り は 体内 か ら 排 港 さ れ ま す 。 



































EL] 








E 質 は あり ませ ん 。 





注目 情報 4 





x 
` f 





























食 食 


市 町 村 の 測定 に お い 


a 


実際 に 提供 し た 給食 の 放 

















県 立 前 沢 明峰 支援 学校 (奥州 








③ 測 定 容器 に 測定 試料 を 詰め ます 。 





出 下限 値 と いい ます 。 こ の 検出 下限 値 


(な お 、 学 校 給食 モニ タリ ン 














間 
か ら 摂 取 さ れ た ヨウ 素 は 容易 に 
半減 期 が 8 日 と 








s-137、 半 減 期 : 30 年 ) 























H)] 





p 第 1 章 岩手 県 の 現状 、 重 要 課 題 へ の 取組 状況 、 注 目 情報 


注目 情報 2 野生 山菜 ・ 野 生き の この 放射 性 物質 濃度 検査 























県 は 県 内 全 33 市 町 村 と 協力 し て 、 野 生 山 菜 と 野生 
の この 放射 性 物質 濃度 の 検査 を 実施 し 、 県 広報 誌 
て グラ フ や 県 ホー ムペ ー ジ に 検査 結果 や 出荷 制限 指示 
の 状況 等 を 掲載 する な ど 注 意 喚起 を し て いま す 。 

その ほか 、 県 で は 地域 の 住民 か ら 依 頼 を 受け て 市 町 
村 が 行う 検査 を 支援 し て いま す 。 
また 、 産 地 直 売 施 設 、 農 業 協同 組合 等 の 生産 者 団体 
及び 地方 卸売 市 場 に 対し 、 出 荷 制限 等 の 対象 と な っ て 
いる も の を 販売 する こと の な いよ うに 注意 を 促す と と 
も に 、 安 全 性 を 確認 し た も の を 消費 者 に 提供 する た め 、 
放射 性 物質 濃度 の 検査 の 実施 も お 願い し て いま す 。 

検査 に より 一 般 食品 の 基準 値 (100 ベク レル /kg) を 
超え た 場合 に は 、 市 町 村 の 区 域 を 単位 と し て 、 国 の 出 
恨 指示 な ど が 行わ れ て いま す 。 

生 山 菜 、 野 生き の こ 採り の 際 は 、 県 ホー ムペ ー ジ 
載 の 検査 結果 な ど を 参考 に 、 お 出かけ に な る 地域 の 
状況 を 確認 し て くだ さい 。 

























































































































































































































































































H29 野生 きのこ マッ プ 


【 国 の 出荷 制限 指示 ・ 県 の 出荷 自粛 要請 の 状況 】 放射 線 影響 対策 の 
(平成 30 年 А 31 日 現在 ) お 知ら せ No.25 








БИЕ 野生 山菜 を 採取 する 際 の 留意 点 
《 野生 山菜 》 ] 村 で 採取 され る 野生 山菜 ご と に 対象 と な り ま す て 県 で は 、 市 Він ср Цзе 
aš = (ар - ЯЕ Е EH ар. Бат. ВЕ. EAT ` Ва の 放射 性 物質 濃度 検査 を 行っ て い 
シア ブラ (盛岡 市 上 上 市 ・ 遠 野 州 市 ・ 住 田町 ・ 一 関 市 ) e S 
ゼン マイ (一 関 市 ・ 奥 州 市 ・ 準 値 (100 ベ クレ ル /kg) を 超え た 場 
2 A S s EE алі зн 合 、 そ の 市 町 村 を 単位 に 出荷 制限 
野生 ワラ ビ ( l ЗЫН RN な どの 措置 が 行わ れ て いま す 。 山 
野生 セリ (奥州 市 ) 菜 採り に お 出かけ の 際 は 、 県 ホー ム 
, А ペー ジ に ある 最新 の 検査 結果 を 確 
タケ ノコ (一 関 市 ・ 陸 前 高 村 に 限る )・8 Ва 


野生 コ ゴ ミ (陸前 高田 市 ) 山菜 の 出荷 制限 な どの 状況 
野生 タラ ノ メ (一 関 市 ) (平成 30 年 2 月 9 日 現在 ) 































































































































































































































































































z БЕ a x 
野生 ミズ (BH) 9779 нт зава EE 
た 州 市 、 一 関 市 、 住 田町 
й аа Я 州 市 、 一 関 市 、 陸 前 高田 市 、 
野生 サン ショ ウ (奥州 市 ) = 
州 
I ー " W 、 陸 前 高田 市 ( 旧 
《 野生 きのこ ) 当該 市 町 村 で 採取 され る 野生 きのこ 全体 が 対象 と な り ま す ~ SOR RS) 
船渡 市 、 遠 野市 、 一 関 市 、 陸 前 高田 市 、 例 石 市 、 奥 州 市 、 金 ケ 崎 町 、 平 泉町 、 


田町 































































































































































































【 放 射 性 物質 濃度 検査 】 

県 庁 県 民 く らし の 安全 課 

019-629-5322 

【 出 荷 制限 な ど 】 

県 店 林業 振興 課 019-629-5775 

【 全 般 】 県 庁 総 務 室 019-629-6815 

いわ て グラ フ 

平成 30 年 3 月 号 
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注目 情報 4 


コラ ム 野生 山菜 ・ 野 生き の こ 類 の 出荷 制限 解除 に 向け た 検査 に つい て 











野生 山菜 、 野 生き の こ 類 は 、 放 射 性 物質 低減 の た め の 管理 や 採取 場所 の 特定 が 困難 で ある こと か ら 、 
出荷 制限 等 を 解除 する た め に は 、 放射 性 物質 の 自然 減衰 を 待ち 、 放射 性 物質 濃度 の 十分 な 低下 を 確認 
る 必要 が あり ます 。 
平成 27 年 11 Д 20 日 、 国 は 野生 山菜 、 野 生き の こ 類 の 出荷 制限 解除 に 向け た 検査 に つい て の 具体 的 
考え 方 を し まし た 。 解除 に あたっ て は 、 原則 3 年 間 (※) に わた り 放射性 物質 濃度 の 経年 変化 を 確認 
する モニ タリ ング 検査 を 実施 し て 、 解 除 を 目指 す 品目 の 放射 性 物質 濃度 が 安定 し て 低 水 準 で ある こと 及 
び 低 下 傾向 に ある こと を 確認 し た うえ で 、 解除 に 向け た 詳細 検査 を 実施 する こと と され て いま す 。 詳細 
検査 に つい て は 、 解 除 予定 区 域 の 全域 か ら 満 偶 な く 60 検体 以上 を 採取 し 、 統 計 学 的 な 分 析 を 行っ て 安 
全 性 を 確認 する こと と され まし た 。 

県 で は 、 平 成 25 年 か ら 、 出 荷 制限 等 の 対象 と な っ た 野生 山菜 、 野 生き の こ 類 を 対象 と し た 放射 性 物 
濃度 の 経年 変化 を 把握 する た め の 追 跡 調 査 を 実施 し て きま し た 。 

p 27 年 12 月 21 日 、 一 関 市 の 野生 せり に つい て 国 の 出荷 岩手 県 せり (野生 ) セ シウム 濃度 の 推移 
制限 が 解除 され まし た が 、 こ れ は 平成 25 年 及び 平成 26 年 に 
モニ タリ ング 検査 を 実施 し 、 平 成 27 年 に 詳細 調査 を 行っ て 安 
全 性 を 確認 し た うえ で 国 に 解除 の 申請 を 行っ た も の で す 。 
今後 に お いて も 、 野 生 山菜 、 野 生き の この 放射 性 物質 濃度 
に つい て 、 追 跡 調査 を 継続 し 、 安 全 性 が 確認 され た 品目 に つ 
いて は 、 出 荷 制限 等 の 解除 に 向け た 取組 を 進め て いき ます 。 
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放射 性 セシウム 濃度 (Bq/kg) 
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※ 2 年 目 ま で の モニ タリ ング 検査 の 結果 、 良 好 な 値 が 示さ れ た 場合 š . Ë 


は 、 34 に 並行 し て 詳細 検査 を 実施 で きる も の と され て いま す 。 клат H24930 Н2541 H25.101 тА н26.101 Н2742 Н27.10.1 H2841 












































放射 性 物質 濃度 が 低減 傾向 に ある こと を 確認 
野生 山菜 ・ 野 生き の こ 類 の 出荷 制限 解除 に 向け た 検査 の 流れ 
モニ タリ ング 検査 の 実施 【 原 則 3 年 間 】 詳細 検査 の 実施 【 単 年 度 、60 検体 以上 】 
安定 し て 低 水準 (基準 値 の 概ね 2 分 の 1 以下 ) 放射 性 物質 の 検査 結果 が 安定 し て 基準 値 を 下 回 
で あり 、 か つ 、 低 下 傾向 に ある こと を 確認 する た る こと が 統計 学 的 に 確認 で きる よう 以下 に より 検 
め 、 以 下 の 場所 (5 カ所 以上 ) で 検体 を 採取 査 を 実施 
過去 に 基準 値 の 2 分 の 1 を 超え る 検体 が 採 ・ 検 体 は 、 解 除 予定 市 町 村 全 域 の 生息 地 か ら 満 
取 さ れ た 場所 遍 な く 採 取 す る 
空間 線量 率 が 高い 場所 ・ 統 計 学 的 な 分 析 に 必要 な 60 検体 以上 を 採 
地表 面 水 や 地下 水 が 集まり や すい 場所 






































野生 山菜 ・ 野 生き の こ 類 に 係る 国 の 出荷 制限 指示 ・ 県 の 出荷 自 粛 要請 【 解 除 】 の 状況 
(平成 30 З 月 31 日 現在 ) 


くく 国 の 出荷 制限 指示 解除 >> 

平成 27 年 12 月 21 日 野生 セリ (一 関 市 ) 

平成 28 年 3 月 29 日 タケ ノコ (陸前 高田 市 (I 、 旧 高田 町 、 旧 小 友 村 、 旧 竹 駒村 及び 旧 米 崎村 の 

区 域 に 限る 。)) 

くく 県 の 出荷 自粛 要請 解除 ※>> 

平成 27 年 9 月 28 日 野生 フキ (奥州 1 

平成 29 年 1 月 31 日 野生 コ ゴ ミ (花巻 
※ 国 の 出荷 制 限 指示 解除 と 同じ 基準 で 安全 性 を 確認 し て いま す 。 
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p 第 1 章 岩手 県 の 現状 、 重 要 課 題 へ の 取組 状況 、 注 目 情報 


注目 情報 3 県 民 等 へ の 情報 発信 の 取組 











原発 事故 発生 以来 、 放 射 性 物質 に 対す る 県 民 等 の 不安 の 高 ま yë 
り を 受け 、 県 は 、 様 々 な 媒体 を 活用 し て 、 放 射 性 物質 に 関す る 
mas ж ë= 

基本 的 な 知識 や 各種 測定 結果 な ど に つい て 情報 発信 を 行っ て き панн 
Amor 
平成 23 年 6 月 に は 、 県 ホー ムペ ー ジ 内 に 放射 能 に 関す る 情報 
を 集約 し た ポー タル サイ ト を 立ち 上 げた ほか 、 同 年 8 月 に は 
県 内 全 世帯 に 配布 され る 県 政広 報 誌 「 い わ て グラ フ 」 の 臨時 号 
と し て 、 放 射線 影響 対策 特集 号 を 発行 し まし た 。 

ら に 、 新 聞 ・ 雑 誌 へ の 広告 掲載 や 、 テ レビ の 県 政広 報 番組 、 
リス クコ ミュ ニケ ーション の 開催 な ど を 通じ 、 全 庁 を 挙げ て 、 
正しい 情報 の タイ ムリ ー な 発信 に 取り 組ん で きま し た 。 
現在 、 県 ホー ムペ ー ジ の 「 放 射 能 に 関す る 情報 」 で は 、 県 内 
の 空間 放射 線量 や 、 野 生 山 業 や きのこ を 含む 県 産 食品 の 安全 性 
情報 な ど を 地図 や グラ フ な ど で ま と め た 「 い わ て の 今 」 、 年 間 数 
万 件 に 及 пашана са нання 結果 を 
効率 よく 閲覧 で きる よう に 配慮 し た 「 検 索 サ イト 」 な ど を 設置 
し 、 最 新 情報 を 随時 掲載 し て いま す 。 
また 、 県 政広 報 誌 「 い わ て グラ フ 」 で も 、「 放 射線 影響 対策 の 
お 知ら せ 」 コー ナー を 設け 、 生 活 に 身近 な 話題 を 中 心 に 、 本 県 
の 現状 や 放射 線 影響 対策 の 取組 に つい て 、 毎 号 、 情 報 発信 を 行 
っ て いま す 。 
原発 事故 か ら 7 年 が 経過 し 、 県 内 の 生活 空間 に お ける 放射 線 
ае нию 
が 国 の 基準 値 を 下回っ て いま す 。 こ の よう な 本 県 の 状況 を 正 し 
く 理解 し 、 不 安 を 解消 し て も ら う た め 、 県 で は 、 こ れ か ら ゃ 必 
要 な 情報 発信 を 継続 し て いき ます 。 

































































































































































































































































































































































































































































生活 空間 の 放射 線量 (地図 表示 ) 

















п ЖЕО ФВ Sr IKim(a29s=I8(H29.4—30.3) 
いわ て グラ フ を 活用 し た 情報 発信 の 状況 ü | w s ss 


Bg 基準 値 以下 還 基 準 値 超過 


(平成 29 年 度 ) 全 体 (检查 件数 ) 25618 件 | onk REA аа Барка С А 


平成 29 年 6 月 号 | 子ども の 内 部 被ばく 健康 影響 調査 @ z 
平成 29 年 8 月 号 | 野生 きのこ 採り の 留意 点 

穀類 146 件 海産 物 1.710 件 
平成 29 年 10 月 号 | 生活 空間 の 放射 線量 























平成 29 年 12 月 号 | 県 産 食 材 な どの 放射 性 物質 濃度 検査 e, 6 


平成 30 年 3 月 号 | 野生 山菜 を 採取 する 際 の 留意 点 
※ 検 査 件 数 、 基 準 値 超過 件 数 は 厚生 労働 省 集計 数 値 (平成 30 年 3 月 末 現 在 ) を 掲載 





県 産 食 品 の 安全 性 情報 
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第 1 節 放射 線量 等 の 測定 に 関す る 取組 状況 < 





| 第 2 章 | と 人 周平 成 29 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 


画 第 1 節 放射 線量 等 の 測定 に 関す る 取組 状況 


1 概況 

本 県 で は 、 原 発 事故 に よる 放射 性 物質 の 影響 に つい て 、 県 民 の 皆様 の 安 
心 安 全 の 確保 の た め 、 市 町 村 等 と 連携 し て 整備 し た 測定 機器 ・ 測 定 体制 に 
より 、 県 内 全域 で きめ 細か な 測定 を 行い 、 県 ホー ムペ ー ジ 等 で 迅速 か つ わ 
か りや すく 情報 提供 し て いま す 。 

原発 事 敵 以前 に お ける 測定 機器 の 配備 は 、 環 境 保健 研究 セン ター に 設置 
し て ある モニ タリ ング ポス ト 1 台 な ど わ ず か で し た が 、 原発 事故 を 契機 に 
測定 機器 を 順次 整備 し 、 平 成 26 年 度 ま で に モニ タリ ング ポス ト は 10 台 、 
サー ベイ メー タ は 30 台 、 ゲ ル マ ニ ウム 半導体 検出 器 は 5 台 配 備 し まし た 
(図表 1-2) 。 
生活 環境 へ の 影響 を 把握 する た め 、 県 内 10 箇所 の モニ タリ ング ポス ト で 
1 時 間 ご と の 放射 線量 (以下 「 空 間 線量 率 」 と いう 。) を 測定 し て いま す 。 サー ベイ メー タ に よる 
また 、 サ ー ベ イメ ー タ に より 県 内 の 代表 的 な 55 地点 や 県 立 学校 な ど 県 有 施 空間 線量 率 測定 の 様子 




















































































































設 の 空間 線量 率 を 定期 的 に 測定 し て いま す 。 そ れ ら の 結果 を 県 ホー ム ベ ペー (生活 空間 等 
ジ 等 で 公表 し て いま す 。 
さら に 、 雨 や ちり な どの 降下 物 、 河 川 水 、 水 道 水 の ほ か 、 廃 棄 物 処理 施設 に お ける 焼却 灰 、 下 水 汚泥 、 





工業 用 水道 な どの 放射 性 物質 濃度 も 定期 的 に 測定 し て いま す 。 

これ ら 泊 定 の 結果 、 雨 水 や 河川 水 や 水道 水 な どか ら の 放射 性 物質 濃度 は 不 検出 で し た 。 モ ニタ リン グ ポ 
スト 及び 県 内 55 地 点 に お ける 空間 線量 率 の 測定 結果 か ら は 、 大 気 中 の 放射 線量 に 異常 は 見 られ ず 、 測 定 開 
始 以来 、 低 減 か ら 横ばい 傾向 に あり 、 平 成 25 年 6 月 以降 は 、55 地 点 全 て で 国 の 除 染 基準 で ある 毎時 0.23 マ 


イク ロ シ ー ベ ルト (Sv/h) を 下回っ て いま す 。 (図表 1- 1 ) 
| Во 
0.23 Sv/h 


図表 1-1 汚染 状況 重点 調査 地域 に お ける 放射 線量 測定 結果 の 推移 
80% `! МЯ À 県 南 3 市 町 の 放射 線量 測定 結果 


паруе? (初回 (H23.6) を 100% + 2) 
ーー 放射 線量 (推計 )※ 
жау (H23. 3 £ 100% と する ) 


積雪 あり ※。 
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60% 4 







нау | 
жељу 


40% ~ 積雪 あり ※2 








経過 月 数 (月 ) 
原子 力 安全 委員 会 ( 現 原子 力 規制 和 要員 会 ) 資料 (H23.8.24) の 数 値 に 基づく も の 。 
































※ 1 £ 
※2 積雪 時 は 、 庶 へ い 効 果 で 測定 値 が 低め と な っ て いま す 。 

















この よう に 、 空 間 線 量 率 は 低減 傾向 に ある と と も に 放射 性 物質 濃度 も 不 検出 で ある な ど 安 定 し て いま す 
が 、 県 民 の 不安 の 解消 や 風評 被害 の 解消 ・ 防 止 な どの た め 、 測 定 を 継続 し て 実施 する 必要 が あり ます 。 今 
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> 第 2 章 平成 29 年度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 IyL.u s 


後 も 、 原 発 事故 に よる 生活 環境 へ の 影響 を 把握 し 県 民 の 健康 と 安全 を 守る た め 、 放 射線 量 等 を 測定 し て い 
Fio 

また 、 県 は 、 市 町 村 等 に 対し て 無償 で サー ベイ メー タ を 貸与 し 、 県 内 各地 の きめ 細か な 測定 の 実施 を 推 
進 し て いま す 。 平成 23 年 度 か ら 平 成 28 年 度 ま で に 1, 706 回 、 平成 29 年 度 は 213 回 の 合計 1, 919 回 の 貸出 回 数 で 
し た 。 今後 も 、 き め 細 か な 測定 を 実施 し 県 民 の 不安 の 解消 を 図る た め 、 貸 出 を 継続 し ます 。 


























































































































図表 1-2 岩手 県 に お ける 測定 機器 の 配備 状況 平成 30 年 3 月 31 日 現在 


盛岡 市 1 Е セン ター、 地 上 14.7m 
花巻 市 (1) (花巻 地区 合同 庁舎 、 地 上 1.0m (以下 、 同 じ 。) ) 
奥州 市 (1) (奥州 地区 合同 庁舎 )、 一 関 市 (1) ( 三 反田 大 気 測定 局 ) 
大 船渡 市 (1) (大 船渡 地区 合同 庁舎 )、 人 金石 市 (1) ( 釜 石 地区 合同 庁舎 ) 
宮古 市 (1) (宮古 市 立 宮古 小学 校 )、 久 慈 市 (1) ( 慈 地区 合同 庁舎 ) 
二戸 市 (1) (二戸 地区 合同 庁舎 )、 滝 沢 市 (1) (岩手 県 立 大 学 ) 
各 広 域 振 興 局 保健 福祉 環境 部 ( 計 9) (盛岡 1)・ 奥 州 (1)・ 釜 石 ①)・ 久 慈 (1)・ 
花巻 (1) ・ 一 関 (1)・ 大 船渡 (1) ・ 宮 古 (1)・ 二 戸 (①1)) 
県 南 広域 振興 局 土木 部 ( 計 3) (奥州 (1) ・ 一 関 (1) ・ 千 厩 (1) ) 
NaI (T1) 環境 保健 研究 セン ター(4) 、 北 上 川上 流 流域 下水 道 事務 所 (2) 
ジン チレ ーション 企業 局 施設 総合 管理 所 (1) 、 企 業 局 県 南 施設 管理 所 (2) 
教育 委員 会 事務 局 保健 体育 課 (1) 
各 教育 事务 所 GH 6) (盛岡 (1)・ 中 部 (1)・ 県 南 1) ・ 沿 岸 南 部 (1)・ 宮 古 (1)・ 
ミミ = | 県 北 Q①⑰)、 工 業 技術 モン ター2) | 
GM 計数 管 式 北上 川上 流 流域 下水 道 事務 所 (1) 1 
総合 防災 室 (5、 防 災 航 空 セ ンタ ー) 、 県 南 広域 振興 局 保健 福祉 環境 部 (10) 
¿aaa 各 広 域 振興 局 農 政 ( 林 ) 部 ( 計 15) (З. Ма. A 38 Ёа іў. 
dii 一 関 ・ 宮 古 ・ 大 船渡 ・ 二 戸 計 10 公 所 で 、 配 置 を 特定 せ ず に 使用 。) Е 
県 南 教育 事務 所 (18) 
ゲル マニ ウム 半導体 検出 各 | 環境 保健 研究 セン ター(3) 、 農 業 研究 セン ター(1) 、 工 業 技術 シン ター(1) 5 
県 南 広域 振興 局 農政 部 ( 計 3) (奥州 (1) ・ 一 関 (②) ) 
各 広 域 振興 局 水産 部 ( 計 3) (久慈 (1) ・ 大 船渡 (1) ・ 宮 古 Q①) ) 
沿岸 広域 振興 局 農林 部 宮古 農林 振興 セン ター 林 務 室 岩 泉 出張 所 (1※) 
農業 研究 セン ター 畜産 研究 所 (2※) 
NaI(T1) シン チレ ーション | 林業 技術 セン ター(2※)、 水 産 技術 セン ター(1) 
スペ クト ロメ ー タ 中 央 農業 改良 普及 セン ター(1) 
県 立 高等 学校 ( 計 3) ( 杜 陵 (1) ・ 盛 岡 工業 (1) ・ 釜 石 (1) ) 
県 立 支援 学校 ( 計 8) (盛岡 視覚 (1) ・ 盛 岡 聴覚 (1) ・ 盛 岡 と な ん (1) ・ 盛 岡 
衝 南 高等 (1) ・ 花 巻 清風 (1) ・ 前 沢 明峰 (1) ・ 久 慈 拓 陽 (1) ・ 気 仙 光 陵 (1) ) 
帆 岩 手 畜 産 流通 セン ター( 岩 手 県 岩 畜 検 査 室 ) (4※) 
TENA 農業 改良 普及 セン ター( 計 10) (中 央 (⑫)・ 盛 岡 (1) JEFE) ・ 奥 州 (1) ・ 
简易 测定 器 О) ・ 大 船渡 (1) ・ 宮 古 (1) ・ 久 慈 (1)・ 二 戸 Q①)) М 
※ 農林 水産 省 か ら の 無償 貸与 物品 
【 市 町 村 等 の 取組 : 測定 機器 の 配備 状況 】 
市 町 村 に お いて も 、 サ ー ベ イメ ー タ 等 の 整備 を 行い 、 学 校 や 幼稚 園 等 の 放射 線量 や 水道 水 、 一 般 廃棄 物 

処理 施設 の 焼却 灰 等 の 放射 性 物質 濃度 の 測定 を 行っ て いま す 。 (図表 1- 3) 
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図表 1-3 県 内 市 町 村 ・ 広 域 連 合 ・ 一 部 事務 組合 に お ける 測定 機器 の 保有 状況 平成 30 年 3 月 31 日 現在 





















































空間 線量 z Е 

率 等 ”简易 测定 器 等 22 10 32 518 41 559 
積算 線量 計 7 6 13 143 133 276 

放射 性 物 Каі (Т) シン チレ ーション 

質 濃度 スペ クト ロメ ー タ 等 (簡易 測定 器 含む ) | 29 > 32 | 64 3 Pí 








18 


第 1 節 放射 線量 等 の 測定 に 関す る 取組 状況 < 





測定 機器 は 、 大 気 中 の 放射 線量 を 測定 する も の と 食品 な どの 放射 性 物質 濃度 を 測定 する も の に 大 きく 分 か れ ま す 。 
( ア ) モニ タリ ング ポス ト 
ョ ヨウ 化 ナ トリ ウム (Маі) の 結晶 を 検出 器 と し て 利用 し 、 大 気 中 の 放射 線量 (E 
間 線 量 率 ) の うち ガン マ 線 を 連続 し て 測定 する 据え 置き 型 の 装置 で あり 、 極 め 
て 低い 空間 線量 率 まで 精密 に 測定 する こと が で きる 。 屋 外 に 置く Nal(T1) シン チ 
レー ショ ン 式 検出 器 と 屋内 に 置く 測定 器 で 構成 され 、 放 射線 が 検出 器 に 当たる 
と 検出 器 内 で か すか な 光 を 発し 、 そ の 光 を 検出 ・ 増 幅 し 、 空 間 線 量 率 と し て 計 
測 す る 。 本 県 で は 、 昭 和 63 年 (1988 年 ) か ら 盛 岡市 に お いて 測定 を 行っ て きた 
が 、 原 発 事 故 を 受け 、 県 内 9 箇所 に 増設 し 、 計 10 筒 所 に お いて 、24 時 間 体 制 で 
測定 を 行っ て いる 。 
【调查 项 目 : 放射 線量 (空間 線量 率 (大 気 ))、 測 定 単位 : Су (<? イ 2m ゲ レイ 
毎時 ) 、 測 定 頻度 : 24 時 間 連 続 測定 】 
※ 緊急 時 は 1 Gy/h=1 u Sv/h( マ イク pyー ペ "ルト 毎時 ) と し て 換算 で きま す ( 環 境 放 射線 モニ 
タリ ング 指針 : 原子 力 安全 委員 会 、 平 成 20 年 3 月 、 平 成 22 年 4 月 一 部 改訂 )。 
( イ ) サー ベイ メー タ 
放射 性 物質 や 放射 線 に 関す る 情報 を 簡便 に 得る こと を 目的 と し た 小型 で 可 搬 
型 の 放射 線 測定 器 で 、 一 般 環 境 ( 低 線量 ) の 測定 に 適 し た NaI(T1) シン チレ ー シ 
イ 











































































































































































































ョ ン 式 サー ベイ メー タ と 、 表 面 汚染 等 の 検査 等 に 適し た GM 計 数 管 式 サー ベ 
メー タ (ガイ ガー カウ ンタ ) が ある 。 本 県 で は 地表 付近 の 空間 線量 率 等 の 測定 
の た め 、 主 に NaI(T1) シン チレ ーション サー ベイ メー タ を 使用 し て いる 。 
① NaI(TI) シン チレ ーション サー ベイ メー タ 

検出 器 の 仕組 み は モ ニタ リン グ ポ スト と 同様 。 測 定 し た 結果 の 正確 さ で は モ 
ニタ リン グ ポ スト の 方 が 優る 。 
Ф GM 計 数 管 式 サー ベイ メー タ (ガイ ガー カウ ンタ ) 

ガン マ 線 に 加え て ベー タ 線 も 測定 する た め 、 表 面 汚染 の 測定 に 向く 。 た だ し 、 感 度 が 低く 、 空 間 線量 の 測定 に は 
適さ な い 。 
【 調 査 項目 : 放射 線量 (空間 線量 率 (大 気 ))、 測 定 単位 : Sv/h (Драў hE), 、 Gy/h (< マイ ゲル レイ 毎時 ) 、 測 
定時 間 : 1 ヶ所 当たり 概ね 5 分 】 
( ウ ) 積算 線量 計 
積算 線量 計 に は 事業 所 敷地 境界 及び 周辺 地区 に 設置 し 、 環 境 中 の 放射 線 を 3 
ое 量 と し て 測定 する も の と 、 放 射線 作業 従事 
者 等 が 一 定 の 作業 期間 に 受け た 放射 線量 を 積算 し て 測定 する も の が ある 。 
(7) ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 

ゲル マニ ウム の 結晶 を 検出 器 と し て 利用 し た も の で 、 試 料 中 の 放射 性 物質 の 
з 人 
の 種類 と 導き を 計測 する こ と で 、 ど の よう な 放射 必 物質 が どれ くら い 含ま れ て 
いる か を 測定 する 。 
【 調 査 項目 : 水道 水 、 土 壌 、 食 品 等 、 測 定 単位 Ва (ベク レル ) 、 
周 査 時 間 : 1 品目 概ね 1 時 間 】 
(1) Nal(TI) シン チレ ーション スペ クト ロメ ー タ 
ョ ヨウ 化 ナ トリ ウム (Маі) の 結 草 を 検出 器 と し て 利用 し た も の で 、 測定 原理 は 
ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 と 同様 。 ゲ ル マ ニ ウム 半導体 検出 器 と 比較 し て エネ 
ルギー 分 解 能 は 劣る た め 、 数 多く の 核種 が 検出 され る 場面 に は 向 か な い が 、 検 
出 器 部 分 を 液体 室 素 で 冷却 する 必要 が な いな ど 、 維 持 管 理 が 容易 で ある 。 
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【 調 査 項目 : 水道 水 、 土 壌 、 食 品 等 、 測 定 単位 Ва (ベク レル ) 、 調 査 時 間 : 概 
ね 10 分 て 20 分 】 
( ウ ) 簡易 測定 器 
サー ベイ メー タ に 遮蔽 体 な ど 付 属 機器 を 設置 し た も の で 付属 プロ グラ ム に より が ガンマ線 量 を 放射 性 物質 濃度 に 換 





算 し て 測定 する 機器 。 放 射 性 物質 аа "と の 濃度 は わか ら な い が 、 食品 な どの 放射 性 物質 濃度 を 簡便 に 測定 で き 
る 。【 調 査 項目 : 水道 水 、 土 壌 、 食 品 等 、 測 定 単 位 Ва (ベク レル ) 、 調 査 時 間 : 概ね 25 分 て 30 分 】 















































グレ イ (бу): 物質 に 吸収 され た エネ ルギー 量 を 表す 単位 (吸収 線量 ) の こと 。 

シー ベル К (Sv) : 体 が 被ばく する こと で 受け る 影響 の 程度 は 、Sv (シー ベル ト ) と いう 一 つの 単位 で 表 さ れ て お り 、 外 部 被ばく で も 内 部 被 
ば く で も 、 数 値 が 同じ で あれ ば 体 が 受け る 影響 も 同じ 。 

ベク レル (Ва) : 放射 線 に 関し て し ば し ば 使わ れる 単位 Bq (ベク レル ) は 放射 性 物質 か ら 放 射線 を 出す 能力 その も の を 表し て いる 。 
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> 第 2 章 平成 29 年度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 LS 


2 各 取 組 の 実施 状況 
(1) モニ タリ ング ポス ト に よる 空間 線量 率 の 測定 
県 内 に お ける 放射 線 の 生活 環境 へ の 影響 を 把握 す る た め 、 県 内 10 箇 所 に 設置 し た モニ タリ ング ポス ト 
に より 、24 時 間 体 制 の 放射 線量 の 測定 を 行っ て いま す 。 
平成 29 年 度 に お ける モニ タリ ング の 結果 、 原発 事故 以前 か ら 継続 し て 測定 し て いる 地点 (盛岡 市 ) で 
は 、 平 成 23 年 4 月 以降 の 空間 線量 率 は 原発 事故 前 の レベ ル で 推移 し て いま し た (図表 1-4)。 ま た 、 平 
成 29 年 度 の 10 箇 所 の 月 平均 は 、0.019 て 0.051 Svy/h で あり 、 大 気 中 の 放射 線量 に 異常 な 数 値 は 検出 され 
て いま せん (図表 1-5)。 
今後 も 継続 し て 県 内 の 放射 線量 の モニ タリ ング を 実施 し ます 。 


































































































図表 1-4 жа ーー СШ 











モニ タリ ング ポス ト (月 平均 値 ) 0. 017~0. 029 0. 019~0. 025 Sv/h 


























図表 1 -5 モニ タリ ング ボ ポスト に よる 放射 線量 測定 結果 (平成 29 年 度 ) | (単位 : u уль 








盛岡 市 0.021 0.021 0.020 0.022 0.020 0.021 0.021 0.022 0.022 0.021 0.019 | 0.021 0.021 





滝沢 市 | 0.040 | 0.041 0.041 | 0.038 | 0.033 | 0.037 | 0.035 | 0.040 | 0.038 | 0.031 0.023 | 0.029 | 0.036 





花巻 市 | 0.030 | 0.030 | 0. 030 | 0. 032 | 0. 030 | 0.031 | 0.031 | 0.031 | 0.031 | 0.028 | 0.025 | о. озо | 0.030 














BAN F 0.043 | 0.043 | 0.043 | 0.043 | 0.042 | 0.043 | 0.043 | 0.043 | 0.043 | 0.041 0.039 | 0.042 | 0.042 











一 関 市 | 0.048 | 0.047 | 0.045 | 0.046 | 0.046 | 0.050 | 0.051 | 0.049 | 0.049 | 0.046 | 0.046 | 0.050 | 0.048 





大 船渡 市 0. 048 0.048 0.048 0.048 0.048 0.048 0.047 0.047 0.048 0.047 0. 047 | 0.047 0.048 








釜石 市 0.043 0.043 0.043 0.044 0.043 0.043 0.043 0.042 0.043 0.042 0.041 | 0.043 0.043 











宮古 市 | 0.047 | 0.048 | 0.047 | 0.049 | 0.047 | 0.047 | 0.048 | 0.047 | 0.048 | 0.047 | 0.046 | 0.047 | 0.047 














久慈 市 0.048 0.048 0.048 0.049 0.048 0.049 0.049 0.049 0.049 0.048 0.046 | 0.047 0.048 








市 0. 026 0. 026 0. 027 0. 027 0. 026 0. 027 0. 028 0. 027 0. 026 0. 026 0.024 | 0.025 0.026 


戸 
※ モニ タリ ング ポス ト 設 置 高 さ は 、 地 上 1m。 た だ し 、 盛 岡 地区 は 地上 Іп を 滝沢 市 、 地 上 14.7m を 盛岡 市 の 計 2 地点 で 測定 。 
※ 表 内 の 数 値 は 、 各 地点 ご * と の 月 平均 値 。 

































































2) 県 内 55 地点 の 測定 
成 23 年 6 月 以降 、 県 内 の 合同 庁舎 や 公園 等 の 55 地 点 に お いて 、 サー ベイ メー タ に よる 空間 線量 率 の 
測定 を 毎月 実施 し て いま す 。 (測定 結果 は 第 4 章 資料 編 83 ベ ー ジ ) 
これ まで の 最大 値 は 一 関 市 の 運動 場 で 平成 23 年 6 月 に 測定 し た 0.47 Sv/h で し た が 、 平 成 25 年 8 月 以 
降 は 、 全 地点 に お いて 国 の 除 染 基準 と さき れる 0.23 и Sv/h を 下回っ て お り 、 低減 か ら 横 ば い 傾向 に あり ま 
Зь 
な お 、 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 基づき 重点 調査 地域 に 指定 され た 一 関 市 、 奥州 市 及び 平泉 町 
に お ける 空間 線量 率 (平成 30 年 3 月 測定 分 ) は 、 測 定 を 開始 し た 平成 23 年 6 月 比 で 、 概 ね 289% ま で 低減 
し て いま す 。 
平成 0 年 4 月 か ら 、 一 部 の 地点 に つい て 測定 顔 度 を 引き 下げ ます が 、 今 後 も 継続 し て サー ベイ メー タ 
る 空間 線量 率 の 測定 を 実施 し ます 。 
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(3) 走行 サー ベイ の 実施 
走行 サー ベイ と は 、 乗 用 車 に 高 精度 の 放射 線 測定 機器 を 搭載 し 、 道路 を 走行 し な が ら 、 道 路上 ・ 道 路 
周辺 の 空間 線量 率 の 分 布 状況 を マッ プ 化 する も の で す 。 
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第 1 節 放射 線量 等 の 測定 に 関す る 取組 状況 < 





本 調査 は 、 平 成 23 年 度 か ら 、 文 部 科学 省 、 県 また は 市 町 村 が 、 県 内 各地 の 主要 地方 道 等 に お いて 実施 
し て お り 、 平成 29 年 度 の 調査 結果 を 見 る と 、 前 年 度 と 比べ て 大 きく 変動 し て いな いこ と が 確認 され て い 
事 す 。 
(4) 県 有 施 設 の 放射 線量 の 測定 状況 
原発 事故 に よる 生活 環境 へ の 影響 を 把握 する た め 、 定期 的 に 県 有 施 設 の 空間 線量 率 を 測定 し て いま す 。 
則 定 結果 が 、 低 減 措置 実施 の 目安 で ある 1 Sv/h を 超え た 場合 は 、 平 成 23 年 9 月 に 策定 し た 「 放 射 
線量 低減 に 向け た 取組 方 針 」 に 基づき 、 低 減 措置 を 実施 する こと と し て いま す が 、 平 成 25 年 度 以降 、 
目安 (1 Sv/h) を 超え る 値 は 測定 され て いま せん 。 
平成 29 年 度 は 209 の 施設 で 測定 を し まし た が 、 目 安 (1 пу) を 超え る 値 は 測定 され て いま せん 。 
(図表 1-6) 
平成 30 年 4 月 か ら 、 一 部 の 県 有 施 設 に つい て 測定 頻度 を 引き 下げ まし た が 、 今後 も 、 原 発 事故 に よ 
る 生活 環境 へ の 影響 を 把握 し 、 県 民 の 健康 と 安全 を 守る た め 、 継 続 し た 測定 を 行い ます 。 
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図表 1-6 測定 施設 数 及び 測定 結果 (平成 29 年 度 ) 



















































































不 特定 多数 の 者 が 利用 する 施設 50 9 41 0 0.02—0. 22 
県 庁舎 ・ 合 同庁 舎 17 5 12 0 0.03—0. 22 
その 他 公 共 施 設 等 21 4 17 0 0.02—0. 132 
医療 施設 ・ 福 祉 施設 0 3 0 0.02—0. 08 
県 立 都市 公園 ・ 花 巻 空港 ・ 駐 車場 0 5 0 0.02—0. 07 
県 有 観 光 施設 4 0 4 0 0.03—0. 10 

県 立 病院 ・ 院 内 保育 所 36 9 27 0 0. 02~0. 17 

警察 署 ・ — As 20 4 16 0 0. 02-00. 14 

児童 福祉 施設 6 1 5 0 0.016—0. 48 

県 立 学校 、 社 会 体育 施設 、 社 会 教育 施設 、 文 化 施設 | 94 16 78 0 0. 01~0. 30 

専門 学校 等 3 1 2 0 0.03—0. 07 

計 209 40 169 0 0.01—0. 48 























(5) 降下 物 、 大 気 浮遊 じん 等 
原発 事故 以前 か ら 実施 し て いた 環境 放射 能 水準 調査 に つい て 、 原発 事故 後 、 文部 科学 省 か ら の 指示 に 
より 体制 を 強化 し て 環境 放射 能 の 測定 を 行っ て きま し た 。 
降下 物 * ま *+ に つい て は 、 成 岡市 で 平成 23 年 3 月 19 日 か 平成 24 年 1 月 まで 毎日 測定 を 行い 、 事 故 後 の 
最大 値 は 平成 23 年 3 月 20 日 か ら 21 日 に 観測 され た 放射 性 ヨウ 素 7, 830 ベ ク レル / 平 方 メー トル (Ва/пі), 
放射 性 セシウム 1, 320Bq/ で 、 平 成 23 年 5 Я 9 日 以降 は 不 検出 と な っ て いま す 。 平成 24 年 1 月 以降 は 
月 単位 で 測定 を 行っ て お り 、 平成 27 年 11 月 に 原発 事故 後 初め て 全 核 種 で 不 検出 と な る な ど 、 降 下 物 の 放 
射 性 物質 は 低減 傾向 と な っ て いま す 。 (図表 1 - 7 ) 
降水 (降雨 ご と に 採取 ) に つい て は 、 事 故 後 の 平成 24 年 1 月 か ら 測定 を 再開 し て いま す が 、 こ れ ま で 
の 測定 に お いて 、 人 工 放射 線 核種 は 検出 され て お り ま せん 。 (図表 1-8) 
大 気 浮遊 じん ま ? に つい て 、 盛 岡市 に お ける 測定 の 結果 、 事 故 後 の 最大 値 は 平成 23 年 4 月 か ら 6 月 期 
の 放射 性 セン ウム 0.0041 ベ クレ ル / 立 方 メー トル (Ва/пі) で 、 平成 23 年 10 月 か ら 12 月 期 以 降 は 不 検出 と 
な っ て いま す 。 ま た 、 一 関 市 に お ける 測定 の 結果 、 事 故 後 の 最大 値 は 平成 24 年 4 月 か ら 6 月 期 及 び 同 7 
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> 第 2 章 平成 29 年度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 フミ テー 


月 か ら 9 月 期 の 放射 性 セシウム 0.000066Bq/m で 、 そ の 後 は 概ね 低減 傾向 に あり ます 。 
今後 も 継続 し て 降下 物 、 降 水 及 び 大 気 浮遊 じん の 測定 を 実施 し ます 。 


※1 降下 物 : 採取 し た 雨 や ちり 等 の 降下 物 に つい て 、 単 位 面積 あたり の 放射 性 物質 の 量 を 測定 する も の 。 
※2 大 気 浮遊 じん : 特定 期間 に 採取 し た 大 気 中 の 浮遊 粉じん に つい て 、 単 位 体積 あたり の 放射 性 物質 の 量 を 測定 する も の 。 





























図表 1-7 降下 物 (月 間 降下 物 測定 結果 ) (単位 : 核種 別 放射 線 濃度 Bq/m、 実 効 線 量 mSv) 







































































9 17 #131 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 
セシウム 134 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 
セシウム 137 0.248 0.278 0.105 不 検出 0.057 不 検出 
50 年 間 実 効 線量 0.000032 0.000036 | 0.000014 0 0.000007 0 

ョ ヨウ素 131 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 
セシウム 134 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 
セシウム 137 不 検出 0.079 0.118 0.068 0.068 0.330 
50 年 間 実 効 線量 0 0.000010 | 0.000015 | 0.000009 | 0.000009 | 0.000043 















































※ БО 年 間 実 効 線量 は 、 1 日 あたり に 換算 する と 、 不 検出 と な る レベ ル 。 





図表 1-8 降水 (平成 30 年 3 月 の 検査 結果 ) (単位 : mm、m 1 、Bq/1) 



























































3/1~3/2 35.0 2476. 0 不 検出 1.6 一 
3/2 て 3/5 1.1 78.0 不 検出 1.9 一 
3/5~3/6 23.3 1644. 9 不 検出 1.5 一 
3/8 て 3/9 70.3 4967.7 不 検出 1.6 _ 
3/9—3/12 0.7 47.5 不 検出 3.2 一 
3/20~3/22 2.9 208. 4 不 検出 1.6 ー 
3/22~3/23 13. 4 947. 7 不 検出 1.6 一 
3/23--3/26 1.1 78.5 不 検出 2.0 ー 
3/30 て 4/2 1.0 71.5 3.50 2.2 ベリ リウ ム (自然 核種 ) を 検出 























(б) 水道 水 

原発 事故 に よる 放射 性 物質 の 水道 水 に 与え る 影響 を 把握 する た め 、 県 で は 、 盛岡 市 に つい て は 平成 23 
年 3 月 18 日 か ら 12 月 27 日 まで 毎日 、 一関 市 に つい て は 平成 23 年 4 月 8 日 か ら 12 月 22 日 まで 1 週間 
に 1 回 水道 水中 の 放射 性 物質 の 測定 を 実施 し まし た 。 

また 、 盛 岡市 及び 一 関 市 以外 の 地域 に お いて も 、 厚生 労働 省 の 方 針 に 基づき 、 放 射 性 物質 の 拡散 に よ 
る 水道 水 へ の 影響 を 把握 する た め 、 平 成 23 年 4 月 か ら 7 月 まで に か け て 、 水 道 水中 の 放射 性 物質 の モ 
ニタ リン グ を 県 内 全市 町 村 及 び 水 道 用 水 供給 事業 を 行 う 2 事務 組合 で 実施 し まし た 。 

これ ら の 測定 に より 検出 され た 放射 性 物質 は 、 最 大 で も 放射 性 ヨウ 素 5.29 Bq/kg、 放 射 性 セシウム 
0.73 Bq/kg で 、 い ずれ も 国 が 定め た 管理 目標 値 (10Bq/kg) を 下回り まし た 。 な お 、 水 道 水中 の 放射 性 
物質 は 、 平 成 23 年 4 月 18 日 に 盛岡 市 で 放射 性 セン ウム 0.12Bq/kg が 検出 され て 以降 、 不 検出 が 続い て 
いま す 。 

平成 24 年 以降 は 、 放 射線 量 の 測定 に 係る 対応 方 針 に 基づき 、 盛 岡市 及び 重点 調査 地域 に 指定 され た 

関 市 、 奥 州 市 及び 平泉 町 に お いて 、 水 道 水 中 の 放射 性 物質 濃度 の 定期 的 な 測定 を 行っ て いま す 。 

平成 25 年 度 か ら は 、 こ の 4 地域 に つい て 3 か 月 に 1 回 の 頻度 の 測定 を 実施 し て いま す が 、 い ずれ の 
地域 に お いて も 放射 性 物質 は 検出 され て いま せん 。 

今後 も 、 県 民 へ 安全 な 水道 水 を 供給 する た め 、 放 射 性 物質 の 測定 を 継続 し て いき ます 。 
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7) 河川 水 、 海 域 、 海 水浴 場 、 地 下水 

ア 国 に よる モニ タリ ング 調査 
国 で は 、 東京 電力 原子 力 発電 所 か ら 放 出さ れ た 放射 性 物質 の 影響 を 把握 する た め 、 文部 科学 省 や 環 
境 省 を 中 心 に 平成 23 年 6 月 より 緊急 的 な モニ タリ ング を 実施 し て いま す 。 

現在 、 本 県 に お いて は 、 重 点 調査 地域 を 中 心 に モニ タリ ング が 行わ れ て お り 、 平成 29 年 度 は 18 河 川 
22 地 点 、 2 海域 2 地点 で 調査 が 実施 され まし た 。 測定 の 結果 、 水 質 に つい て は 全 地 点 で 不 検出 で あり 、 
底 質 に つい て は 放射 性 セン ウム が 一 部 地点 で 検出 され た も の の 、 全て の 地点 で 100Bq/kg 以 下 と な っ て 
いま す 。 (図表 1- 9 ) 

今後 も 県 民 の 不安 解消 に 向け て 、 国 が 適切 に モニ タリ ング 調査 を 実施 する よう 求め て いき ます 。 
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図表 1-9 環境 省 調査 結果 : 河川 等 の 放射 性 物質 モニ タリ ング 調査 結果 (水質 : Bq/L、 底 質 ・ 土 壌 : Bq/kg ( 乾 泥 ) ) 























第 21 回 H29. 5. 3—5. 22 不 検出 不 検出 て 62 19—2, 040 
河川 第 22 回 Н29. 8. 1—8. 8 不 検出 不 検出 62 70—1, 100 

第 23 回 H29. 11. 1—11. 15 不 検出 不 検出 て 61 10~1, 130 
ны 第 12 回 Н29. 5. 22 不 検出 不 検出 て 14 一 

第 13 回 H29. 11. 15 不 検出 不 検出 て 15 — 
































イ 県 に よる モニ タリ ング 調査 

県 で は 、 平成 24 年 度 か ら 、 国 の 調査 と は 別に 、 農林 水産 物 等 の 出荷 制限 と な っ て いる 地域 近く の 河 
川 及 び 開 設 予定 の ある 海水 浴場 に つい て 、 水 質 及び 底 質 の 放射 性 セシウム 測度 並び に 空間 線量 率 を モ 
ニタ リン グ し て いま す 。 

平成 29 年 度 は 、8 河川 12 地 点 及 び 5 海 水浴 場 で 調査 を 実施 し まし た 。 測定 の 結果 、 水質 に つい て は 
全 地 点 で 不 検出 で あり 、 底 質 に つい て は 放射 性 セン ウム が 一 部 地点 で 検出 され た も の の 全て の 地点 で 
100Bq/kg 以 下 で 減少 傾向 で 推移 し て いま し た 。 (図表 1 -10、 1 -11) 

今後 も 引き 続き 、 国 と 協力 し て 放射 性 物質 の モニ タリ ング を 継続 し 、 県 民 へ の 速やか な 情報 提供 に 
努め て いき ます 。 







































































図表 1-10 県 に よる 河川 の モニ タリ ング 調査 結果 




































































H29 年 度 第 1 
北上 川 の 4 地点 To 不 検出 不 検出 二 19 | 0.03~0.05 | 0.03—0.04 
| Я), ЗЛ По 年 度 
ИИА аеш 不 検出 不 検出 て 8.4 | 0.04~0.07 | 0.02—0.05 
| EJIL JE | JIJO 年 度 
iv аа аа k 不 検出 不 検 出 ~163 | 0.02—0.07 | 0.02—0.05 
































図表 1-11 海水 浴場 の 測定 結果 (平成 29 年 度 ) 



























































舟渡 (久慈 市 ) H29. 5. 10 不 検出 不 検出 0. 08 0. 09 0. 09 
江戸 ヶ 浜 ( 洋 野 町 ) H29.5.15 不 検出 不 検出 0.07 0.06 0.07 
浄土 ヶ 浜 (宮古 市 ) H29. 4. 24 不 検出 不 検出 0.04 0.04 0.04 
吉里 吉里 (KRÉM) Н29. 5. 8 不 検出 不 検出 0. 05:00. 06. | 0.04~0.05 | 0.04 て 0.05 
吉浜 (大 船渡 市 ) H29. 5. 11 不 検出 不 検出 0.05~0.06 | 0. 05~0. 06 | 0.05—0. 06 
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(8) 廃棄 物 

成 24 年 1 月 以降 、 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 基づき 、 県 内 の 特定 一 般 廃棄 物 処理 施設 や 特定 
産業 廃棄 物 処理 施設 の 施設 設置 者 等 に より 、 処 分 に 伴い 生じ た 焼却 灰 等 や 汚泥 、 排 ガス 、 排水 及び 地下 
水 の 放射 性 セン ウム 濃度 や 施設 の 敷地 境界 で の 放射 線量 の 測定 が 行わ れ て いま す 。 

県 内 の 特定 一 般 廃棄 物 処理 施設 は 35 施 設 (焼却 施設 :14 施 設 、 最 終 処 分 場 :21 施 設 ) 、 特 定 産業 廃棄 物 
処理 施設 は 33 施 設 (焼却 施設 :12 施 設 、 汚 泥 の 脱水 施設 :20 施 設 、 最 終 処分 場 : 1 施設 ) で あり 、 特 定 一 
般 廃 棄 物 処理 施設 及び 特定 産業 廃棄 物 処理 施設 の 焼却 施設 や 汚泥 の 脱水 施設 に つい て は 、 焼却 灰 等 や 汚 
泥 の 放射 性 セシウム 濃度 が 低い な ど 一 定 の 要件 に 該当 し た 場合 、 環境 大 臣 の 確認 を 受け 排ガス な どの 調 
査 義務 が 免除 され る 制度 が あり 、 県 内 で は 32 施 設 が 調査 義務 免除 を 受け て いま す 。 (図表 1-12) 

測定 結果 に つい て は 、 焼却 施 設 の ば いじ ん ( 飛 灰 ) は 、 平成 29 年 12 月 31 日 現在 、8, 000Bq/kg を 下回っ て 
お り 、 排 ガス は 不 検出 と な っ て いま す 。 最 終 処分 場 の 排水 は 不 検出 て 基準 値 未 満 、 周 辺 地下 水 は 不 検出 、 
汚泥 の 脱水 施設 の 排水 は 不 検出 と な っ て いま す 。 ま た 、 い ずれ の 施設 の 敷地 境界 の 空間 線量 率 も 、 追 加 
被ばく 線量 が 0.19Sv/h (年 間 1nSy、 自 然 界 か ら の 放射 線 を 含ま な い 数 値 ) 以内 と な っ て いま す 。 (RI 
K 1 -13 て 15) 

県 で は 、 施設 設置 者 等 が 測定 し た 結果 を 取り まとめ 、 県 ホー ムペ ー ジ で 公表 する と と も に 、 産 業 廃 棄 
物 G メ ン や 廃棄 物 担当 者 に よる 監視 指導 を 実施 し て いま す 。 
平成 29 年 度 も 平成 28 年 度 ま で と 同様 に 、 県 内 の 特定 一 般 廃棄 物 処理 施設 や 特定 産業 廃棄 物 処理 施設 の 

施設 設置 者 等 に お いて 、 放射 性 セン ウム 濃度 や 施設 の 敷地 境界 で の 放射 線量 の 測定 を 行い 、 県 で は その 
結果 を 取り まとめ 、 県 ホー ムペ ー ジ で 公表 し て いま す 。 ま た 、 産 業 廃棄 物 G メ ン や 廃棄 物 担当 者 に よる 
監視 指導 も 引き 続き 実施 し て いま す 。 (図表 1 -16) 

今後 も 、 こ れ ま で の 取組 を 引き 続き 行う と と も に 、 放 射 性 セン ウム 濃度 等 の 動向 を 注視 し て いき ます 。 
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図表 1-12 特定 一 般 廃棄 物 処理 施設 、 特 定 産業 廃棄 物 処理 施設 




























































































特定 一 般 | 焼却 施設 14 施設 13 施設 ※1 14 施設 中 13 施設 が 放射 性 物質 汚染 対処 特措法 施行 規則 第 32 条 
а 最終 処分 場 21 施設 (免除 制度 な し) 第 2 与 の 確認 (調査 義務 免除 ) を 受け 排ガス 等 の 測定 が 免除 。 
= Jæ 35 施設 13 施設 
※1 12 施設 中 10 施設 が 放射 性 物質 汚染 対処 特措法 施行 規則 第 34 条 
aaa 焼却 施設 12 施設 10 施設 第 2 号 の 確認 (調査 義務 免除 ) を 受け 排ガス 等 の 測定 が 免除 。 
特定 産業 休止 1 施設 
廃棄 物 処 | 最終 処分 場 | 1 施設 | (免除 制度 な し ) | ※2 最終 処分 場 の うち 、 特 定 産 業 府 棄 物 等 を 埋立 し て いる 施設 の み 。 
理 施設 epoki | 20 施設 9 施設 休止 ・ 実 績 な し 10 施 設 
UB 33 施設 19 施設 
合計 68 施設 32 施設 






































焼却 施設 1 不 検出 一 | = 0. 05~0. 07 
最終 処分 場 21 不 検出 て 5.2 不 検出 0.004—0. 083 
※ 排水 濃度 限度 に 対す る 割合 0.01—0.28 ※ 基 準 値 1 









































図表 1-14 Еа АЕ — 








岩手 県 12 1 不 検出 0. 05~0. 08 


























盛岡 市 3 0 一 一 





図表 1-15 産業 廃棄 物 最終 処分 場 に お ける 測定 結果 











5 1 不 検出 不 検出 0.03—0. 04 
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図表 1-16 廃棄 物 担当 者 及び 産廃 6 メン に よる 監視 回 数 
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成 28 年 度 


11 


34 


24 30 





























平成 29 年 度 24 37 106 38 31 
(9) 浄水 発生 土 


市 町 村 及 び 一 部 事務 


環境 省 で は 、 浄 水 発 生 土 の 最 終 処 分 ( 
で の 測定 結果 で は 最大 で 1, 780 Bq/kg (°| 
平成 29 年 度 (平成 30 年 3 


レベ ル は 減少 し て 





























ます 。 


旧 合 が 行っ て いる 水道 事業 で は 、 水 道 原水 ! 
程 に より 取り 除い た 浄水 発生 土 に つい て 、 適 切 に 処理 (再生 利 
濃度 の 測定 を 行っ て い 























の 土砂 等 を 急速 ろ過 な どの 浄水 工 
H、 廃 棄 物 処理 ) する た め 放 射 性 物質 






















































































理 立 ) の 基準 を 8,000 Bq/kg 以下 と 定め て いま す が 、 こ れ ま 
FE 成 23 年 8 月 ) と な っ て お り 、 











基準 を 大 きく 下 臣 








っ て いま す 。 


























ARRE) の 測定 結果 は 、 不 検出 か ら 44 Bq/kg の 間 で あり 放射 性 物質 の 
\ ま す 。 (図表 1-17) 















































































































































図表 1-17 浄水 発生 土 の 測定 状況 
平成 23 年 度 | Н23. 6.6~H24.3.31 | 不 検出 1,780 Bq/kg 
平成 24 年 度 | H24.4.1~H25.3.31 | 不 検出 ~640 Bq/kg ーー ーー Е 
平成 25 年 度 | Н25. 4. 1~H26. 3.31 | 不 検出 て 241 Bq/kg а а 
平成 26 ÆRE | N26. 4. 1--н27. 3.3і | 不 検出 123 Bq/kg s А, 
平成 27 年 度 | H27.4.1~H28.3.31 | 不 検出 て 99 Bq/kg (製品 に お ける 基準 ) 100Bq/kg 
平成 28 年 度 | Н28.4. 1--Н29. 3.31 | 不 検出 63 Bq/kg 
平成 29 年 度 | H29. 4. 1--Н30. 3.31 | 不 検出 44 Bq/kg 
(10) 工業 製品 等 

地方 独立 行政 法人 岩手 県 工業 技術 シモン ター で は 、 平 成 23 年 度 以降 、 事 業者 の 要望 に 応じ て サー ベイ 








メー タ に よる 測定 を 実施 し て いま す 。 ま た 、 平 成 23 年 度 に ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 1 台 を 県 の 補助 
に より 購入 し 、 平 成 24 有 
測定 の 結果 、 基 準 値 





(11) 








E 度 か ら 同 検出 器 を 


























平成 29 年 度 は 、 ゲ グ ゲルマニウム 半導体 検 H 
ます 。 引き 続き 、 事 業者 の 依頼 に 応じ た 検査 を 実施 する こと と し て いま 


ln 





流域 下水 道 


























1 いた 測定 を 実施 し て いま す 。 





(検体 の 種類 に より 異な る 。) を 超え た 場合 は 、 測 定 を 依頼 し た 事業 者 に 対し 、 
廃棄 方 法 ・ 連 絡 先 等 に つい て 情報 提供 し て いま す 。 

















H 器 に よる 測定 を 7 回 ・12 点 行い 、 全 て 基準 値 内 と な っ て い 








ҮГ 
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ア 下水 汚泥 等 の 放射 性 物質 濃度 の 測定 状況 


流域 下水 道 の 都 南 泊 



































化 セ ンタ ー (盛岡 市 )、 北 上 浄化 セン ター (北上 市 )、 水 沢 浄化 セン ター (Я 
州 市 )、 一 関 浄 化 セ ンタ ー (一 関 市 ) の 4 施設 か ら 排 出さ れる 下水 汚泥 等 (脱水 汚泥 と 焼却 灰 ) を 
安全 に 有効 利用 や や 埋立 処分 を 行う た め 、 放 射 性 物質 濃度 を 測定 し て いま す 。 脱水 汚泥 に つい て は 、 
平成 23 年 度 以降 の 放射 性 セン シン ウム 濃度 の 最大 値 は 320Bq/kg (平成 23 年 H) で し た が 、 平 成 29 年 度 














140. 7-7. 1Bq/kg 程 度 ま で 低下 し て いま す (図表 1 -18)。 焼 却 灰 に つい て は 、 平 成 23 年 度 以降 の 放 
射 性 セシウム 濃度 の 最大 値 は 2, 510Bq/kg (平成 23 年 6 月) で し た が 、 平 成 29 年 度 は 21 て 92Bq/kg 程 


度 ま で 低下 し て いま す ( 




















図表 1 -19)9。 ま た 、 脱 水 汚泥 焼却 炉 の 排ガス と 下水 処理 水 の 測定 を 実施 し 





て お り 全 て 検出 下限 値 未 満 と な っ て いま す 。 
平成 30 年 度 4 月 か ら 、 下 水 汚泥 等 に つい て は 受入 先 事業 者 と の 協議 に 基づき 必要 な 場合 に 測定 す 


25 





p 第 2 草 平成 29 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 / _ すず 





る こと と し ます が 、 脱 水 汚泥 焼却 炉 の 排ガス 等 に つい て は 、 継 続 し て 測定 し て いき ます 。 



































図表 1-18 脱水 汚泥 の 放射 性 セシウム 濃度 l (単位 : Bq/kg) 
都 南 浄化 セン ター 20—143 不 検出 38 | 不 検出 て 10 | 不 検出 ~10 | 2.6-4.8 1.3—3. 7 1.0—1.8 
北上 浄化 セン ター 13—49 不 検出 て 18 | 不 検出 10 | 不 検出 て 1.0—3. 7 0.9 て 1.7 0.7—1.2 
水沢 浄化 セン ター | 5.8—202 11-75 7.5—19.1 | 不 検出 ~20 | 4.3~7.6 2.7—5.3 2. 3--3.9 
一 関 浄化 セン ター 84~320 21~124 10~38 不 検出 ~15 | 5.9—11.3 1.6~7.3 2.9…7. 1 















































図表 1-19 焼却 灰 の 放射 性 セシウム 濃度 


(単位 : Bq/kg) 








都 南 浄化 セン ター | 320~2,510 | 183—1,090 136—350 80—204 46—117 36~116 29~73 
北上 浄化 セン ター | 570—2,500 | 390~1, 600 181~540 116~315 46—181 40~111 21-92 






































イ 空間 線量 率 の 測定 状況 
焼却 灰 を 排出 し て きた 都 南 浄化 セン ター と 北上 浄化 セン ター に お いて 、 周 辺 住民 や 作業 従 
の 影響 を 把握 する た め 、 敷 地 境界 等 に お いて 定期 的 に 空間 線量 率 を 測定 し て きま し た 。 
平成 29 年 度 の 測定 値 は 0.02 て 0.08 Svy/h と な っ て お り 、 平 成 23 年 度 以降 、 全 測定 値 が 低減 措置 を 
実施 する 目安 (1Sy/h) を 下回っ て いま す (図表 1 -20)。 こ れ ま で の 測定 値 が 基準 値 を 下回り 、 
か つ 、 低 値 で 安定 し て いる 状況 か ら 、 平 成 30 年 4 月 か ら 、 測 定 を 廃止 する こと と し まし た 。 な お 、 
他 の 県 有 施 設 と 同様 の 空間 線量 率 の 測定 は 継続 し て いき ます 。 
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図表 1 -20 流域 下水 道 浄化 セン ター 境界 敷地 等 の 空間 線量 率 
E — | 平成 23 年 度 | 平成 24 年 度 | 平成 25 年 度 | 平成 26 年 度 | 平成 27 年 度 | 平成 28 年 度 | Froen 
都 南 浄化 セン ター | 0.03—0.18 | 0.02—0.06 | 0.04—0.05 | 0.04—0.05 | 0.03—0.04 | 0.02—0.04 |0.02—0.04 
北上 浄化 セン ター | 0.02—0.20 | 0.04—0. 07 0.06 0.06 0.04—0.08 | 0.04—0.07 |0. 0520. 08 


単位 : Sv/h) 





















一 












































(12) 工業 用 水道 
県 で は 、 法 令 及び 国 の 通知 等 に 基づき 、 工 業 用 水道 施設 2 カ所 で 放射 性 物質 等 の 測定 を 行い 、 そ の 
結果 を ホー ムペ ー ジ で 公表 し 、 工業 用 水 の 使用 者 等 に 対す る 安全 の 周知 、 風評 被害 対策 に 努め て いま 

す 。 
































| 〇 測定 施設 : 第 一 北上 中 部 工業 用 水道 (第 一 工 水 ) 北上 市 北 工業 団地 内 
І 第 二 北上 中 部 工業 用 水道 (第 二 工 水 ) 北上 市 相去 町 地内 
な お 、 工 業 用 水 に つい て は 平成 28 年 度 か ら 定 期 的 な 測定 を 廃止 し 、 脱 水 汚泥 の 測定 結果 が 高い 場 
合 な ど 安 全 確認 が 必要 な 場合 の み 測 定 す る こと と し まし た 。 (平成 29 年 度 の 測定 実績 な し ) 
また 、 工 業 用 水 製造 の 過程 で 排出 され る 脱水 汚泥 の 処理 (再生 利用 ・ 最 終 処分 ) を 適切 に 行う た め 
に 、 放 射 性 物質 濃度 を 測定 し て いま す 。 (図表 1 -21、 1 -22) 
平成 28 年 度 か ら 定 期 的 な 測定 は 廃止 し 、 図 表 1 -21 に 示す 安全 確認 が 必要 な 場合 の み 測定 する こ 
と と し まし た 。 平成 29 年 度 は 脱水 汚泥 の 受入 先 事業 者 と の 協議 に 基づき 、6 カ 月 に 1 回 の 頻度 で 測 
定 を 行い 、 結 果 は いずれ も 不 検出 で し た 。 



































































































































濃度 (Bq/kg) 





ы рна ца а | | | А 
H23.7.1 Н24.1.1 H2474 назіі H257.1 набі! наблі H2711 н2771 наві H2874 Н29.1.1 
試料 採取 日 
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第 1 節 放射 線量 等 の 測定 に 関す る 取組 状況 < 





図表 1-21 脱水 汚泥 の 測定 根拠 、 測 定 基準 、 測 定 頻 度 
・ 放 射 性 物質 が 検出 され た 上 下水 道 処理 副産物 の 当面 の 取扱 い に 関 する 考え 方 (H23. 3. 25 経済 産業 省 通 知 ) 

・ 平 成 23 年 3 月 11 日 に 発生 し た 東北 地方 太平 洋 沖 地震 に 伴う 原子 力 発電 所 の 事 逆 に より 放出 され た 放射 性 物 
質 に よる 環境 の 汚染 へ の 対処 に 関す る 特別 措置 法 (H24.1.1 施行 ) 

























































































































































































анна аа атачае аки) 

・ 放 射 性 セン ウム 100Ba/kg 以下 : コン クリ ー ト 製品 に 再 利 用 が 可能 

・ 放 射 性 セン ウム 100 Bq/kg 超 て 8, 000Bq/kg O 

・ 放 射 性 セシウム 8, 000Bq/kg 超 : 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に よる 管理 が 必要 

・ 平 成 23—24 年 度 : 月 1 回 また は 搬出 の 都度 

・ 平 成 25 年 度 : 脱水 汚泥 の 処理 (再生 利用 また は 最終 処分 ) の た め に 必要 な 場合 、 脱水 抽 泥 の 保管 場所 














を 変更 する 場合 、 敷 地 境界 等 の 空間 線量 KWETE MEME ROR 

成 26 年 度 以降 : 脱水 汚泥 の 処理 (再生 利用 また は 最終 処分 ) の た め 人 人 (に だ い 6 カ月 に 
1 回 は 測定 ) 、 E e А 

・ 平 成 28 年 度 以降 : 脱水 汚泥 の 処理 (再生 利用 また は 最終 処分 ) の た め に 必要 な 場合 
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図表 1 -22 Ваверка неная | | (単位 : Bq/kg) 
第 一 北上 中 部 工业 用 水 首 17—505 | 不 検出 ~62 | 不 検出 こ 28 不 検 出 | 再 利用 基準 : 100Bq/kg 以 下 | 
第 二 北上 中 部 工業 用 水道 | 不 検出 ~799 | 不 検出 不 検出 不 検 出 埋立 処分 基準 8, 000Bq/kg 以 下 | 
































※ 不 検出 20 Bq/kg 未満 


(13) 測定 機器 の 貸出 

県 は 、 各地 区 合同 庁舎 及び 環境 保健 研究 セン ター に 可 搬 型 放射 線量 測定 機 (サー ベイ メー タ ) を 配 
備 し て お り 、 各地 域 の 地表 付近 の 放射 線量 測定 を 行っ て いる ほか 、 県 の 関係 機関 や 市 町 村 等 に 対し て 
無償 で 貸与 し 、 放 射線 量 の きめ 細か な 測定 の 実施 推進 を 図る と と も に 、「 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 
方 針 」 に 基づく 放射 線量 低減 措置 の 促進 を 図っ て いま す 。 (図表 1-23) 

県 教育 委員 会 に お いて も 同様 に サー ベイ メー タ を 配備 し て お り 、 各 県 立 学校 で の 測定 に 使用 し て い 
る ほか 、 市 町 村 教 育 委員 会 や 施設 指定 管理 者 等 へ の 貸出 し を 実施 し て いま す 。 

今後 も 、 サ ー ベ イメ ー タ の 校正 点検 等 を 行い 、 各 地区 合同 庁舎 等 に お ける 貸出 体制 を 維持 し ます 。 






















































































図表 1-23 —- ベイ メー EB i 





































































































грата 2 42 4 6 54 
県 南 広域 振興 局 保健 福祉 環境 部 0 28 1 2 31 
花巻 保健 福祉 環境 セン ター 0 10 0 0 10 
一 関 保健 福祉 環境 セン ター 0 32 0 6 38 
沿岸 広域 振興 局 保健 福祉 環境 部 0 5 0 22 27 
大 船渡 保健 福祉 環境 セン ター 1 6 0 9 16 
宮古 保健 福祉 環境 セン ター 0 19 3 4 26 
県 北 広域 振興 局 保健 福祉 環境 部 0 4 0 0 4 
二戸 保健 福祉 環境 セン ター 0 4 1 2 7 
環境 保健 研究 セン ター 0 0 0 0 0 
Ë 3 150 9 51 213 
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> 第 2 章 平成 29 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 Д m=. a 
B 第 2 節 放射 線量 低減 に 関す る 取組 状況 


1 概況 

本 県 の 生活 環境 に お ける 除 染 に つい て は 、 放 射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 で 定め る 重点 調査 地域 も 含め 、 
平成 24 年 度 示 まで に 子ども が 長 時 間 滞在 する 施設 の 除 染 が 完了 し 、 平 成 25 年 度 に は 除 染 実施 計画 に 記載 
され た 除 染 が 概ね 完了 し ま し た 。 平成 27 年 度 以降 は 、 一 関 市 が 住宅 等 の 除 染 を 引き 続き 行っ て お り ま し た 
が 、 平 成 28 年 度 未 まで に 除 染 が 概ね 完了 し まし た 。 

し か し 、 生 活 疾 の 除 染 等 に より 生じ た 除去 土壌 等 の 保管 が 課題 と な っ て お り 、 こ れ ら の 処分 基準 を 早期 
に 示す よう 国 に 求め て いる と ころ で す 。 
また 、 放 射 性 物質 に 汚染 され た 廃棄 物 等 に つい て は 、 牧 草 、 稲 わら 、 堆 肥 、 し いた け ほ だ 木 の 農 林業 系 
副産物 や 、 道 路側 溝 汚泥 、 道 路 法 面 草 木 、 河 川 敷 草木 な どの 道路 ・ 河 川 管理 に 係る も の が 生じ て いま す 。 
農林 業 系 副産物 に つい て は 、 放 射 性 物質 濃度 を 抑制 し な が ら 処 理 す る 必要 が あり 、 処 理 完了 まで に 複数 
か か る こと や 一 部 市 町 村 で 処理 方 針 が 未定 で ある こと な どの 課題 が あり 、 道 路 ・ 河 川 管理 に 係る 廃棄 物 に 
つい て は 、 一 時 保管 施設 の 整備 に つい て 住民 理解 が 得 ら れ な いこ と や 除 染 計画 区 域外 で は 国 の 財政 支援 を 
受け られ な いた め 処 理 が 滞る な どの 課題 が あり ます 。 

そこ で 、 県 で は 、 こ れ ら の 課題 を 市 町 村 と 連携 し な が ら 解 決 に 向け 取り 組ん で お り 、 平成 24 年 8 月 に は 
「 放 射 能 汚染 廃棄 物 対策 連携 チー ム 」 を 設置 (平成 24 年 12 月 に は 「 放 射 能 汚染 廃棄 物 処理 等 支援 チー ム 
(以下 「 支 援 チ ー ム 」 と いう 。)」 に 改組 ) し 、 廃 棄 物 等 の 種類 ご と に 、 焼 却 ・ 処 分 等 を 行う 場合 の 基本 的 
スキ ー ム に つい て 、 国 の ガイ ドラ イン 等 に お いて 明確 化 さ れ て いな いも の の 保管 及び 当面 の 安全 安心 な 処 
理 方 法 や 支援 策 を 明記 し た 「 放 射 性 物質 に より 汚染 され た 廃棄 物 等 の 焼却 ・ 処 分 等 に 係る 対応 ガイ ドライ 
ン (第 1 版 (平成 24 年 11 月 )、 第 2 版 (平成 26 年 4 月 ))」 を 示し まし た 。 (図表 2- 1 )。 

支援 チー ム で は 、 汚 染 さ れ た 廃棄 物 等 の 処理 等 に 係る 技術 的 支援 、 地 域 住 民 へ の 説明 支援 、 特 に 多く の 
処理 すべ き 廃 棄 物 等 を 抱え る 市 町 村 等 に 対し て の 重点 的 支援 を 行っ て いま す 。 ま た 、 国 に 対し 、 除 去 土壌 
の 処理 基準 の 提示 に 加え 、 除 染 実施 区 域外 の 道路 側溝 汚泥 の 除 染 に 要する 経費 や 一 時 仮 置場 整備 等 に 要 す 
る 経費 へ の 財政 支援 を 要望 し て いま す 。 
農林 業 系 副産物 に つい て は 、 国 の 財政 支援 を 受け 、 既 存 の 処理 施設 で 焼却 処理 を 行っ て お り 、 農 林業 系 
副産物 を 保管 し て いた 24 市 町 の うち 平成 29 年 度 未 ま で に 16 市 町 で 処理 を 実施 し 、11 市 町 が 終了 し て い 
ます 。 
道路 ・ 河 川 管理 に 係る 廃棄 物 の うち 、 道 路側 溝 汚泥 に つい て は 、 平 成 29 年 度 末 まで に 奥州 市 の 2 箇所 、 
一 関 市 の 15 人 箇所 に お いて 住民 理解 を 得 て 一 時 保管 設備 が 整備 され 、 汚 泥 の 搬入 が 完了 し まし た 。 
道路 法 面 や 河川 敷 の 草木 に つい て は 、 県 は 平成 23 年 9 月 に 野外 焼却 の 自粛 を 要請 し て いま し た が 、 平成 
26 年 2 月 に 有識者 で 構成 され る 野外 焼却 の 影響 に 関す る 検討 委員 会 に お いて 自粛 継続 の 必要 が な い 旨 が 示 
され た こと か ら 、 平 成 26 年 3 月 に 野外 焼却 の 自粛 を 解除 し 、 関 係 機関 に 周知 を 行っ て いま す 。 
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第 2 節 放射 線量 低減 に 関す る 取組 状況 < 


放射 性 物質 に 汚染 され た 廃棄 物 等 の 焼却 ・ 処 分 等 に 係る お ガイ ドラ イン に つい て 


【 経 緯 】 

国 が 定め た 処理 方 策 を 補完 する 観点 か ら 、 こ れ ま で の 県 の 知見 等 を 踏ま えつ つ 、 当 面 の 安全 ・ 安 心 な 処理 方 法 と 支援 策 を 提示 し 、 市 町 
村 に お ける 放射 性 物質 汚染 廃棄 物 等 の 処理 を 促進 。 

・ 農 林業 系 副産物 、 除 去 土壌 、 除 染 廃 棄 物 (道路 側溝 汚泥 等 ) の 処理 の 方 向 性 を 整理 。 

・ 策 定 に 当たっ て は 、 部 局 横断 型 (総務 部 、 環 境 生活 部 、 農 林 水 産 部 、 県 土 整備 部 ) の 「 放 射 能 汚染 廃棄 物 処 理 等 支援 チー ム 」 で 検討 。 
・ 平 成 24 年 11 月 に 策定 し 、 平 成 26 年 4 月 に 改定 (時 畔 草 の 野外 焼却 の 自粛 要請 解除 を 追加 ) 。 今 後 も 新た な 知見 や 技術 開発 等 を 踏ま えて 
見 直す 。 








1 | 1 農林 業 系 副産物 | 産物 | | 1 対象 地域 県 内 全域 


2 処理 プロ セス 
CRR- 牧草 地 一 ② 保 管 施設 (一 時 保管 )… ③ 前 処理 施設 (裁断 等 ) 

一 ④ 一 般 廃棄 物 焼却 施設 (生活 系 廃棄 物 と 混焼 し 、 焼 却 灰 を 8.000Bq/kg 
以下 に 管理 っ ⑤ 一 般 廃棄 物 最 終 処分 場 (最終 処分 ) 


(1) 国 か ら 詳細 な 処理 方 針 を 示さ れ な い 場 
合 は 、 他 都 県 の 情報 も 適宜 入手 し つつ 、 
現実 的 な 処理 を 推進 

(2) 既存 施設 を 活用 し 廃棄 物 を 8, 000Bq/kg 
以下 の 濃度 に 抑制 し て 焼却 ・ 埋 立 する こ 
と を 基本 と し 、 市 町 村 の 取組 を 支援 する 
と と も に 、 新 た な 知見 に よる 多様 な 保 
管 ・ 処 理 方 法 も 検討 (早期 処理 に 向け た 
多様 な 処理 方 法 、 乾 燥 、 圧 縮 処理 ( 
レッ ト 化 ) 等 の 中 長期 的 保管 対策 等 ) 





1 対象 地域 除 染 実 施 区 域 等 
2 処理 プロ セス 
① 除 染 対象 施設 等 ②④ 土 壌 除去 一 ③ 保 管 一 安全 性 を 確認 し 再生 利用 等 





1 対象 地域 наза 
2 モニ タリ ング ・ 調 査 個別 調査 の ほか 、 道 路 走行 サー ベイ な どの 実施 
道路 側溝 汚泥 3 処理 プロ セス 
① 道 路側 潮 ( 除 染 上 又は 施設 管理 上 最小 限 の 汚泥 を 除去 ) 
一 時 保管 施設 の 設置 支援 な ど 地 域 ニー 一 ② 保 管 施設 (地域 内 に 一 時 保管 場所 を 確保 、 対応 可能 な 地域 か ら ) 
2 а аа Я 一 віна (MERHUME PERNE ная. BEAS) 


続 、 国 庫 補助 対象 外 の 一 時 保管 施設 へ の 道路 法 面 草木 対象 地域 除 柴 実施 区 域 等 
支援 等 ) IRERE ニタ リン グ ・ 調 査 道路 走行 サー ベイ 、 河 川 公共 水域 放射 性 物質 モニ タリ ング 


(4) 県 の 「 放 射 能 汚染 廃棄 物 処理 等 支援 
チー ム 」 に よる 市 町 村 と 一 体 と な っ た 県 
民 へ の 丁寧 な 説明 、 技 術 支援 の 実施 。 
特に 多量 に 廃棄 物 等 を 有する 市 町 村 等 へ 
の 重点 支援 





・ 市 町 村 、 民 間 処 理 業 者 等 の 処理 施設 に お いて 処理 

・ 外 部 有識者 に よる 検討 委員 会 の 提言 を 踏ま え 、 野 外 焼 却 の 自粛 要請 は 継続 し な い 
こと と し た (H26 年 3 月 )。 

・ こ れ ら が 難し い 場 合 は 、 当面 、 刈 り 倒 し の 後 、 飛散 流出 防止 措置 を 行い 、 現場 存置 
と する 。 


処理 を 進め る 市 町 村 に 対す る 財政 的 ・ 技 術 的 支援 の 実施 、 

















国 へ の 処理 スキ ー ム 早期 提示 等 の 継続 的 要望 を 実施 
図表 2-1 放射 性 物質 に より 汚染 され た 廃棄 物 等 の 焼却 ・ 処 分 等 に 係る 対応 ガイ ドラ イン 





2 各 取 組 の 実施 状況 
(1) 、 県 の 取組 

県 は 、 原発 事故 に よる 放射 性 物質 の 影響 に より 、 県 民 が 日 常 生活 に お いて 受け る 放射 線量 を で きる だ 
け 速 や か に か つ 効 率 的 ・ 効 果 的 に 低減 する た め 、 平 成 23 年 9 月 に 「 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 」( 平 
成 25 年 4 月 改訂 ) を 策定 し まし た 。 

一 方 、 本 県 に お ける 放射 線量 の 状況 は 、 文部 科学 省 が 平成 23 年 9 月 14 日 か ら 10 月 13 日 に か け て 実 
施し た 航空 機 モ ニタ リン グ 結 果 に よる と 、 放 射線 量 が 比較 的 高い 県 南部 に お いて 0.2—0.5 u Sv/h OH 
域 が 認め られ る 程度 で あり 、 局所 的 に 高い 放射 線量 の 箇所 に つい て 低減 措置 を 講じ る こと に より 低減 方 
針 の 目標 で ある 追加 被ばく 線量 年 間 1 msv 以内 を 達成 で きる も の と 考え られ まし た 。 

この た め 、 平 成 24 年 3 月 、「 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 」 に 基づき 、 そ れ ま で 優先 的 に 取り 組ん 
で いた 学校 等 の 施設 の ほか 不 特定 多数 の 人 が 利用 する 施設 に 対し て 、 市 町 村 が 放射 線量 の 調査 及び 低減 
措置 を 行う 際 に 参考 と する 事項 を 示し た 「 岩 手 県 放射 線量 低減 マニ ュ ア ル 」 を 作成 し まし た 。 

な お 、「 岩 手 県 放射 線 調査 ・ 低 減 事 業 費 補助 金 交 付 要綱 」 に 基づい た 取組 は 、 同 マニ ュ ア ル に 基づき 
実施 する こと と し て いま す 。 
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(2) 市 町 村 の 取組 
県 内 の 全市 町 村 に お いて 、1 u Svy/h 以 上 の 箇所 を 有する 公共 施設 (学校 等 に つい て は 、 私 立 施設 を 含 


む 。) が 見 つか っ た 場合 、 県 で は 、「 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 」 に 基づき 市 町 村 等 が 行う 低減 措置 
に 対し 、 財 政 的 支援 を 行い まし た 。 
こう し た 除 染 の 円 滑 な 推進 に 取り 組ん だ 結果 、 平成 25 年 度 ま で に 除 染 は 概ね 終了 し ま し た が 、 今後 も 
必要 に 応じ て 、 市 町 村 等 が 行う 低減 措置 に 対し 、 財 政 的 支援 を 行う こと と し て いま す 。 
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> 第 2 章 平成 29 年度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 #.a 


(3) 放射 性 物質 に より 汚染 され た 廃棄 物 の 処理 に 向け た 取組 
ア 農林 業 系 副産物 の 焼却 処理 の 取組 状況 
原発 事故 に より 、 生 産 現場 で 利用 で き な く な っ た 稲 わ ら 、 牧 草 、 堆 肥 、 ほ だ 木 な ど 農 林業 系 副産物 
が 多量 に 発生 し まし た 。 ま た 、 こ れ ら を 廃棄 物 と し て 処理 する 場合 、 焼却 処理 が 安全 な 方 法 と 考え ら 
れ ま し た が 、 こ れ ら の 廃棄 物 だ け を 焼却 (専焼 ) する と 、 焼 却 灰 が 8, 000Bq/kg を 超え て し まい 、 最 終 
処分 が 困難 と な る 可能 性 が ある こと 、 県 内 の 市 町 村 等 既存 焼却 処理 施設 で 、 生活 系 ご み と 混 合 の 上 処 
理 す る た め に は 、 牧 草 な ど を 事前 に 裁断 する 等 の 処理 が 必要 で ある こと 等 の 課題 が か 生じ まし た 。 
この た め 、 農林 業 系 副産物 を 廃棄 物 と し て 処理 する 場合 、 市 町 村 等 の 既存 の 焼却 施設 で 一 般 廃棄 物 
と 混焼 し 、 焼却 灰 の 放射 性 物質 濃度 が 8, 000Bq/kg 以 下 と な る よう 管理 し て 処理 する 方 針 を 決め 、 平 成 
24 年 8 月 「 岩 手 県 放射 性 物質 汚染 農林 業 系 副産物 焼却 処理 等 円 消化 事業 」 に より 、 市 町 村 ・ 一 部 事務 
組合 ・ 広 域 連 合 が 焼却 処理 する 場合 に 必要 と な る 破砕 ・ 裁 断 な ど 前 処理 施設 整備 や 、 濃 度 管 理 の た め 
の 放射 能 測定 機器 (Nal (T) シン チレ ーション スペ クト ロメ ー タ ) の 整備 等 に 要する 費用 に 対し 、 
県 単独 で 財政 支援 を 行う こと と し 、 平成 24 年 11 月 に 「 放 射 性 物質 に より 汚染 され た 廃棄 物 等 の 焼却 ・ 
処分 等 に 係る 対応 ガイ ドラ イン (第 1 版 )」 に て 、 そ の 処理 方 針 を 示し まし た 。 こ れ に より 、 平 成 29 
E 度 未 時 点 で は 16 市 町 村 で 焼却 処理 を 実施 し て いま す 。 (図表 2 - 2 ) 
平成 25 年 4 月 か ら は 、 環境 省 が 農林 業 系 副産物 の 焼却 処理 に つい て 財政 措置 を 行う こと と な り 、 県 
で は 処理 を 推進 する た め 、 市 町 村 等 の 焼却 処理 計画 の 策定 や 、 住 民 説明 会 へ の 職員 派遣 な ど 技術 的 支 
援 を 行っ て いま す 。 (図表 2-5) 
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図表 2-2 市 町 村 等 に よる 農林 業 系 副産物 の 焼却 処理 状況 平成 30 年 3 月 31 日 現在 








| 焼却 処理 終了 | 11 
焼却 処理 中 (一 時 中 断 含む ) 5 局 の 補助 事業 を 活用 

























































































イ 除去 土壌 の 処理 の 取組 状況 
原発 事故 の 影響 に より 、 県 南 3 市 町 (一 関 市 、 奥 州 市 及び 平泉 町 ) で は 、 平 成 23 年 9 月 に 実施 され 
た 航空 機 モ ニタ リン グ 調 査 な ど で 、 空 間 線 量 率 が 毎時 0.23 マ イク ロ シ ー ベ ルト (Sv/h) 以上 の 区 域 
が 確認 され た た め 、 放 射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 基づき 、 平 成 23 年 12 月 に 重点 調査 地域 に 指定 さ 
れ ま し た 。 
地域 の 指定 を 受け 、 県 南 3 市 町 で は 除 染 実施 計画 を 策定 し 、 当 該 計画 に 基づき 計画 的 に 除 染 を 進め 
た 結果 、 奥 州 市 及び 平泉 町 に お いて は 、 平 成 25 年 度 示 まで に 、 一 関 市 に お いて も 、 平 成 28 年 度 末 で 除 
染 実施 計画 に 記載 され て いる 除 染 が 終了 し まし た 。 
除 染 で 取り 除い た 土壌 (除去 土壌 ) に あっ て は 、 主 に 現場 の 地 中 に 遮 水 シー ト な ど で 包 ん だ うえ で 
覆土 する な ど し て 適切 に 保管 ・ 管 理 さ れ て いま す が 、 具 体 的 な 処理 方 法 が 国 か ら 示 され て いな いこ と 
か ら 、 保 管 が 継続 し て いる 状況 に あり ます 。 (図表 2- 3) 
現場 保管 が 長期 に 及 ん で いる こと か ら 、 県 で は 3 市 町 と も 連携 し な が ら 、 国 に 対し て 早期 に 処理 方 
法 を 示す よう 、 繰 り 返 し 要望 し て いま す 。 

















































































































































































































図表 2-3 除去 土壌 の 保管 状況 — x _ 平成 30 年 3 月 31 日 現在 








現場 保管 312 26, 459 
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原発 事故 以降 、 





ウ 道路 側溝 汚泥 の 処理 の 取組 状況 


県 南 3 市 町 (一 関 市 、 




















放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 基づき 





て は 、 特 定 一 般 廃 棄 物 又は 特定 産業 廃棄 物 と し て 処理 する こと に な り ま 




















第 2 節 放射 線量 低減 に 関す る 取組 状況 < 














肉 州 市 、 平 泉町 ) に つい て は 、 重 点 調査 地域 の 指定 を 受け 、 
、 除 染 実施 区 域内 に お いて 除 染 等 に 伴い 生じ た 廃棄 物 に つい 
し た 。 ま た 、 除 染 廃棄 物 を 現 















































場 で 保管 する 場合 に は 、 除 染 実施 者 又は 土地 の 所 有 者 等 が 保管 場所 の 空間 線量 率 の 測定 や 記録 を する 
こと が 義務 付け られ まし た 。 





道路 側溝 汚泥 に つい て は 、 こ れ ま で 道 
民間 事業 者 に 





レッ 


者 カ 
れ て きま し た が 、 









































路 の 清掃 活動 と し て 、 住 民 協 働 の も と 撤去 し た り 、 道 路 管理 












































委託 し て 除去 し 、 市 8 
原発 事故 以降 、 道 路 の 














と か ら 、 撤 去 や 処理 が で き な く な り ま し 
この た め 、 県 で は 県 南 3 市 町 に 対し 、 側 溝 汚泥 の 撤去 に あたり 、 コ ンク リー ト 構 造 等 の 一 時 保管 施 
設 を 設置 する 場合 に 、 県 独自 に 財政 支援 する こと と し 、 ま た 、 住 民 説明 会 へ 職員 を 派遣 する な どの 技 























術 的 支援 を 行っ て いま す 。 
道路 側溝 汚泥 の 一 時 保管 設備 に つい 
市 で 2 箇所 、 一 関 市 で 15 箇所 整備 され まし た 。 




















] 村 等 の 最終 処分 場 や 民間 事業 者 の セメント 工場 で 処理 が 行わ 

















側溝 村 な ど で 放 射 性 セン ウム が 高 濃度 の 汚泥 が 確認 され た こ 
грай 




































































て は 、 平 成 29 年 度 未 ま で に 、 県 の 財政 支援 を 受け て 奥州 











な お 、 奥 州 市 で は 、 平 成 28 年 10 月 に 道路 側溝 汚泥 を 最終 処分 場 に 埋め 立て る 方 針 を 示し 、 平 成 
28 年 度 未 まで に 一 時 保管 し て いた 汚泥 の 最終 処分 が 終了 し まし た 。 





道路 法 面 や 河 / 
堆肥 化 な どの 処 











敷 の 草木 に つい て は 、 








まき や 家畜 飼料 と し て の 活 























原発 事故 以降 、 

















市 町 村 や 民間 処理 業者 








対応 ど とし て いま し た 。 
除 染 実施 区 域内 は 、 保 管 ・ 処 分 場所 が 確保 され る まで の 間 、 当 面 刈 り 倒 し と し 、 除 梁 実 施 区 域外 に 








お いて 、 国 が 設定 











LEREN EDZA 









































I 道路 法 面 や 河川 敷 の 草木 の 処理 の 取組 状況 























現場 で の 刈り 倒し の ほか 市 町 村 や 民間 処理 業者 に よる 破砕 ・ 
H』 が 行わ れ て きま し た 。 
に よる 受入 制限 や 家畜 飼料 の 利用 自粛 
































こよ り 、 次 の と お り の 











料 の 暫定 許容 値 (100Bq/kg) を 超過 し た 地域 で は 、 家 畜 飼 料 











と し て の 提供 を 自粛 する と と も に 、 焼 却 処分 で き な い 場合 は 刈り 倒し を 基本 と し て いま し た 。 
その 他 の 地域 で は 、 処 分 方 法 は 従来 どおり (名 り 倒 し 又は 集 草 運搬 処理 ) と し た も の の 、 搾 乳牛 の 
飼料 と し て の 提供 は 自粛 し て いま し た 。 






























































平成 26 年 2 月 に 有識者 で 構成 され る 野外 焼却 の 影響 に 関す る 検討 委員 会 が 開催 され 、 自 主 継 続 の 必 
































要 が な い 旨 が 示さ れ た こと か ら 、 道 路 法 面 や 河川 敷 の 草木 の 処分 方 法 は 、 原 発 事故 前 と 同様 の 対応 と 


し て いま す 。 


廃棄 物 の 処理 に 向け た 市 町 村 等 へ の 支援 




















県 で は 、 県 南 地域 を 中 心 に 発生 し て い 
































る 除 染 廃棄 物 、 農 林業 系 副産物 、 道 路 ・ 河 川 管理 に 係る 廃棄 

















物 に 係る 課題 を 、 市 町 村 と 連携 し な が ら 解 決し て いく た め 、 平 成 24 年 8 月 に 「 放 射 能 汚染 廃棄 物 対 策 





連携 チー ム 」 を 設 








置 し まし た 。 


この 連携 チー ム で は 、 廃 棄 物 等 の 種類 ご と に 、 焼 却 ・ 処 分 等 を 行う 場合 の 基本 的 スキ ー ム に つい て 、 








国 の ガイ ドラ イン 等 に お いて 明確 化 さ れ て いな いも の の 補完 及び 当面 の 安全 安心 な 処理 方 法 や 支援 策 



































を 検討 し 、 市 町 村 に お ける 円 滑 な 処理 を 促進 する た め 、 平 成 24 年 11 月 に 「 放 射 性 物質 に より 汚染 され 
た 廃棄 物 等 の 焼却 ・ 処 分 等 に 係る 対応 ガイ ドラ イン (第 1 版 )」 を 示 し まし た 。 
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> 第 2 章 平成 29 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 II INSGHuIRIKZTU u i s 


平成 24 年 12 月 26 日 に 同 連携 チー ム か ら 「 放 射 能 汚染 廃棄 物 処理 等 支援 チー ム 」 に 改組 し 、 処 理 等 へ 
の 技術 的 支援 、 地 域 住 民 へ の 説明 支援 、 特 に 多く の 処理 すべ き 廃 棄 物 等 を 抱え る 市 町 村 等 に 対し て 重 
点 的 な 支援 を 行っ て いま す 。 
平成 26 年 4 月 に は 野外 焼却 の 自粛 要請 を 継続 し な いこ と を 追記 する 等 、「 放 射 性 物質 に より 汚染 され 
た 廃棄 物 等 の 焼却 ・ 処 分 等 に 係る 対応 ガイ ドラ イン 」 の 改定 を 行い ま し た 。 
放射 性 物質 汚染 農林 業 系 副産物 焼却 処理 を 進め る に あたり 、 平 成 26 年 度 は 、 各 地域 に お ける 課題 や 
方 向 性 、 今 後 の ス ケ ジ ュ ー ル 等 に つい て 市 町 村 等 と 協議 を 行い 、 平 成 27 年 度 か ら 平 成 29 年度 ま で は 、 
ホ ダ 木 等 の 処理 を 進め る た め 、 処 理 の 方 向 性 等 に つい て 市 町 村 等 と 協議 を 行い まし た 。 

道路 側溝 汚泥 につい て 、 平 成 29 年 度 未 まで に 、 奥 州 市 2 箇所 、 一 関 市 15 箇 所 に お いて 一 時 保管 設備 
の 整備 に 要 し た 経費 の 一 部 に つい て 補助 を 行い まし た 。 
今後 も 、 国 の 放射 性 物質 汚染 廃棄 物 処理 事業 費 補 助 金 (農林 業 系 廃棄 物 の 処理 加速 化 事 業 ) を 活用 
する 市 町 村 に 対し 、 焼 却 計 画 作成 や 住民 説明 へ の 技術 的 支援 を 行う こと と し 、 ま た 、 同 支援 チー ム 会 
議 に より 関係 部 局 の 取組 状況 の 確認 を 行う と と も に 、 今 後 の 国 の 方 針 、 汚 染 状況 の 推移 、 新 た な 技術 
開発 な どの 状況 変化 を 踏ま え 、 必 要 に 応じ レガ イド ライ ン を 見 直す こと と し て いま す 。 
















































































































































































































































































図表 2-4 放射 能 汚染 廃棄 物 処理 等 支援 チー ム の 活動 状況 

















H24 第 1 回 会 議 平成 25 年 2 月 14 取組 状況 
第 1 回 会 議 平成 25 年 6 月 19 取組 状況 
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第 2 回 会 議 | 平成 25 年 9 月 13 日 | 取組 状況 確認 、 ガ イド ライ ン 改 定 検討 
H25 | 第 3 回 会 議 | 平成 25 年 11 月 13 取組 状況 確認 、 ガイ ドラ イン 改定 検討 
第 4 回 会 議 平成 26 年 2 月 5 日 取組 状況 確認 等 
公表 I 平成 26 年 3 月 28 i ва (第 2 版 ) 策定 
支援 チーム нов 第 1 回 会 議 | 平成 26 年 6 月 13 取組 状況 確認 等 
第 2 回 会 議 | 平成 27 年 2 月 10 取組 状況 確認 等 
РЕР 第 1 回 会 議 | 平成 27 年 6 月 19 取組 状況 確認 等 
第 2 回 会 議 | 平成 28 年 2 月 10 取組 状況 確認 等 
R8 第 1 回 会 議 | 平成 28 年 6 月 21 取組 状況 確認 等 
第 2 回 会 議 平成 29 年 2 月 7 日 取組 状況 確認 
H29 | 第 1 回 会 議 | 平成 29 年 6 月 20 取組 状況 確認 等 





_。 平成 24 年度 平成 29 年 度 
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農林 業 系 副産物 関係 
оа 39E 試験 焼却 ・ 本 焼却 支援 等 
f 住民 説明 会 7 回 
ТЕЗЕ НЕ 
その 他 1 [8 処理 方 向 性 協議 












































Ш 第 3 節 県 産 食 材 等 の 安全 確保 に 関す る 取組 状況 


1 概況 

本 県 は 我が国 に お ける 農林 水産 物 の 主要 な 産地 で あり 、 消 費 者 に 安全 な 県 産 食材 等 を 供給 し て いく た め 、 
市 町 村 や 関係 団体 と 連携 し て 、 県 産 食 材 等 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 結果 や 、 安 全 な 県 産 食 材 等 を 提供 する 
た め の 取 組 状 況 を 速やか に 公表 する と と も に 、 出 前 講座 の 開催 等 、 県 産 食材 等 の 安全 性 を 広く アピ ー ル す 
る 取組 を 積極 的 に 展開 し 、 消 費 者 の 安全 ・ 安 心 の 確保 や 風評 被害 の 解消 ・ 防 止 に 取り 組ん で いま す 。 
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М 第 3 節 県 産 食材 等 の 安全 確保 に 関す る 取組 状況 < 


食品 の 放射 性 物質 濃度 検査 に つい て は 、 国 の 原子 力 災害 対策 本 部 に より ガイ ドラ イン (検査 計画 、 出 荷 
制限 等 の 品目 ・ 区 域 の 設定 ・ 解 除 の 考え 方 」) 等 が 示さ れ て お り 、 県 で は 、「 県 産 食 材 等 の 安全 確保 方 針 」 
に 基づき 、 農 林 水 産物 等 、 流 通 食品 、 給 食 食 材 に つい て 、 各 段階 で 計画 的 に きめ 細か な 検査 を 実施 し 、 検 
査 結果 等 を 速やか に 公表 し て いま す 。 検査 の 結果 、 国 が 定め る 基準 値 (食品 衛生 法 (昭和 22 年 法律 第 233 
号 ) 第 11 条 第 1 項 に 基づく 食品 中 の 放射 性 物質 に 係る 基準 値 ) を 超え る 放射 性 物質 が 検出 され た 場合 は 、 
直ちに 出荷 団体 等 に 対し て 出荷 の 自粛 及び 自主 的 な 回 収 を 要請 する こ - と と し て いま す 。 

また 、 県 内 の 多く の 市 町 村 に お いて も 県 産 食 材 等 の 検査 が 行わ れ 
て いま す 。 こ れ ら の うち 、 販 売 を 目的 と し て 生産 ・ 製 造 さ れ た 食品 
で 、 検 査 の 結果 、 国 が 定め る 基準 値 の 2 分 の 1 以上 の 値 で や っ た も 
の に つい て は 、 県 が 市 町 村 か ら の 依頼 に 基づき 精密 検査 を 実施 し て 
いま す 。 






















































































































































































Autv5satosul авец 
ret ET タリ ン Tare Urasa. 


県 産 食 材 等 に つい て は 、 平 成 23 年 度 か ら 平 成 28 年 度 まで 136, 651 本 安全 安心 一 食卓 へ 

















T 








件 の 検査 を 実施 し 、 う ち 、 国 の 基準 値 (23 年 度 は 暫定 規制 値 ) を 超 ! 
過 し た も の は 、 原木 し いた け や 野 生 山 菜 、 野 生き の こ 、 野 生 鳥獣 肉 
な ど 344 点 で し た 。 平 成 29 年 度 は 25, 618 件 の 検査 を 実施 し 、 う ち 、 
国 の 基準 値 を 超過 し た も の は コシ アブ ラ 1 件 、 コ ウタ ケ 1 件 、 シ カ 
肉 1 件 及び クマ 肉 1 件 で し た 。 国 の 基準 値 を 超過 し た 割合 (超過 率 ) 
は 平成 24 年 度 の 1.03% (25, 276 件 中 260 fF) を ピー ク に 大 きく 減 
少し 、 平 成 29 年 度 は 0. 02% (25,618 件 中 4 件 ) と な っ て いま す 。 Oas. 岩手 産 安全 安心 食卓 へ 

これ まで の 検査 の 結果 、 農 林 水 産物 と 流通 食品 に つい て は 、 米 、 麦 、 野 菜 、 果 実 、 豚 肉 、 鶏 肉 、 鶏 卵 、 
原 乳 か ら は 国 の 基準 値 を 超え る 放射 性 物質 は 検出 され ず 、 林 産物 、 水 産物 等 に つい て は 、 一 部 を 除き 国 の 
基準 値 を 超え る 放射 性 物質 は 検 由 され て いま せん 。 和 牛肉 に つい て は 、 全 頭 検査 に より 安全 性 を 確認 CIH 
荷 し て いま す 。 ま た 、 野 生 鳥 鹸 内 に つい て は 、 国 の 基準 値 を 超過 し 、 全 県 を 対象 と し た 出荷 制限 指示 が 継 
続 し て いる シカ 肉 、 ク マ 肉 及び ヤマ ドリ 肉 に つい て 検査 を 実施 し て いま す 。 

県 で は 、 国 に よる 出荷 制限 指示 等 を 受け て いる 品目 に つい て 、 放 射 性 物質 濃度 が 国 の 基準 値 以 下 で ある 
こと 等 の 安全 性 を 確認 し 、 国 へ へ 解除 の 申請 を 行っ て お り 、 平 成 29 年 度 は 2 品目 (原木 し いた け 、 原 木 な め 
=) の 出荷 制限 指示 の 一 部 が 解除 され まし た 。 

今後 も 、 県 民 の 食 の 安全 安心 を 確保 する た め 、 継 続 し て 県 産 食 材 等 の 検査 を 実施 し て いき ます 。 

食品 検査 の 様子 


| тип ШШ JF F M 
UI TI - í mil. 
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試料 の 加工 機器 に セッ ト し 測定 測定 結果 を 確認 
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> 第 2 章 平成 29 年度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 ДА 


【 市 町 村 等 の 取組 : 住民 が 測定 を 依頼 し た 食品 検査 実施 状況 】 






















































































































































































































































































































































































































































































市 町 村 に お いて も 、 住 民 が 依頼 し た 食品 等 の 検査 を 行っ て いま す 。 (図表 3- 1 ) 

図表 3-1 市 町 村 に お ける 食品 等 の 放射 性 物質 濃度 測定 状況 平成 30 年 3 月 31 日 現在 
実 施 住民 要件 等 地元 産 に | 販売 目的 | 農林 水産 | 加工 品 を | 流通 品 を | 食品 以外 
市 町 村 限定 に 限定 | 物 に 限定 対象 対象 対象 
盛岡 内 居住 者 O О О 
宮古 市 | 市 民 O 

大 船渡 市 | 市 内 在住 者 О O 

花巻 Б, HAF O O O 
北上 市 | 市 民 O О 

遠野 市 | 市 民 O O O 

関 市 | 生産 者 、 市 民 O O 

陸前 高田 市 | 市 内 居住 者 、( 水 産物 を 除く ) О О О O 
二戸 内 居住 者 O О 
М j 内 生産 独 O O 

滝沢 市 | 市 民 О О O O 

TA 内 居住 者 O O О 
葛巻 内 の 希望 者 O O 
岩手 町 J: О О О 
紫波 町 内 居住 者 О О О О 
矢巾 町 | 家庭 菜園 生産 者 、 農 業 生産 者 O O O 
西 和賀 町 | 町 内 居住 者 О О 

金ケ崎 町 | 町 内 生産 者 O О 

平泉 町 「 民 が 町 内 産 の も の を 測定 O O 

住田 町 内 居住 者 O О 

山田 町 [内 居住 者 、 団 体 等 О О О 

岩泉 町 「 内 居住 者 O О 

普代 村 | 村内 居住 者 、 事 業 所 ・ 事 務 所 O O 

軽米 町 | 町 民 が 町 内 産 の も の を 測定 О О О O 
九戸 村 | 村民 O O 

洋 野 町 | 町 民 、 町 内 生産 者 等 О О О О 
26 市 町 村 17 4 18 10 7 12 
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原発 事故 後 、 国 で は 、 食 品 中 の 放射 性 物質 の 暫定 規制 値 を 設定 し 、 暫 定規 制 値 を 超え る 食品 が 流通 し な いよ う 出 荷 
制限 な どの 措置 を と っ て きま し た 。 置 定規 制 値 を 下回っ て いる 食品 は 、 健 康 へ の 影響 は な いと 一 般 的 に 評価 され 、 安 

















































































































全 性 は 確保 され て いま し た が 、 平 成 24 年 4 月 1 日 か ら 、 よ り 一 層 、 食 品 の 安全 と 安心 を 確保 する た め 、 長 期 的 な 観点 
か ら 新 た な 基準 値 を 設定 し て いま す 。 こ の 基準 値 は 、 食 品 の 国際 基準 を 作成 し て いる 国際 的 な 政府 間 機 関 で も る コー 
デック ス 委 員 会 の 指標 に の っ と り 、 暫 定規 制 値 よ りさ ら に 安全 な 値 を 採用 し た も の と な っ て いま す 。 























































































































放射 性 セシウム の 新 基準 値 (24 FES) 
食品 群 基準 値 (単位 : Bq/kg) 
野菜 類 一 般 食品 
穀類 乳児 用 食品 
・ 卵 ・ 魚 ・ そ の 他 牛乳 
牛乳 ・ 乳 製品 
飲料 水 


























飲料 水 
































新 基準 値 で は 、 放 射 性 物質 を 含む 食品 か ら の 1 年間 の 被ばく の 線量 の 上 限 を 、 年 間 5 ミリ シー ベル ト か ら 年 間 1 S 
リ シ ー ベ ルト に 引き 下げ 、 年 齢 や 性 別 ご と に 体格 や 食べ る 量 、 代 謝 な どか ら 被 ば く 線 量 の 上 限 値 を 算出 し 、 最 小 値 で 
あっ た 13 歳 か ら 18 歳 ま で の 1 キロ グラ ム あ た り 120 ベク レル より さら に 安全 な 値 で ある 1 キロ グラ ム あ た り 100 < 
クレ ル を 一 般 食 品 FRA, BA, РУ. J ARE) の 基準 値 と し て いま す 。 こ れ は 、 乳 幼児 は じ し め 、 す べ て の 世代 
に 配慮 し た 基準 と な っ て いま す 。 

































































また 、 乳 児 用 食品 と 牛乳 に つい て は 、 子 ども へ の 影響 を 考慮 し 、 一 般 食 品 の 半分 で ある 1 キロ グラ ム あ た り 50 ベク 
レル に 設定 し て いま す 。 飲料 水 は す べ て の 人 が 摂取 し 、 代 わり が 効か ず 、 摂取 量 が 多い こと か ら 、 世 界 保健 機関 (WHO) 
の 基準 を 踏ま そえ 1 キロ グラ ム あ た り 10 ベク レル に 設定 し て いま す 。 









































CCLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLTT だ 
À ` 


【 一 般 食 品 の 基準 値 設定 の 考え 方 労働 省 パ ン フ レッ ト )】 
хэ | 性 別 | 限度 値 (Bkg) て 、 年 齢 区 分 毎 に 、 通 常 の 食 4 




















E 活 を 














































































































下回る 数 値 に 設定 


ж 年 間 の 線量 の 上 限 値 1 ミリ シー ベル ト か ら 、 飲 料 水 に よる 線量 ( 約 0.1 ミ リ シ ー ベ ルト ) を 引き 、 残 り の 線量 を 一 般 食品 

(乳児 用 食品 、 牛 乳 を 含む ) に 割り 当て 算出 。 
Ж シー ベル ト (Sv) : 放射 線 に よる 人 体 へ の 影響 の 大 き さ を 表す 単位 
Ж ベク レル (Ва) : 放射 性 物質 が 放射 線 を 出す 能力 の 強 さ を 表す 単位 









































араў ея 送れ ば 、 年 間 線 基 の 上 限 値 を | 
1 ミリ シー ペル ト / 年 — | [ 分 に 下回る 水準 に 設定 
女 320 i 

所 Е 190 i 

女 210 : 

限度 値 を 算出 = [ad в о 
(年 齢 や 性 別 な ど L = pz E : 
10 区 分 毎 に 摂取 量 L. i 
や 体格 ・ 代 謝 な ど を 女 ※ 全 て の 年 齢 区 分 の 限度 値 の : 
考慮 し 算出 ) С うち 最も 厳し い 値 (120) を : 


б 
ЧЫНАМ 
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2 各 取 組 の 実施 状況 
(1) 、 県 産 農 林 水 産物 の 放射 性 物質 の 影響 対策 
ア 検査 計画 に 基づく 検査 
県 で は 、 平成 23 年 5 月 か ら 野菜 や 原 乳 、 海産 魚 な ど を 対象 に 、 独 自 に 放射 性 物質 濃度 の 測定 を 開始 
LELE: 
平成 23 年 8 月 に 、 国 の 「 検 査 計画 、 出 荷 制限 等 の 品目 ・ 区 域 の 設定 ・ 解 除 の 考え 方 」 に お いて 、 本 
県 が 「 総 理 指示 対象 自治 体 及 びそ の 隣接 自治 体 」 と され 、 同 月 、 穀 類 、 野 菜 、 果 実 、 畜 産物 、 特 用 林 
産物 、 水 産物 な ど 主 要 な 県 産 農 林 水 産物 を 対象 と し た 「 県 産 農林 水産 物 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 計画 」 
を 策定 、 以 降 3 カ 月 ご と に 検査 計画 を 策定 し 、 こ れ に 基づく 検査 を 実施 し て いま す 。 
平成 29 年 度 ま で に 、 延 べ 352 品目 104, 293 件 の 検査 を 実施 し 、 う ち 、 国 の 基準 値 (23 年 度 は 暫定 
規制 値 ) を 超過 し た も の は 、 原 木 し いた け や 山 菜 、 川 魚 な ど 267 (0.3%) で し た 。 
平成 29 年 度 は 、 59 品目 、 14, 170 件 の 検査 を 実施 し 、 国 の 基準 値 を 超過 し た も の は あり ませ ん で し 
уки 

















































































































図表 3-2 県 産 農 林 水 産物 等 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 状況 (平成 30 年 3 月 末 现 在 
お 一 全 二 一 一 ーー 














































































































| そば 474 108 59 41 30 33 
小豆 - 2 1 1 一 一 一 
野菜 类 44 127 71 64 40 40 19 
果実 類 11 51 30 31 24 19 12 
特 用 林産 物 ーー 150 1, 025 608 514 | 604 518 295 
原木 し いた け И 611 399 361 | 284 | 294 234 
菌 床 し いた け ЦЯ A 89 69 47 | 85 | 45 17 
Ца ー 57 90 70 256 149 27 
| 野生 きのこ 類 = 53 37 26|  ・: 24 | 26 12 
| その 他 (原木 な めこ 等 ) 215 13 10 5 4 5 
畜産 物 13, 756 14, 425 14,344 | 12,624 | 11,377 12, 044 
牛肉 13, 081 13, 783 13, 732 12, 300 11, 104 11, 924 
SE 99 а 63 30 36| 12 12 12 
A 276 612 612 576 312 261 108 
水産 ーー 458 1,954 1,881 1.824 | 1,793 | 1, 602 1,672 
海産 魚 種 u 444 1; 725 1, 721 1,560 | 1 1,527. 1,500 1,512 
内 水面 魚 種 14 229 160 264 266 102 160 
< の 人 MC ie а СИЕ m Е 
| 茶 1 3 3 = = 回 
| は ち み つ RE IE И И РИСИ ИА 
くわ い (FEH) - 1 3 一 一 一 = 
合 計 8, 314 18, 234 17, 575 17, 074 15, 246 13, 680 14, 170 
14 240 6 3 2 2 0 


超過 件 数 
































(0. 17%) (1. 32%) (0. 03%) (0. 02%) (0. 01%) (0. 019) (0. 00%) 
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イ 野生 山 葉 類 、 野 生き の こ 類 の 放射 性 物質 濃度 検査 
(7) 野生 山菜 類 
平成 25 年 2 月 、 野 生 コ ゴ ミ と 野生 ワラ ビ を 対象 に 全市 町 村 検査 (対象 品目 が 出荷 制限 等 の 市 町 
村 は 除く ) を 実施 する こと と し 、 放 射 性 物質 濃度 検査 体制 を 構築 しま し た 。 産直 施 設 等 か ら の 依 
頼 に 基づく 精密 検査 も 実施 し て いま す 。 検査 結果 に つい て は 、 検 査 対象 の 2 品目 を 、 検 査 結果 一 
覧 と マッ プ で 県 ホー ムペ ー ジ に 掲載 し て いま す 。 
平成 25 年 度 か ら 平 成 29 年 度 ま で の 全市 町 村 検 査 の 結果 、 平 成 26 年 度 に 釜石 市 の 野生 ワラ ビ か ら 
基準 値 を 超え る 放射 性 物質 が 検出 され 、 国 の 出荷 制 限 指 示 の 対象 と な り ま し た 。 
平成 29 年 度 は 、 平 成 29 年 4 月 19 日 に 第 1 回 測定 (大 船渡 市 の 野生 コ ゴ ミ ) を 実施 し 、 平 成 29 年 
6 月 1 日 の 測定 (山田 町 の 野生 コ ゴ ミ ・ ワ ラビ ) で 終了 し まし た が 、 基 準 値 を 超過 し た 品目 は あ 
り ま せん で し た 。 
現在 は 10 市 町 で 9 品目 (延べ 24 品 目 ) の 野生 山菜 が 国 の 出荷 制限 指示 等 の 対象 と な っ て いま す 。 
今後 も 、 本 県 の 食 の 安全 安心 を 確保 する た め 、 市 町 村 と 連携 し 継続 し た 検査 を 行っ て いき ます 。 






















































































































































































( イ ) 野生 きのこ 類 
平成 24 年 9 月 12 日 、 全 市 町 村 を 対象 と し て 、「 野 生き の こ 」 の 放射 性 物質 濃度 検査 体制 を 構築 し 
まし た 。 検 査 結果 に つい て は 、 検 査 結果 一 覧 と マッ プ で 県 ホー ムペ ー ジ に 掲載 し て いま す 。 
平成 24 年 度 か ら 平 成 29 年 度 ま で の 全市 町 村 検 査 の 結果 、 平 成 24 年 度 と 平成 25 年 度 に 9 市 町 の 野 
生き の こ か ら 基 準 値 を 超え る 放射 性 物質 が 検出 され 、 国 の 出荷 制限 指示 の 対象 と な っ て いま す 。 
平成 29 年 度 は 、 平 成 29 年 8 月 17 日 に 第 1 回 測定 (紫波 町 の ナラ タケ ) を 実施 し 、 平 成 29 年 10 月 
19 日 の 測定 (普代 村 の スギ タケ ) で 終了 し まし た が 、 基準 値 を 超過 し た 品目 は あり ませ ん で し た 。 
今後 も 、 本 県 の 食 の 安全 安心 を 確保 する た め 、 市 町 村 と 連携 し 継続 し た 検査 を 行っ て いき ます 。 
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図表 3-3 野生 山菜 、 野 生き の この 国 出 荷 制限 指示 、 県 出荷 自粛 要請 の 状況 (平成 30 年 3 月 末 現 在 ) 
| | 


















= |Ë 

















野生 | コシ アブ プラ 盛 辐 市、 花卷 市 、 釜 石 市 、 奥 州 市 、 | 北上 市 、 | 一 関 』 

































































































































































































































































山菜 类 住田 町 遠野 市 
ゼン マイ 市 、 奥 州 市 、 住 田町 
ワラ マビ (野生 ) 陸前 高 | 奥州 市 一 関 市 、 釜石 市 
平泉 町 
モリ 野生) NI 
タケ ノコ Bi. ВН Ет 
(шоњ 
下 解除) 
= ゴミ (BE) Fei ME 
タラ ノ メ (野生 ) | 一関 市 
ミズ (BE) 関 市 
サン ショ ウ (野生 ) | BUMI: 
z = 大 船渡 市 、 遠野 市 、 一 関 市 、 陸前 高田 市 、| 住田 町 
аан uH. НТН, Фит, AA 












































ウ 農作物 等 の 適切 な 生産 管理 

県 で は 、 平 成 23 年 度 に 、 農林 水産 省 技 術 会 議 と 連携 し て 、 県 内 160 地 点 の 農地 土壌 中 の 放射 性 セ シ ウ 
ム 濃 度 の 調査 を 行い 、 そ の 結果 及び 文部 科学 省 の 「 航 空 機 モ ニタ リン グ 結 果 」 を 基 に 、「 岩 手 県 農地 土 
壌 の 放射 性 物質 濃度 分 布 図 」 を 作成 し まし た 。 
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さら に 、 放 射 性 物質 の 土壌 か ら 農 作物 へ の 吸収 ・ 移 行 等 に 関す る 調査 研 完 を 行い 、 得 られ た 知見 に 
基づき 、 平 成 24 年 2 月 に 、「 土 壌 か ら の 吸収 リス ク 低 減 」 や 「 資 材 等 か ら の 持 込 リ スク 低減 」 な ど 、 放 
射 性 物質 の 影響 を 勘案 し た 生産 管理 対策 に つい て と り ま と め た 「 放 射 性 物質 影響 防止 の た め の 農 作物 
生産 管理 マニ ュ ア テル 」 (以下 「 生 産 管理 マニ ュ ア ル 」 と いう 。) を 作成 し 、 生 産 管 理 面 の 支援 を 実施 し 
て きま し た 。 
平成 27 年 度 に は 、 生 産 管理 マニ ュ ア ル に つい て 、 国 の 通知 等 や 平成 26~27 年 度 の 調査 研究 (農業 
研究 セン ター) 結果 を 掲載 し た 改定 版 を 作成 公表 し まし た 。 
















































































エ 基準 値 超過 へ の 対応 、 生 産 再開 や 出荷 制限 等 の 解除 に 向け た 取組 
(7) 大 豆 、 そ ば 
平成 24 年 11 月 か ら 平 成 25 年 1 月 に か け て 、 大 豆 1 区 域 、 そ ば 3 区 域 に お いて 基準 値 を 超過 し た 
こと か ら 、 国 に よる 出荷 制限 指示 を 受け まし た 。 
その 後 、 大 豆 に つい て は 、 平 成 26 年 産 の 全 袋 検査 を 実施 し 、 全 て 基準 値 を 下回っ た こと か ら 、 
平成 27 年 7 月 1 日 に 出荷 制限 指示 が 解除 され (図表 3-4)、 平 成 27 年 産 以降 の 検査 結果 に つい 
て も 、 い ずれ も 国 の 基準 値 以 下 と な り 、 安 全 性 が 確認 され て いま す 。 
そば に つい て は 、 平 成 25 年 産 の 全 袋 検査 を 実施 し 、 全 て 基準 値 を 下回っ た こと か ら 、 平 成 26 年 
4 月 11 日 に 出荷 制限 指示 が 解除 され (図表 3-4)、 平 成 26 年 産 の 検査 結果 に つい て も 、 い ずれ も 
国 の 基準 値 以下 と な り ま し た が 、 平 成 27 年 産 の 検査 の うち 1 点 で 基準 値 を 超過 し ま し た 。 基準 値 
超過 し た そば は 隔離 ・ 保 管 す る と と も に 、 食品 の 放射 性 物質 検査 に 係る 国 の ガイ ドラ イン に 基づき 、 
同 地域 で 全 袋 検査 を 実施 し 、 基 準 値 超過 し 隔離 ・ 保 管 し た も の 以外 は すべ て 基準 値 以下 で ある こ 
と を 確認 し て いま す 。 平成 28 年 産 以降 の 検査 結果 に つい て も 、 い ずれ も 国 の 基準 値 以下 と な り ま 
Ш. 
今後 に お いて は 、 放 射 性 物質 吸収 抑制 対策 の 実施 を 生産 者 が 徹底 する よう 、 あ ら た め て 周知 す 
る と と も に 、 モ ニタ リン グ 検 査 を 継続 し て 実施 し て いき ます 。 




















































































































































































































図表 3-4 大 豆 、 そ ば の 出荷 制限 指示 及び 解除 の 状況 (平成 月 未 现在 ) 

















E 解除 (平成 27 年 7 月 1 日 
左 解除 (平成 26 年 4 月 11 日) 





| 大 豆 [ням (平成 25 年 1 月 4 日 ) 
そば | 盛岡 市 旧 渋 民 村 、 一 関 市 旧 大 原町 (平成 24 年 11 月 13 
) 、 奥 州 市 旧 衣 川村 (平成 24 年 11 月 30 日) 
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7 月 に 、 原 発 事故 後に 水田 か ら 収 集 さ れ た 放射 性 セン ウム を 含む 稲 わ ら を 給与 され た 
生肉 か ら 暫 定規 制 値 (当時 ) を 超え る 放射 性 セシウム が 検出 され 、 同 年 8 月 1 日 付け で 国 に よる 
出荷 制限 指示 を 受け まし た 。 

その 後 、 県 で 定め る 牛肉 の 「 出 荷 ・ 検 査 方 針 」 に 基づき 管理 され て いる 和牛 に つい て は 、 県 外 へ 
の 移動 及び と 畜 場 へ の 出荷 が 可能 と な り ま し た 。 

和牛 の 出荷 に 際 し て は 、 適 切な 飼養 管理 が 行わ て て いる こと を 確認 し た 上 で 、 牧 草 中 の 放射 性 物 
質 濃度 の 検査 を 実施 し 、 牧 草 の 給与 量 等 か ら 和 牛肉 中 の 放射 性 物質 濃度 を 算定 し た 結果 に より 出荷 
時 期 を 判断 し て いま す 。 

これ まで の 検査 の 結果 は 、 平 成 23 年 度 に お いて は 、 出 荷 制限 の 一 部 解除 後 か ら 同年 度 中 に 出荷 
され た 頭数 の 0.049% に あたる 8 頭 が 暫定 規制 値 を 超過 (超過 し た も の は 流通 せ ず 廃棄 処分 ) し ま 
し た が 、 平 成 24 年 度 以降 に お いて は 、 す べ て 国 の 基準 値 以 下 と な っ て お り 、 安 全 性 が 確認 され た 
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生肉 の み が 流 通し て いま す 。 
平成 29 年 度 は 、 出 荷 28, 35588 (平成 30 年 2 月 末 現 在 ) の 全 頭 検査 を 実施 し て お り 、 今 後 と も 、 
県 内 外 に と 畜 出 荷 さ れ る 県 産生 の 全 頭 を 対象 に 放射 性 物質 検査 を 実施 し て いき ます 。 






































(9) 原木 し いた け (露地 栽培 ) 

平成 24 年 4 月 及び 5 月 に 基準 値 を 超過 し 、 県 内 14 市 町 が 国 に よる 出荷 制限 指示 を 受け た こと か 
ら 、 生 産 さ れ た し いた け ・ 原 木 ・ ほ だ 木 の 放射 性 物質 濃度 検査 や 、 ほ だ 場 の 環境 整備 な ど 生 産 段 
階 の 安全 性 の 確保 の 取組 を 実施 し て いま す 。 

平成 25 年 4 月 に は 、 盛 岡市 の 出荷 制限 指示 が 全域 解除 に な り ま し た 。 

また 、 平 成 26 年 10 月 7 日 に は 花巻 市 、 北 上 市 及び 山田 町 、 平 成 27 年 4 月 10 日 に は 、 大 船渡 市 、 
遠野 市 、 一 関 市 、 陸 前 高田 市 、 住 田町 及び 大 棚町 、 平 成 27 年 7 月 17 日 に は 金ケ崎 町 、 平 成 28 年 1 
月 25 日 に は 移 石 市 及び 奥州 市 、 平成 30 年 3 月 28 日 に は 平泉 町 の 出荷 制限 が 一 部 解除 と な り 、 出荷 
限 が 指示 され て いる 13 市 町 で 187 名 の 生産 者 が 出荷 可能 と な っ て いま す 。 

県 で は 、 県 産 し いた け の 安全 性 を 確保 する た め 、 出 荷 制限 の 対象 と な っ て いな い 地 域 に お いて 
も 、 全 生産 者 を 対象 に 生産 され た し いた け ・ 原 木 ・ ほ だ 木 の 放射 性 物質 濃度 検査 を 実施 する と と 
も に 、 生 産 者 に 対し 、 放 射 性 物質 低減 の た め の 栽 培 管理 の 取組 を 継続 する よう 周知 し て いま す 。 
引き 続き 、 生 産 再開 を 希望 する 生産 者 を 支援 する た め 、 指 標 値 を 超え た ほ だ 木 の 処理 と ほ だ 場 
の 環境 整備 を 進め る と と も に 、 放 射 性 物質 濃度 検査 の 実施 や 新た に 植 菌 さ れ た ほ だ 木管 理 の 徹底 
な ど 、 一 人 で も 多く の 出荷 再開 に 取り 組ん で いき ます 。 

また 、 本 県 の 安全 ・ 安 心 へ の 取組 の PR や 、 消 費 者 の 信頼 回 復 や 販路 の 拡大 、 取 引 価格 の 回 復 
に 向け た 取組 を 実施 し て いき ます 。 
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図表 3-5 原木 し いた け の 出荷 制限 指示 の 状況 (平成 30 年 3 月末 現在 ) 

































































原木 し いた け 13 市 町 (大 船渡 市 ※%、 了 花巻 市 次 、 北 上 市 記 、 遠 野市 ※、 一 関 市 ※、 陸 前 高田 市 ※、 
(露地 栽培 ) 急 石 市 党 、 奥 州 市 認 、 人 金ケ崎 町 交 、 平 泉町 や 、 住 田町 、 大 樋 町 補 、 山 田町 ) 
※1 花巻 市 、 北 上 市 及び 山田 町 の 出荷 制限 指示 に つい て は 、 平 成 26 年 10 月 7 日 に 一 部 解除 






























































※2 大 船渡 市 、 遠 野市 、 一 関 市 、 陸 前 高田 市 、 住 田町 及び 大 樋 町 に つい て は 、 平 成 27 年 4 月 10 日 に 一 部 解除 
※3 人 金ケ崎 町 に つい て は 、 平 成 27 年 7 月 17 日 に 一 部 解除 
※4 釜石 市 及び 奥州 市 に つい て は 、 平 成 28 年 1 月 25 日 に 一 部 解除 
※5 平泉 町 に つい て は 、 平 成 30 年 3 月 28 日 に 一 部 解除 



















































































(T) 水産 物 
海産 急 に つい て は 、 平 成 30 年 3 月 末 現 在 、 三 陸 南 部 沖 海域 (宮城 県 沖 海域 で 一 部 に 本 県 沖 海域 ( 陵 
前 高田 市 沖 ) を 含む ) の クロ ダイ が 国 に よる 出荷 制限 指示 を 受け て いま す 。 
川 急 に つい て は 、 平 成 30 年 3 月 未 現在 、 砂 鉄 川 水系 の イワ ナ が 国 に よる 出荷 制限 指示 を 受け て 
いま す 。 
引き 続き 、 早 期 の 出荷 制限 指示 の 解除 、 採 捕 自 粛 要請 の 解除 に 向け 、 宮 城 県 の 担当 部 局 と も 連 
携 し な が ら 、 放 射 性 物質 濃度 の 調査 を 実施 し て いき ます 。 
















































































図表 3-6 水産 物 の 出荷 制限 の 状況 (平成 30 年 3 月 末 现 在 ) 











海産 魚 種 クロ ダイ | 三陸 南部 沖 海域 (岩手 県 宮城 県 境界 正 東 線 か ら 宮 城 県 福島 県 境界 正 東 線 ま で の 海域 ) 
内 水面 魚 種 | イワ ナ 砂鉄 川 (支流 を 含む ) 
































( オ ) 牧草 等 
平成 23 年 産 、24 年 産 及び 25 年 産 牧草 の 放射 性 物質 濃度 の モニ タリ ング 調査 結果 に 基づき 、 平 
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成 30 年 3 月 末 現 在 、 国 の 暫定 許容 値 を 超過 し た 8 市 町 (大 船渡 市 、 一 関 市 、 釜 石 市 、 奥 州 市 、 金 
ケ 崎 町 、 平 泉町 、 住 田町 、 一 戸町 ) 全域 及び 6 市 町 (盛岡 市 、 花 巻 市 、 遠 野市 、 陸 前 高田 市 、 洋 
П, KREM) の 一 部 地域 に 対し 、 牧 草 の 利 用 自粛 を 要請 し て いま す 。 (図表 3- 7 ) 

利用 自粛 と な っ た 牧草 地 16, 157ha の うち 、 急 傾斜 の た め 耕 起 が で き な い 人 箇所 等 (以下 「 耕 起 不 
能 箇 所 等 」 と いう 。) を 除く 12, 396ha に つい て は 、「 牧 草地 再生 対策 事業 」 に より 、 平 成 26 年 度 
まで に 除 染 を 完了 する と と も に 、 再 生 し た 牧草 の 放射 性 物質 検査 を 行い 、 暫 定 許容 値 以 下 で ある 
こと が 確認 され た ほ場 か ら 、 順 次 、 利 用 自粛 を 解除 し て お り 、 平 成 30 年 3 月 示現 在 、12, 343ha 
(99.6%) が 解除 され て いま す 。 

また 、 耕 起 不 能 人 箇所 等 3, 761ha に つい て も 、 国 の 通知 に 基づき 、 平 成 26 年 度 か ら 牧 草 の 放射 性 
物質 検査 の 結果 、 暫 定 許容 値 以 下 で ある こと が 確認 され た ほ場 の 利用 自粛 を 解除 し て お り 、 平 成 
30 年 3 月 末 現 在 、3, 728ha (99.1%) が 解除 され て いま す 。 (図表 3-8 3-9) 
引き 続き 、 利 用 自粛 牧草 地 の 放 射 性 物質 検査 に よる 利用 自粛 解除 を 図る と と も に 、 国 の 暫定 語 
容 値 以下 の 牧草 地 の 風 評 被害 対策 と し て 、 市 町 村 が 独自 に 取り 組む 除 染 を 支援 し て いき ます 。 
放射 性 物質 の 影響 を 受け 汚染 され た 牧草 、 稲 わら 及び 牛ふん 堆肥 に つい て は 、 適 正 な 保管 を 指 
導 ・ 支 援 す る と も に 、 処 理 の 終了 し て いな い 牧 草 1, 812 トン 、 稲 わら 383 トン 及び 牛ふん 堆肥 4, 533 
トン の 焼却 等 を 支援 し て いき ます 。 (図表 3 -10) 


























































































































































































































図表 3-7 牧草 の 利用 自粛 要請 の 状況 (平成 30 年 3 月 末 现 在 

















国 の 暫定 許容 値 超過 14 市 町 (盛岡 市 (玉山 区 、 旧 筑 川 村 の 一 部 ) 、 大 船渡 市 、 花 巻 市 〈 大 人 迫 南 东 部 )、 
遠野 市 (北西 部 、 北 東部 、 南 部 ) 、 一 関 市 、 陸 前 高田 市 (南部 、 矢 作 ) 、 釜 石 市 、 奥 
州 市 、 滝 沢 市 (東部 ) 、 金 ケ 崎 町 、 平 泉町 、 住 田町 、 大 植 町 (南部 ) 、 一 戸町 ) 

※ 農 業 団体 等 か ら の 要請 を 受け 、 原 乳 10 ベク レル 未満 対策 と し て 、 搾 乳牛 に 対し て 50bq/kg を 超過 し た 牧草 の 利用 自粛 を 要請 




























































































図表 3-8 牧草 地 除 染 の 実施 状況 (平成 30 年 3 月 末 现在 ) 









12, 396ha 739ha 6, 912ha 10, 037ha 12, 396ha 























図表 3-9 牧草 地の利 用 自粛 解除 状況 (平成 30 年 3 月末 現在 ) 









除 染 対 象 箇 所 12, 396ha 12, 343ha (99.6%) 53ha (0.4% 
耕 起 不能 箇所 等 3, 761ha 3, 728ha (99.196) 33ha (0. 990) 
合計 16, 157ha 16, 071ha (99.5%) 86ha (0. 59%) 























図表 3-10 放射 性 物質 の 影響 を 受け た 牧草 、 稲 わら 及び 牛ふん 堆肥 の 処理 状況 (平成 30 年 2 月末 現在 ) 









































牧草 20, 499 t 18, 687 t 91.2% 1, 812t 
稲 わ ら 573 t 190 + 33. 2% 383t 
和牛 を ん 堆肥 7, 039 t 2,506 t 35. 6% 4, 533t 

Ë 28,111 t 21, 383 t 76. 1% 6, 728t 





※ 発生 量 に は 、8, 000Bq/kg を 超え る 牧草 (58t), MoD (284t) 及び 和牛 ふん 堆肥 (382 t ) を 含む 





( カ ) 林産 物 等 (野生 山菜 類 、 野 生き の こ 類 ) 
平成 30 年 3 月末 現 在 、 野生 山菜 類 に つい て は 、 コ シア プラ や ゼン マイ な ど 9 品目 、10 市 町 、 Hy 
生き の こ 類 に つい て は 、 9 市 町 が 国 の 出荷 制限 等 の 対象 と な っ て お り 、 県 で は これ ら の 品目 を 対 
象 と し た 放射 性 物質 濃度 の 経年 変化 を 把握 する た め の 追 跡 調 査 を 実施 し て いま す 。 

平成 25 年 度 以降 、 経年 変化 を 調査 し て きた 品目 の うち 、3 カ 年 の 低減 傾向 が 確認 で きた 品目 に 
つい て 、 出 荷 制限 等 の 解除 に 向け た 詳細 検査 を 実施 し 、 平 成 27 年 9 月 28 日 に 奥州 市 の 野生 フキ 
に つい て 県 の 出荷 自粛 要請 が 解除 、 平 成 27 年 12 月 21 日 に 一 関 市 の 野生 セリ 、 平 成 28 年 3 月 29 
日 に 陸前 高田 市 ( 旧 気 仙 町 、 旧 広田 町 、 旧 高田 町 、 旧 小 友 村 、 旧 人 竹 駒村 及び 旧 米 崎村 の 区 域 に 限 
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る 。) の タケ ノコ に つい て 国 の 出荷 制限 指示 が 解除 、 平 成 29 年 1 月 31 日 に 花巻 市 の 野生 コ ゴ ミ に 
つい て 県 の 出荷 自粛 要請 が 解除 され まし た 。 
国 で は 、 平 成 27 年 11 月 20 日 に 「 野 生き の こ 類 等 の 出荷 制限 解除 に 向け た 検査 等 の 具体 的 運用 」 
を 通知 し 、 野 生 山 菜 類 、 野 生き の こ 類 及び タケ ノコ の 出荷 制限 解除 に 向 нкаў к 
と ころ で あり 、 県 に お いて も 、 放 射 性 物質 濃度 の 経年 変化 の 結果 か ら 、 十 分 な 濃度 の 低下 が 

で きた 品目 に つい て 、 引 き 続 き 、 出 荷 制 限 解 除 に 向け た 検査 の 実施 を 検討 し て いき ます 。 

































































(2) 流通 食品 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 

Ае ааа а ое е 
手 県 食品 衛生 監視 指導 計画 」 を 策定 し 、 計 画 的 に 検査 を 実施 し て いま す 。 平 成 24 年 度 か ら は 、 本 計画 
点 取組 と し て 食品 の 放射 性 物質 に つい て の 収 去 検査 を 強化 する こと と し 、 ана 
放射 性 物質 濃度 を 測定 し て いま す 。 検査 に あたっ て は 、 地 域 や 過去 の 検査 結果 を 踏ま えて 、 適 切な 検査 
品目 の 設定 に 努め て お り 、 平 成 24 年 度 は 、 野 生 ワ ラビ 、 野 生 フ キ 等 の 山菜 や 鶏卵 、 食 肉 、 生 鮮 野菜 等 95 
本 の 検査 を 実施 し 、 全 て 基準 値 以下 で ある こと を 確認 し まし た 。 
平成 25 年 度 は 、200 検 体 の 検査 を 行い 、 そ の うち 野生 山菜 の コシ アデ ブラ 1 件 が 国 の 基準 値 を 超過 し ま 
し た 。 検査 結 果 に つい て は 、 県 ホー ムペ ー ジ で 公表 し 、 基 準 値 を 超過 し た 品目 に つい て は 、 県 は 販売 
に 対し て 、 当 該 商 品 を 回 収 す る よう 行政 指導 し 、 販 売 者 は 自主 回 収 を 行い まし た 。 
аа са ООО А K СНЕСЕ 


ЕС, (図表 3-11) 
И" 区 去 检查 : 食品 衛生 法 に 基づい て 食品 衛生 監視 員 が 食品 関係 施設 に 立ち 入り 、 試 験 検査 を する た め 必 要 最 小 限 の 食品 や や 食 
品 添加 物 等 を 無償 で 持ち 帰り 検査 する こと を いう 。 
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図表 3-11 Жван повикано (平成 27 年 度 へ 平成 29 年 度 ) 平成 30 年 3 月 31 日 現在 























































































































農産 物 | PA 21 0 18 0 20 0 
野菜 類 56 0 56 0 49 0 
果実 類 20 0 20 0 20 0 
特 用 林産 物 3 0 4 0 4 0 
ар | 牛肉 0 2 0 3 0 
豚肉 15 0 16 0 14 0 
鶏肉 3 0 2 0 3 0 
HI 5 0 5 0 6 0 
水産 物 | 海面 魚 種 等 40 0 39 0 36 0 
内 水面 魚 種 0 0 1 0 2 0 
AFL ША 10 0 18 0 13 0 
飲料 水 15 0 6 0 8 0 
その 他 10 0 13 0 22 0 
合計 200 0 200 0 200 0 








(3) 野生 島 獣 肉 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 
平成 23 年 9 月 に 、 岩手 県 に お ける 野生 鳥獣 肉 の 放射 性 物質 キモ ニ タリ ング 要領 を 定め 、 食肉 と し て 活用 


され る こと が 多い 野生 鳥獣 肉 の 検査 を 開始 し 、 以後 、 年 度 ご と に 県 の 「 農 畜 水 産物 等 の 放射 性 物質 検査 
計画 」 の 中 で 検査 計画 を 定め 、 放 射 性 物質 濃度 を 測定 し て いま す 。 

これ まで 、 シ カ 肉 、 ク マ 肉 、 ヤ マドリ 肉 、 カ ル ガ モ 肉 及 び キ ジ 肉 に つい て 検査 を 実施 し まし た が 、 平 
成 2 年度 に 複数 の 検体 か ら 国 の 基準 値 を 超え る 放射 性 セシウム が 検出 され た シカ 肉 、 ク マ 肉 及び ヤマ ド 
リ 肉 に つい て 、 国 の 原子 力 災害 対策 本 部 か ら 全 県 を 対象 と し た 出荷 制限 が 指示 され て いま す 。 
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平成 25 年 度 以降 は 、 国 の 基準 値 を 超過 し た 放射 性 セシウム が 検出 され て いる シカ 肉 、 ク マ 肉 及び ヤマ 
ドリ 肉 を 対象 に 検査 を 実施 し て いま す 。 

今後 も 、 全 県 を 対象 と し た 出荷 制限 指示 が 継続 し て いる シカ 肉 、 ク マ 肉 及び ヤマ ドリ 肉 に つい て 、 引 
き 続 き 、 測 定 を 実施 し ます 。 
































_ 図表 3-12 野生 鳥獣 内 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 結果 


シカ 肉 54 5 | 一 関 市 、 陸 前 高田 市 


平成 30 年 3 月 31 日 現在 
































































































クマ 肉 21 6 | 大 船渡 市 、 一 関 市 、 金 ケ 崎 町 、 奥 州 市 、 陸 前 高田 市 
平成 28 年 度 市 
ヤマ ドリ 肉 21 2 | 一 関 市 、 平 泉町 
合計 96 13 
142 52 ※2 | 一 関 市 、 山 田町 
クマ 肉 6 1 | 陸前 高田 市 
平成 29 年 度 
ヤマ ドリ 肉 14 0 
合計 72 3 


























※2 件 の うち 1 件 (一 関 市 ) は 厚生 労働 省 集計 数 値 で は 平成 30 年 度 に 計上 され る 。 





(4) 県 産 農林 水産 物 の 出荷 制限 等 の 状況 
県 で は 、 平 成 23 年 8 月 より 、 国 の 「 検 査 計画 、 出 荷 制限 等 の 品目 ・ 区 域 の 設定 ・ 解 除 の 考え 方 」 に 基 
づき 、「 県 産 農林 水産 物 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 計画 」 を 策定 し 、 放 射 性 物質 濃度 検査 を 継続 的 に 実施 
し て お り 、 こ れ ま で の 検査 件 数 は 、 延 べ 104, 293 件 (352 品 目 ) と な っ て いま す 。 (図表 3-2) 
放射 性 物質 濃度 検査 の 結果 、 平 成 23 年 度 に は 、 和 牛肉 、 原 木 し いた け (施設 )、 乾 し いた け 、 ヤ マメ の 
4 品目 、 平 成 24 年 度 に は 、 そ ば 、 大 豆 、 き の こ ・ 山 菜 類 、 水 産物 な どの 27 品 目 、 平 成 25 年 度 に は 、 ヒ ラ 
メ の 1 品目 の 計 32 品 目 が 国 の 基準 値 の 超過 等 に より 出荷 制限 等 と な り ま し た 。 
一 方 、 平成 29 年 度 を で に 、 12 品 目 の 出 荷 制限 等 が 全域 で 解除 され 、 平 成 30 年 3 月 末 現 在 の 出荷 制限 等 
は 20 品 目 と な っ て いま す 。 
E た 、 和 牛肉 や 原木 し いた け (FER) の 出荷 制限 に つい て 、 一 部 解除 と な っ て お り 、 県 が 定め た 管 
画 等 に 即 し て 生産 され 、 基 準 値 以下 で ある こと が 確認 され た も の に つい て の み 出 荷 さ れ て いま す 。 
成 29 年 度 に は 、 原 木 し いた け (露地 栽培 ) の 出荷 制限 に つい て 、 新 た に 平泉 町 が 一 部 解除 と な り 、 
出荷 制限 が 指示 され て いる 13 市 町 の 全て に お いて 一 部 解除 と な り ま し た 。 ま た 、 原 木 な めこ (露地 栽培 ) 
の 出荷 制限 に つい て 、 新 た に 大 船渡 市 が 一 部 解除 と な り 、 出 荷 制限 が 指示 され て いる 5 市 の うち 、1 市 
に お いて 一 部 解除 と な り ま し た 。 
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| に 第 3 節 県 産 食材 等 の 安全 確保 に 関す る 取組 状況 < 








図表 3-13 出荷 制限 等 解除 品目 状況 (制限 の 一 部 解除 は 除く 。) (= 






zpk 30 年 3 ARRE) 


















H24. 


11. 13 | H26. 





.11 | 盛岡 市 ( 旧 渋 民 村 )、 一 関 市 ( 旧 大 原町 ) 






















































































































































































































































































































































































国 出荷 穀類 そば ※ 4 
制限 指示 H24. 11.30 | H26. 4.11 | 奥州 市 ( 旧 衣 川村 ) 
大 豆 ※ H25. 1. 4 |H27. 7. 1 | 一 関 市 ( 旧 磐 清水 村 ) 
特 用 林 | 原木 Lv \ 关 二 (露地 栽培 ) | H24. 5.10 | Н25. 4. 8 | 盛岡 市 
産物 セリ (野生 ) H24. 5.30 | Н27. 12. 21 | 一 関 市 
陸前 高田 市 ( 旧 気 仙 町 、 旧 広田 町 、 旧 高田 町 、 
人 n25, | 329 旧 小 友 村 、 昌 竹 胸 村 及 び 旧 米 崎 村 ) 

水 产物 | マダ ラ ※ H24. 5. 2 | H25. 1.17 | 三陸 南部 沖の 海域 (陸前 高田 市 沖の 一 部 を 含む ) 
ヒラ メ ※ H25. 6. 4 | H25. 8.30 a (陸前 高田 
スズ キ ※ H24.10.25 | Н27. 11. 20 | 三陸 南部 沖の 海域 (陸前 高田 市 沖の 一 部 を 含む ) 
ウグイ ※ H24. 6.12 | H26. 7.31 | 気仙 川 (支流 を 含む ) 

H24. 5.11 | H26. 8.25 | 大 川 (支流 を 含む ) 
H24. 5.11 | H27. 3.10 | 北上 川 の うち 四 十 四 田 ダ ム の 下流 (支流 を 含む ) 
イワ ナ H24. 5. 8 | H27. 9.30 | 盤 井 川 (支流 を 含む ) 
県 出荷 特 用 林 | 原木 し いた け ( 施 設 栽培 ) ※ | H24. 3.30 | H25.12.13 | — ВН 
自粛 要請 | 産物 H25. 12. 27 | 奥州 市 
フキ (野生 ) ※ H24. 6. 5 | H27. 9. 28 | 奥州 市 
コ ゴ ミ (野生 ) H24. 5. 8 | H29. 1.31 | 花巻 市 

水産 物 | クロ ソイ * H24. 6. 1 | H24. 7. 1 | 金石 海域 

ヤマ メ ※ H24. 3.29 | H27. 6.11 | 衣川 (支流 を 含む ) 
H24. 3.29 | H27. 9. 30 | 盤 井川 (支流 を 含む ) 

その 他 | 茶 * H24. 6. 8 |H25. 6.14 | 陸前 高田 市 

くわ い (露地 栽培 ) * H24.12.21 | H26. 2.27 | 平泉 町 

















※ 
E 
з: 





制限 等 が 全域 で 解除 され て いる 品 




















Ш ЖАВ 健康 影響 、 学 校 の 対策 の 取組 状況 


1 概況 
原発 事故 に 介 

















E い 、 放 射線 に よる 健康 へ の 影響 を 心配 する 県 民 か ら の 声 が 多く 窒 せら れ た こと 等 か ら 、 比 














較 的 放射 線量 の 高い 県 南部 を 中 心 と し 、 大 人 に 比べ て 放射 線 に よる 影響 (感受 性 ) が 高い 可能 性 が ある 子 


ども の 内 部 被ばく 状況 を 把握 する た め 、 ` 





成 23 4 














E 度 に 放射 線 健康 影響 調査 ( 尿 中 放射 性 物質 サン プリ ング 


検査 ) を 行い まし た 。 その後 、 平 成 24 年 度 か ら 平 成 28 年 度 ま で に お いて も 、 同 じ お 子 さ ん を 対象 に 同様 
の 手法 で 継続 調査 を 行っ て きま し た 。 


平成 23 年 度 調査 結果 に つい て 、 緊 急 被ばく 
に お いて 「 放 射 性 セン ウム に よる 預託 実効 線量 * は 、 Я 























医療 、 放 射線 防護 、 公 衆 衛生 等 の 専門 家 か ら な る 有識者 会 議 
































区 大 で も 0.03 S ミリ シー ベル ト (әу) 未満 と いう 結果 





で あり 、 全員 が 1 mSy を は る か に 下回っ て いる こと か ら 、 放射 線 に よる 健康 影響 は 極め て 小さ いと 考え られ 
る 。」 と の 評価 を いた だ いて いま す 。 

















※ 預 託 実効 線量 : 体内 か ら の 内 部 被ばく 線量 に つい て 、 成 人 で 50 年 間 、 子 ども で 70 歳 ま で の 生涯 の 昧 積 線量 を 表し た も の 。 
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> 第 2 章 平成 29 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 | 


平成 24 年 度 か ら 平 成 28 年 度 ま で に 実施 し た 継続 調査 に お いて も 、 有 識者 会 議 よ り 「 尿 中 の 放射 性 セ シ 
ウム の 量 は 検出 限界 以下 ある い は 検出 限界 を わずか に 超え る 程度 で あり 、 預 託 実 効 線量 も 0.01 mSv 未満 で 
ある こと か ら 、 放射 性 セン ウム に よる 健康 影響 は 極め て 小さ いと 考え られ る 。 」 と の 評価 を いた だ き 、「 今 
後 の 調査 を 継続 する 必要 は な い 。」 と 意見 を いた だ いて いま す 。 

平成 29 年 度 は 、 調査 の 参加 希望 者 が 極め て 少数 で あっ た こと や 、 有 識者 会 議 の 意見 を 踏ま そ を て 、 県 が 実 
施す る 放射 線 健康 影響 調査 を 終了 し まし た 。 

また 、 県 で は 、 原 発 放射 線 影響 対策 の 基本 方 針 に お いて 、 放 射線 の 影響 を 受け や すい と され る 子ども の 
E 康 を 重視 する 観点 か ら 、 学 校 な どの 教育 施設 等 に お ける 測定 に 重点 的 に 取り 組み 、 対 策 の 実施 に あたっ 
て は 、 学 校 な どの 教育 施設 等 に お ける 環境 整備 に 対す る 県 民 の 期待 を 十分 考慮 する こと と し て いま す 。 
そこ で 、 県 で は 、 平 成 23 年 度 か ら 県 立 学校 の 放射 線量 を 定期 的 に 測定 する と と も に 、 放射 線量 低減 に 向 
ナ た 取組 方 針 に 基づき 、 сава е 1 Svy/h を 超え た 場合 や 重点 調査 地域 に お いて 国 の 除 染 基 
準 で ある 0. 23 и Sv/h を 超え た 場合 に 除 染 等 の 低減 措置 を 行っ て お り 、 平 成 25 年 5 月 まで に 対象 と な っ た 
全て の 学校 の 低減 措置 が 完了 し て いま す 。 

学校 給食 に つい て も 、 平 成 24 年 度 か ら 使 用 予定 食材 や 提供 後 の 給食 一 食分 の 放射 性 物質 濃度 測定 を 行っ 
て いま す が 、 平 成 29 年 度 ま で に 国 の 基準 値 を 超え た 例 は あり ませ ん 。 

市 町 村 等 に お いて も 、 小 中 学校 な ど に お ける 放射 線量 の 測定 や 給食 食材 の 放射 性 物質 濃度 の 測定 が 行わ 
れ て いま す 。 県 は 測定 機器 の 貸出 、 放 射線 量 の 測定 ・ 除 染 費 用 の 助成 な ど を 行い 、 市 町 村 等 の 取組 を 支援 






























































































































































































































































































































































し て いま す 。 
これ か ら も 、 市 町 村 等 と 連携 し て 、 学 校 の 放射 線量 の 測定 や 給食 食材 な どの 放射 性 物質 濃度 測定 を 行っ 
て いき ます 。 


2 各 取 組 の 実施 状況 

(1) 放射 線 健康 影響 調査 
原発 事故 に 伴う 放射 線 の 健康 へ の 影響 を 心配 され る 県 民 か ら の 声 が 多く 寄せ られ た こと な どか ら 、 本 
県 に お ける 健康 へ の 影響 を 把握 する た め 、 平 成 23 年 度 に 、 主 に 県 南部 を 中 心 に 3 歳 15 歳 の 子ども を 
対象 と し た 尿 中 の 放射 性 物質 の サン プリ ング 調査 を 実施 し まし た 。 

調査 結果 に つい て 、 緊 急 第 ば く 医 療 、 放 射 
















































































線 防護 、 公 衆 衛生 等 の 専門 家 か ら な る 有識者 調査 協力 者 の 属性 

















































































































A [ ч рар ` Ба зң =E 

会 識 に お いて 「 放 射 性 セシウム に よる 預託 実 区 分 ー 関 市 | 奥州 市 | 宮古 市 | 金ケ崎 町 | 平泉 町 | з 
効 線量 は 、 最 大 で も 0.03 ミリ シー ベル ト (mSv) 1 回 目 ( 平 成 23 年 度 ) 60 36 12 12 12 132 
2 回 目 ( 平 成 24 年 度 ) 44 23 0 8 11 86 
未満 と いう 結果 で あり 、 全 員 が 1mSv を は る 3 回 目 (平成 25 年 度 ) 16 п 2 3 9 41 
4 回 目 (平成 26 年 度 ) 10 7 0 1 6 24 
か に 下回っ て いる こと か ら 、 放 射線 に よる 健 5 回 目 (平成 27 年 度 ) 6 6 0 1 3 16 

可 度 ) 4 0 0 2 

康 影響 は 極め て 小さ いと 考え られ る 。」 と の 9 0 T 


























評価 を いた だ いて いま す 。 

平成 24 年 度 か ら 平成 28 年 度 ま で に お いて 
も 同じ お 子 さ ん を 対象 に 同じ 手法 に より 調査 
を 継続 し 、 い ずれ も 有識者 会 議 よ り 「 放 射 性 
セシウム に よる 健康 影響 は 極め て 小さ いと 考 
えら れる 。」 と の 評価 を いた だ いて いま す 。 
また 、 県 民 に 対し て 、「 市 販 さ れ て いる 食品 
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М 第 4 節 健康 影響 、 学 校 の 対策 の 取組 状況 < 


は 安心 し て 使用 し て よい の で 、 不安 か ら 偏 っ た 食事 に な ら な いこ と 。 野生 の きのこ や 山菜 で は 、 今 で も 
一 部 汚染 の 高い 地域 が ある た め 、 山 菜 採 りな ど を する 方 は 、 県 の ホー ムペ ー ジ を 参考 に する こと 。」 等 
の 助言 を いた だ いて いま す 。 

平成 29 年 度 の 調査 実施 に あたり 、 調査 へ の 参加 に つい て 意向 確認 を 行っ た と ころ 、 希望 者 が 極め て 少 
数 で 、 科 学 的 評価 が 難し い 標 本 数 で ある こと や 、 有 識者 会 議 か ら の 「 今 後 は 調査 を 継続 する 必要 は な 
い 。」 と の 意見 を 踏ま えて 、 健 康 影響 調査 を 終了 する こと と し まし た 。 

な お 、 平 成 24 年 度 に 創設 し た 、 県 南部 の 3 市 町村 (一 関 市 、 奥 州 市 、 平 泉町 ) が 実施 する 内 部 被 ば 
く 検 査 等 に 要する 経費 へ の 県 の 補助 制度 に つい て は 、 平 成 29 年 度 以降 も 継続 し て 実施 し ます 。 
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図表 4- 1 ui i ЕСЫ (平成 23 年 度 ~ 平 成 28 年 度 ) 












































































































































放射 性 ヨウ 素 (※1) 全員 全員 全員 全員 全員 全員 
зі S LH ks LH = に < 松中 

— tt тан тан тан тан тан ns ае 
OS ーー 名 に 係る 前 回 調査 と の 比較 
EL Í 1 З l 2 І (нал жано во 
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4~5 未満 1 Е - - - - 

5—6 未満 я а = > - = 

6—7 AW а я - - - я 
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図表 4-2 2 HARARE CFR (平成 23 年 度 ~ ~ 平 成 28 年 度 ) (※ 0 
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3 8 8 8 6 8 |※1 継続 調査 を 実施 し た 8 名 に 係る 前 回 調査 と の 比較 
AT 3 ü 2 ü - _ (H27 年 度 未 実施 の 者 を 含む た め 、 当 該 年 度 は 、 他 の 年 度 
0.02 て 0.03 未 満 1 2 = 一 7 _ _ と 合計 人 数 が 異な る こと 。) 
0.03 て 0.04 未 満 | - Ыі 一 u Е 





























(2) FREDRE 
平成 23 年 9 月 か ら 11 月 まで 全 県 立 学校 の 校 地 内 空間 線量 率 測 定 を 実施 し 、 県 立 学校 の 雨 ど い の 下 な ど 
局所 的 に 高い 値 ( 1 u Sv/h 以 上 ) を 示 し た 箇所 に つい て 、 平 成 23 年 12 月 27 日 まで に 除 染 を 完了 し まし た 。 
また 、 重 点 調査 地域 内 (一 関 市 、 奥 州 市 ) の 県 立 学校 の うち 詳細 測定 の 結果 、 平 均 値 が 0.23 ヵ Sv/h 以 
上 で あっ た 4 校 (前 沢 明峰 支援 学校 、 一 関 清明 支援 学校 (本 校 )、 前 沢 高等 学校 、 千 朗 高 等 学校 ) Z 
ラウ ンド 等 に つい て 、 平 成 25 年 5 月 まで に 除 染 が 完了 し まし た 。 
人 
業 高等 学校 、 岩 谷 堂 高等 学校 、 遠 野 緑 峰 高等 学校 ) に お いて 、 牧 草地 の 除 染 作業 を 行い 、 平 成 27 年 9 Я 
まで に е し ま し た 。 
今後 も 、 測 定 の 結果 、 低 減 措 置 実施 の 目安 を 超え た 場合 は 、 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 に 基づき 、 
低減 措置 を 実施 し て いき ます 。 




























































































(3) 学校 給食 の 検査 
了 県 立 学校 、 市 町 村立 学校 
学校 給食 の より 一 層 の 安全 ・ 安 心 確保 の た め 、 自 校 で 給食 調理 を 実施 し て いる 県 立 学校 に 測定 機器 
置 し 、 平 成 24 年 6 月 か ら 自 校 に お ける 食材 の 測定 の ほか 測定 機器 を 持た な い 市 町 村 等 か ら の 依頼 
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> 第 2 章 平成 29 年度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 # 2 І 


に 応じ て 測定 を 行っ て いま す 。 測 定 開始 か ら 平成 29 年 度 ま で に 基準 値 を 超え た 例 は あり ませ ん 。 
また 、 県 で は 、 平成 23 年 度 に 市 町 村 が 検査 体制 整備 の た め に 機器 を 購入 する 際 の 費用 を 助成 する 補 
助 金 制度 を 創設 し 、 20 市 町 村 が 補助 金 を 活用 し 測定 機器 を 平成 24 年 8 月 まで に 整備 、 順次 測定 を 開始 
し まし た 。 県 の 補助 制度 を 活用 せ ず 、 市 町 村 独 自 に 測定 機器 を 整備 し た 市 町 村 に お いて も 、 測 定 を 行 
っ て お り 、 平 成 29 年 度 は 、23 市 町 村 に お いて 測定 を 行っ て いま す 。 

な お 、 県 で は 、 平 成 24 年 度 か ら 平成 25 年 度 ま で に お いて 、 県 内 5 施設 を 対象 に 、 提供 後 給食 の 放射 
性 物質 濃度 に つい て 把握 する 学校 給食 モニ タリ ング 事業 を 実施 し 、 全て の 検査 に お いて 、 放射 性 物質 
(放射 性 ヨウ 素 131、 放 射 性 セシウム 134、 放 射 性 セシウム 137) は 検出 され ませ ん で し た 。 

今後 も 、 学 校 給 食 に お ける 放射 線 へ の 不安 を 解消 する た め 、 継 続 し て 測定 を 行っ て いき ます 。 






















































































































































































図表 4-3 







県 立 学校 設置 測定 機器 に よる 学校 給食 の 測定 結果 









































平成 25 年 度 15 1,044 1,059 0 他 施設 か ら の 依頼 に よる 測定 を 含む 
平成 26 年 度 21 1,104 1, 125 0 他 施設 か ら の 依頼 に よる 測定 を 含む 
平成 27 年 度 9 1,014 1,023 0 施設 か ら の 依頼 に よる 測定 を 含む 
平成 28 年 度 13 1, 033 1,046 0 施設 か ら の 依頼 に よる 測定 を 含む 
平成 29 年 度 8 1,020 1, 028 0 他 施設 か ら の 依頼 に よる 測定 を 含む 



































イ 私立 学 校 

県 内 私 立 学校 に お いて も 、 各 学校 設置 者 が 必要 に 応じ 給食 の 測定 を 実施 し て いま す 。 平成 30 年 1 月 现 
在 、 給 食 を 実施 し て いる 私 立 学 校 の うち 、 市 町 村 給食 セン ター 等 で 7 校 の 測定 を 実施 し て いま す 。 
平成 30 年 度 に お いて も 、 平 成 29 年 度 ま で と 同様 に 、 各 学校 設置 者 が 必要 に 応じ 給食 の 測定 を 実施 し て 
いま す 。 今後 も 測定 状況 の 把握 や 放射 線 影響 対策 に 係る 学校 へ の 情報 提供 に 努め て いき ます 。 












































Ш SB 風評 被害 対策 の 取組 状況 


1 概況 

県 内 主要 地点 の 放射 線量 は 低減 傾向 に あり 、 県 産 農 林 水 産物 等 に お いて も 国 の 基準 値 を 下回っ て いる も 
の が ほとん ど で す が 、 放 射 性 物質 の 影響 を 懸念 し た 消費 者 が 「 い わ て 」 の 産品 を 買い 控 そ える こと な ど に よ 
り 、 県 産 農林 水産 物 の 取引 の 縮小 、 商 工業 に お ける 製品 の 買い 控え や 出荷 時 の 検査 費用 の 増加 、 一 部 の 国 
に お ける 輸入 規制 、 一 部 の 地域 か ら の 観光 客 の 入 込 が 回 復 し て いな いな ど 、 県 内 各種 産業 に お いて 風評 被 
害 の 発生 が 見 られ て いま す 。 

これ ら の 風評 被害 を 解消 し て いく た め 、 県 で は 、 生 活 空間 の 放射 線量 や 県 産 農林 水産 物 の 放射 性 物質 濃 
度 検査 結果 等 の 速やか な 公表 に 加え 、 消 費 者 に 対 し て 県 産 農林 水産 物 の 安全 ・ 安 心 の PR に よる 販路 の 回 
復 ・ 拡 大 を 図る た め 、 平 成 25 年 度 に 「 い わ て ブラ ンド 再生 推進 事業 」 を 創設 し まし た 。 本 事業 に お いて 、 
本 県 の 自然 や 風土 、 県 産 農林 水産 物 、 事 業者 の 製品 な どの 魅力 を 広く 情報 発信 し 、 物 産 展 等 を 通じ た 消費 
拡大 、 商 談 会 等 を 通じ た 事業 者 の 販路 回 復 ・ 拡 大 の 支援 を 行っ て きま し た 。 ま た 、 和 観光 業 に お いて は 岩 災 
中 心 と し た 教育 旅行 ・ 企 業 研修 旅行 の 誘致 を は じ め 、 国 内 外 か ら の 観光 客 の 誘客 を 促進 する た め 、 
払拭 する 取組 を 行っ て いま す 。 さ ら に 、 被 害 を 受け た 事業 者 に 対 し 、 東 京 電力 に 対す る 損害 賠償 請 
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求 に 向け た 支援 と し て 
平成 26 年 度 と 平成 
し た 産地 見 学会 や ワカ 
の 
施し まし た 。 

平成 28 年 度 か ら は 、 
対策 事業 」( 
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魅力 の 情報 発信 や 、 生 産 者 等 の 参画 に よる 商 


、 商 工 ・ 観 光 事 業者 の 個 5 
27 年 度 は 、 関 西園 で の 取 旨 
メ を ! 



































「 い わ て 農林 水産 物 消費 


] の 相 
HH を 強化 し 、 鉄 道 広告 の 掲出 
心 と する フェ ア を 開催 する な ど 、 消 費 者 
回 復 ・ 拡 大 を 図り まし た 。 ま た 、 県 内 で も 乾 し いた け 、 ワ カメ 等 の 風評 払拭 に 向け た キャ ン ペ ー ン を 実 


理解 増進 
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= 
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より 、 県 産 農 林 水 産物 の 安全 ・ 安 心 や 産地 の 











談 会 等 の 開催 











BAK 





な ど に 継続 し て 取り 組み まし た 。 

















これ ら の 取組 の 結果 、 農 林 水 産業 に お いて は 、 和 牛肉 、 生 
格 は 、 ほ ぼ 岩 災 前 の 水準 


し いた け 及 び 較 し いた 
に 回 復 し て いま す が 、 


一 
We 











と 推測 され て いま 
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け の 市 場 1 

















乾 し いた け に つい て は 、 全 国 的 な 生 








産 量 の 減少 や 取扱 い 商社 の 在庫 量 の 変化 に よる 価格 回 復 


商工 業 に お いて は 、 製 品 の 買い 控え や 検査 費用 の 増加 、 


一 部 の 国 
本 県 へ の 旅行 者 数 等 は 














に お ける 輸入 規制 が 継続 し 、 和 観光 業 に お 
傾向 に ある も の の 、 一 部 地域 か 











回复 


‘て は 、 





ら の 入 込 が 回 復 し て いな いな どの 状況 が 続い て いま す 。 


引き 続き 、 





評 被害 が 十分 に 払拭 さ 











極 的 に 展開 する こと に 
風評 被害 の 解消 や 防止 





=u 





県 は 、 市 町 村 や 関係 団体 等 と 連携 し て 、 県 
農林 水産 物 等 の 放射 性 物質 濃度 等 の 検査 結果 の 公表 や 、 


れ て いな い 品 














や 地域 を 中 


産 農 林 水 産物 等 の 安全 性 や 魅力 を 広く PR する 取組 を 積 
・ 安 心 の 確保 と 
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より 、 消 費 者 の 安 
を 目指 し て いき ます 。 
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対応 し て いま す 。 























の ほか 、 シ ェ フ な ど を 対象 と 








の 信頼 














その 土地 を 愛 











回 復 と 県 産 農 林 水 産物 の 販路 


『「 お いし い 」 が 産ま れる 地 ・ い わ て 


岩 林 水 


する 人 た ち は 


生産 物 を 愛す る 人 た ち 。 





【 市 町 村 等 の 取組 : いわ て 農林 水産 物 消費 者 理解 増進 対策 事業 の 実施 状況 】 





県 で は 、 消 
産地 と し て の 信頼 
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復 と 





県 産 農 林 水 産物 の 販路 の 























付 金 を 活用 し 、 平 
施し まし た 。 














進 を 
お いて 、 県 産 農林 水産 物 
する も の で す 。 


PR の 内 容 は 、 単 な る 農林 水産 物 の 試食 会 や 








回复 
成 25 年 度 か ら 「 い わ て 農林 水産 物 
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費 地 と 産地 と の 交流 を 通じ て 、 県 産 農林 水産 物 の 放射 性 物質 に 対す る 消費 者 の 不安 を 払拭 し 、 





を 図 





る た め 、 消 





























費 者 庁 の 地方 消 
費 者 理解 増進 対策 事業 」 を 創設 し 、 


E 産 者 が 首都 固 等 の 商店 街 や 
の 高 さや 安全 ・ 安 心 の 確保 に 向け た 産地 の 取組 等 を 消費 者 に 対し て 広く PR 





費 者 行政 推進 交 
平成 29 年 度 


























の 事業 は 、 市 町 村 や 生産 者 等 が 主体 と な っ た 県 産 農林 水産 物 の 安全 性 確保 の 取組 に 対す る 消費 者 の 理解 
目的 と し た フェ ア 等 の 開催 経費 を 支援 する も の で 、 市 町 村 や 4 





一 
i= 





量販 店 等 











筐 示 即 売 の みな ら ず 、 ポ スタ ー 等 を 活 




















J し た 生産 者 等 に よる 








放射 性 物質 低減 の た め の 取 組 や 食品 と 放射 能 に 関す る 普及 啓発 な ど 、 靖 費 者 の 理解 増進 に 向け た 取組 が 必須 





と な っ て いま す 。 

この 事業 を 活 
平成 27 年 度 は 14 市 町 村 
村 ・13 生産 者 



































] し て 平成 25 年 度 は 15 市 町 村 ・15 生産 者 団 

















体 、 平 成 26 年 度 は 18 市 町 村 ・12 生産 者 団 





体 、 








・10 生産 者 団体 、 平 成 28 年 度 は 14 市 町 村 ・12 生産 者 団体 、 平 成 29 年 度 は 15 市 町 

















団体 が 物産 フェ ア 等 を 開催 し 、 県 産 農 林 水 産物 の 
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A, HD 


AE’ 女 心 





を PR する ポス ター の 掲示 や 試食 ・ 


> 第 2 章 平成 29 年度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 / 


試供 品 の 提供 等 を 実施 し まし た 。 参加 し た 消費 者 に 対す る アン ケー ト の 結果 、8 割 以上 が 「 産 地 の 安 全 ・ 安 
心 の 取組 を 理解 し た 」「 岩 手 県 産品 を また 利用 し た い 」 と の 回 答 で し た 。 





















































図表 5-1 いわ て 農林 水産 物 消費 者 理解 増進 対策 事業 実施 状況 (平成 28 年 度 一 平成 29 年 度 ) 



































































































































































































































































































































































































盛岡 広 EEL 人 

mi |a | 。 | memea пианото | | Ae a A, PRAE 

局 管内 ` いた け 生 産 振興 協議 会 部 、 岩 清水 産直 右京 の 会 、 い わ て 原木 槍 

茸 生産 者 の 会 

na LTM | 4 | 北上 市 、 連 野市 、 一 関 市 、 平 泉町 | 4 | 北上 市 、 束 野市 、 一 関 市 、 平 泉町 | 

BDE I 奥州 市 農 畜 産物 利用 推進 協議 会 、」 A 岩 奥州 市 農 畜 産物 利用 推進 協議 会 、 」A 岩 

局 管内 “| 国体 4 | 手 む る さと 、J A い わ て 花巻 、 一 関し い | 4 | 手 ふ る さと 、 J A いわ て 花巻 、 一 関し い 
сёй こけ 生産 組合 た け 生 産 組合 

pEr | 市町村 | 5 | 田 町 、 釜 石 市 、 大 棚町 、 大 船渡 市 、 宮 6 | Ë т ui T, ER, запі, KRE 

成 振 = L LIL unun n. ананасы | _ (т AE І 

局 管内 团体 3 JF 広 田 湾 、JF 綾里 小 石浜 青年 部 、J 3 釜石 子 地区 活性 化 協議 会 、」F 綾里 、 
7 Е 三陸 や まだ J F 三陸 

県 北 広 | 市町村 | 3 | 久慈 市 、 洋 野 町 、 普 代 村 | | 3 | 久慈 市 、 洋 野 町 、 普 代 村 | 

hk Bl 团体 J A 新 岩手 青年 部 久慈 中 央 支部 、 二 戸 市 2 グリ ー ン ・ バ ズ 、 二 戸 市 特産 品 開発 推進 

局 管内 j 特産 品 開発 推進 協議 会 гі 

県 全域 团体 1 | JA 岩手 県 中 央 会 Е 

合计 市 町 村 14 15 

бі 团体 12 13 
































2 各 取 組 の 実施 状況 

(1) 農林 水産 業 等 

ア 風評 被害 の 発生 状況 

県 は 、 県 産 農林 水産 物 の 放射 性 物質 濃度 検査 の 結果 、 国 の 基準 値 を 超え る 放射 性 物質 が 検出 され た 
場合 、 国 の 出荷 制限 指示 等 に 基づき 、 出 荷 団体 等 に 対し て 出荷 を 差し 控え る よ う 要 請 し て いま す 。 
平成 30 年 3 月 末 現 在 、 国 の 出荷 制限 指示 を 受け て いる 品目 は 、 和 牛肉 、 原木 生 しい たけ 、 山 菜 類 、 野 
生 鳥獣 肉 な ど 15 品 目 、 県 が 出荷 自粛 要請 を 行っ て いる 品目 は 、 電 し いた け な ど 8 品目 と な っ て いま す 。 
風評 被害 は 、 肉 用 牛 に 給与 する 稲 わ ら か ら 放 射 性 セシウム が 検出 され た 平成 23 年 7 月 以降 、 県 産生 
— ト 落 し 、 そ の 後 、 大 豆 や 小麦 の 農産 物 、 和 牛乳 ・ 乳 製品 、 生 し いた け 、 較 し いた け 、 山 
・ き の こ 類 等 の 林産 物 、 ソ イ 類 、 マ ダラ 等 の 水産 物 に お いて も 価格 の 下落 等 が 生じ まし た 。 
шара b po nn s OP 
こ ほ ば ぼ 回 復 し て いま す が 、 д сус, &£Es6972 Ep6E BO) SREO REO EEEE 
EL に よる 価格 の 回 復 と み ら れ て いま す 。 
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イ 風評 被害 対策 の 取組 状況 

県 で は 、 原 発 事故 発生 後 か ら 、 県 産生 肉 の 安全 ・ 安 心 の 確立 や 牧草 地 再生 の 取組 を 進め る と と も に 
県 産 農林 水産 物 の 安全 性 確保 の 取組 や 魅力 を P R し 、 販 路 回 復 ・ 拡 大 に 向け 取り 組ん で いま す 。 
また 、 市 町 村 や 生産 者 団体 が 消費 者 に PR する 取組 や 産直 施設 等 の 東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 
に つい て 支援 し て いま す 。 
東日本 大 震 災 津 波 や 、 原 発 事故 に よる 風評 被害 で 減少 し た 県 産 農 林 水 産物 の 国内 外 に お ける 販売 額 
復 と 拡大 に 向け 、 県 内 外 の 消費 者 に 対し 県 産 農 林 水 産物 の 安全 性 や 知事 メッ セー ジ の 発信 の ほか 、 
国内 外 に お いて 知事 等 に による トッ プ セ ー ル ス を 実施 し て いま す 。 
平成 28 年 度 か ら は 、「 い わ て 農林 水産 物 消費 者 理解 増進 対策 事業 」 に より 、 首 都 圏 等 に お ける 県 産 
農林 水産 物 の 安全 ・ 安 心 や 産地 の 魅力 の 情報 発信 に 取り 組む と と も に 、 生産 者 等 の 参画 に よる 商談 会 
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いた だ く た め 





等 を 通じ て 販路 
また 、 同 事 





に 向け た 取組 を 実施 し 3 
より 、 市 町 村 や や 生産 者 団 
拡大 に 向け た 物産 フェ ア 等 の 昌 


























ио 
、 継 続 し て 適 確 な 情報 発信 や 販路 回 復 ・ 


図表 5-2 農林 水産 物 に お ける 風評 被害 の 発生 事例 








SM 








| 稲 わら か ら 放射 性 
は 低下 
県 産 肉 


出さ れ 


























通じ た 安全 性 


、 原 発 事故 











第 5 節 風評 被害 対策 の 取組 状況 < 


だし た 。 















































< 平成 23 年 
荷 制限 一 部 解除 後 の 10 月 平均 価格 が 対 
1 牛 の 全 頭 検査 の 実施 や 速やか な 検査 結果 の 公表 、 

















WW す る な どの 





























ji の 水準 に 


























取引 





止 に よる 販売 数 量 の 減 ( 
乳 製品 買 し な い 」 と の 理 | 9 


\ 発 事故 















































平成 23 年 度 
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岩手 産 で も や る こと を 理 
契約 (購入 希望 数 量 















































県 内 の 生 し 





生 し いた | 平成 24 年 4 て 5 月 に 
以外 の も の で も 、 放射 性 





























ある 。 
平成 24 年 MR а е 
ELOR 相次い だ 原木 生 出荷 制限 指示 を きっ か け に 荷 量 ・ 価 格 と も 落ち 込み 、 
発 事故 前 に 割 に 下落 (平成 25 年 度 ) し た 。 
H27 年 度 に 入っ て 、 春 子 の 不作 等 の 影響 事故 前 対比 で 105% と 


































































































































































































の 71 へ ~89% に 
除 さ れ た 事例 が ある 。 
全国 平均 より 低かっ た が 、 
に 取引 停止 (販売 額 が 約 1,000 万 円 減少 
の 
рата 
ала оаа. 
物質 の 検査 要請 や 実需 者 か ら 納品 を 休止 され る な ど 受 





消費 者 は 東日本 の 生産 






































с зиши 
年 比 100%) し て いな 

















出荷 制限 指示 が 出 








注 が 減少 し て いる 事例 が 

























































































































































































































































































が 、 


























制限 を 指示 











市 場 価格 が 急 回 { 、 引 き 続 き 価格 動向 を 注視 する 必要 が ある 。 
野生 平成 24 年 4 月 に 1 
s: `` 
きのこ 類 行っ た 直売 所 に お いて は 、 来場 数 が 月 平均 約 20% 減 少し 、 山菜 影響 が 生じ 、 売上 げ 
ー 30% 減 少し た 。 ま た 、 放 射 性 物質 検査 証明 書 に つい て 、 出 荷 第 А а 
事例 が ある 。 
県 は 、 釜 石 海域 の クロ ソイ に つい て 、 基準 値 を 超過 する 放射 性 出さ れ た こと か ら 、 平成 
ўлан 24 年 6 月 1 日 付け で 水揚げ 自粛 を 要請 し た (同年 
` 一 連 の 報道 等 が クロ ソイ を 含む ソイ 類 全 般 の 消費 不 、 自 粛 要請 が 解除 され 
た 同年 7 月 1 日 以降 も 、 ソ 引 価 格 が 長期 間 低迷 
国 は 、 平 成 24 年 5 月 2 陸 南 部 沖 海域 宮城 県 海域 (陸前 高 É 
BA T RO TRRRMA TIRE OV с 7 9 а 
マダ ラ 本 県 海 電 Mi は 、 基 準 値 の 超過 事例 国 か ら 出 荷 制限 が 指示 さ 
れる こ と は な か っ た が 、 等 ボ マ ダ ラ の 消 E 魚 市 場 で は 、 同年 5 月 以降 、 
2 >O こ 事 例 が ある 。 
ЎЎ АЎ Ў 放射 性 セン ウム 23Ba/ke ВЕНА D E, AARRE ВЕЕ COS EN 
(097) ЗЕ СМЕ пач 事例 が ある 。 
岩 災 に 圏 人 等 で は 、 他 産地 産 (鳴門 、 険 えら れ た 。 本 県 産 の 供給 が 可 
海藻 类 能 と な っ た 後に こ お い て も 、 用 身 尾 物質 へ の 懸念 な ど を 理 上 肖 屋 や 小売 店 と の 
た まま と な っ て いる 。 
県 は 、 磐 井 砂鉄 川 の イワ ナ 、 衣 川 ・ 磐 井川 の ヤマ メ 、 気 仙川 ・ 胆 
つい て 、 Ç 年 4 月 1 日 以降 の 基準 値 ) を 超過 する 放射 性 セン ウム が 検出 され た こと か 
ら 、 同 年 3 月 司 年 4 月 1 日 以降 の 採 捕 
その 後 、 Mi 司 年 5 月 8 日 付け で 磐井 川 ・ 砂 鉄 / 同年 5 月 11 日 付け で 大 川 ・ 四 ] 
PaT | (支流 を 含む ) の ウグイ 、 同 付け で 気仙 川 の ウグイ に つい て 、 














Гети 





ょ 通 遊 漁 券 に 
欠 客 離れ を 招き 、 同 


























ー 連 の 報道 等 が 全 県 的 な 遊 





































































































制限 を 受け て いな い 河 川 で も 使 
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> 第 2 章 平成 29 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 # =i 


図表 5-3 EE た (農林 水産 業 等 ) = 








安全 ・ 安 心 な 県 産 和牛 肉 の 供給 体制 を 確立 し 、 県 内 外 に 出荷 され る 県 産生 に 対す る 消費 
県 産生 肉 安全 安 > 者 の 不安 等 を 解消 する た め 、 和 牛肉 の 放射 性 物質 検査 の 実施 と 結果 の 公表 の ほか 、 生 産 者 




































































心 雁 立 紧急 计策 | た を | の 参加 に より 、 県 内 外 で の 県 産生 の 販売 促 人 活動 な どの 風 証 守 防 上 対策 を 実施 。 
事業 平成 24 年 度 か ら 現 在 まで 、 国 の 基準 値 (100Bq/kg) を 超過 し た 事例 は 発生 し て お ら ず 、 






































風評 被害 対策 の 取組 効果 も あり 市 場 価格 は 原発 事故 前 の 水準 に ほぼ 回 復 。 

いわ て 型 牧 草地 | 平成 24~ 県 が 利用 自粛 を 要請 し て いな い草 地 ( 酷 农 50Bq/kg 以下 、 肉 用 和牛 100Bq/kg UF) を 対 
} 生 対策 事業 29 年 度 | 象 に 、 風 評 被害 対策 と し て 放射 性 物質 の 低減 を 図る た め の 除 染 を 実施 する 市 町 村 を 支援 。 
平成 23 年 度 は 、 東 日 本 大 震 災 津波 後 、 生産 量 が 大 きく 落ち 込ん だ 水産 物 な ど 本 県 産品 
の 販路 の 回 復 ・ 拡 大 を 図る こと を 目的 に 、 県 産 農林 水産 物 の 品質 の 高 さ や 安全 性 、 被 災 
地 の 復旧 状況 な ど を PR する た め 、 量 販 店 や 自治 体 、 企 業 か ら 協 力 を 得 て 復 興 フ ェ ア 等 
開催 。 
平成 24 年 度 は 、 県 産 農林 水産 物 の 安全 性 確保 の 取組 や 生産 者 の 一 生 懸 命 な 姿 を PR す 
を 作成 し 、 そ の 安全 ・ 安 心 を 広く 発信 する と と も に 、 流 通 業 者 に 安全 性 を 訴 
販路 を 確保 し て いく た め の 商 談 会 の 開催 の ほか 、 生 産 者 団体 と 連携 し た 試食 販売 な ど 
消費 者 へ の PR 活動 を 実施 。 















































































































































































































































いわ て 食材 販路 
回 復 ・ 拡大 推進 
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県 産 農 林 水 産物 の 風評 被害 の 払拭 と 、 原 発 事故 等 の 影響 に より 縮小 し た 県 産 農 林 水 産 
いわ て ブラ ンド | 平成 25~ | 物 等 の 販路 を 回 復 ・ 拡 大 する た め 、 全 国 の 消費 者 等 を 対象 と し た 安全 ・ 安 心 の 情報 発信 
生 推 進 事 業 27 年 度 | や 、 実 需 者 等 に 対す る プロ モー ショ ン 、 マ ッ チ ング 機会 の 創出 に より 、 県 産 農 林 水 産物 
等 の プラ ンド カ の 再生 ・ 強 化 を 図っ た 。 
放射 性 物質 に 対す る 消費 者 の 不安 の 払拭 と 県 産 農 林 水 産物 の 販路 回 復 ・ 拡 大 を 図る た 
いわ て 農林 水産 Ñ め 、 安 全 ・ 安 心 に 係る 消費 者 の 情報 発信 等 を 実施 する と と も に 、 市 町 村 や 生産 者 団体 
物 消費 者 理解 増 平成 25 | 等 が 行う PR 活動 等 を 支援 し た 。 | Ñ 
進 対策 事業 年 度 ~ Е 
平成 27 年 度 は 14 市 町 村 ・10 生産 者 団体 、 平 成 28 年 度 は 14 市 町 村 ・12 生産 者 団体 、 平 
ае 13 生産 者 団体 で 実施 。) 
平成 24 年 度 に 産直 施設 等 が 東京 電力 に 対 し て 賠償 請求 を 行う た め の 支 援 と し て 、 東京 
電力 の 出席 を 求め た 説明 会 (個別 相談 会 含む ) を 計 19 回 、 県 内 各地 域 で 実施 。 
その 他 平成 24 平成 25 年 度 は 、 本 庁 関係 各課 、 広域 振興 局 及び 農林 振興 セン ター の 農林 水産 担当 課 に 
年 度 | 問い 合わ せ 窓 口 を 設置 。 
平成 25 年 4 月 に は 、 県 、 市 町 村 、 関 係 団体 等 に 対し 、 東 京 電力 の 出席 を 求め た 説明 会 









































を 実施 する と と も に 、 産 直 や 水産 加工 業者 等 を 対象 と し た 説明 会 を 沿岸 の 市 で 実施 。 





























(2) 商工 業 ・ 観 光 業 に お ける 風評 被害 の 発生 状況 と 対策 の 取組 状況 
商工 業 ・ 和 観光 業 に お いて は 、 製 品 の 買い 控え や 出荷 時 の 検査 費用 の 増加 、 一 部 の 地域 か ら の 観光 客 の 
入 込 が 回 復 し て いな いな ど 風 評 被害 が 発生 し て いま す 。 
この た め 、 県 で は 、 本 県 の 自然 や 風土 、 事 業者 の 製品 な どの 魅力 を 広く 情報 発信 する と と も に 、 商 談 
会 や 物産 展 等 を 通じ た 事業 者 の 販路 回 復 の 支援 、 教 育 旅行 ・ 企 業 研修 旅行 の 誘致 を は じ め と し た 国内 外 
か ら の 観光 客 の 誘客 を 図る な ど 、 風 評 を 払拭 する 取組 を 実施 し て いま す 。 
今後 も 、 風 評 が 払拭 され る よう 、 前 向き な 情報 発信 に 取り 組ん で いき ます 。 








































































































ア 商工 業 

食品 加工 業 な ど を 中 心 に 周 手 県 で 生産 され た 製品 の 買い 控え や 、 顧客 ・ 取 引 先 か ら の 要請 に 応じ て 
実施 する 放射 線 検査 ・ 検 査 機器 購入 等 の 費用 が 高 む な どの 風評 被害 が 発生 し て いま す 。 

首都 圏 等 で の 商談 会 の 開催 や 物産 展 へ の 出展 を 通じ た 事業 者 の 販路 回 復 を 支援 する な ど し て 風評 

の 払拭 に 取り 組ん で いる と ころ で あり 、 引き続き 、 前 向き な 情報 発信 を し つつ 、 事 業者 の 支援 に 取り 

組ん で いき ます 。 
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イ 観光 業 
本 県 へ の 観光 客 の 入 込 は 、 平 成 27 年 に は 岩 災 前 の 水準 を 超え る まで 回 復 し ま し た が 、 平 成 28 年 は 、 
台風 第 10 号 災害 の 影響 な ど に より 類 災 前 の 水準 を 下回り まし た 。 外 国人 観光 客 に つい て は 、 事 故 直後 、 
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第 5 節 風評 被害 対策 の 取組 状況 < 














放射 性 物質 の 影響 を 懸念 し て の キャ ン セ モル な ど に より 減少 し まし た が 、 平 成 27 年 に は 震 災 前 の 水準 を 
超え 過去 最高 を 記録 し 、 平 成 28 年 に は 更に 増加 し まし た 。 ま た 、 教 育 旅行 の 入 込 は 、 平 成 28 年 は 前 年 
を 若干 下回っ た も の の 、 震 災 前 を 超え る 水準 で 推移 し て いま す 。 
ай райана E О ана оос я 
する た め 、 地域 資源 を 生か し た 魅力 ある 観光 地域 づく りや 効果 的 な 情報 発信 を 進め る と と も に 、 岩 炎 
学習 を 中 心 と し た 教育 旅行 ・ 企 業 研修 旅行 の 誘致 に 取り 組ん で いき ます 。 

観光 情報 発信 の 取組 と し て 、 楽天 株 式 会 社 と の 連携 に より 開設 し た 自治 体 ブ ログ 「 イ ー ハ トー ブロ 
グ 」 を 活用 し て いま す 。「 イ ー ハ トー ブロ グ 」 で は 、 広 域 振 興 局 等 の 職員 が 現場 で の 取材 を 行い 、 い 
わ て の 観光 ・ 物 産 情報 の 記事 を 掲載 し て いま す 。 
























































































































































図表 5-4 風評 被害 対策 の 主 な 取組 状況 (商工 業 ・ 観 光 業 ) — — 
Li | 取組 内 
商工 業 | 〈 い わ て の 食 と 工芸 区 力 拡大 事業 ) 
風評 被害 の 更 な る 払拭 と いわ て ブラ ンド の 確立 に 向け 、 県 産品 の 販路 拡大 、 魅力 向上 及び 新た な 購買 
開拓 に 取り 組む 。 

・ 未 だ 風評 被害 が 残る 分 野 を 主 と した 食 の 商談 会 を 名 古屋 、 盛 岡 、 東 京 、 大 阪 、 仙 台 (開催 順 ) に お い 
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・ 水 産 加工 業 の 商品 力 向上 支援 を 目的 と し た 商品 開発 相談 会 及び 販路 開拓 相談 会 を 実施 。 
・ 首 都 圏 百 貨 店 に お いて 、 本 県 工芸 品 の 展示 販売 会 を 実施 。 

・ 全 国 イ ベン ト に 出展 し 、 広 く 県 産 食 品 の 情報 発信 を 行っ た 。 

観光 業 | ・ いわ て 観光 キャ ン ペ ー ン 推進 協議 会 負担 金 
東北 各 県 や 交通 事業 者 と の 連携 な ど に よる 観光 キャ ン ペ ー ン を 実施 。 
復興 ツー リズ ム 推 進 事業 
震 災 学習 を 中 心 と し た 教育 旅行 及び 企業 研修 旅行 の 誘致 を 促進 。 
いわ て 三陸 に 行こ う 誘 客 促進 事業 

地域 資源 を 活用 し た 魅力 的 な 観光 地域 づく り の 取組 を 支援 。 
国際 観光 推進 事業 
外国 人 観光 容 の リピ ビー ター の 拡大 を 図る た め 歓 迎 行事 等 を 実施 。 
いわ て イン バウ ンド 新 時 代 戦 略 事 業 
NN ii 0 0 東北 各 県 等 と 連携 し た 海外 プロ モー ショ ン 
の 展開 、 和 宿泊 施設 等 に お ける 多 言語 表示 や 無料 公衆 無線 L AN 環境 整備 に 対す る 支援 な ど に よる 受入 態勢 の 
充実 の 取組 を 実施 。 











































































































































































































































































































































































































画 第 6 節 情報 発信 、 普 及 啓 発 、 原 発 放射 線 影響 対策 本 部 等 の 取組 状況 


1 概況 

(1) 情報 発信 、 普 及 啓 発 等 
県 で は 、 放射 性 物質 の 影響 に 対す る 県 民 の 不安 解消 や 風評 被害 の 解消 ・ 防 止 の た め に NN 
し た 情報 発信 を 行う と と も に 、 県 民 等 が 放射 性 物質 の 影響 に つい て 正しく 理解 する 機会 等 を 設け る 普 
及 磨 発 の 取組 を 行っ て いま す 。 

情報 発信 に つい て は 、 放射 性 物質 の 基礎 知識 や 各種 測定 結果 、 放射 線 影 響 対策 の 取組 状況 な ど を 県 内 
外 に 広く 周知 する た め 、 これ まで に 広報 誌 や イン ター ネッ ト 、 っ 冊子 の 発行 、 新聞 広告 な ど を 用 い 、 ま た 、 
県 産 食 材 や 産地 の 魅力 等 を 県 内 外 に アビ ピール する た め 、 イン ター ネッ ト の ほか 、 生 活 情報 誌 ・ 料 理 専門 
誌 等 へ の 記事 広告 、 電 車 中 吊り 広告 な ど を 用 い 情 報 発信 し て きま し た 。 平成 29 年 度 は 県 産 農 林 水 産物 
の 安全 ・ 安 心 や 魅力 、 — аа í we 、 一 般 消費 
者 や 飲食 業 関係 者 に 対し て アピ ビール し ま し た 。 

普及 麻 発 に つい て は 、 放射 性 物質 の 基礎 知識 や 食品 、 健康 影響 に 関す る 情報 を 取り まとめ た パン フレ 
ッ ト の 配布 、 放射 性 物質 の 影響 に よる 県 民 の 不安 を 解消 すか る こと を 目的 と し た 県 民 向 け セ ミナ ー の 開催 、 
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> 第 2 章 平成 29 年度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 Ў ным! 


行政 職員 の 基礎 知識 等 に つい て 学習 する こと を 目的 と し た 職員 向け セミ ナー の 開催 、 食 品 と 放射 能 に 関 
し 消費 者 、 生 産 者 、 事 業者 等 が 正しい 知識 の 共有 と 意見 交換 を 行う 出前 講座 を 継続 し て 開催 し て い 
県 民 向 け セ ミナ ー は 平成 23 年 度 か ら 平 成 28 年 度 ま で に 35 回 、 平 成 29 年 度 は 2 回 の 合計 37 回 開催 
し ま し た 。 職員 向け セミ ナー は 平成 23 年 度 か ら 平 成 28 年 度 ま で に 36 回 、 平成 29 年 度 は 4 回 の 合計 40 
回 開催 し まし た 。 リ スク コミ ュ ニ ケー ショ ン は 、 平 成 24 年 度 か ら 平 成 26 年 度 ま で に 合計 10 回 開催 し 
TL 
県 民 の 不安 解消 や 風評 被害 発生 防止 の た め 、 情 報 発信 や 普及 啓発 を 今後 も 継続 し て 実施 し て いき ます 。 
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【 市 町 村 等 の 取組 : 情報 発信 、 普 及 啓 発 実施 状況 】 

市 町 村 に お いて も 、 ホ ー ム ペー ジ や 広報 誌 な ど を 活用 し て 、 各 種 検査 結果 や 放射 線 の 基礎 知識 、 市 町 村 の 
取組 状況 な ど に つい て お 知ら せ し て いま す 。 ま た 、 住 民 に 関心 の 高い テー マ で ある 食品 中 の 放射 性 物質 な ど 
に つい て 分 か りや すく まとめ た パン フレ ッ ト を 独自 に 作成 し 住民 に 配付 する な ど 、 様 々 な 媒体 を 用 いて 情報 
発信 を 行っ て いま す 。 

市 町 村 に お ける 普及 啓発 の 取組 と し て は 、 放 射線 に 関す る 基礎 知識 や 、 空 間 線 量 や 食品 の 放射 性 物質 濃度 
等 の 測定 結果 を 広報 紙 に 掲載 する 取組 が 最も 多く 、 平 成 29 年 度 ま で に 31 市 町 村 に お いて 行わ れ ま し た 。 
また 、 市 民 や 関係 団体 を 対象 と し た セミ ナー、 出 前 講座 等 に つい て は 、 一 関 市 (延べ 43 回 、 3, 907 人 参加 ) 、 
岡市 (延べ 19 回 、617 人 参加 )、 花 巻 市 (延べ 15 回 、559 人 参加 ) ほか 16 市 町 村 に お いて 実施 し て お り 、 
た 、 奥 州 市 、 一 関 市 等 県 南部 の 市 町 を 中 心 に 7 市 町 で は 、 パ ン フ レッ ト 等 を 作成 し 、 正 し い 知識 の 普及 を 
図る 取組 が 行わ れ て いま す 。 (図表 6 - 1 ) 
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図表 6-1 市 町 村 に お ける 普及 啓発 の 取組 (平成 23 年 度 一平 成 29 年 度 ) 
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(2) 原発 放射 線 影響 対策 本 部 、 市 町 村 等 連絡 会 議 
本 県 の 原発 放射 線 影響 対策 に つい て は 、 平 成 23 年 7 月 に 設置 し た 知事 を 本 部 長 と する 原発 放射 線 影 

響 対策 本 部 (以下 「 対 策 本 部 」 と いう 。) に お いて 、 各種 方 針 の 策定 、 東 京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 、 
原発 放射 線 影響 対策 の 取組 な ど を 決定 し 、 関係 部 局 間 の 情報 共有 と 連携 を 図り な が ら 、 全 庁 を 挙げ て 各 
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第 6 節 情報 発信 、 普 及 皆 発 、 原 発 放射 線 影響 対策 本 部 等 の 取組 状況 < 























種 対策 を 推進 し て いま す 。 知 事 、 副 知事 、 関 係 部 局長 で 構成 され る 本 部 上 員 会 議 は 、 平 成 23 年 度 か ら 平 
成 28 年 度 まで 24 回 、 平成 29 年 度 は 2 回 の 合計 26 回 開催 し て お り 、 本 部 員 会 議 で 決定 され た 取組 等 に 
つい て は 、 所 管 部 局 の ほか 、 関係 部 局 職員 で 構成 され る 放射 線 影響 対策 特命 チー ム や 県 南 広域 振興 局 等 
の 職員 で 構成 され る 現地 対応 チー ム 等 を 通じ 、 部 局 横断 的 に 庁 内 や 市 町 村 等 と の 連携 を 図り な が ら 進 め 
られ て いま す 。 
また 、 原発 放射 線 影響 対策 の 効率 的 、 効 果 的 な 推進 に 当たっ 
連携 が 必要 で ある こと か ら 、 県 、 市 町 村 、 広 域 連 合 、 一 部 事務 組合 が 情報 共有 を 進め 、 連 携 し て 放射 線 
影響 対策 を 実施 し て いく た め 、 平 成 23 年 度 『 対 策 市 町 村 等 連絡 会 議 (以下 「 市 町 村 
等 連絡 会 議 」 と いう 。) を 開催 し て いま す 。 平成 23 年 度 か ら 平 成 28 年 度 まで 11 回 、 平 成 29 年 度 は 1 
の 合計 12 回 開催 し て いま す 。 
これ か ら も 、 本 部 員 会 議 で の 情報 共有 や 決定 、 市 町 村 等 連絡 会 議 で の 情報 共有 等 を 通じ て 、 原発 放射 
線 影響 対策 を 庁 内 関係 部 局 間 や 市 町 村 等 と の 連携 を 図り な が ら 進 め て いき ます 。 























































































































































































































て は 、 市 町 村 等 県 内 関係 機関 ・ 団 体 と の 
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【 市 町 村 等 の 取組 : 対策 本 部 等 設置 状況 】 

市 町 村 に お いて も 、 住 民 の 安全 を 確保 し 、 放 射 性 物質 に 対す る 不安 を 解消 する た め 、 放 射線 影響 対策 に 関 
する 対策 本 部 や 専門 組織 を 設置 する と と も に 、 庁 内 関係 部 局 の 連絡 会 議 等 を 開催 する な ど 、 全 庁 的 に 対策 を 
進め て いま す 。 


















































図表 6-2 市 町 村 の 対策 本 部 等 設置 状況 
市 町 村 名 対策 本 部 ・ 専 門 











| 店 内 連絡 会 議 ・ 部 局 横断 チー ム 等 
盛岡 市 災害 対策 本 部 放射 能 対策 部 放射 能 対 
策 幹事 会 ・ 放 射 能 対策 連絡 会 (H23.7.5~ 




















































































































































































































和志 人 リ ミー 3 AE det. AP з スジ 
3.9) ЖУННЕН. HES 
Ё i рК 策 本 部 放射 能 対 策 部 幹事 会 ・ 常 任 幹 事 会 
(H24. 3. 9~) 
宮古 市 = 放射 能 対策 関係 課長 会 議 (H23.7.15~) 
大 船 渡 市 原発 事故 放射 線 影 響 対策 関係 課 会 議 
(H23. 12. 2~) 
花卷 市 “| РОНЕ НОНЕ ЕЕ. (H23.9~24.3) о 
= 総合 政策 部 防災 危機 管理 課 (H24. 4~) 
慈 市 ー 原発 放射 線 影 響 対策 連絡 会 議 (H23.8.30~) 

















久 

遠野 市 | 遠野 市 原発 放射 線 影響 対策 本 部 (H24. 4. 23 一 ) - 
関 市 災害 対策 本 部 放射 能 対策 部 会 、 放 射線 対策 調整 班 
関 市 (H23. 10. 24—H24. 3. 31) = 
市 民 環境 部 放射 線 対策 室 (H24. 4. 1~) 




















































































































































































































釜石 市 放射 線 等 影響 対策 会 議 (H24.5. 22 て ) 
二戸 市 E 原発 放射 線 影 響 対策 連絡 会 議 (H23.8.17 て ) 
除 染 支 援 チ ー ム (H24. 6. 1~H26. 3. 31) 
奥州 市 原発 放射 線 影響 対策 本 部 (H23.8.25—) E 同 仮 置場 設置 推進 チー ム (H24.6.1 て 
奥州 民 環 境 部 危機 管理 課 原 発 放射 線 対 策 室 (H24. 4. 1~) H26. 3. 31) 
市 民 環境 部 生活 環境 課 放射 線 対策 室 (H27. 4. 1 一 ) 除 染 廃棄 物 等 処理 推進 チー ム (H26. 6. 2~ 
H27. 3. 31) 
滝沢 滝沢 市 原発 放射 線 影響 対策 本 部 (H23.9.11—) 一 



































=E _ ЕЕЕ itay Бар a C as 

Е (Н23. 8. 29~) 

岩手 _ 放射 性 物質 汚染 農林 業 系 副産物 の 焼却 処理 
に 係る 検討 チーム (H25.8.29—) 


















































金ケ崎 町 | 金ケ崎 町 放射 能 対策 本 部 (H23.6.23—) 
平泉 町 原発 放射 線 対策 本 部 (H23.9.20—) 一 













































































сай 平泉 町 放射 線 対策 室 (H24.2.1~) 
岩泉 町 | 岩泉 町 放射 能 影 響 対策 本 部 (H23.8.1—) = 
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2 各 取 組 の 実施 状況 
(1) 情報 発信 ・ 普 及 啓 発 の 取組 状況 
ア 情報 発信 の 取組 状況 
原発 事故 発生 以降 、 県 民 等 に 対し 、 本 県 へ の 放射 性 物質 の 影響 や 放射 線 影響 対策 の 実施 状況 な ど を 
お 知ら せ す る と と も に 、 県 内 外 に お ける 風評 被害 の 解消 や 防止 を 図っ て いく た め 、 広 報 誌 や ホー ムペ 
ー ジ な ど 各 種 媒体 を 活用 し て 情報 発信 を 実施 し て いま す 。 (図表 6 - 3 ) 
平成 29 年 度 に お いて も 継続 し て 、 広報 誌 や ホー ムペ ー ジ な ど 各 種 媒体 を 活用 し て 情報 発信 を 実施 し 
まし た 。 い わ て 農林 水産 物 消 費 者 理解 増進 対策 事業 に お いて は 、 雑 誌 へ の 記事 掲載 、 首 都 圏 で の 鉄道 
関連 広告 、 食 の 総合 ポー タル サイ ト 「 い わ て 食 財 倶楽部 」 及 び フ ェ イ ス ブ ッ ク 「 い わ て 食 財 サポ ー タ 
ー 通 信 」 を 通じ て 、 県 産 農 林 水 産物 の 安全 ・ 安 心 や 産地 の 魅力 等 の 情報 発信 を 行い ま し た 。 
今後 も 、 県 内 外 へ の 情報 発信 に 継続 し て 取り 組ん で いき ます 。 








































































































図表 6-3 尋 体 こと 情報 発信 の 実施 状況 ( 主 な も の ) 







































































































































































































































































































































































広報 誌 ИВЕ 「 い わ て グラ フ 」 本 県 の 現状 や 対策 等 を 定期 的 САЛ 
放射 線量 測定 結果 、 食 品 検査 結果 、 国 ・ 県 ・ 市 町 村 等 の 取組 、 イ ベン ト 情 報 等 
ポー タル サイ ト の ペー ジ を リン ク 
「 放 射 能 に 関す る 情報 」 県 ホー ムペ ー ジ > 放射 能 に 関す る 情報 : 
http://www. pref. iwate. jp/houshasen/ 
арна сьвя 県 内 10 箇所 に 設置 し た モニ タリ ング ポス ト の 測定 結果 を リア ル タ イ ム に 分 か 
AAE Y | りや すく 表示 (地図 表示 、 グ ラフ 表示 ) (ポー タル サイ ト 内 に リン ク ) 
http://wwwla. biglobe. пе. jp/radiation-monitoring-system/pc/index. html 
аа マ の 特集 ペー ジ を ポー タル サイ ト 「 放 射 
イ | いわ て の 今 に 関す る 情報 」 内 に 「 い わ て の 今 」 と いう コー ナー を 設け 掲載 (生活 空間 、 
タ 食品 、 ER ЕЦ, Бас) 
1 県 が 実施 し た 放射 線量 測定 ・ о りや すく 検索 ・ 閲 覧 で きる 
аў даўцы РЕС シス テム (ポー タル サイ ト 「 放 射 能 に 関す る 情報 」 内 に リン ク 
ト 放射 線 測 定 結果 検索 シス テム 空間 放射 線量 ・ 放 射 性 物質 濃度 :http://rad. pref. iwate. jp/radtion_map. php 
食品 の 放射 性 物質 濃度 : http://rad. pref. iwate. jp/food_search. php 
食 の 総合 ポー タル サイ ト Тих | RUR ERR ROTS ER AROR, OPT] 応援 の 店 及び 
わ て 食 財 倶楽部 」 「 黄 金 の 國 、 い わ て 。」 お も て な し の 店 の 情報 、 県 産 農 林 水 産物 等 の 安全 性 確 
u 保 に 向け た 取組 等 を 掲載 
特設 サイ ト 「 岩 手 う ん め ぇ ^ | 生産 者 や 料理 人 の イン タビ ュー、 県 産 食 材 を 使用 し た メニ ュー、 食 の イベ ント 
司 | 情報 等 を 掲載 
フェ イス ブッ ク 「 い わ て 食 財 
サポ ー タ ー 通 信 」 
発行 物 岩手 県 放射 線 影響 対策 報告 書 | 原発 事故 以降 の 本 県 放射 線 影響 対策 全般 に つい て 掲載 
岩手 県 環境 報告 書 放射 線量 測定 状況 、 除 染 状 況 、 普 及 啓 発 の 実施 状況 等 を 掲載 
雑誌 の ~ S í анна 安心 や 魅力 を 
鉄道 広 | 電車 中 吊り 広告 ・ 駅 貼り ポス | 県 産 農 林 水 産物 の 安全 ・ 安 心 や 魅力 の 発信 を 発信 する た め 、9 月 に 都営 地下 鉄 
告 等 ター 三田 線 へ 中 吊り 広告 を 掲出 (農林 水 大 陸 ポ スタ ー) 














図表 6-4 いわ て グラ フ を 活用 し た 情報 発信 の 状況 (平成 29 年 度 ) 





















































1 平成 29 年 6 月 号 (平成 29 年 6 月 1 日 ) 子ども の 内 部 被ばく 健康 影響 調査 
2 平成 29 年 8 月 号 (平成 29 年 8 月 1 日 ) 野生 きのこ 採り の 留意 点 

3 平成 29 年 10 月 号 (平成 29 年 10 月 1 日 ) 生活 空間 の 放射 線量 

4 平成 29 年 12 月 号 (平成 29 年 12 ЛІН) 県 産 食 材 な どの 放射 性 物質 濃度 検査 
5 平成 30 年 3 月 号 (平成 30 年 3 月 1 日 ) 野生 山菜 を 採取 する 際 の 留意 点 
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治 体 職員 向け セミ ナー を 開催 し て いま す 。 
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情報 発信 、 
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耶 で 放射 線 の 基 


治 体 職 員 向 け セ ミナ ー を 4 回 
民 の 安全 安心 の 確保 を 





普及 記 発 、 原 発 放射 線 影響 対策 本 部 等 の 取組 状況 < 
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H き の た め 、 s pan 
: 休 知識 等 に 関す る 県 民 向 け セ ミナ ー を 開 




















に 対応 で きる 体制 の 構築 に 向け て 、 
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開催 し まし た 。 
図っ て いき ます 。 








Hke- 5 放射 線 の 基礎 知識 に 係る セミ ナー の 開催 状況 (平成 29 年 度 ) 
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学部 附属 食品 安全 教育 T 
県 民 向け | 研究 セン ター 教授 ) аы > 
東北 放射 線 科 学 セ ンタ ー 1 一 関 市 48 
1 盛岡 市 40 
行政 職員 a 1 一 関 市 20 
向け | E 氏 (東京 工業 ブ 学 放射 線 総合 セン タ 助教 ) 1 大 船 市 10 
1 久慈 市 6 
(2) 原発 放射 線 影響 対策 本 部 
対策 本 部 は 、① 放 射線 量 測 定 に 係る 対応 方 針 、② 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 、⑧ 県 産 食 材 等 の 安 
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本 部 員 会 議 で は 、 各 租 
な ど に つい て 協議 ・ 決 定 し 、 そ の 結果 を 踏ま え 、 全 庁 を 挙げ て 各 得 
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と 成 28 年 度 まで 合 


県 民 へ の 情報 提供 の あり 方 、⑮ 放 射線 影響 
事項 と し て お り 、 知事 を 本 部 長 、 
本 部 員 会 議 開催 
村 等 関係 機関 と の 連携 等 を 行う 放射 線 


こ 係る 連絡 調整 な ど を 行う 連絡 会 議 、 
対策 特命 チー ム な ど が 


東京 電力 に 対す る 損 
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対応 方 針 等 に 
設置 され て \ ま す 。 
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対策 を 県 庁 各部 署 が 一 体 と な り 講 じ て い く た め 開催 し て いき ます 。 





す 。( 図 表 6-6) 
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係る 各種 方 針 の 改定 に つい て 
策 に 関す る 取組 状況 及び 来 
治 体 の 損害 賠償 


E 度 の 取組 予定 に つい て 
青 求 に つい て 











イ 市 町 村 等 連絡 会 議 

































































































































































県 と 市 町 村 、 広 域 連 合 、 一 部 事務 組合 が 連携 し て 放射 線 影響 対策 を 進め て いく た め 、 平 成 23 年 8 月 
か ら 原 発 放射 線 影響 対策 市 町 村 等 連絡 会 議 を 開催 し て いま す 。 

平成 23 年 度 か ら 平 成 28 年 度 まで 合計 11 回 開催 し 、 平 成 29 年 度 は 1 回 開催 し て いま す 。 (図表 6 - 7 ) 
県 の 取組 状況 等 の 情報 共有 、 県 と 市 町 村 等 が 連携 し て 進め て いく 課題 に つい て 意見 交換 や 協議 を し て 
いい ます 2。 

今後 も 、 市 町 村 等 と の 情報 共有 を 進め 、 連 携 し て 対策 を 講じ て いく た る め 継 続 し て 開催 し ます 。 
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図表 6-7 原発 放射 





県 影響 対策 市 町 村 等 連絡 会 議 開催 状況 (平成 29 年 度 ) 
































原子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター に よる 審理 等 に つい て 












































Я 1E 平成 29 年 9 月 4 




















空間 放射 線量 の 測定 、 放 射 性 物質 濃度 検 柱 に つい て 











ウ 現地 対応 チー ム 
平成 24 年 3 月 13 日 、 県 南 地域 に お ける 放射 線 影響 対策 に 係る 取組 体制 の 強化 を 図る た め 、 県 南 広域 
振興 局 に 原発 放射 線 影響 対策 本 部 「 現 地 対応 チー ム 」 を 設置 しま し た 。 現地 対応 チー ム で は 、 関 係 市 
町 職員 を 対象 と し た 農林 業 系 副産物 に 関す る 勉強 会 の 開催 や 市 町 が 行う 汚染 牧草 等 の 焼却 等 に 関す 
る 住民 説明 会 へ の 参加 な ど 、 市 町 の 取組 を 継続 し て 支援 し て きま し た 。 
平成 29 年 度 は 、5 月 に チー ム 員 会 議 を 開催 し 、 こ れ ま で の 活動 状況 及び 今後 の 活動 方 針 等 に つい て 
ñ し 、 情 報 を 共有 し た ほか 、 毎月 開催 する 局内 部 長 等 会 議 に お いて 、 管 内 の 農林 水産 物 の 放射 性 物 
質 濃度 検査 の 結果 、 汚 染 牧草 等 の 処理 状況 、 原木 し いた け の 出荷 制限 解除 に 向け た 取組 な ど 、 原発 放 
射線 影響 対策 に 係る 取組 状況 等 に つい て 情報 を 共有 し まし た 。 
また 、 こ うし た 取組 状況 に つい て 、 毎 月 管内 市 町 や 報道 機関 へ の 情報 提供 も 行っ て いま す 。 
今後 も 、 健康 被害 に 対す る 相談 や 啓 辻 活 動 、 農 林業 系 副産物 等 や 側溝 汚泥 の 処理 な ど 個 別 課題 に 対 
し て 支援 する た め 、 引 き 続 き 積 極 的 な 情報 収集 (共有 ) や 連絡 調整 を 行っ て いき ます 。 


画 第 7 節 東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 の 取組 状況 
























































































































































1 概況 
原発 事故 に よる 放射 性 物質 の 影響 に よっ て 農林 水産 物 の 一 部 は 出荷 制限 等 の 対象 と な り 、 現 在 も 原木 し 
いた け な ど 一 部 品目 に つい て は 、 未 だ に 出荷 が で き な い 状況 が 続い て いま す 。 
また 、 和 観光 業 、 農 林 水 産業 、 食 品 加工 業 等 様々 な 分 野 に お いて 売上 減少 な ど 、 風 評 被害 が 発生 し て い 
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9. 

当該 事故 の 責任 は 、 東 京 電力 が 一 義 的 に 負う べき も の で あり 、 こ れ ら 県 内 で 発生 し て いる 様々 な 被害 や 、 
県 、 市 町 村 等 が 実施 し て きた 放射 線 影 響 対策 に 要 し た 費用 は 、 事 故 の 原因 者 で ある 東京 電力 が 被害 発生 の 
実態 に 則 し て 速やか に 損害 賠償 を する べき も の で す 。 






































し か し 、 東 京 電力 は 、 原 子 力 損害 賠償 紛争 審査 会 が 作成 し た 中 間 指 針 * を 限定 的 に 解釈 し 、 賠 償 対 象 を 
一 方 的 に 制限 する ほか 、 自 治 体 損害 の 賠償 に つい て 、 政 府 指 示 等 に 基づき 実施 を 余儀 な くさ れ た も の な ど 
に 賠償 対象 を 限定 する な ど 、 そ の 対応 は 不 十分 と 言わ む ざ る を 得 ま せん 。 

県 は 市 町 村 等 と 連携 し 、 東 京 電力 の この よう な 対応 を 改め させ る た め 、 損 害 発生 の 実態 に 則 し 、 誠 意 を 
も っ て 速やか に 十分 な 損害 賠償 を 行う よう 強く 求め て きま し た 。 併せ て 、 民 間 事 業者 等 の 東京 電力 に 対す 
る 賠償 請求 を 支援 する と と も に 、 自 治 体 と し て 実施 し た 各種 放射 線 影響 対策 に 要 し た 費用 に つい て 東京 電 
力 に 賠償 請求 を 行い 、 国 へ の 要請 な どの 取組 も 進め て きま し た 。 

これ ら の 取組 の 結果 、 農 林 水 産業 に お いて は JA グル ー プ 等 の 農林 漁業 団体 が 設立 し た 損害 賠償 請求 対 
策 県 協議 会 を 通じ た 損害 賠償 が 進ん で いる ほか 、 和 観光 業 や 食品 加工 ・ 流 通 業 等 の 分 野 に お いて も 損害 賠償 
に 一 定 の 進展 が 見 られ ます 。 県 や 市 町 村 が 行っ た 賠償 請求 に つい て も 、 東 京 電力 が 賠償 対象 と し た も の や 
原子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター (原発 ADR) の 仲介 に よる 和解 に よっ て 原子 力 損害 と 認め られ た も の 
に つい て は 、 賠 償 に つい て 合意 に 達し 、 賠 償 金 の 支払 い を 受け て いま す 。 

し か し 、 東 京 電力 は 、 農 林 水 産物 や 観光 業 等 の 風評 被害 に つい て 、 一 方 的 に 賠償 期間 を 限定 し 、 そ れ 以 
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第 7 節 東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 の 取組 状況 < 


























降 の 損害 に つい て は 賠償 に 応じ な い 、 あ る い は 原発 事 敵 と の 因果 関係 の 厳密 な 証明 を 求め る な ど 、 そ の 対 























応 は 未だ 消極 的 な 姿勢 と な っ て いま す 。 














今後 も 東京 電力 に 対し て 、 県 内 で 発生 し て いる 全て の 損害 に つい て 、 被 害 発 





償 を 行う よう 強く 求め て いき ます 。 


| ※ 中 間 指 針 


































































































電 所 事故 に よる 原子 力 損害 の 範囲 の 判定 等 に 関す る 中 間 指 針 」 の こと で す 。 


































































































2 各 取 組 の 実施 状況 
(1) 民間 の 損害 賠償 請求 
ア 商工 、 観 光 関 係 事業 者 に 対す る 支援 の 状況 















































県 で は 、 原 発 事故 に よっ て 風評 被害 の 生じ た 事業 者 や 市 町 村 、 関 係 団体 に 対 C. 
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| 平成 23 年 8 月 5 日 、 文 部 科学 省 の 原子 力 損害 賠償 紛争 審査 会 が 、 原 発 事故 の 被害 者 と 東京 電力 と の 損害 | 
| 賠償 に 関す る 円 滑 な 話し 合い と 合意 形成 を 促す た め に 策定 し た 「 東 京 電力 株 式 会 社 福島 第 一 、 第 二 原 子 力 発 | 


中 間 指 針 は 、 被 害 者 と 東京 電力 と の 自主 的 な 解決 の た め の 一 般 的 な 指針 で あり 法 的 な 拘束 は あり ませ ん | 
が 、 加害 者 の 東京 電力 で も 賠償 対象 と し て 認め る と 思わ れる 損害 を 類型 化し た も の で あり 、 実際 に 東京 電力 | 
も 中 間 指 針 に 明記 され た 損害 に つい て は 、 基 本 的 に 賠償 対象 と し て 対応 し て いま す 。 

し か し 、 中 間 指針 に 記載 され て いな い 損 害 で あっ て も 周 償 対 象 と な る 場合 が ある こと が 中 間 指 針 自体 ( 
記さ れ て いる に も か か わら ず 、 東 京 電力 は 中 間 指針 に 記載 され て いな いこ と な ど を も っ て 賠償 を 拒む 例 が 認 | 


СВА | 


説明 会 や 個別 相 


談 会 等 を 開催 する な ど 損 害 賠償 請求 を 支援 し て きま し た (図表 7- 1 )。 ま た 、 東 京 電力 本 社 や 国 へ の 


























請 、 東 京 電力 幹部 職員 と の 交渉 等 を 継続 し て 実施 し て いま す 。 























今後 も 、 賠 償 金 支払 状況 の 報告 を 東京 電力 に 求め る と と も に 、 販 路 拡大 及び 観光 客 の 誘客 強化 に 引 








き 続き 取り 組ん で いき ます 。 





イ 商工 業 の 風評 被害 に 係る 損害 賠償 支払 状況 (平成 30 年 3 ARRE) 

























































































万 円 で す 。 (図表 7- 2 ) 





ウ 観光 風評 被害 に 係る 損害 賠償 支払 状況 (平成 30 年 3 ARRE) 























請求 に 係る 説明 会 等 の 開催 状況 











pami 


岩 災 発生 後 か ら 平 成 23 年 5 月 末 ま で の 外国 人 観光 客 の キャ ン セ ル 及 び 平 成 24 年 








中 間 指 針 第 3 次 追補 を 受け 、 岩手 県 の 農林 水産 物 及 び 加 工 ・ 流 通 業 の 風評 被害 の 賠償 受付 が 平成 25 


年 3 月 27 日 か ら 始ま り 、 そ の 食品 加工 等 及び 流通 業 に 係る 損害 賠償 の 支払 実績 は 、305 件 、 約 29 億 4, 300 


2 月末 まで の 東北 
以外 の 観光 客 の キャ ン セ ル 等 風評 被害 に 係る 損害 賠償 の 支払 は 、134 件 、 約 14 億 5, 000 万 円 で す 。 
































全体 | 弁護士 会 に よる 無料 法律 相談 | 平成 25 年 1 月 か ら 計 19 回 開催 









































① 市 町 村 ・ 関 係 団体 担当 者 向け | ` 









































































































































































































































































































































成 25 年 4 月 12 29 市 町 村 ・34 団 体 、89 名 参加 
説明 会 
説明 会 : 168 事 業者 参加 、 うち 個別 相談 : 109 事 業者 参加 
商工 業 і ада | ・ 市 町 村 等 の 協力 を 得 て 、 平 成 25 年 5 月 28 日 以降 、23 回 (21 市 町 村 ) で 
② 事 業者 向け 説明 会 ・ 個 別 相 談 | 実施 ( 成 岡市 、 宮 古市 、 大 般 濾 市 、 花巻 市 、 北上 市 、 ART ET (2 
й 可 ) 、 一 関 市 (2 回 ) 、 陸 前 高田 市 、 釜石 市 、 二 戸 市 、 八幡 平 市 、 奥州 市 、 
滝沢 村 、 矢 巾 町 、 平 泉町 、 住 田町 、 大 航 町 、 山 田町 、 岩 泉町 、 洋 野 町 ) 
① 市 町 村 ・ 観 光 団 体 担当 者 向け | 平成 24 年 10 月 23 23 市 町 村 ・40 団 体 、47 名 参加 
説明 会 
説明 会 : 78 事 業者 ・87 名 参加 、 う ち 個 別 相談 会 : 36 事 業者 参加 
観光 業 ・ 奥州 市 (H24.11.15) 説明 会 参加 者 数 : 22 事 業者 ・26 名 
② 事 業者 向け 説明 会 ・ 相 談 会 うち 個別 相談 会 参加 者 数 : 8 事業 者 (1 事業 者 は 個別 相談 会 の み ) 
・ 盛岡 市 (H24.11.16) 説明 会 参加 者 数 : 56 事 業者 ・61 名 
うち 個別 相談 会 参加 者 数 : 28 事 業者 (1 事業 者 は 個別 相談 会 の み ) 
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図表 7-2 商工 ・ 観 光 関 係 損害 賠償 支払 状況 (平成 30 年 3 月 末 現 在 ) 


(単位 : 百 万 








円 ) 





305 


























商工 業 2, 943 
観光 業 134 1, 450 

合計 439 4,393 
※ 東 京 電力 か ら の 聴取 








エ 農林 水産 業 の 損害 賠償 の 状況 


平成 23 年 8 月 1 

















まし た 。 平成 30 年 3 月 31 
県 に よる 出荷 自 
で き な い 状況 に あり ます 。 
放射 性 物質 




















速 か つ 十分 に 



































粛 要 請 を 行っ て お り 、 


こ 汚染 され た 牧草 や 稲 わら 、 
用 、 代 替 飼料 の 購入 に 要する 費 
本 県 JA グル ー プ 等 の 系 統 組織 で は 
































ED H 


日 に 、 県 産 農林 水産 物 と し て は 初め て 、 和 牛肉 に つい て 国 
日 現在 、 














H 荷 制限 指示 等 


ほ だ 木 な どの 使用 自 
]』 な どの 追加 的 な 負担 も 発 4 






































. 5 















































гр lC Ev 
EE し て いま す 。 
『 逆 に より 被害 を 受け た 農林 漁業 者 の 損害 賠償 請求 を 迅 





に 


よる 出荷 
生肉 や 原木 し いた け な ど 20 品 目 に つい て 、 国 に 
を 受け た 市 町 村 で は 











| 限 指示 を 受け 
よる 出荷 制限 指示 や 
、 こ れ ら の 品目 を 出荷 

















ヽ 、 保 管 ・ 処 理 に 要する 費 




















行う た め 、 そ れ ぞ れ 損 害 賠償 対策 県 協議 会 を 設立 し 組織 的 に 農林 漁業 者 の 請求 事務 等 を 




















支援 し て いま す 。 

県 で は 、 こ れ ら の 協議 会 に アド バイ ザー と し て 参画 し 、 活 動 の 支援 と 連携 の 確保 を 図る と と も に 
東京 電力 及び 国 に 対し て 、 賠 償 金 が 早期 か つ 確 実に 支払 われ る よう 要請 を 行う な ど 、 損 害 賠償 に 向け 
て の 取組 を 支援 し て いま す 。 

塗 直 等 の 損害 賠償 請求 へ の 支援 も 行っ て お り 、 東 京 電力 の 出席 を 求め た 損害 賠償 請求 相談 会 の 開催 
や 、 市 町 村 や 事業 者 へ の 説明 会 の 開催 な ど を 実施 し て いま す 。 

県 内 で 発生 し て いる 全て の 農林 水産 業 の 損害 に つい て 、 今 後 も 東京 電力 に 対し 、 速 や か な 賠償 を 強 
く 求 め て いき ます 。 

( ア ) JA グル ー プ 東京 電力 原発 事故 農 畜 産物 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 (図表 7-3、7-4) 





岩手 県 農業 協同 組合 中 央 会 で ! 


























は 県 内 農業 団体 と 連携 








京 電力 原発 事故 農 畜 産物 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 」 を 設立 しま し た 。 


J A 協 議会 で は 、 平 成 23 年 
被害 や 汚染 牧草 の 代 奉 牧草 購入 費 、 ほ だ 木 の 処分 等 の 損害 額 430 億 100 万 
] が 支払 われ て いま す (支払 率 95. 8%). 
森林 組合 系 東京 電力 原発 事故 林産 物 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 (図表 7-3、7-5) 
tg wt 平成 24 年 1 月 26 日 








万 
( イ ) 








岩手 県 森林 組合 連合 会 で は 














原発 事故 林産 物 損害 賠償 対策 岩 
森林 組合 系 協議 会 で は 、 平 成 244 
風評 被害 等 





し いた け の 風 
払 率 98. 9%), 
( ウ ) 












































N=] 


==. 








E 9 月 から 平成 304 





手 県 協議 会 
の 損害 額 13 億 7, 200 万 円 を 請求 し 、 








、 平 成 23 年 7 月 19 日 に 


E3 月 まで に 78 回 に わた り 、 和 牛肉 や し いた け の 風 主 








「]TA グ ルー プ 東 


= 


























設立 し まし た 。 


13 億 5, 600 万 








] を 請求 


に 「 森 林 組 合 系 東京 


求 し 、411 億 9, 300 





電力 





ほ だ 木 の 処 分 や 























団体 と 連携 し 、 




















げ の 減少 や 休漁 等 の 





>` 





害 額 31 億 5, 600 万 





























] が 支払 われ て いま す (>< 


り F グ ルー プ 等 東京 電力 原発 事故 水産 物 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 (図表 7-3、7-6) 
岩手 県 漁業 協同 組合 連合 会 が 県 内 漁業 
【 発 事故 水産 物 損害 賠償 対策 岩 


z 成 24 年 6 月 21 日 に 「F グ ルー プ 等 東京 
E 県 協議 会 」 を 設立 し まし た 。 
ЈЕ 協議 会 で は 、 平 成 24 年 11 月 か ら 





成 30 年 3 月 まで に 65 回 に わた り 、 イ サダ や マダ ラ の 水 揚 
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] を 請求 し 、 全 額 が 文 払 われ て い 3 





ます (支払 率 100%)。 


第 7 节 東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 の 取組 状況 < 





(T) 内 水面 漁業 系 統 東 京 電力 原発 事故 水産 物 等 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 (図表 7-3、7-7 ) 
岩手 県 内 水面 漁業 協同 組合 連合 会 が 県 内 内 水面 漁業 団体 と 連携 し 、 平 成 24 年 7 月 26 日 に 「 内 水 
面 漁業 系 統 東 京 電力 原発 事故 水産 物 等 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 」 を 設立 し まし た 。 
内 水面 協議 会 で は 、 平 成 25 年 3 月 か ら 平成 30 年 3 月 まで に 41 回 に わた り 、 水 産物 の 検査 費用 や 
遊漁 料 収入 の 減少 等 の 損害 請求 額 8, 900 万 円 を 請求 し 、 全 人 額 が 支払 われ て いま す (支払 率 : 100%)。 

































































































































































































































































図表 7-3 会 大 人 誰 請 求 等 の 状況 — (単位 : 碧 万 円) 
計 = 47,618 45, 794 | 96. 2% 





























図表 7-4 JA グル ー Tk dan Ра а ышна ыа а (単位 : 百 万 円 ) 








Jax | 24083 23.173| 96. 2% 




















































































































1 
2 | 肉牛 12, 903 12, 372 95. 9% 
3 | ほ だ 木 2, 052 1, 902 92. 7% 
4 | НЕ 966 931 96. 4% 
5 | EHF 872 890 102. 19 
6 | HE 773 739 95. 6% 
7 | 営業 損害 448 398 88. 8% 
8 | 子 牛 362 358 98. 9% 
9 | 妊娠 牛 269 271 100. 7% 
10 | 検査 費用 107 56 52.3% 
11 | 大豆 の 放射 性 物質 吸収 抑制 対策 77 69 89. 6% 
12 | 利子 補給 50 0 0. 0% 
13 | 稲 わ ら 16 12 75. 0% 
14 | 成 牛 14 13 92. 9% 
15 | ナメ コ 5 5 100.0% 
16 | 腐葉土 代替 肥料 4 4 100.0% 

合 計 43, 001 41, 193 95. 8% 








※ 支 払 率 が 1006 を 上 回 っ て いる も の は 、 請 求 後 の 内 容 精 査 に より 、 支 払 額 が 請求 額 を 上 回 っ た も の 。 
図表 7-5 森林 組合 系 東京 電力 原発 事故 林産 物 損 Ese FR e — (単位 : 百 万 四) 



























ほ だ 木 等 (原木 掛か り 増 含む ) | | 583| 97.4% 





































































































1 
2 | 風評 被害 579 100.0% 
3 | 出荷 自粛 等 156 100.0% 
4 | 営業 損害 31 31 100. 0% 
5 主 回 収 T 100. 0% 
6 | 検査 費用 1 1 100. 0% 
€ 計 1, 372 1, 356 98. 9% 
※ 項 目 ご と に 百 万 円 未満 を 四捨五入 し て いる た め 、 合 計 と 内 訳 の 計 と は 一 致し な い 。 
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県 協議 会 


図表 7-6 JF グ ルー プ 等 東京 電力 原発 事故 水産 物 損害 賠 (単位 : 百 万 円 ) 


き 償 対 策 岩手 ! 





























395 


100. 

























































































図表 7-7 内 水面 漁 — 





力 原発 事故 水産 物 等 損害 賠償 対策 








1 | 水揚げ に 関す る 損害 0% 
2 | 休漁 に 関す る 損害 32 32 100. 0% 
3 | 燃料 代 に 関す る 損害 20 20 100. 0% 
4 | 手数 料 に 関す る 損害 103 103 100.0% 
5 | 検査 費用 に 関す る 損害 12 12 100. 0% 
6 | 水揚げ に 関す る 逸失 利益 2, 594 2, 594 100.0% 

合計 3, 156 3, 156 100. 0% 

対策 岩 


ява сие. 





百 万 円 ) 














































































































1 | 検査 費用 に 関す る 損害 3] 3 100.0% 
2 | 遊漁 料 収 入 の 減少 に 関す る 損害 86 86 100. 0% 
合計 89 89 100. 0% 
(2) 自治 体 の 損害 賠償 請 
ア 市 町 村 、 広 域 連 合 、 一 部 事務 組合 と 連携 し た 自治 体 損害 賠償 請求 (第 一 次 て 第 九 次 ) 
Basan s Pasa ара sss 図り な が ら 対 応 し て き て お り 、 東 
京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 も 県 と 市 町 村 等 が 協調 し 、 一 体 と な っ て 取り 組ん で きま し た 。 
これ まで 、 県 及び 市 町 村 等 は 、 平 成 24 年 1 月 26 日 に 東京 電力 に 対し て 第 一 次 損害 賠償 請求 を 実施 し 


























ени 
に 係る 損害 等 に つい て は 個別 に 賠償 
総額 14, 088, 989 千 円 (県 11, 899, 237 千 円 、 市 町 村 1, 920, 494 千 


269, 258 千 円 ) と な っ て いま す ( 


次 請 


У 

















は 平成 2 年度 、 第 五 次 及び 第 太 次 請 
は 平成 28 年 度 に それ ぞ れ 4 





F 成 27 年 度 、 第 九 次 請 


表 7-9) 


な お 、 東 京 モ 














図表 7-8 


県 、 市 町 村 、 広 域 連 合 、 














図表 7- 8)。 第 一 


次 及び 第 二 


次 請 





電力 と の 支払 合意 額 は 、 平 成 30 年 3 月 末 現 在 で 
]、 市 町 村 654, 886 千 円 、 広 域 連 合 





・ 一 部 事 3 


は 平成 25 年 度 








>. 








ЕА 145, 933 千 








第 七 次 請 


、 総 額 12, 025, 785 Г. 
と な っ て いま 








]) 


























]、 広 域 連 合 


は 平成 23 年 度 、 


日 実施 分 まで 、 九 次 に わた る 損害 賠償 請求 を 行っ て お り 、 そ の 他 に も 企業 会 
青 求 を 行っ て いま す 。 こ れ ら を 含む 請求 金額 は 、 平成 30 年 3 月 





・ 一 部 


事務 組合 











は 平成 26 年 度 























] (県 11, 22 


す 。 (図表 7 - 





単位 : 


第 三次 及び 第 四 
度 、 第 八 次 请 
E じ た 損害 に つい て 、 賠 償 を 求め た も の で す 。 


( 





多 


4, 966 千 
8 ) 


千 円 ) 
























































请 Я OCK | 13, 958,824 | 1,806,495 | 6, 304, 378 | 76,905) 84,820 | 207,929_ 
求 130, 165 0 0 0 0 22, 100 108, 065 
合計 Ar з 14, 088,989 | 1,806,495 | 6,304,378 | 76,905 | 84,820 | 230,030 | 5,586,361 | 
合意 額 12, 025, 785 421, 499 | 6, 166, 616 73, 037 6, 673 145, 331 | 5, 212, 628 
未 合意 額 2, 063, 204 | 1,384, 996 137, 762 3, 868 78, 147 84, 699 373, 733 
с 第 一 一 九 次 11, 813, 028 820, 642 | 6, 112, 357 3, 831 73, 450 23, 629 | 4, 779, 119 
求 | その 他 F: аа Га а а У ーー て | sis as = 80737 
県 | 年 | 11.899,237] 820,642 | 6,112,367 | — 3,831] 73450| 31,766 | 4, 857, 192 | 
合意 額 11, 224, 966 304, 222 | 6,104, 517 3, 745 4, 137 30, 810 | 4, 777, 535 
未 合意 額 674, 271 516, 419 7, 840 86 69, 313 956 79, 657 
请 | 第 -~ 九 次 | 1877082| 983.022| 192.021| 69418| 11,0731 113.887| 8557,6 | 
ж その 他 43, 462 0 0 0 0 13, 789 29, 673 
2 Г T 1,920, 494 | 933,022 | 192.021| 69,418 11,073] 127.676| 587, 285 
合意 額 654, 886 106, 232 62, 099 65, 662 2, 419 52, 253 366, 220 
未 合意 額 1, 265, 608 826, 790 129, 922 3, 756 8, 653 75, 422 221, 064 
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Вб 東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 の 取組 状況 < 




























































































268, 764 52, 831 0 3, 656 297 70, 414 141, 566 
=_= с е нава РЕ 
= ТИЕ - БЕБУ ае Ti ав. о. 
145, 933 11, 045 0 3, 630 117 62, 267 68, 874 
123, 325 41, 786 0 26 180 8, 321 73, 012 
※ 請求 額 は но の も の か ら 、 追 加 の 請求 額 を 足し 、 国 庫 補助 金 相当 額 等 を 除い た 額 。 項 目 邊 に 端数 を 四捨五入 。 
※ 合意 額 に は 、 原子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター の 仲介 に よる 和解 額 を 含む 。 














図表 7-9 請求 次 、 請 求 対象 年 度 及び 請求 対象 費用 





















































| 第 一 次 H24.1 平成 23 年 11 月 まで に 支出 済 の も の (人 件 費 等 除く ) 

第 二 次 H24.6 平成 23 年 度 に 要 し た 全て の 経費 (第 一 次 で 請求 済 の も の を 除く ) 
| 第 三次 | H25.2 | 平成 24 年 11 月 末 ま で に 支出 済 の も の (人 件 費 等 除く ) 

第 四 次 H25.6 平成 24 年 度 に 要 し た 全て の 経費 (第 三次 で 請求 済 の も の を 除く ) 
| 第 五 次 | H26.2 | 平成 25 年 11 月 末 ま で に 支出 済 の も の (人 件 費 等 除く ) 

第 六 次 H26.6 平成 5 年度 に 要 し た 全て の 経費 (第 五 次 で 請求 済 の も の を 除く ) 

第 七 次 H27.6 | 平成 26 年 度 に 要 し た 全て の 経費 

第 八 次 H28.7 | 平成 27 年 度 に 要 し た 全て の 経費 

第 九 次 H29.7 | 平成 28 年 度 に 要 し た 全て の 経費 
































イ 東京 電力 へ の 要請 、 交 渉 等 
原発 事故 発生 以来 、 県 と 市 町 村 等 は 、 各種 放射 線 影響 対策 に 要 し た 経費 に つい て 、 東 京 電力 に 対 し 、 
誠意 ある 対応 を 求め 、 あ ら ゆ る 機会 を と ら え て 要請 や 交渉 を 重ね て きま し た 。 LAL, RIKERS 
の 賠償 を 優先 する と いう や む を 得 な い 事 情 が あっ た も の の 、 地 方 自治 体 へ の 賠償 に 関す る 東京 電力 の 
対応 は 遅れ 、 第 一 次 請求 か ら 一 年 後 と な る 平成 25 年 1 月 に 、 よ う や く 東 京 電力 か ら 全 体 的 な 賠償 案 が 
提示 され まし た 。 し か し 、 そ の 内 容 は 、 県 及び 市 町 村 等 の 判断 で 実施 し た 放射 線 影響 対策 は 、 基 本 的 
に 賠償 対象 外 と する な ど 、 極 め て 間 題 が 多い も の で し た 。 
東京 電力 の この よう な 態度 を 改め させ る た め 、 県 と 市 町 村 等 が 連携 し た 取組 と し て 、 知 事 と 市 町 村 
長 が 東京 電力 本 店 へ 赴き 、 民 間 事 業者 へ の 対応 も 含め 、 東 京 電力 社長 に 対す る 直接 要請 を これ まで 3 
回 行っ て いま す 。 ま た 、 国 に 対し て も 、 東 京 電力 へ の 指導 強化 等 を 求め て 繰 り 返 し 要請 し て いま す 。 
平成 29 年 度 は 、 平 成 29 年 7 月 の 第 九 次 請求 の 実施 と 併せ て 、 市 町 村 の 代表 者 や 県 幹部 と 東京 電力 と 
の 交渉 を 行い 、 自 治 体 が 実施 し て きた 放射 線 影響 対策 の 必要 性 を し っ か り と 誰 識 し 、 速 や か に 賠償 に 
応じ る よう 強く 申し 入れ まし た 。 ま た 、 平 成 28 年 3 月 に 県 と 市 町 村 等 が 協調 し て 行っ た 、 2 回 目 の 紛 
争 解決 セン ター へ の 和解 仲介 申立 て を 通じ 、 原 発 事故 被害 の 実情 や 、 各 種 放射 線 影 響 対策 の 必要 性 
合理 性 を 訴え て きま し た 。 (図表 7 -10) 

これ ら の 取組 に より 、 東 京 電力 と の 直接 交渉 に よる 支払 額 は 着実 に 増え て き て いま す が 、 東 京 電力 
は 、 風 評 被害 対策 等 、 政 府 指 示 等 に 基づか な いも の に つい て は 依然 と し て 賠償 の 対象 と 認め て お ら ず 、 
県 及び 市 町 村 等 の 考え 方 と 隔たり が ある た め 、 引 き 続 き 、 粘 り 強 い 交渉 を 行っ て いき ます 。 





































































































































































































図表 7 -10 東京 電力 と の 要請 、 交渉 状況 (平成 23 年 度 一平 成 29 年 度 ) 











| 【平成 23 年 度 】 
[ur 一 次 損害 賠償 請求 を 実施 (—H23. 11 其 分) 
| 東電 本 店 8 に 対す る 緊急 要請 (東電 対応 : 廣瀬 常務 (当時 )) 

















| こち 









賠償 請求 を 実施 (H23 年 度 分 。 一 次 請 求 分 を 除く 。 ) 


代表 及び 町 村 会 代表 、 東京 電力 























ym 














> 第 2 章 平成 29 年度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 ¿F 











: ГА 市 長 会 ・ 町村 会 代表 、 
、 自 治 体 に 対す る 賠償 案 (H23 年 度 分 ) 
青 求 を 実施 (H24.4~11 期 分 ) 




















に つい て 提示 








次 損 


害 賠償 


東京 電力 下 河 邊 会 長 等 





第 四 次 損害 賠償 請求 を 実施 (H24 年 度 分 。 三 次 請求 分 を 除く 。) 
東京 電力 に 対し 、 損 害 賠償 に 関す る 公開 質問 を 実施 













































































































































































































































































| 12 月 定例 県 議会 で 和解 議案 が 可決 
県 と 東京 電力 の 和解 が 成立 (H23・H24 年 度 分 ) 


東京 電力 か ら 、 損 害 賠償 に 関す る 公開 質問 に 対す る 回 答 書 を 受領 

東京 電力 、 自 治 体 に 対す る 賠償 案 (H24 年 度 分 ) に つい て 提示 

知事 、 市 長 会 代表 及び 町 村 会 代表 と 東京 電力 廣瀬 社長 へ 要請 

紛争 解決 セン ター へ 和解 仲介 申立 て 

第 五 次 損害 賠償 請求 を 実施 (H25.4~11 期 分 ) 

東京 電力 、 原 発 ADR へ 概括 認 合 の 答弁 書 を 提出 

東京 電力 、 自 治 体 に 対す る 賠償 案 (H25 年 度 分 ) に つい て 提示 

東京 電力 、 紛 争 解決 セン ター へ 請求 項目 毎 の 具体 的 な 認 否 を 回 答 

第 六 次 損害 賠償 請求 を 実施 (H25 年 度 分 。 五 次 請求 分 を 除く 。) 

紛争 解決 セン ター、 県 及び 東京 電力 へ 和解 案 骨子 を 開示 

市 町 村 等 担当 者 会 議 に お いて 、 紛 争 解決 セン ター で の 審理 経過 に つい て 説明 
| 紛争 解決 セン ター、 県 及び 東京 電力 へ 和解 案 を 提示 

東京 電力 が 紛争 解決 セン ター へ 和解 案 を 受諾 する 冒 を 回 答 































































































































































































































































































東京 電力 に 対し 、 和 解 の 成立 を 踏ま えた 損害 賠償 の あり 方 に 関す る 質疑 書 を 提出 
東京 電力 か ら 、 損 害 賠償 の あり 方 に 関す る 質疑 書 に 対す る 回 答 を 受領 
| 東京 電力 、 自 治 体 に 対す る 賠償 案 (H26 年 度 分 ) に つい て 提示 
第 七 次 損害 賠償 請求 を 実施 (H26 年 度 分 ) 
文部 科学 省 及び 経済 産業 者 に 対し 、 東 京 電力 へ の 指導 等 に つい て 要望 
| H8 218 | 2 月 定例 県 議会 へ あっ せん 申立 て の 議案 を 提案 
3.24 ГТ... І 2 月 定例 県 議会 で あっ せん 申立 て 議案 可決 
3.30 | 原発 ADR 紛争 解決 セン ター へ 和解 仲介 申立 て 
【 平 成 28 年 度 】 
H28. 5.31 | 東京 電力 、 自 治 体 に 対す る 賠償 案 (H27 年 度 分 ) に つい て 提示 
第 八 次 損害 賠償 請求 を 実施 (H27 年 度 分 ) 
県 関係 部 長 と 東京 電力 福島 復興 本 社 副 代 表 と の 会 談 、 要 請 
東京 電力 、 自 治 体 に 対す る 賠償 案 (H28 年 度 分 ) に つい て 提示 
第 九 次 損害 賠償 請求 を 実施 (H28 年 度 分 ) 
紛争 解決 セン ター、 県 及び 東京 電力 へ 和解 案 骨 子 を 開示 
市 町 村 等 連絡 会 議 に お いて 、 紛 争 解決 セン ター で の 審理 経過 に つい て 説明 
紛争 解決 セン ター、 県 及び 東京 電力 へ 和解 案 を 提示 
| 東京 電力 が 紛争 解決 セン ター へ 和解 寄 を 受諾 する 旨 を 回 答 
12 月 定例 県 議会 で 和解 議案 が 可決 
H30. 1.10 県 と 東京 電力 の 和解 が 成立 (H25・H26 年 度 分 ) 
ウ 原子 カカ 損害 賠償 紛争 解決 セン ター へ の 和解 仲介 の 申立 て 
(7) 平成 26 年 1 月 申立 て (第 一 次 申立 て ) 分 
原発 事 履 発生 以来 、 県 や 市 町 村 等 が 実施 し た 放射 線 影響 対策 に 要 し た 費用 に つい て 、 東 京 電力 は 
原則 と し て 賠償 対象 を 法律 や 政府 指示 等 に 基づき 負担 を 余儀 な くさ れ た も の に 限り 、 県 及び 市 町 村 
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第 7 节 東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 の 取組 状況 < 


等 が 必要 と 判断 し て 行っ た 放射 線 影響 対策 は 必要 か つ 合理 的 な も の と は 認め られ な いと し て 賠償 対 
象 外 と する な ど 、 賠 償 に 消極 的 な 姿勢 に 終始 し 、 賠 償 金 の 支払 い は ご く 一 部 に 止ま っ て いま し た 。 
東京 電力 と 直接 交渉 を 重ね る だ け で は 、 こ れ 以 上 の 具体 的 な 進展 が 期待 で き な い と 判断 し 、 平 成 
23 年 度 及び 平成 24 年 度 に 発生 し た 損害 に つい て 、 平 成 26 年 1 月 か ら 4 月 に か け 、 県 と 市 町 村 等 37 団 
体 が 協調 し て 紛争 解決 セン ター に 対し 和解 仲介 の 申立 て を 実施 し まし た 。 














































































































































































































図表 7-11 紛争 解決 セン ター 申立 団体 状況 (第 一 次 申立 て ) (単位 : FA) 
県 634, 203 | 岩手 県 
盛岡 市 、 宮 古市 、 大 船渡 市 、 花 巻 市 、 北 上 市 、 久 慈 市 、 遠 野市 、 一 関 市 、 
陸前 高田 市 、 釜 石 市 、 二 戸 市 、 八 幡 平 市 、 奥 州 市 、 滝 沢 市 、 雪 石町 、 
市 町 本 БЕ і > Бі 
市 町 村 | 765,619 | 和 市 町 、 住 田町 、 OKET, рент, 岩手 町 、 金 ケ 崎 町 、 平 泉町 、 岩泉 町 、| 26 回 体 
普代 村 、 洋 野 町 、 一 戸町 
慈 広域 連合 、 盛 岡 ・ 紫 濾 地 区 環境 施設 組合 、 盛 岡 地区 衛生 処理 組合 、 
広域 連合 9 0 北上 地区 広域 行政 組合 、 奥 州 金ケ崎 行政 事務 組合 、 10 团 体 
等 i 一 関 地区 広域 行政 組合 、 岩 手 沿岸 南部 広域 環境 組合 、 
岩手 県 競馬 組合 、 案 石 ・ 滝 沢 環境 組合 、 宮 古 地 区 広域 行政 組合 
з 1, 469, 682 37 団 体 






































紛争 解決 セン ター で の 審理 に つい て は 、 申 立 額 が 多く 損害 項目 も 多岐 に わた る 県 の 審理 を 先行 し 
て 行う こと と な り 、 東 京 電力 か ら 平成 26 年 3 月 28 日 に 概括 認 否 の 答弁 書 が 、 同 年 4 月 18 日 に 請求 項 
目 毎 の 認 否 を 行う 答弁 書 が 提出 され まし た が 、 多 く の 項 目 に つい て 、「 必 要 か つ 合 理 的 な 範囲 を 超え 
て いる 」、「 自 治 体 の 本 来 業務 で ある 」 な ど と し て 支払 い の 対象 外 と する も の で し た 。 

紛争 解決 セン ター か ら は 、 原 発 事故 と の 相当 因果 関係 の 確認 等 の た め 、 県 に 対し て 追加 の 説明 や 
資料 提出 等 の 求め が あり 、 県 は これ に 対応 する ほか 、 必 要 に 応じ て 紛争 解決 セン ター の 調査 官 に 直 
接 口 頭 で の 説明 を 行う な ど 、 県 が 実施 し た 放射 線 影響 対策 の 必要 性 ・ 合 理性 の 説明 に 努め ま し た 。 

その 結果 、 平 成 26 年 8 月 28 日 、 正 式 な 和解 案 の 提 示 に 先立っ て 、 和 解 案 骨 子 が 開示 され まし た 。 
和解 案 朋 子 に お ける 和解 金額 案 は 2 億 5 千 百 万 円 余 で 、 事 業 費 に つい て は 県 の 主張 どおり その 大 部 
分 を 損害 と 認定 する 内 容 で し た 。 ま た 、 放 射線 影響 対策 業務 に 係る 人 件 費 に つい て は 、 県 が 申し 立 
て た 全額 で は な いも の の 、 超 過 勤 務 手 当 支給 額 6 千 4 百 万 円 作 に つい て 県 の 主張 の と お り 認 め ら れ 
て いる ほか 、 和 勤務 時 間 内 の 人 件 費 に つい て も 、 勤 務 時 間 内 に 原発 事故 対応 業務 を 行っ た こと に より 
他 の 業務 を 勤務 時 間 外 に 行う こと と な っ た と する 「 押 出し 時 間 外 」 の 考え 方 に よる 損害 7 千 2 百 万 
円 余 の 賠償 が 認め られ て いま し た 。 

県 は 、 和 解 案 骨 子 の 内 容 に つい て 、 協 調 し て 申立 て を 行っ た 市 町 村 等 の 意見 を 確認 し な が ら 、 和 
解 案 骨子 で 損害 と 認め られ な か っ た 経費 に つい て 補足 説明 を 行う な ど し て 対応 し た 結果 、 平 成 26 年 
10 月 28 日 、 紛争 解決 セン ター か ら 和 解 案 の 提示 が あり 、 人 件 費 等 に 係る 損害 5, 000 千 円 が 追加 で 認め 
られ 、 和 解 額 案 は 2 億 5, 670 万 円 と な り ま し た 。 (図表 7 -12) 
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図表 7-12 「 和 解 案 」 に お ける 和解 額 (第 一 次 申立 て ) (単位 : FA) 








4 件 371 千 円 を 除き 相当 因果 関 
係 を 認定 。 項 目 毎 端数 切捨て 。 
超過 勤務 手当 64, 740 千 円 の 他 
に 勤務 時 間 内 分 72, 260 千 円 。 





事業 費 等 117, 200 115, 700 114, 700 1, 000 | 98.7% 

















人 件 費 517, 003 141, 000 137, 000 4,000 | 27.3% 






































合 а 634, 203 256, 700 251, 700 5,000 | 40.5% 
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提示 され た 和解 案 に つい て 、 同 年 11 月 11 日 に 東京 電力 が 受諾 の 意向 を 表明 し 、 県 と し て も 、 県 の 
主張 を 十分 に 処 醒 し 、 実 態 に 則 し た 妥当 な 内 容 と 考え られ た こと か ら 、 こ れ を 受諾 し 、 平 成 24 年 度 




















まで の 損害 に つい て 和解 が 成立 し まし た 。 こ の 和解 に より 、 申 立 対象 で ある 平成 23 年 度 及 び 平 成 24 
年 度 分 の 請求 額 に 対す る 賠償 額 の 割合 は 93.19%% と な っ て いま す 。 (図表 7 -13) 














図表 7 -13 平成 23・24 年 度 の 損害 に 係る 請求 額 、 受 領 額 及び 和解 額 の 状況 (第 一 次 申立 て ) (単位 : FA) 











平成 23-24 年 度 分 | 4, 698, 664 | 4, 116, 623 256, 700 4, 313, 323 93. 1% 























県 分 の 審理 終了 を 受け 、 平 成 26 年 10 月 以降 市 町 村 等 の 審理 が 本 格 化 し 、 申 立て を 取り 下げ た 1 団 
体 を 除き 、 平 成 28 年 1 月 上 旬 ま で に 和解 が 成立 し まし た 。 (図表 7 -14) 












































図表 7-14 県 、 市 町 村 、 広 域 連 合 等 の 紛争 解決 セン ター 和解 状況 (第 一 次 申立 て ) (単位 : FA) 
ж 手 県 634, 203 256, 700 40. 5% 

市 町 村 等 816, 373 370, 356 45.4% | # 

| 市 町 村 760, 932 336, 696 44.2% |: 

| 広域 連合 等 | 55, 441 33, 660 60.7% | 10 団 体 和 解 成立 

合 計 1, 450, 576 627, 056 43.2% 























( イ ) 平成 28 年 3 月 申立 て (第 二 次 申 立て ) 分 
平成 26 年 1 月 の 第 一 次 申立 て 以降 に 東京 電力 に 賠償 請求 を 行っ た 平成 25 年 度 及び 26 年 度 分 の 損害 
に つい て 、 県 及び 市 町 村 等 は 、 第 一 次 申立 て に 係る 審理 対応 と 並行 する 形 で 、 東 京 電力 と 直接 交渉 
を 行っ て きま し た 。 し か し 、 東 京 電力 は 、 賠 償 範 囲 を 原則 と し て 政府 指示 等 に 基づき 負担 し た 費用 
等 に 限定 する 方 針 を 踏襲 し て お り 、 直 接 交 渉 で は これ 以上 の 具体 的 な 進展 が 期待 で き な い と 判断 さ 
れ た こと か ら 、 県 及び 市 町 村 等 が 協調 し て 、 紛 争 解 決 セ ンタ ー に 対し 、 平 成 28 年 3 月 に 2 回 目 と な 

る 和解 仲介 の 申立 て を 行う こと と し まし た 。 
この 第 二 次 申立 て で は 、 平 成 28 年 3 月 30 日 に 県 を 含む 33 団 体 が 申立 て を 行い 、4 月 以降 、 2 団体 

が 順次 申立 て を 行っ て いま す 。 (図表 7 -15) 
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図表 7-15 紛争 解決 セン ター 申立 団体 状況 (第 二 次 申立 て ) (単位 : 千 円 ) 





県 194, 529 | 岩手 県 
盛岡 市 、 宮 古市 、 大 船渡 市 、 花 巻 市 、 北 上 市 、 久 慈 市 、 遠 野市 、 


















































































































































関 市 、 陸前 高田 市 、 八幡 平 市 、 奥州 市 、 滝沢 市 、 宇 石町 、 葛巻 町 、 
市 町 村 477,579 | 皇 手 町 、 紫 波 町 、 矢 店 町 、 西 和 人 賀 町 、 金 ケ 崎 町 、 平 泉町 、 住 田町 、| 27 团体 
岩泉 町 、 田 野 畑村 、 軽 米 町 、 九 戸村 、 洋 野 町 、 一 戸町 
apanan 久慈 広域 連合 、 盛岡 ・ 紫 波 地区 環境 施設 組合 、 盛岡 地区 衛生 処理 組 
й 77, 965 | @. 奥州 金ケ崎 行政 事務 組合 、 一 関 地区 広域 行政 組合 、 岩手 沿岸 南 7 団体 
k; 部 広域 環境 組合 、 滝 沢 ・ 雲 石 環境 組合 
計 750, 073 35 団 体 
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第 7 節 東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 の 取組 状況 < 





紛争 解決 セン ター と の 協議 に より 、 損 害 項 目 が 多岐 に わた る 県 の 審理 を 先行 させ 、 論 点 を 整理 し 
て か ら 市 町 村 等 の 審理 を 行う こと と し 、 紛 争 解 決 セ ンタ ー の 指示 の 下 、 県 及び 東京 電力 が それ ぞ れ 
主張 ・ 立 証 を 行い まし た 。 

な お 、 こ の 間 、 申 立て と 併行 し て 、 東 京 電力 と の 交渉 を 継続 し て きた 結果 、 平 成 29 年 7 月 まで に 
東京 電力 が 任意 で 、 和 解 と は 別に 2 億 円 余 の 賠償 に 応じ て いま す 。 
平成 29 年 8 月 15 日 、 紛 争 解決 セン ター か ら 県 に 対し 、 東 京 電力 に 5 千 万 円 余 の 賠償 金 の 支払 い を 
求め る 和解 案 の 骨 子 が 提示 され まし た 。 風評 対策 事業 費 に つい て 全額 が 賠償 対象 外 と され る な ど 、 
不 十分 と 思わ れる 部 分 も ちっ た こと か ら 、 顧 問 弁 護 士 等 に も 相談 の 上 、 協 調 し て 申立 て を 行っ た 市 
町 村 等 の 意見 を 確認 し な が ら 、 和 解 案 骨 子 で 損害 と 認め られ な か っ た 経費 に つい て 補足 説明 を 行う 
な ど し ま し た が 、 平 成 29 年 10 月 20 日 、 紛 争 解 決 セ ンタ ー か ら 、 和 解 案 骨子 と 同じ 内 容 の 和解 案 が 提 
示さ れ ま し た 。 (図表 7 -16、 7-17) 





































































































図表 7-16 あっ せん 申立 て の 議決 額 と 和解 額 の 関係 (第 二 次 申立 て ) (単位 : HA) 
































381, 226 206, 900 50, 300 257, 200 67. 5% 








図表 7-17 和解 額 算定 の 考え 方 (第 二 次 申立 て ) 





























































































































































































aa, RIER BO ANER, MEDO IRENE 
CART | ирис йв, ER LOTO Ot E PEEB O R NT 
ーー ンー нева са оі, Вано. ге 
部 賠償 可 иса ЗЕЕ ЗЕР, глет ШУН ВАСЯ 
— 県 産品 等 の 風評 対策 事業 費 、 東 京 電力 へ の 損害 賠償 請求 に 係る 費 
全額 購 償 不可 | 用 、 除 染 に 使用 し た トラ クタ ー の 修繕 費用 、 狩 独 税 の 減収 額 oTe 
合 計 50, 300 FH 

















和解 案 に つい て は 、 平 成 29 年 11 月 10 日 に 東京 電力 が 受諾 の 意向 を 表明 し まし た 。 

県 と し て も 顧問 弁護 士 に 相談 する 等 し て 検討 し た 結果 、 和 解 案 に お いて 和解 の 効力 が 和解 金額 を 
超え る 部 分 に は 及ば ず 、 別 途 損害 賠償 請求 を する こと を 妨げ な いこ と と され て お り 、 周 償 請 求 権 を 
放棄 する も の で は な いこ と 等 も 考慮 し て 、 受 諾 する こと が 適当 と 判断 し 、 県 議会 12 月 定例 会 で の 議 
決 を 経て 、 平 成 30 年 1 月 10 日 に 和解 が 成立 し まし た 。 

この 和解 に より 、 申 立 対象 で ある 平成 25 年 度 及 び 平 成 26 年 度 分 の 請求 額 に 対す る 賠償 額 の 害 
96.0% と な っ て いま す 。 (図表 7 -18) 
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図表 7-18 県 の 平成 25・26 年 度 の 損害 に 係る 請求 額 、 受領 額 及 び 和 解 額 の 状況 (第 二 次 申 立て ) (単位 : FA) 
























平成 25-26 年 度 分 | 6, 007, 578 5, 714, 341 50, 300 5, 764, 641 96. 0% 














県 分 の 審理 終了 を 受け 、 市 町 村 等 の 審理 が 本 格 化 し 、 各 団体 に お いて 紛争 解決 セン ター か ら の 照 
会 等 に 対応 し て いま す が 、 平成 30 年 3 月 末 現 在 、 和 解 成立 に 至っ た 団体 は まだ あり ませ ん 。 県 で は 、 
県 の 審理 状況 や 他 の 都 道 府 県 の 和解 事例 な ど に つい て 情報 共有 し な が ら 、 市 町 村 等 と 連携 し て 対応 
аа веера аа 
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原子 力 損 害 の 賠償 に 関す る 法律 (昭和 36 年 法律 第 147 5. 以下 「 原 賠 法 」 と いう 。) は 、 原 子 力 損害 ※ が 
生じ た 場合 の 損害 賠償 に 関す る 基本 的 制度 を 定め て いま す 。 今回 の 事故 に お いて 適用 され る 主 な 原 賠 法 の 規 
定 は 次 の と お り で す 。 

※ 原子 力 損害 : 原発 事故 が 発生 し た 場合 に 、 通 常 生 じ し る と 考え られ る 範囲 の 損害 。 





























































































































Ф 東京 電力 は 無 過 和 失 ・ 無 限 責 任 を 負う ( 原 賠 法 第 3 条 第 1 項 ) 
東京 電力 等 の 原子 力 事 業者 が 、 原子 炉 の 運転 等 に より 原子 力 損害 を 与え た 際 の 損害 賠償 責任 に は 、 通 
常 と は 異な り 過 和 失 を 要件 と し て いま せん ( 無 過 失 責 任 )。 ま た 、 特 に 賠償 の 上 限 が 定め られ て いな いこ 
と か ら 和 無限 責 任 を 負い ます 。 
② 東京 電力 は 免責 され な い ( 原 賠 法 第 3 条 第 1 項 た だ し 書 ) 
原発 事 逆 が 「 異 常に 巨大 な 天災 地変 еа の 賠償 責任 は 免責 され ます 。 
し か し 、 東 日 本 大 震 災 津 波 は こ ага 巨大 な 天災 地変 」 に は 当たら な いと され 、 ま た 、 和 福島 県 及び 
ри аа ое ив と な どか ら 、 今 回 の 原発 事故 の 場 
合 は 免責 され な いも の と され て いま す 。 
た だ し 、 そ の 責任 の 範囲 に つい て は 、 加害 者 で ある 東京 電力 と 被害 者 と の 間 で 、 見 解 の 相違 が 認め ら 
れ ま す 。 
© кто a и, 
АЕО ЕС ВУ СЕ СВЕСНО 5. ИВЛ. АЗ ат ФЕ АЎ 
針 の 策定 に 係る 事務 を 行わ せる 原子 力 損害 賠償 紛争 審査 会 が 、 文 部 科学 省 に 設置 され まし た 。 紛争 解 決 
セン ター は 、 こ の 審査 会 の 中 に 置か れ て いま す 。 
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原子 力 損害 賠償 制度 の 概要 (出典 : 文部 科学 省 ホ ー ム ペー ジ ) 


損害 額 
事業 者 免責 


原子 力 損害 賠償 原子 力 事業 者 に よる 負担 
јарана (канн. ня. зар (無限 責任 









È tt 
(+ ëmzgosrsummoga] | ОНЕ 
Ед BROR 
1200189 
| 及び 援 害 の 拡 
(以内 で 政令 で 定め る 額 ) 大 の 防止 の た 
PERENE | 


= 民間 保険 契約 | 政府 補償 契約 
文部 科学 大 臣 aii (+= imita) [оао mamimu, 


一 般 的 な 事故 ЊЕ. а. ЖЖ ーー я 


原子 力 事 業者 ( 無 過失 豆 任 ・ 喜 任 集中 ) 


任命 








原子 力 損害 賠償 | 原子 力 損害 の 範囲 等 の 判定 指針 
紛争 審査 会 和解 の 仲介 (ADR) 


! 【 中 間 指 針 と は 】 
! 平成 23 年 8 月 5 日 、 原 子 力 損害 賠償 紛争 審査 会 (上 記 ③ 参 照 ) が 、 x EJ) 上 DREE 
! に 関す る 円 滑 な 話し 合い と 合意 形成 を 促す た め に 策定 し た 「 東 京 電力 株 式 会 社 福 島 第 一 原子 力 発電 所 事故 
! に よる 原子 力 損害 の 男 囲 の 判定 等 に 関す る 中 間 指 針 」 の こと で す 。 

1 中間 指 針 は 被害 者 と 東京 電力 と の 自主 的 な 解決 の た め の 一 般 的 な 指針 で あり 法 的 な 拘束 力 は あり ませ ん が 、 中 
1 間 指 針 は 加害 者 の 東京 電力 で も 賠償 対象 と し て 認め る と 思わ れる 損害 を 類型 化し た も の で あり 、 実 際 に 東京 電 
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1 
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間 指 針 に 明記 され た 損害 に つい て は 、 基 本 的 に 賠償 対象 と し て 対応 し て いま す 。 

し か し 、 中 間 指 針 に 明記 され な か っ た 損害 で あっ て も 賠償 対象 と な る 場合 が ある こと が 中 間 指 針 自体 に 明記 さ 
れ て いる に も か か わら ず 、 東 京 電力 は 中 間 指 針 に 明記 され て いな いこ と な ど を も っ て 、 中 間 指 針 を 理由 に 賠償 を 
拒む 例 が 認め られ ます 。 
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第 7 節 東京 電力 に 対す る 損害 賠償 


請求 の 取組 状況 < 





エ 下水 道 事業 の 請求 ・ 支 払 状況 
原発 事故 以来 、 流 域 下 水道 施設 か ら 排 出さ れる 脱水 汚泥 や 焼却 灰 等 を 処分 する た め に は 、 放 射 性 物 
の 影響 に より 追加 的 費用 が 必要 と な っ て いま す 。 こ れ に つい て 、 東 京 電 力 か ら 示 され た 「 下 水道 事 
に 対す る 賠償 基準 」 に 従い 損害 賠償 請求 を 実施 し て いま す 。 
平成 23 年 度 分 か ら 平成 28 年 度 分 まで に お ける 損害 賠償 請求 に つい て は 、 
の 全額 が 支払 われ まし た 。 平 成 29 年 度 以降 の 損害 に つい て も 、 引 き 続き 賠償 請 
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図表 7 -19 の と お り 請 求 
求 を 行っ て いき ます 。 
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図表 7 -19 下水 道 事業 損害 貼 償 請 





Ж . s 《单位 : 円 ) 






































































































































































































































анале 2,819,845 | 2, 819, 845 
ELEI , ht ЭЗ “с. ノミ リー `Ë => 
H24.11. 8 x 焼却 灰 等 の 保管 ・ 処 分 に 係る 追加 28, 165, 282 | 28, 165,282 | H25.3.8 | H23 年 度 分 
а й 30, 985, 127 | 30, 985, 127 
放射 線 測定 費用 1, 528, 800 | 1, 528, 800 
H26. 2.27 | 汚染 汚泥 ・ 焼 却 灰 等 の 処分 に 係る 追加 的 費用 | 17, 399, 393 | 17, 399, 393 | H26. 5.16 | H24 年 度 分 
£ Я 18, 928, 193 | 18,928, 193 
放射 線 測定 費用 1, 146, 600 | 1, 146, 600 
H26. 9.17 | 汚染 汚泥 ・ 焼 却 灰 等 の 処分 に 係る 追加 的 費用 | 17, 909, 606 | 17, 909, 606 | Н26. 11.21 | H25 年 度 分 
合 計 19, 056, 206 | 19, 056, 206 
放射 線 測定 費用 1, 109, 160 | 1, 109, 160 
H27.10.2 汚染 汚泥 ・ 焼 却 灰 等 の 処分 に 係る 追加 的 費用 | 14, 077, 075 | 14, 077, 075 | H27.12.28 | H26 年 度 分 
合 й 15, 186, 235 | 15, 186, 235 
放射 線 測定 費 / 589, 680 589, 680 
H28. 11. 21 - - H28.12.27 | H27 年 度 分 
合 計 589, 680 589, 680 дш 
放射 線 測定 費 / 603, 720 603, 720 
Hea; lanan е I H30.1.31 | H28 年 度 分 
合 計 603, 720 603, 720 А 
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第 3 章 平成 30 年 度 に 実施 する 対策 等 


平成 30 年度 に 実施 する 対策 等 


画 第 1 節 放射 線量 等 の 測定 に 関す る 取組 





当初 予算 額 41, 874 +H 57, 391 FA А 15, 517 Е 


※ 予 算 額 は 他 の 分 野 と 内 容 が 重複 する 事業 を 含め て 合計 し た 金額 で す 。 
Шш 主 な 取組 
е 県 民 の 健康 と 安全 を 守る た め 、「 原 子 力 発電 所 事故 に 伴う 放射 線量 等 測定 に 係る 対応 方 針 」 に 基 づ 
き 、 市 町 村 等 と 連携 し な が ら 、 県 内 全域 で きめ 細か な 測定 を 行い 、 測定 結果 を 県 ホー ムペ ー ジ 等 を 通 
じ て 県 民 等 へ 速やか に 情報 提供 し ます 。 
е 原発 事 故 に よる 生活 環境 へ の 影響 を 把握 する た め 、 モ ニタ リン グ ポ スト 10 箇所 に お ける 24 時 間 体 
制 で の 放射 線量 の 測定 や サー ベイ メー タ に よる 県 内 の 代表 的 な 55 地点 の 放射 線量 の 定期 的 な 測定 に 
加え 、 県 立 学校 や 県 立 病 院 な ど 県 有 施 設 の 放射 線量 を 定期 的 に 測定 し ます 。 
Ф 水道 水 、 雨 水 や らち りな どの 降下 物 な どの 放射 性 物質 濃度 も 定期 的 に 測定 し ます 。 
е 各 広 域 振興 局 及び 教育 事務 所 等 に 配備 し て いる サー ベイ メー タ の 市 町 村 等 へ の 貸出 を 行い 、 放 射線 
量 測定 を 支援 し ます 。 


























































































































































































































































































































国平 成 30 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (放射 線量 等 の 測定 ) 


задан 原発 事故 に よる 本 県 の 放射 性 物 
дры 質 に よる 影響 を 把握 する た め 、 本 
BAE eF 環境 生活 部 А 13,454 | 県 独自 に 放射 線量 等 の 測定 調査 
強化 費 を 含む 。) を 実施 し 県 民 等 へ 情報 提供 する こ 
含む 。 と に より 、 安 心 ・ 安 全 に 資す る も の 
U 華 業 用 水 及び 脱水 汚泥 の 放射性 
kau kaun tuku, 物質 濃度 の 測定 を 行う も の 
тат I 県 立 学校 に お ける 空間 線量 率 の 
s 測定 、 学 校 給食 食材 等 放射 性 物 
損 濃 度 の 測定 を 行う も の 
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第 2 節 放射 線量 等 の 低減 に 関す る 取組 < 


第 2 節 放射 線量 等 の 低減 に 関す る 取組 





Ш 予算 額 


当初 予算 額 13, 150 千 円 14, 912 FH А 762 FH 


※ 予 算 額 は 他 の 分 野 と 内 容 が 重複 する 事業 を 含め て 合計 し た 金額 で す 。 
E 主 な 取組 
Фе [放射 線量 低減 に 向け た 取組 方 針 」 に 基づき 、 前 年 度 に 引き 続き 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 
定め る 重点 調査 地域 と し て 指定 を 受け た 一 関 市 、 奥州 市 及び 平泉 町 に つい て 、 放 射線 の 影響 を 受け や 
すい と され る 子ども の 健康 を 重視 する 観点 か ら 、 県 立 学校 等 の 放射 線量 の 定期 的 な 測定 を 行い 、 そ の 
結果 、 低 減 措 置 実施 の 目安 で ある 毎時 1 マイ クロ シー ベル ト を 超え た 場合 に は 、 除 染 等 の 低減 措置 を 
ha U E. 
е 市 町 村 等 の 円 滑 な 低減 措置 等 の 実施 を 支援 する た め 、 除 染 等 の 費用 の 補助 を 行う と と も に 、 放射 性 
物質 に 汚染 され た 農林 業 系 副産物 の 焼却 処理 の 技術 的 支援 や 道路 側溝 汚泥 の 一 時 保管 設備 設置 費用 
の 補助 な ど を 行い ます 。 













































































































































































































































































国平 成 30 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (放射 線量 等 の 低減 ) 


市 町 村 に よる 円 滑 な 除 染 を 推進 す 
る た め 、 除 染 等 に 要する 費用 に つ 
放射 線 対策 費 環境 生活 部 いて 補助 する と と も に 、 県民 に 対し 
て 放射 線 に 対す る 理解 を 深め る た 
め 基 礎 知識 を 普及 啓発 する も の 

放射 性 物質 に 汚染 され た 道路 側溝 
汚泥 の 処理 を 推進 する た め 、 重 点 
放射 性 物質 汚染 廃 調査 地域 に 指定 され た 県 南 3 市 町 
棄 物 処理 円 滑 化 事 | 環境 生活 部 が 道路 側溝 汚泥 の 一 時 保管 設備 
設置 する 場合 (国庫 補助 事業 対 
象 外 に 限る ) に 、 そ の 経費 に 対し て 
一 部 を 支援 する も の 
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第 3 章 平成 30 年 度 に 実施 する 対策 等 


Ш 第 3 節 県 産 食 材 等 の 安全 確保 に 関す る 取組 


Ш 予算 額 


当初 予算 額 855, 161 千 円 935, 133 千 円 А 79, 972 FA 


※ 予 算 額 は 他 の 分 野 と 内 容 が 重複 する 事業 を 含め て 合計 し た 金額 で す 。 





E 主 な 取組 

е 消費 者 に 安全 な 県 産 食 材 等 を 供給 し て いく た め 「 県 産 食 材 等 の 安全 確保 方 針 」 等 に 基づき 、 市町村 
定 関 係 団体 と 連携 し て 、 農 林 水 産物 、 流 通 食 品 、 野 生 鳥獣 肉 、 給 食 食材 の 放射 性 物質 濃度 に つい て 、 
計画 的 に きめ 細か な 検査 を 実施 し 、 結 果 等 を 速やか に 公表 し ます 。 検査 の 結果 、 国 が 定め る 基準 値 を 
超え る 放射 性 物質 が 検出 され た 場合 は 、 直ちに 出荷 団体 等 に 対し て 出荷 の 自粛 及び 自主 的 な 回 収 を 要 
請 し ます 。 

Ф 市 町 村 、 流通 業者 か ら の 依頼 に 基づい た 販売 目的 の 県 産 食 材 等 の 精密 検査 や 、 市 町 村 と 連携 し た 野 
生 山 菜 、 野 生き の この 全市 町 村 検査 を 継続 し ます 。 

е 改 草 の 放射 性 物質 検査 に よる 利用 自粛 解除 を 進め る と と も に 、 風評 被 害 対策 と し て 市 町 村 が 独自 に 
取り 組む 除 染 や 汚染 牧草 等 の 適正 保管 対策 の 取組 の 支援 を 継続 し ます 。 

Ф 安全 ・ 安 心 な 県 産生 肉 を 供給 する た め 、 農 家 に 対す る 適切 な 飼養 管理 指導 の 徹底 や 、 和 牛 の 出荷 前 検 
査 及 び 県 内 外 に 出荷 され る 県 産生 全 頭 の 牛肉 の 放射 性 物質 検査 を 継続 し ます 。 

Ф 原木 し いた け の 産地 再生 に 向け 、 生産 者 へ の つなぎ 融資 等 の 経営 支援 を 行う と と も に 、 使 用 自粛 と 
な っ た 原木 ・ ほ だ 木 の 処 理 、 新 た な 原木 の 確保 ・ ほ だ 木造 成 、 落葉 層 の 除去 等 ほ だ 場 環境 整備 等 を 支 
ELET, 

Ф 放射 性 物質 に 対す る 消費 者 の 不安 の 払拭 と 県 産 農 林 水 産物 の 販路 回 復 ・ 拡 大 を 図る た め 、 BE + Z 
心 に 係る 消費 者 へ の 情報 発信 等 を 実施 する と と も に 、 市 町 村 や 生産 者 団体 等 が 行う PR 活動 等 を 支援 
LET, 

е 出前 講座 の 開催 等 に より 、 県 産 食 材 等 の 安全 性 を 広く アビ ピー ル す る 取組 を 積極 的 に 展開 する こと に 
より 消費 者 の 安全 ・ 安 心 の 確保 や 風評 被害 の 解消 ・ 防 止 に 取り 組み ます 。 
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国平 成 30 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (県 産 食 材 等 の 安全 確保 ) 











Fen 食 の 安全 ・ 安 心 を 確保 する た め に 、 
о 環境 生活 部 4690 4793 A103 | 食品 の 放射 性 物質 検査 を 実施 し 、 よ 
り 多く の 情報 を 県 民 に 発信 する も の 
食肉 と し て 活用 され る こと が 多く 、 現 
野生 動物 と の 共 N 
[ теи 在 、 出 荷 制限 指示 が 出さ れ て いる 野 
и 環境 生活 部 1,414 1,422 AS Вес устаньце 
й を 実施 する も の 
風評 被害 の 更 な る 払拭 に 向け 、 県 導 
いわ て の 食 と 工芸 | 商工 労働 観 品 の 販路 拡大 、 魅 力 向 上 及び 新た 
魅力 拡大 事業 費 | 光 部 9 38.795 | 415345 | な 購買 層 の 開拓 に つなげ る 取組 を 実 
施す る も の 

















TO 


第 3 節 


国平 成 30 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (県 産 食 材 等 の 安全 確保 ) 


生産 地 証明 等 発 
行事 業 費 


商工 労働 観 
光 部 


円 滑 な 輸出 に 資す る た め 、 証 明 書 の 
迅速 な 発行 が 求め られ る こと か ら 、 
発行 手続 専門 の 期限 付 臨時 職員 を 
配置 する も の 





農業 経営 安定 緊 
急 支援 資金 利子 
補給 


県 産 牛 肉 安 全 安 
心 確立 緊急 対策 
事業 費 


農林 水産 部 


農林 水産 部 


原発 事故 の 影響 で 被害 を 受け た 農 
業者 の 経営 の 早期 安定 化 を 図る た 
め 、 必 要 な 資金 が 円 滑 に 供給 され る 
よう 、 融資 機関 が 行う 農業 経営 安定 
を 急 支援 資金 に 係る 利子 補給 を 実 
施す る も の 

安全 ・ 安 心 な 県 産 牛 肉 の 供給 体制 を 
確立 する た め 、 出 荷 さ れ る 県 産 牛 全 
頭 の 放射 性 物質 検査 の 支援 や 、 消 
費 者 の 不安 解消 に 向け た 広報 活動 
等 を 実施 する も の 





いわ て 農林 水産 
物 消費 者 理解 増 
進 対策 事業 費 


農林 水産 部 


А 27,084 


放射 性 物質 に 対す る 消費 者 の 不安 
の 払拭 と 県 産 農 林 水 産物 の 販路 回 
復 ・ 拡 大 を 図る た め 、 安 全 ・ 安 心 に 係 
る 消費 者 へ の 情報 発信 等 を 実施 す 
る と と も に 、 市 町 村 や 生産 者 団体 等 
が 行う PR 活動 等 を 支援 する も の 





農産 物 放 射 性 物 
質 検査 事業 費 


農林 水産 部 


国 の 通知 等 に 基づき 県 産 農 産物 の 
放射 性 物質 濃度 検査 を 実施 する も 
の 





県 産 畜産 物 の 安全 性 の 確保 と 風評 




















放射 性 物質 被害 
Баса А p " 被害 の 払拭 の た め 、 牧 草 等 の 放射 
農林 水産 部 118,468 138,276 А 19,808 EYUREO ERNE Bs [= es 

等 を 支援 する も の 

特 用 林産 物 の 産地 再生 の た め 、 原 
特 用 林产 物 放射 木 し いた け の 出荷 制限 解除 に 向け た 
性 物質 調査 事業 検査 を 実施 する と と も に 、 消 費 者 の 
費 ( 特 用 林産 物 放 | 農林 水産 部 66.681 60,780 5,901 信頼 を 回 復 する た め 原木 し いた 
射 性 物質 調査 事 sq ew e upa Apya ー 
業 ) け 、 ほぼ だ 木 及 び し い た け 上 原木 、 その 

他 特 用 林産 物 の 検査 を 行う も の 

原木 し いた け 産 地 の 再 生 を 図る た 
наўна А №. EBAR oL RA 
費 ( き の こ 原 木 等 農林 水産 部 60,106 24,576 35,530 及び ほ だ 木 の 処理 や 、 落 葉 層 除去 
処理 事業 ) 等 ほ だ 場 の 生産 環境 整備 を 支援 す 

る も の 

出荷 制限 等 に より 資金 繰り が 悪化 し 
原木 し いた け 経 営 て いる 原木 し いた け 生 産 者 の 経営 を 
緊急 支援 資金 貸 | 農林 水産 部 184,576 190,828 А 6,252 | 支援 する た め 、 集 出荷 団体 が 行う 経 
付 金 営 支援 資金 の 貸付 に 必要 な 原資 を 

貸付 する も の 
特 用 林産 施設 し いた け 生 産 者 の 経営 基盤 の 強化 
体制 整備 事業 費 を 図る た め 、 し いた け 原 木 等 の 生産 
補助 ( 特 用 林産 施 | 農林 水産 部 132.314 147,351 415,037 | 資材 の 導入 や 簡易 ハウ ス 等 の 整備 
設 等 体制 整備 事 を 支援 する も の 
業 ) 

放射 性 物質 に より 安全 な きのこ 原木 

や 新 炭 用材 の 生産 に 影響 を 受け て 
広葉 樹林 再生 実 | a ži いる 広葉 樹林 の 再生 を 推進 する た 
証 事業 費 補助 | 农林 水 产 部 137,790 | 174067) 436277 | 化 採 や 放 身 性 物質 の 濃度 測定 











調査 等 の 再生 に 向け た 実証 的 な 取 
組 を 支援 する も の 





га 


県 産 食材 等 の 安全 確保 に 関す る 取組 < 





第 3 章 平成 30 年 度 に 実施 する 対策 等 


国平 成 30 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (県 産 食 材 等 の 安全 確保 ) 





Я 県 産 水産 物 の 安全 性 確保 と 出荷 制 
rd a 農林 水産 部 限 の 早期 解除 を 目的 と し た 、 水 産物 

の 放射 性 物質 検査 を 実施 する も の 
児童 生徒 放射 線 県 立 学校 に お ける 空間 線量 率 の 測 
対策 支援 事業 費 定 、 学 校 給食 食材 等 放射 性 物質 漂 
度 の 測定 を 行う も の 














855,161 935,133 А 79,972 【 再 掲 】 含 む 
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第 4 節 健康 影響 、 学 校 に 関す る 取組 < 


第 4 節 健康 影響 、 学 校 に 関す る 取組 








※ 予 算 額 は 他 の 分 野 と 内 容 が 重複 する 事業 を 含め て 合計 し た 金額 で す 。 


E 主 な 取組 
е 原発 事 改 に よる 健康 へ の 影響 に つい て 、 住民 に 最も 身近 な 相談 窓口 で ある 市 町 村 が 行う 個別 健康 相 
































二 























е 兄 童 生徒 の 安全 を 確保 し 、 保 護 者 の 不安 を 解消 する た め 、 県 立 学校 に お ける 放射 線量 の 測定 を 行う 


と と も に 、 学 校 給食 食材 等 の 放射 性 物質 濃度 検査 を 行い ます 。 ま た 、 泊 定 機器 を 持た な い 市 町 村 等 か 


ら の 依頼 に よる 給食 食材 等 の 放射 性 物質 濃度 測定 な ど を 行い ます 。 































































































国平 成 30 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (健康 影響 、 学 校 の 対策 ) 





原発 事故 に よる 健康 へ の 影響 に つ 
放射 線 健康 相談 いて 、 住 民 に 最も 身近 な 相談 窓口 で 
等 支援 事業 費 補 | 保健 福祉 部 A45 | ある 市 町 村 が 行う 個別 健康 相談 等 
助 の 事業 に 要する 経費 の 一 部 を 補助 
する も の 

児童 生徒 放射 線 = 県 立 学校 に お ける 空間 線量 率 の 測 
対策 支援 事業 費 42,057 | 定 、 学 校 給食 食材 等 放射 性 物質 濃 
度 の 測定 を 行う も の 


А? 102 【 再 掲 】 含 む 
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第 3 章 平成 30 年 度 に 実施 する 対策 等 


第 5 節 風評 被害 対策 、 情 報 発信 、 普 及 啓 発 、 そ の 他 に 関す る 取組 





Шш 予算 額 


当初 予算 額 639, 067 千 円 653, 587 千 円 全 13, 520 千 円 


※ 予 算 額 は 他 の 分 野 と 内 容 が 重複 する 事業 を 含め て 合計 し た 金額 で す 。 
E 主 な 取組 
Ф 本 県 の 自然 や 風土 、 県 産 食 材 等 県 産品 の 魅力 等 を 各種 媒体 を 通じ て 県 内 外 に 広く PR する こと に よ 
り 、 本 県 へ の 放射 性 物質 の 影響 に よる 風評 を 払拭 し 、 県 産品 等 の 販路 や 消費 、 観 光 客 ・ 教 育 旅行 客 な 
どの 回 復 に 努め ます 。 
Ф 及 射 性 物質 に 対す る 消費 者 の 不安 の 払拭 と 県 産 農林 水産 物 の 販路 回 復 ・ 拡 大 を 図る た め 、 安全 ・ 安 
心 に 係る 消費 者 へ の 情報 発信 等 を 実施 する と と も に 、 市 町 村 や 生産 者 団体 等 が 行う PR 活動 等 を 支援 
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害 の 更 な る 払拭 に 向け 、 県 産品 の 販路 拡大 ・ 魅 力 向上 及び 新た な 購買 層 の 開拓 に つなげ る 取 

組 を 実施 し ます 。 

施設 等 の 放射 線量 測定 や 食品 等 の 放射 性 物質 濃度 検査 の 結果 、 放射 性 物質 に 対す る 基礎 知識 な 

ど を 県 ホー ムペ ー ジ を 広報 誌 な ど を 通じ て 、 県 内 外 の 皆さま に 分 か りや すく 、 タ イム リー に お 知ら せ 

する と と も に 、 県 や 市 町 村 等 の 放射 線 影 響 対策 全般 の 取組 状況 な ど に つい て 、 そ れ ら を まとめ た 「 岩 

手 県 放射 線 影 響 対策 報告 書 」 を 引き 続き 発行 する な ど 、 広 く 情 報 発信 し ます 。 

Ф 放射 線 に 対す る 理解 を 深め る た め の 基 礎 知 識 の 普及 啓発 や 食品 の 放射 性 物質 に 関す る 出前 講座 な 

ど を 実施 し 、 県 民 の 正しい 知識 と 理解 の 向上 を 図り ます 。 

Ф 原発 事故 に よる 放射 線 の 影響 に つい て 、 本 県 と し て 必要 な 対策 を 講じ る た め 、 原発 放射 線 影響 対策 
本 部 員 会 議 を 定期 的 に 開催 し ます 。 ま た 、 市 町 村 等 と の 情報 共有 を 進め 、 連 携 し て 対策 を 講じ て いく 
た め 、 原 発 放射 線 影響 対策 市 町 村 等 連絡 会 議 を 開催 し ます 。 

Фе 。 な お 、 空 間 線 量 率 や 農林 水産 物 の 出荷 制限 等 の 情報 発信 、 東 京 電力 に 対す る 損害 時 
射線 影響 対策 本 部 等 の 業務 に つい て は 、 平 成 30 年 度 か ら 環 境 生活 部 に お いて 、 環 

安心 等 の 関連 する 施策 と 一 体 的 に 推進 する よう 取り 組ん で いき ます 。 
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国平 成 30 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (風評 被害 対策 、 情 報 発信 、 普 及 啓 発 、 そ の 他 ) 


空間 線量 率 や 農林 水産 物 の 出荷 制 

限 等 の 情報 を 広く 発信 する と と も に 、 

東京 電力 に よる 損害 賠償 の 実現 に 

向け た 取組 を 推進 する も の 

市 町 村 に よる 円 滑 な 除 染 を 推進 する 
Б. 除 染 等 に 要する 費用 に つい て 

r 環境 生活 部 | 補助 する と と も に 、 県 民 に 対し て 放射 
線 に 対す る 理解 を 深め る た め 基 礎 知 

識 を 普及 啓発 する も の 

m 風評 被害 の 更 な る 払拭 に 向け 、 県 導 

— A 商工 労働 観 ん 15345 | PORRA, AERUS 

光 部 [ 345 | な 購買 層 の 開拓 に つなげ る 取組 を 実 
施す る も の 


環境 生活 部 


放射 線 影 響 対策 
費 
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第 5 節 風評 被害 対策 、 情 報 発信 、 普 及 牙 発 、 そ の 他 に 関す る 取組 < 


国平 成 30 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (風評 被害 対策 、 情 報 発信 、 普 及 啓 発 、 そ の 他 ) 


いわ て 観光 キャ ン 
ペー ン 推 進 協議 


会 负担 金 


商工 労働 観 
光 部 


県 内 全域 へ の 一 層 の 誘客 拡大 を 図 
る た め 、 地 域 資源 を 活用 し た 観光 地 
づく り の 推進 や 、 観 光 キ ャ ン ペ ー ン に 
よる 情報 発信 を 官民 共同 に より 展開 
する も の 





いわ て イン バウ ン 
ド 新 時 代 戦 略 事 業 
費 


商工 労働 観 
光 部 


529,773 


499,134 


ラグ ビー ワー ルド カッ プ 2019"W、 東 
京 2020 オ リン ピッ ク 、 パラ リン ピッ ク 
競技 大 会 の 開催 、 い わ て 花巻 空港 
へ の 国際 定期 便 就航 等 を 見 据え 、 海 
外 へ の 戦略 的 ・ 効 果 的 な プロ モー シ 
ョ ン を 展開 する と と も に 、 外国 人 観光 
客 の 受入 態勢 の 充実 ・ 強 化 を 支援 す 
る も の 





いわ て 三陸 に 行こ 
う 誘 客 促進 事業 費 


商工 労働 観 
光 部 


三陸 の 様々 な 地域 資源 を 生か し た 
効果 的 な 情報 発信 、 誘 客 活動 等 の 
プロ モー ショ ン や 高 付加 価値 旅行 商 
品 の 造成 支援 等 を 実施 する も の 





国際 観光 推進 事 
業 費 


商工 労働 観 
光 部 


外国 人 観光 客 の リピ ビー ター の 拡大 を 
図る た め 、 歓迎 事業 等 を 実施 する も 
の 





いわ て 農林 水産 
物 消費 者 理解 増 
進 対策 事業 費 【 再 





農林 水産 部 


639,067 





653,587 
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А 27,084 


А 13,520 【 再 掲 】 含 む 


放射 性 物質 に 対す る 消費 者 の 不安 
の 払拭 と 県 産 農 林 水 産物 の 販路 回 
復 ・ 拡 大 を 図る た め 、 安 全 ・ 安 心 に 係 
る 消費 者 へ の 情報 発信 等 を 実施 す 
る と と も に 、 市 町 村 や 生産 者 団体 等 
が 行う PR 活動 等 を 支援 する も の 








第 3 章 平成 30 年 度 に 実施 する 対策 等 


第 6 節 東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 に 関す る 取組 





Ш 予算 額 


E 主 な 取組 


е 原発 事故 に より 4 
な っ て 、 東 京 電力 に 対し 損害 賠償 請求 する と も に 、 東 京 電力 と 各 事 業 の 費用 に つい て 交渉 し 、 早 期 の 
賠償 金 の 受領 を 進め て いき 








E じ た 放射 線 


























影響 対策 費用 に 





















































лт 


す 。 











DR) の 和解 仲介 制度 を 活 






































Ф 商工 ・ 観 光 業 、 農 林 水 産業 な ど # 











当初 予算 額 5, 131 FA 5, 132 FA 


※ 予 算 額 は 他 の 分 野 と 内 容 が 重複 する 事業 を 含め て 合計 し た 金額 で す 。 





つい て 、 市 町 村 、 広 域 連 合 、 一 部 事務 組合 と 一 体 と 















































Фе 東京 電力 や 国 へ の 要請 等 を 行う と と も に 、 必要 に 応じ て 原子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター (原発 A 
1H す る こと な ど に より 、 早 期 の 損害 賠償 の 実現 に 向け た 取組 を 進め ます 。 

























































































守 を 受け た 事業 者 等 に 対し 、 損害 賠償 請求 に 向け た 相談 や 」A グ 









































ルー プ の 損害 賠償 対策 協議 会 な ど へ の 活動 支援 、 東京 電力 や 国 へ の 要請 活動 を 行う な ど 賠 償 金 の 早期 
か つ 確 実 な 支払 い が 行 われ る よう 支援 し ます 。 












































国平 成 30 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 対応 ) 


放射 線 影響 対策 
費 【 再 掲 】 


環境 生活 部 


空間 線量 率 や 農林 水産 物 の 出荷 制 
限 等 の 情報 を 広く 発信 する と と も に 、 
東京 電力 に よる 損害 賠償 の 実現 に 

向け た 取組 を 推進 する も の 





放射 性 物質 農 畜 
産物 被害 調査 事 
業 費 (原子 力 発電 
所 事故 農 畜 産物 
被害 調査 事業 費 ) 





農林 水産 部 
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放射 性 物質 に よる 農 畜産 物 の 被害 
調査 を 行い 、 農 業者 の 損害 賠償 に 向 
けた 取組 を 支援 する も の 








А! 【 再 掲 】 含 む 





第 4 章 




































































































































































































































































各 种 方针 « 




















































































































































































































































































































1 各種 方 針 
原発 放射 線 影 響 対策 の 基本 方 針 (平成 23 年 7 月 策定 ) 
1 基本 的 な 考え 方 
県 は 、 全 力 を 挙げ て 放射 線 影響 に 係る 測定 及び 迅速 ・ 適 切な 公表 を 行う と と も に 、 本 県 へ の 影響 等 を 把握 し 、 的 確 な 対策 を 速やか 
に 講じ る こと に より 、 県 民 の 安全 ・ 安 心 の 確保 及び 風評 被害 の 防止 を 図る 。 
2 測定 
(1) 測定 対象 … 放 射 性 物質 の 影響 は 多岐 に わた る が 、 県 民 の 安全 を 確保 する た め 、 ま ず は 環境 に 対す る 基礎 的 な 影響 を 把握 で きる 
空気 、 飲料 水 、 土壌 等 の 住 環 境 の 調査 を 優先 する 。 特に も 、 Die C сена а 
学校 な どの 教育 施設 等 に お ける 調査 に 重点 的 に 取り 組む 。 加 えて 、 食 の 安全 ・ 安 心 を 重視 する 観点 か ら 農 林 水 産物 の 測定 対象 の 充 
実 を 図る 。 な お 、 放 射 性 物質 が 最終 的 に 集まっ て いく こと が 懸念 され る 汚泥 、 廃 棄 物 等 に つい て も 、 調 査 を 行う 。 
(2) i 5 5 県 南 地域 の 測定 を 優先 する 。 
(3) 測定 体制 … 県 が 現有 する モニ タリ ング ポス ト 、 ゲ ル マ ニ ウム 半導体 検出 器 、 サ ー ベ イメ ー タ を 最大 限 活 用 する ほか 、 速 や か な 機 
器 の 増設 ・ 購 入 を 図る 。 ま た 、 こ れ ら の 機材 を 活用 し 、 測 定 調査 に 必要 な 人 員 の 手当 て を 図る 。 加 えて 、 外 部 機関 へ の 依頼 や 事業 
者 へ の 委託 な ど 、 国 及び 市 町 村 を 含め 関係 機関 ・ 団 体 の 協力 を 得 て 体 制 の 充実 に 努め る 。 
3 迅速 ・ 適 切な 情報 公表 
(1) 公表 時 期 … 測 定 の 実施 又は 検査 結果 の 判明 の 都度 、 速 や か に 公表 する 。 
(2) 公表 内 容 … 測 定 ・ 検 査 結果 に 併せ て 当該 対象 に 係る 国 の 基準 値 等 を ホ す こと と し 、 健康 等 に 対す る 影響 の 可能 性 に つい て 説明 す 
る よう 努め る 。 
(3) 公表 方 法 ・ ホ ー ム ペー ジ を は じ め と する 県 の 広報 媒体 に よる 公表 の ほか 、 報道 機関 に 情報 提供 を 行い 、 県 民 へ の 迅速 か つ 効 果 的 
な 周知 を 図る 。 
4 的 確 な 対策 の 実施 
1) 対策 の 考え 方 … 住 環境 や 農林 水産 物 の 測定 を 実施 する 中 で 、 県 民 の 健康 等 に 影響 が 及ぶ 、 又 は 、 そ の 恐れ が ある 事案 が 判明 し 
た 場合 は 、 速やか に 必要 な 対策 を 実施 する 。 そ の 際 、 学校 な どの 教育 地 設 等 に お ける 環境 整備 や 、 安 全 ・ 安 心 な 農林 水産 物 の 確保 
に 対す る 県 民 の 期待 を 十分 考慮 する 。 
の 放射 線量 の 低減 県 民 の 健康 を 守る た め 、 国 の 方 針 ・ ! 解 や 学術 的 な 知見 に 基づき 、 放射 線量 の 低減 措置 を 講じ る 。 
(3) 風評 被害 の 防止 … 県 民 の 不安 解消 や 風評 被害 の 防止 の た め 、 迅 速 で 分 か りや すい 情報 提供 を 図る 。 ま た 、 報 道 機関 に 対す る 適 
切な 情報 提供 や や 県 の 広報 媒体 等 に より 、 県 民 は も と より 広く 県 外国 外 に 対し て 、 本 県 の 対策 の 周知 に 努め る 。 
4) 県 民 に 対す る 知識 の 普及 啓発 … 県 の 広報 媒体 を 通じ て 放射 線 等 に 関す る 知識 の 普及 を 図り 、 県 民 自ら 取り 組む こと が で きる 対 
応 に つい て は 、 麻 発 を 推進 する な ど 、 県 民 の 理解 の 促進 と 不安 解消 に 努め る 。 
5) 国 と の 関係 … 放 射 性 物質 に よる 汚染 に つい て は 、 国 の 責任 に お いて 解決 すべ きも の で ある が 、 県 と し て は 、 国 の 対応 を 待つ こ 
と な く 、 必 要 な 対策 は 可能 な 限り 実施 する 。 な お 、 国 に 対す る 要請 は 、 継 続 し 、 強 力 に 行っ て いく 。 
5 市 町 村 等 と の 連携 強化 
全 県 的 な 対策 を 推進 する た め 、 市 町 村 等 と 連絡 会 議 を 開催 し 、 調 整 を 行う な ど 、 各 種 関係 機関 ・ 団 体 と の 連携 の 強化 を 図る 。 






































原子 力 発電 所 事故 に 伴う 放射 線量 等 測定 に 係る 対応 方 針 (平成 23 年 8 月 策定 、 平成 24 年 4 月 、 


平成 25 年 4 月 、 平 成 26 























































































































































































































































































































































































































年 4 月 、 平 成 27 年 4 月 、 平 成 28 年 4 月 、 平 成 29 年 4 月 、 平 成 30 年 4 月 改定 ) 
1 基本 的 な 考え 方 
(1) 基本 的 な 考え 方 … 県 は 、 人 と 連携 し 、 測定 
機器 や 体制 を 整備 し 全力 を あげ て 県 内 全域 で きめ 細か な 測定 を 行い 、 多岐 に 渡る 放射 線 の 影響 に つい て 把握 する と と も に 、 県 民 に 
対し 迅速 か つ 効 果 的 な 情報 提供 を 行い 、 оян ао ы», な お 、 こ れ ま で の 取組 状況 を 踏ま え 、 継 続 性 
を 持っ て 放射 線量 等 の 測定 を 実施 する と と も に 、 放射 線量 等 の 変化 や 原発 事故 処理 の 進捗 状況 に 柔軟 に 対応 し 、 放射 線 影響 対策 に 
万 全 を 期す も の と する 。 
(2) 県 と 市 町 村 等 の 役割 分 担 
ア 県 と 市 町 村 等 の 役割 分 担 … 放 射線 量 等 の 測定 に 関す る 、 県 、 市 町 村 (一 部 事務 組合 を 含む ) 及び 関係 団体 等 の 役割 分 担 は 、 測 
定 範囲 、 測 定 対象 及び 測定 体制 等 の 状況 を 総合 的 に 勘案 し つつ 、 県 が 主体 的 に 取り 組み な が ら 市 町 村 等 と 協議 の うえ 決定 する も 
の と し 、 そ の 測定 に 当たっ て は 国 の 協力 を 得 な が ら 市 町 村 等 と 連携 を 強化 し て 行う も の と する 。 
イ 費用 負担 等 … 原 子 力 発電 所 事故 に 係る 放射 性 物質 に よる 汚染 対策 に つい て は 、 国 の 責任 に お いて 行う べき も の で あり 、 県 民 の 
安全 ・ 安 心 を 確保 する た め に 県 及び 市 町 村 等 が 実施 し た 放射 線量 等 の 測定 等 に 係る 費用 に つい て も 、 国 が 負担 すべ きも の で ある 。 
な お 、 こ れ ま で 実施 し た これ ら の 費用 に つい て も 、 過 去 に 遡っ て 国 に 負担 を 求め る 。 
2 放射 線量 等 の 測定 体制 
(1) 放射 線量 等 測定 に 用 いる 機器 
ア 空間 線量 率 等 を 測定 する も の 
(7) モニ タリ ング ポス ト … モ ニタ リン グ ポ スト は 、 ョ ヨウ 化 ナ トリ ウム (№1) の 結 草 を 検出 器 と し て 利用 し 、 大 気 中 の 放射 線量 
(空間 線量 率 ) の うち ガン マ 線 を 連続 し て 測定 する 据え 置き 型 の 装置 で あり 、 極め て 低い 放射 線量 まで 精密 に 測定 する こと が 
で きる 。 屋外 に 置く NaI(T1) シン チレ ーション 式 検出 器 と 屋内 に 置く 測定 器 で 構成 され 、 放 射線 が 検出 器 に 当たる と 検出 器 内 
で か すか な 光 を 発し 、 そ の 光 を 検出 ・ 増 幅 し 、 放 射線 量 と し て 計測 する 。 岩 手 県 で は 、 昭 和 63 年 (1988 年 ) か ら 盛 岡市 に お い 
て 測定 を 行っ て きた が 、 原 発 事 故 を 受け 、 県 内 9 箇所 に 増設 し 、 計 10 箇 所 に お いて 、24 時 間 体 制 で 測定 を 行っ て いる 。 
人 @ 調 査 項目 : 空間 線量 率 (大 気 ) @ 浏 定单 位 : Gy/h (< イ 2m ゲ ルイ 毎時 ) ФЕ; 24 時 間 連 続 測定 
@ 設 置 箇所 : 盛岡 市 (環境 保健 研究 セン ター)、 花 巻 市 (花巻 地区 合同 庁舎 ) 、 奥 州 市 (奥州 地区 合同 庁舎 ) 、 
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関 市 ( 三 反 田 大 気 測定 局 ) 、 大 船渡 市 (大 船渡 地区 合同 庁舎 ) 、 釜石 市 (釜石 地区 合同 庁舎 ) 、 宮古 市 (宮古 市 立 宮古 小学 校 ) 、 
久慈 市 (久慈 地区 合同 庁舎 ) 、 二 戸 市 (二戸 地区 合同 庁舎 )、 滝 沢 市 (岩手 県 立 大 学 ) 計 10 人 箇所 ( 各 1 台 ) 
( イ ) サー ベイ メー タ … サ ー ベ イメ ー タ は 、 放射 性 物質 や 放射 線 に 関す る 情報 を 簡便 に 得る こと を 目的 と し た 、 aes 
射線 測定 器 で 、 一 般 環 境 ( 低 線量 ) の 測定 に 適し た Nal(T1) シン チレ ーション 式 サ ー ベ イメ ー タ と 、 表 面 汚染 等 の 検査 等 
し た GM 計 数 管 式 サー ベイ メー タ (いわ ゆる ガイ ガー カウ ンタ ) が ある 。 本 県 で は 、 地 表 付 近 の 空間 線量 率 等 の 測 а, 
主 に NaI(T1) シン チレ ーション 式 サ ー ベ イメ ー タ を 使用 し て いる 。 
Ф Nal(TI) シン チレ ーション サー ベイ メー タ …* 検 出 器 の 仕組 み は モ ニタ リン グ ポ スト と 同様 で ある が 、 測 定 し た 結果 の 正確 
さ で は モニ タリ ング ボス ト の 方 が 優る 。 
© GM 計 数 管 式 サー ベイ メー タ (ガイ ガー e x … ガ ンマ 線 に 加え て ベー タ 線 も 測定 する た め 、 表 面 汚染 の 測定 に 向 
いて いる 。 た だ し 感度 が 低く 、 空 間 線 量 の 測定 に は 適さ な い 。 
EARE : 空間 線量 率 (大 気 ) 測定 単位 el («пу ЕЕ) и Gy/h (マイ 2n ゲ ルイ 毎時 ) 
⑧ 測 定時 間 : 1 ヶ所 当たり 概ね 5 分 
EmA : ①NaI (Т1) シン チレ ーション 式 サ ー ベ イメ ー タ 30 台 ②GM 計 数 管 式 サー ベイ メー タ ІБ 
( ウ ) 積算 線量 計 … 積 算 線量 計 に は 事業 所 敷地 境界 及び 周辺 地区 に 設置 し 、 環 境 中 の 放射 線 を 3 ヶ月 間 に 受 けた 空気 吸収 線量 の 積 
算 量 と し て 測定 する も の と 、 放 射線 作業 従事 者 等 が 一 定 の 作業 期間 に 受 1 ie ае "ks |] 定 す る も の が ある 。 
⑧ 調 査 項 目 : 空間 線量 率 (大 気 ) @ 測 定 単位 : gg Sv (Iny У) 調査 時 間 : 作業 期間 に 
@ 配 備 和 所 : 県 南 広域 振興 局 (10) 他 #14817 
イ 放射 性 物質 濃度 を 測定 する も の 
( ア ) ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 … ゲ グル マニ ウム 半導体 検出 器 は 、 ゲル マニ ウム の 結晶 を 検出 器 と し て 利用 し た も の で 、 試料 中 の 
放射 性 物質 の 種類 と 量 を 測定 で きる 。 ガ ンマ 線 を 放出 する 放射 性 物質 は 、 物 質 ご と に 決ま っ た エネ ルギー を 放出 する た め 、 そ 
の 試料 か ら 放 出さ れる ガン マ 線 の エネ ルギー の 種類 と 強 さ を 計測 する こと で 、 ど の よう な 放射 性 物質 が どれ くら い 含 まれ て い 
る か を 測定 する 。 
⑧ 調 査 項目 : 水道 水 、 土 壌 、 食 品 等 @ 測 定 単 位 Ва (ベク レル ) Ф ай: 1 品目 の 測定 に は 概ね 1 時 間 
@ 配 備 箇所 : 訂 境 保健 研究 セン ター (3) 、 工業 技術 セン ター(1) 計 4 台 
( イ ) Nal (TI) シン チレ ーション スペ クト ロメ ー タ …NaI(T1) シン チレ ーション スペ クト ロメ ー タ は 、 ヨ ウ 化 ナトリウム (№1) の 
結晶 を 検出 器 と し て 利用 し た も の で 、 測定 原理 は ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 と 同様 。 ゲ ル マ ニ ウム 半導体 検出 器 と 比較 し て エ 
ネル ギー 分 解 能 は 劣る た め 、 数 多く の 核種 が 検 由 され る 場面 に は 向 か な い が 、 検 出 問 部 分 を 液体 室 素 で 冷却 する 必要 が な いな 
ど 、 維 持 管 理 が 容易 で ある 。 
人 調査 項目 : 水道 水 、 土 壌 、 食 品 等 豊 測定 単位 Ва (ベク レル ) @ 調 査 時 間 : 概ね 10 分 て 20 分 
人 @ 配 備 箇 所 : 農業 研究 セン ター 畜産 研究 所 (2) 他 計 28 台 
( ウ ) 簡易 測定 器 … サ ー ベ イメ ー タ に 遮蔽 体 な ど 付 属 機器 を 設置 し た も の で 、 付 属 プ ログ ラム に より ガン マ 線 量 を 放射 性 物質 濃度 
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に 換算 し て 測定 する 機器 。 放 射 性 物質 の 種類 ご と の 濃度 は わか ら な い が 、 食 品 な どの 放射 性 物質 濃度 を 簡便 に 測定 で きる 
. : 水道 水 、 土 壌 、 食 品 等 @ 測 定 単位 : Ва (ベク レル ) Фе: 概ね 25 分 て 30 分 
@ 配 備 箇 所 : 農業 改良 普及 セン ター(10) 計 10 台 
(2) 岩手 県 に お ける 測定 機器 の 保有 状況 平成 80 年 4 月 1 日 現在 
測定 対象 ・ 機 器 種別 ш 置場 所 (配置 台数 等 ) e 
盛岡 市 (1) (環境 保健 研究 セン ター、 地 上 14.7m) 
花卷 市 (1) (花巻 地区 合同 庁舎 、 地 上 1.0m (以下 、 同 じ 。) ) 
EDN 奥州 市 (1) (奥州 地区 合同 庁舎 ) 、 一 関 市 (1) ( 三 反田 大 気 測定 局 ) 
大 船渡 市 (1) (大 船渡 地区 合同 庁舎 ) 、 釜 石 市 (1) (釜石 地区 合同 庁舎) 
宮古 市 (1) (宮古 市 立 宮古 小学 校 ) ART (久慈 地区 合同 庁舎 ) 
間 | 二戸 市 (1) (二戸 地区 合同 庁舎 )、 滝 沢 市 (1) (岩手 県 立 大 学 ) 
線 | 各 広 域 振興 局 保健 福祉 環境 部 ( 計 9) (盛岡 (1) + ЗАН (1) - BE) ・ 久 慈 (1) ・ 花 巻 (1)・ 一 
量 | | Ва). ЖЕ (1) ці). Сл) 
— 1 ы 県 南 広 域 振興 局 土 木 部 ( 計 3) (奥州 (1) ・ 一 関 (1) ・ 千 厩 (⑪)) 
Aa | レン チレ ーション [Яне е 50 — (4), AEE EPE FER (2). зев азат), | 3 0 
Я Я | 企業 局 県 南 施設 管理 所 (2) 、 教 育 委員 会 事務 局 保健 体育 課 (1) 
定 | タ |. 各 教育 事务 所 ( 計 6) (盛岡 (1) ・ 中 部 (1) ・ 県 南 (1) ・ 沿 岸 南 部 (1) ・ 宮 古 (1) ・ 県 北 () ) 、 
E Pr (1) 
合 防災 室 Q. 防災 航空 セン ター) 、 県 南 広域 振興 局 保健 福祉 環境 部 (10) 
積算 線量 計 各 広 域 振 興 局 農政 ( 林 ) 部 ( 計 15) (盛岡 ・ 奥 州 ・ 釜 石 ・ 久 慈 ・ 花 巻 ・ 遠 野 ・ 一 関 ・ 宮 古 ・| 48 
大 船渡 ・ 二 戸 計 10 公 所 で 、 配 置 を 特定 せ ず に 使用 。) 県 南 教 育 事 務 所 (18) 
ゲル マニ ウム 半導体 検出 問 | 環境 保健 研究 セン ター(3) 、 工 業 技術 セン ター(1) 4 
県 南 広域 振興 局 農政 部 ( 計 З) (奥州 (1)・ 一 関 (② ) 
б 各 広 域 振 興 局 水産 部 ( 計 3) (久慈 (1)・ 大 船渡 (1) ° 宣 古 (1)) 
性 沿岸 広域 振興 局 農林 部 宮古 農林 振興 セン ター 林 務 室 岩泉 出張 所 (1) 
物 В _ 、_、 | 農業 研究 モ セン ター 畜産 研究 所 (2) 、 林 業 技術 セン ター(2) 、 水 産 技術 セン ター(1) 
質 с ーー зеза ае 0—00) 28 
їх 県 立 高 等 学校 ( 計 3) ( 杜 陵 (1) RATHO) ・ 釜 石 (1) ) 
度 県 立 支援 学校 ( 計 8) (盛岡 視覚 (1) ・ 盛 岡 聴覚 (1)・ 盛 岡 と な ん (1) ・ 盛 岡 峰 南 高 等 (1) ・ 花 
Í 巻 清風 1) ・ 前 沢 明峰 (1) ・ 久 慈 拓 陽 (1) ・ 気 仙 光 陵 (1) ) 
е рай 1⁄2 — (岩手 県 岩 畜 検 査 室 ) (4) 
ая 農業 改良 普及 セン ター( 計 10) (中 央 (2)・ 盛 岡 (1) ・ 八 幡 平 (1) ・ 奥 州 (1)・ 一 関 )・ 大 船 
简易 测定 器 EO- AEO дава). сла) шы 
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ВЕЕ ` 各 种 方针 < 


3 測定 の 体系 
(1) 測定 期間 … 原 発 事故 に よる 放射 性 物質 の 影響 は 長期 間 に 互 る も の と 考え られ る こと か ら 、 国 か ら の 通知 等 も し く は 県 の 判断 に よ 
り 測 定 の 必要 が な く な る まで の 間 、 測 定 を 行う 。 

(2) 測定 地域 県 内 全域 を 対象 と する 。 た だ し 、 こ れ ま で の 滑 定 結果 及び 文部 科学 者 に お いて 実施 し た 航空 機 モ ニタ リン グ (※1) 
及び 走行 サー ベイ (※2) 等 の 結果 を 踏ま え 、 こ れ ら の 測定 結果 が 比較 的 高い 値 を 示す 地域 の 測定 を 優先 する 。 

※1 航空機 モニ タリ ング は 、 地表 面 の 放射 性 物質 の 募 積 状況 を 確認 する た め 、 航空 機 に 高 感度 で 大 型 の 放射 線 検出 器 を 搭載 し 、 
地上 に 鞭 積 し た 放射 性 物質 か ら の ガン マ 線 を 広範 囲 か つ 迅 速 に 測定 する 手法 。 
3⁄2 走行 サー ベイ は 、 走行 し て いる 道路 周辺 の 空間 線量 率 を 連続 的 に 測定 する た め 、 車内 に 放射 線 検出 器 を 搭載 し 、 地 上 に 敬 積 
し た 放射 性 物質 か ら の ガン マ 線 を 詳細 か つ 迅 速 に 測定 する 手法 。 

(3) 測定 内 容 



























































































































































# 定 区 分 FE 体 的 な 定 対 ж 
線量 率 

下 物 ・ 大 気 浮遊 し ん 等 

河川 水 、 海 水 等 

水道 水 

不 特定 多数 の 者 が 利用 する 施設 

学校 等 の 施設 

公園 等 











# |E 





















































н |А ч А мра н Аҹ 





























(3) “农林 水 产物 等 
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(4) 産業 活動 
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業 局 工業 用 水道 
+ 浄水 発生 寺 
(4) 情報 の 公開 … 測 定 結 果 に つい て は 、 原 則 、 県 の ホー ムペ ー ジ 等 を 活用 し て 速やか に 公表 する 。 















































放射 線量 低減 に 向け た 取組 方 針 (平成 23 年 9 月 策定 、 平 成 24 年 4 月 、 平 成 25 年 4 月 改定 ) 

1 基本 的 な 考え 方 

(1) 目的 … 県 が 策定 し た 「 原 子 力 発 電 所 事故 に 伴う 放射 線量 等 測定 に 係る 対応 方 針 」 (平成 23 年 8 月 31 日 原発 放射 線 影響 対策 本 部 ) 
に より 実施 し た 放射 線量 測定 の 結果 等 に 基づき 、 県 が 市 町 村 と 連携 し て 行う 地域 に お ける 放射 線量 低減 の 取り 組み の 基本 と な る 考 
え 方 を し 、 県 民 が 日 常 生 活 に н 
全 ・ 安 心 の 確保 に 資す る 。 

(2) 目標 … 県 民 が 日 常 生 活か ら 受 ける 追加 被ばく 線量 *+ は 、 年 間 1 ミリ シー ベル ト 以 下 を 目標 2 と する 。 
※1 「 追 加 被 ば く 線量 」 と は 、 自 然 被 ば く 線 量 及 び 医 療 被ばく を 除い た 被ばく 線量 を 指す も の 。 
※2 県 民 が 安全 に 暮らす た め 、 県 内 全域 に つい て 目指 すべ き 目 標 を 示し た も の で 、 国 際 放 射線 防護 委員 会 (TCRP) 勧告 等 の 

考え 方 に よる も の 。 

(3) 低減 措置 … 県 民 の 追加 被ばく 線量 の より 一 層 の 低減 を 図る た め 、 放 射線 量 を 低減 する た め の 措 置 (以下 「 低 減 措 置 」 と いう 。) 
を 行う 。 低 減 措 置 に は 、 除 染 の ほか 、 日 常 生 活 の 支障 と な ら な い 場 合 は 、 当 分 の 間 、 立 入 制限 等 の 措置 を 含む も の と する 。 な お 、 
低減 措置 を 実施 する ※ は 、 空 間 線 量 率 が 毎時 1 マイ クロ シー ベル ト 以 上 と する 。 
※ 放射 線 の 影響 を 受け や すい 児童 生徒 等 の 被ばく 時 低減 の た め 、 国 が 示し た 「 学 校 の 校舎 ・ 校 庭 等 の 線量 低減 に つい て 」 (平成 

23 年 8 月 26 日 付け 文部 科学 省 局長 通知 ) に お ける 校庭 ・ 園 庭 の 空間 線量 率 の に 基づく も の 。 

(4) 県 の 役割 … 県 は 、 市 町 村 と 連携 し て 、 追 加 被 ば く 線 量 低減 の 目標 の 達成 に 向け て 総合 的 に 施策 を 推進 する と と も に 、 市 町 村 が 行 
う 放射 線量 低減 に 向け た 計画 的 な 取組 が 円 滑 に 進む よう 必 要 な 支援 を 行う 。 

(5) 国 へ の 要請 … 県 は 、 国 に 対し 次 の と お り 要 請 す る 。 

県 及び 市 町 村 等 が 低減 措置 の 実施 に あたり 要 し た 費用 を 負担 する こと 。 

・ 安 心 の 確保 の た め に 技術 的 支援 を 行う こと 

区 減 措 置 に 伴い 生じ た 土壌 等 及び 廃棄 物 の 保管 場所 の 確保 及び 処分 の 実施 並び に 森林 、 農 地 及び 河川 の 具体 的 な 除 染 の 方 法 等 

の 決定 等 の 必要 な 恒久 対策 を 速やか に 講じ る こと 。 
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2 低減 措置 の 対象 等 

(1) 地域 … 低 減 措置 を 行う 地域 は 、 県 内 全域 と する 。 

(2) 対象 … 低 減 措 置 を 行う 対象 は 、 当 分 の 間 、 県 民 が 日 常 生 活 に お いて 関わ る 箇所 (以下 「 生 活 圏 」 と いう 。) と し 、 そ の 優先 順位 
は 次 の と お り と する 。 び 学校 等 の 施設 ② 不 特定 多数 の 人 が 利用 する 施設 その 他 の 生活 菩 










































































3 低減 措置 の 実施 
(1) 実施 者 … 低 減 措 置 は 、 対 象 仙 所 の 所 有 者 、 管 理 者 又は 占有 者 が 実施 する こと を 基本 と する 。 な お 、 県 民生 活 の 安全 ・ 安 心 を 速 や 
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> 第 4 章 資料 編 | 


に 確保 する 観点 か ら 、 地 域 住民 や 地域 の コミ ュ ニ ティ 及び ボラ ンティア が その 居住 地域 等 で 行う 低減 措置 に つい て も 推奨 する 。 
(2) 実施 方 法 … 実 施 者 は 、 NIS а 国 の ガイ ドラ イン ※ 等 を 踏ま ТРЕЕ, また 、 対 象 ご と に 適切 な 方 
法 で 行う 。 な お 、 空 間 線 量 率 が 毎時 1 マイ クロ シー ベル ト 以 上 の 箇所 が 判明 し た 場合 は 、 速 や か に 低減 措置 を 実施 する も の と する 。 
※ 「 市 町 村 に よる 除 染 s Juma; s ва y O 
「 除 染 関係 ガイ ドラ イン 」 (平成 23 年 12 月 RAA) 
「 放 射 性 物質 に よる 局所 的 汚染 箇所 へ の 対処 ガイ ドラ イン 」 (平成 24 年 3 月 REA) 
「 岩 手 県 放射 線量 低減 マニ ュ ア ル 」 (平成 24 年 3 月 岩手 県 原発 放射 線 影響 対策 本 部 ) 
(3) 支援 … 県 は 市 町 村 と 連携 し 、 実 施 者 に 対し 必要 な 支援 を 行う 。、 な お 、 県 は 、 空 間 線 量 率 が 毎時 1 マイ クロ シー ベル ト 以 上 の 任 
所 を 有する 公共 施設 (学校 等 の 施設 に つい て は 、 私 立 施 設 を 含む 。) に 対し 市 困 村 が 行う 低減 措置 こつ いて 財政 的 支援 を 行う 。 
※ 支援 の 具体 例 
・ 直接 的 支援 … 作 業 に 要する 物品 の 供与 、 測 定 の 実施 、 測 定 器 の 貸与 等 
技術 的 助言 … 低 減 措 置 の 方 法 、 測 定 方 法 の 指導 及び 助言 、 測 定 結 果 評 価 へ の 助言 等 
費用 請求 に 係る 支援 … 原 因 者 か ら 補 償 を 受け る た め の 法 的 ・ 事 務 的 な 助言 及び 情報 提供 



























































































































































































































































48 


4 低減 措置 に より 生じ た 土壌 等 及び 廃 茎 物 の 管理 等 
(1) 土壌 等 … 実 施 者 は 、 低 減 措 置 に 伴い 生じ た 土壌 等 の 保管 場所 を 確保 する と と も に 、 国 の 処分 方 針 が 定まる まで の 間 、 国 の ガイ ド 
ライ ン 等 を 踏ま え 適切 な 方 法 に より 保管 及び 管理 する も の と する 。 な お 、 県 及び 市 町 村 等 は 、 実 施 者 が 行う 保管 場所 の 確保 並び に 
保管 及び 管理 に 協力 する 。 
(2) 廃棄 物 … 実 施 者 は 、 低 減 措 置 に より 生じ た 廃棄 物 (放射 性 物質 に 汚染 され た 土壌 等 を 除く 。) に つい て 、 廃 棄 物 関係 法令 等 ※ に 
従い 適正 に 処理 する 。 
※ 廃棄 物 関 係 法令 等 
・ 廃棄 物 の 処理 及び 清掃 に 関す る 法律 
平成 二 十 三 年 三 月 十 一 日 に 発生 し た 東北 地方 太平 洋 沖 地震 に 伴う 原子 力 発電 所 の 事故 に より 放出 され た 放射 性 こよ る 環 
境 の 汚染 へ の 対処 に 関す る 特別 措置 法 









































































































































5 情報 提供 
県 及び 市 町 村 は 、 自 ら が 公共 施設 に 対し て 行っ た 低減 措置 の 内 容 や 実施 後 の 空間 線量 率 の 結果 等 を 公表 する と と も に 、 県 や 市 町 村 
等 が 支援 し た 低減 措置 の 実施 結果 に つい て も 、 実 施 者 の 協力 を 得 て 、 県 民 に 対し 情報 提供 を 行う よう 努め る も の と する 。 な お 、 情 報 
の 提供 に 際 し て は 、 ホ ー ム ペー ジ 上 へ 掲載 する 等 、 県 民 に 分 か りや すい 形 で 行う も の と する 。 



















































































県 産 食 材 等 の 安全 確保 方 針 (平成 23 年 10 月 策定 、 平 成 24 年 4 月 、 平 成 25 年 4 月 改定 ) 
1 基本 的 な 考え 方 
(1) 目的 … こ の 方 針 は 、 原子 力 発 電 所 事故 に 起因 する 放射 性 物質 の 影響 を 踏ま え 、 県 が 、 県 産 食 材 等 を 対象 と し た 検査 の 実施 や 安全 
な 県 産 食 材 等 を 提供 し て いく た め の 措 置 を 講じ る と と も に 、 農林 漁業 者 の 経営 継続 に 係る 支援 を 行う ほか 、 検査 結果 の 速やか な 公 
表 等 県 産 食 材 等 の 安全 性 に 係る 情報 を 提供 する こと に より 、 消 費 者 の 安全 ・ 安 心 の 確保 と 風評 被害 の 防止 を 図る こと を 目的 と する 。 
(2) 県 産 食 材 等 の 定義 … こ の 方 針 に お いて 、「 県 産 食材 等 」 と は 、 本 県 で 生産 (収穫 ・ 漁 獲 ) され た 農林 水産 物 、 消 費 者 向け に 販売 
の 用 に 供する 食品 (以下 「 流 通 食品 」 と いう 。) 及び 給食 食材 と する 。 











































































































2 生産 環境 の 安全 確保 

県 は 、 県 内 で 生産 され る 農林 水産 物 へ の 放射 性 物質 の 影響 を 回 避 し 、 生 産 環境 の 安全 性 を 確保 する た め 、 次 の 取組 を 行う も の と す 

る 。 

(1) 放射 性 物質 濃度 の 検査 … 別 表 1 の 堆肥 等 に つい て 、 放 射 性 物質 濃度 の 検査 を 実施 する も の と する 。 

2) 利用 自粛 等 の 要請 …() の 検査 の 結果 、 国 の 定め る 指標 等 (農林 水産 省 が 、 UE na тео 
る 観点 か ら 定 め た 値 を いう 。 以 下 同 じ 。) を 超え る 放射 性 物質 が 検出 され た 場合 は 、 直 ち に 関係 事業 者 に 対し 、 こ れ ら の 検査 対象 
と な っ た 堆肥 等 の 利用 、 流 通 及 び 譲 渡 (以下 「 利 用 等 」 と いう 。) の 自粛 を 要請 する も の と する 。 ま た 、 国 か ら 県 に 原子 力 災害 対 
策 特別 措置 法 (平成 11 年 法律 第 156 号 ) に 基づく 指示 が あっ た 場合 は 、 関 係 事業 者 に 対し て 所 要 の 要請 を する も の と する 。 

(3) 利用 自粛 等 の 要請 の 解除 … 利 用 等 の 自粛 の 要請 を 継続 する 状態 が 解消 され た と 認め られ る 場合 又は 国 か ら 解 除 に 係る 指示 が あ 
っ た 場合 は 、 利 用 等 の 自粛 等 の 要請 を 解除 する も の と する 。 

4) 指標 等 を 超え た 堆肥 等 の 適切 な 管理 等 …(1) の 検査 の 結果 、 指 標 等 を 超え た 堆肥 等 に つい て は 、 国 の 指導 等 に 基づき 、 放 射 性 物 
次 濃度 を 低減 さき せる た め の 取 組 並 びに 管理 及び 処分 が 適切 に 行わ れる よう 、 関 係 事業 者 に 対し 要請 する も の と する 。 
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3 県 産 食 材 等 の 安全 確保 
県 は 、 消 費 者 へ 安全 な 県 産 食 材 等 を 提供 する た め 、 次 の 取組 を 行う も の と する 。 
(1) 放射 性 物質 濃度 の 検査 
ア 農林 水産 物 等 の 検査 … 別 表 2 の 農林 水産 物 等 に つい て 、 収穫 ・ 漁 獲 時 期 等 を 考慮 し な が ら 、 主 要 産 地 等 で 試料 を 採取 し 、 生 産 
物 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 を 実施 する も の と する 。 
イ 流通 食品 の 検査 … 流 通 食 品 に つい て 、 計 画 的 な 検査 を 実施 する も の と する 。 ま た 、 食品 衛生 上 の 危害 が 発生 する お それ の ある 
と 認め られ る 場合 に а 上 記 に 関わ ら ず 必要 な 検査 を 実施 する も の と する 。 
ウ 給食 食材 … 給 食 等 に 使用 する 予定 の 食材 に つい て 、 計 画 的 に 放射 性 物質 濃度 の 測定 を 行う も の と する 。 
(2) 出荷 自粛 の 要請 
ア 出荷 自粛 ・ 自 主 回 収 …(1) の 検査 の 結果 、 国 の 定め る 基準 値 (食品 卫生 法 (昭和 22 年 法律 第 233 号 ) 第 11 条 第 1 項 に 基づく 
食品 中 の 放射 性 物質 に 準 信 を いう 。 以 下 同じ 。) を 超え る 放射 性 物質 が 検出 され た 場合 は 、 上 直ちに 出荷 団体 等 に 対 し て 出 
荷 の 自粛 及び 自主 的 な 回 収 を 要請 する も の と する 。 
イ 出荷 制限 … 原 子 力 災 害 対策 特別 措置 法 に 基づき 、 国 か ら 県 に 対す る 出 和 荷 秋 
を 差し 控え る よう 要請 する も の と する 。 
ウ 流通 状況 の 確認 ・ 自 主 回 収 … ア 又は イ の 場合 、 卸 売 市 場 や スー パー・ 小 売店 等 の 食品 関連 事業 者 に 対し 、 当 該 食 材 を 販売 ・ 使 
する こと の な いよ う 要 請 す る と と も に 、 保 健 所 等 の 食品 衛生 監視 員 が 販売 状況 を 確認 する s 4 な お 、 当該 食材 の 販売 ・ 
使用 が 確認 され た 場合 に は 、 直 ち に 店 頭 か асаў а う 、 食 品 関連 事業 者 に 要請 する も の と する 。 
(3) UM 言 の 解除 … 出 荷 自粛 の 要請 を 継続 する 状態 が 解消 され た と 認め られ る 場合 又は 国 か ら 出 荷 制限 の 解除 に 係る 指示 
が あっ た 場合 は 、 出 荷 自粛 の 要請 を 解除 する も の と する 。 
















































































































































































































































































| 限 の 指示 が あっ た 場合 は 、 出荷 団体 等 に 対し て 出荷 
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各 种 方针 < 

















































































































































































































































































































































































































































































































(4) 基準 値 を 超え た 県 産 食 材 等 の 適切 な 管理 …(1) の 検査 の 結果 、 基 準 値 を 超え た 県 産 食 材 等 に つい て は 、 国 の 指導 等 に 基づき 、 営 
理 や 処分 が 適切 に 行わ れる よう 、 аўн ey S 校 等 の 設置 者 に 対し 要請 する も の と する 。 
(5) 基準 値 を 超え た 流通 食品 に 対す る 措置 等 …(1) の イ の 検査 の 結果 、 基 準 値 超過 が 確認 され た 場合 は 、 食 品 衛生 法 に 基づき 、 居 反 
食品 等 に 関す る 回 収 ・ 廃 棄 命令 等 の 危害 を 除去 する た め の 必 要 な 措置 を 講じ る と と も に 当該 情報 の 迅速 な 公表 に 努め る も の と す 
Ar 
4 農林 漁業 者 等 へ の 支援 
県 は 、 放 射 性 物質 の 影響 に より 被害 を 受け た 農林 漁業 者 (以下 「 被 害 農林 漁業 者 」 と いう 。) に 対し 、 次 に 掲げ る 支援 等 を 行う も の 
と する 。 
(1) 経営 継続 に 係る 支援 … 生 産 技術 等 の 助言 指導 、 経営 資金 の 融資 や 安定 生産 に 向け た 取組 に 対す る 補助 な ど 、 被害 農林 漁業 者 が 今 
後 も 経営 を 継続 する た め に 必要 な 支援 を 行う も の と する 。 
(2) sq s аа 請求 に 係る 助言 і 被害 農林 漁業 者 や 関係 団体 が 東京 電力 株 式 会 社 に 対し 損害 賠償 請求 を 
行う 場合 に は 、 こ れ ら の 者 の 要請 に 応じ 、 損 害 賠償 請求 に 係る 助言 等 を 行う も の と する 。 ま た 、 十 分 か つ 迅 速 な 損害 賠償 が 行わ れ 
る よう 、 国 が 責任 を も っ て 必要 な 措置 を 講じ る よう 、 国 に 対し 要望 する も の と する 。 
5 消費 者 へ の 県 産 食 材 等 の 安全 性 に 関す る 情報 提供 
県 は 、 市 町 村 や 関係 団体 と 連携 し て 、 県 産 食材 等 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 結果 や 、 安 全 な 県 産 食 材 等 を 提供 する た め の 取 組 状況 を 
速やか に 公表 する と と も に 、 県 産 食 材 等 の 安全 性 を 広く アピ ー ル する 取組 を 積極 的 に 展開 する こと に より 、 消 費 者 の 安全 ・ 安 心 の 確 
保 や 風評 被害 の 防止 に 向け 取り 組む も の と する 。 
別表 1 
検査 ・ 調 査 対象 品 対象 区 域 実施 時 
生 ふ ん 堆肥 KEDD 300Bq/kg を 超え る 放射 性 物質 濃度 が 測定 され た 市 町 村 随時 
粗飼料 全市 町 村 収穫 時 
農用地 土壌 県 内 全域 (農作物 の 適切 な 生産 管理 に 係る 調査 ・ 研 究 の た め 、 放 射 性 物質 濃度 を 測定 ) 随時 
原木 ・ ほ だ 木 県 内 全域 (全戸 随時 
別表 2 
検査 ・ 調 査 対象 品 対象 区 域 施 時 期 
米 、 DRAA, E, REN KIL BR| 「 検 査 計画 、 出 荷 制限 等 の 品目 ・ 区 域 の 設定 ・ 解 除 の 考え 方 」 (原子 力 災害 対策 本 部 ) な ど 
肉 、 凌 肉 、 鞭 卵 、 特 用 林産 物 、 水 産物 | 国 が 示す 枠組 み に 沿 っ て 設定 
生肉 全市 町 村 (全戸 検査 ・ 全 頭 検査 ) 出荷 時 
原木 生 し いた け 、 原 木 電 し いた け 全戸 検査 出荷 時 
野生 山菜 、 野 生き の こ 全市 町 村 収穫 時 期 
野生 鳥獣 肉 県 内 全域 随時 
※ 検査 対象 品目 に つい て は 、 状 況 を 勘案 し 適宜 拡大 を 図っ て いく こと と する 。 
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> 第 4 章 資料 編 


2 放射 線 影響 対策 に お ける 主 な 動き (平成 29 年 度 ) 


О41 平成 29 年 度 の 県 立 病院 等 に お ける 放射 線量 の 測定 方 針 策定 
0117 農林 業 系 副産物 の 処理 等 に つい て 協議 (一 関 市 ) 
人 @4.28 道路 側溝 汚泥 一 時 保管 設備 整備 (一 関 市 ) 





05.12 平成 29 年度 第 1 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 連絡 会 議 
人 @5.19 農林 業 系 副産物 の 処理 等 に つい て 協議 (住田 町 ) 
5.22 東京 電力 が 自治 体 に 対す る 周 償 案 (H28 年 度 分 ) を 提示 





O61 いわ て グラ フン 平 成 29 年 6 月 号 子ども の 内 部 被ばく 健康 影響 調査 に つい て 掲載 
QO 〇 6.1~6.21 奥州 市 及び 一 関 市 に 所 在 する 県 立 病院 等 (9 施設 ) に 係る 放射 線量 測定 
06.23 平成 29 年 度 第 1 回 原発 放射 線 影 響 対策 本 部 本 部 員 会 議 





00710 東京 電力 に 対す る 第 九 次 損害 賠償 請求 、 市 町 村 ・ 県 幹部 と 東京 電力 幹部 と の 交渉 
0726 農林 業 系 副産物 の 処理 等 に つい て 協議 (岩手 ・ 玉 山 環境 組合 ) 
@7.28 道路 側溝 汚泥 一 時 保管 設備 整備 (一 関 市 ) 





O81 いわ て グラ フン 平成 29 年 8 月 号 野生 きのこ 採り の 留意 点 に つい て 掲載 

人 @8.8 農林 業 系 副産物 の 処理 等 に つい て 協議 (岩手 中 部 広域 行政 組合 ) 

画 8.15 原子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター が 和解 案 骨 子 を 開示 

口 8.23 野生 の 山菜 や きのこ 、 野 生 鳥獣 肉 な どの 出荷 制限 解除 に つい て 、 実 態 に 即 し た 現実 的 な 解除 要件 と する 等 の 柔軟 な 対応 を 行う よう 全国 知事 会 
東日本 大 震 災 復興 協力 本 部 か ら 復興 庁 に 対し 、「 東 日 本 大 震 災 か ら の 復興 を 早期 に 成し遂げ る た め の 提 言 」 に より 要請 





O9.1—9.22 県 立 病院 等 ( 全 36 施設 ) に 係る 放射 線量 測定 
094 平成 29 年 度 第 1 回 原発 放射 線 影響 対策 市 町 村 等 連絡 会 議 





〇 10.1 いわ て グラ フン 平成 29 年 10 月 号 生活 空間 の 放射 線量 に つい て 掲載 
©1012 農林 業 系 副産物 の 処理 等 に つい て 協議 (岩手 ・ 玉 山 環境 組合 ) 

Шш 1020 原子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター が 和解 案 を 開示 

010.20 平成 29 年 度 岩手 県 放射 線 内 部 被ばく 健康 影響 調査 の 参加 意向 確認 
〇 10.31 平成 29 年 度 第 2 回 原発 放射 線 影 響 対策 本 部 連絡 会 議 





$1110 東京 電力 が 原子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター の 和解 案 を 受諾 する 旨 を 表明 
О1128 12 月 定例 会 へ 和解 の 議案 を 提案 
O11.28 岩手 県 放射 線 内 部 被ばく 健康 影響 調査 事業 の 終了 決定 





0121 いわ て グラ フン 平成 29 年 12 月 号 県 産 食 材 な どの 放射 性 物質 濃度 検査 に つい て 掲載 
O12.1~12.26 奥州 市 及び 一 関 市 に 所 在 する 県 立 病院 等 (9 施設 ) に 係る 放射 線量 測定 

012.11 12 月 定例 会 に お いて 、 和 解 に 係る 議案 が 可決 

人 @12.19 農林 業 系 副産物 の 処理 等 に つい て 協議 (一 関 市 ) 

О1220 流域 下水 道 の 平成 28 年 度 分 の 放射 線 測定 費用 に つい て 東京 電力 に 対し 損害 賠償 請求 





ОФ 110 原子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター の 和解 案 に 基づき 、 県 と 東京 電力 が 和解 契約 を 締結 
@1.25 農林 業 系 副産物 の 処理 等 に つい て 協議 (一 関 市 ) 











〇 3.1 いわ て グラ フン 平成 30 年 3 月 号 野生 山菜 を 採取 する 際 の 留意 点 に つい て 掲載 
O 〇 3.1~3.28 県 立 病院 等 ( 全 36 施設 ) に 係る 放射 線量 測定 
03.26 平成 29 年 度 第 2 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 本 部 貞 会 議 
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県 内 55 地点 の 測定 結果 < 


3 県 内 55 地 点 の 測定 結果 
(1) サーベイメータ ー に よる 地表 付近 の 放射 線量 率 の 測定 結果 (平成 30 年 3 月 ) 





































































































































































































































































市 町 村 | 种 測定 結果 Ги Sv/h] 
别 测定 场所 所 在 地 测定 日 (地上 か ら の 高 さ ) 備考 | 測定 実施 機関 
地区 1m 50cm 5cm 
amr 12000 盛岡 市 内 丸 12-2 3 月 7 日 | 0.03 0.03 003 | #859 | 大 
Ф | 渋民 運動 公園 盛岡 市 玉山 区 川崎 字 川 崎 1-1 | 3 月 7 日 | 001 0.02 0.02 積雪 あり | 保健 福祉 環境 部 ) 
合同 庁舎 = E 
花巻 市 Ф | 花巻 地区 合同 庁舎 花巻 市 花城 町 1-41 3 月 6 日 0.04 0.04 0.05 積雪 あり 本 
Ф | 大 堀川 プロ ム ナ ー ド 花巻 市 吹 張 町 3 月 6 日 0.05 0.05 0.05 積雪 あり jo 
北上 市 Ф | 北上 地区 合同 庁舎 北上 市 芳 町 2-8 3 月 6 日 0.04 0.04 0.04 積雪 あり 
KRE Ф | 奥州 市 役所 本 庁舎 H 市 水沢 区 大 手 町 1-1 i 0.06 積雪 あり 
“То | 鹿 和徳 公園 奥州 市 水沢 区 佐倉 河 字 鹿 徳 29-2 Ї 040 | 積雪 あり 
Ф | 江刺 総合 支所 奥州 市 江刺 区 大 通り 1-8 А 0.05 積雪 あり 
② | 中 央 運動 公園 奥州 市 江刺 区 岩谷 堂 字 松 長根 2 i 0.08 積雪 あり 
Ф | 胆沢 総合 支所 奥州 市 胆沢 区 南都 田 字 加賀 谷地 270 і 0.05 積雪 あり 
奥州 市 Ф | 紫陽 花 ロー ド 展 望 台 奥州 市 胆沢 区 小山 字 台 279-1 ў 0.06 積雪 あり 
Ф | 前 沢 総合 支所 奥州 市 前 沢 区 字 七 日 町 裏 71 積雪 あり 県 南 広域 振興 局 
ШО Да аА В = АЕ (保健 福祉 環境 部 ) 
前 沢 区 жава 積 
© | 南 前 沢 グリ ー ン パー ク | 奥州 市 前 沢 区 宇高 畑 215 НЕ ни 
積雪 あり 
забі Ф | 衣川 総合 支所 H 市 衣川 区 古 戸 420 積雪 あり 
[о | 木 の か お り 公 園 則 市 衣川 区 古 戸 48-3 積雪 あり 
金ヶ崎 町 [9 金ケ崎 町 役場 金ケ崎 町 西根 南町 22-1 積雪 あり 
аа @ | 荒巻 公園 金ケ崎 町 西根 北 荒巻 100-2 積雪 あり 
| の | 一 関 市 役所 関 市 竹山 町 7-2 
② | 一 関 運 動 公園 関 市 萩 荘 字 箱 清水 4-2 
й ① | 花泉 支所 関 市 花泉 町 浦 津 字 一 ノ 町 29 
② | 金 流川 河川 公園 関 市 花泉 町 花泉 字 袋 地内 
ilii ① | 東山 支所 ー 関 市 東山 町 長坂 字 西本 町 105-1 
② | 唐 梅 館 総合 公園 ー 関 市 東山 町 長坂 字 西本 町 212 番 1 地 先 
ня Ф | 千厩 支所 関 市 千厩 町 北方 174 
并 市 © | 黄金 山 キャ ンプ 場 関 市 千厩 町 小 梨 字 新 地 地 内 積雪 あり 
= з = 県 南 広 域 振興 局 
РЕ ① | 大 東 支 所 関 市 大 東町 大 原 字 川 内 40 | Ета 
@ | 伊勢 舘 公園 ー 関 市 大 東町 鳥海 字 清水 12 番 外 境 セン ター) 
та Ф | 川崎 支所 関 市 川崎 町 薄 衣 字 諏 訪 前 137 
Ф | 川崎 農山 村 広場 関 市 川崎 町 薄 衣 字 町 裏地 内 
а Ф | 室 根 支所 関 市 室 根 町 折 壁 字 八幡 沖 345 
Ф | 室 根 き ら め き パー ク ー 関 市 室 根 町 折 壁 字 向山 85 
бун ① | 藤沢 支所 ー 関 市 藤沢 町 藤沢 字 町 裏 105 
Ф | ニコ ニコ パー ク 一 関 市 藤沢 町 徳田 字 大 望 沢 37 
平泉 町 @ | 平泉 町 役場 平泉 四 平泉 字 志 光山 45-2 
I Ф) шя 平泉 町 平泉 字 志 羅山 6 
верт Ф [З thik 釜石 市 只 越 町 三 丁目 9-13 
@ | 定 内 と ん が り 公 園 釜石 市 定 内 町 一 丁目 4 積雪 あり | smmkummma 
aI Ф | 大樹 町 役場 大 植 町 上 町 1-3 (保健 福祉 環境 部 ) 
Ф | ふれ あい 運動 公園 大 要 是 小 键 第 22 地 割地 内 積雪 あり 
Ф | 大 船渡 地区 合同 庁舎 | 大 船渡 市 猪 川 町 字 前 田 6-1 
大 船渡 市 | ① | 大 船渡 市 役所 大 船渡 市 盛 町 字 宇 津野 沢 15 
@ 三陸 総合 運動 公園 大 船渡 市 三陸 町 綾里 字 黒 土田 56 1 
== Ф | 陸前 高田 市 役所 陸前 高田 市 高田 町 字 鳴 石 42-5 ў 0.04 (大 船渡 保健 福祉 
陸前 高田 市 ーー 環境 セン ター) 
Ф | 鳴 石 北 公園 陸前 高田 市 高田 町 字 鳴 石 地内 А 0.07 
住田 町 ① | 住田 町 役場 住田 町 世 田 米 字 川 向 96-1 3 月 12 日 0.05 0.04 0.04 
Ф | 住田 町 運動 公園 住田 町 世 田 米 字 川 向 80-1 3 月 12 日 0.06 0.06 0.07 積雪 あり 
Ке ① | 宮古 地区 合同 庁舎 宮古 市 五 月 町 1-20 3 月 13 日 0.07 0.08 0.09 沿岸 広域 振興 局 
宮古 市 ーー (宮古 保健 福祉 環 
Ф | 宮古 児童 相談 所 宮古 市 和 見 町 9-29 3 月 13 日 0.09 0.09 0.10 境 セ ンタ ー) 
久慈 市 Ф | 久慈 市 役所 久慈 市 川崎 町 1-1 ў 0.05 
ый ② | 小鳩 公園 久慈 市 中 町 1 地 割 地内 ў 0.05 積雪 あり 
洋 野 町 | ① | 洋 野 町 役場 洋 野 町 種 市 23-27 3 月 7 日 | 004 005 | 004 аа 
野田 村 Ф | 野田 村役場 野田 村野 田 第 20 地 割 14 3 月 7 日 0.06 0.06 0.06 
普代 村 Ф | 普代 村役場 普代 村 第 9 地 割 銅 屋 13-2 3 月 7 日 0.06 0.06 0.06 
Ф | 二戸 市 役所 金田 一 出張 所 | 二戸 市 金田 一 馬場 80 3 月 12 日 0.08 0.08 0.08 積雪 あり 県 北 広域 振興 局 
二戸 市 浄法寺 グラ ンド Сана аа 回 (二戸 保健 福祉 環 
@ ( 旧 兆 法寺 小学 校 ) 二戸 市 浄法寺 町 上 外野 118-2 | 3 月 12 日 0.02 0.03 0.03 積雪 あり 境 セ ンタ ー) 
注 1 測定 結果 の 欄 に つい て 、 Sv/h は 「 マ イク ロ シ ー ベ ルト 毎時 」 を 表す 
注 2 種別 の 欄 に つい て 、① は 「 庁 舎 等 」、② は 「 公 園 等 」 を 表す 


注 3 測定 結果 の 「*」 は 、 除 染 後 の 地表 付近 を 測定 し た 結果 で ある 。 
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Á _ 
違 二 | 同一 地点 測定 高 の 最 高値 字 っ 0.23 4 Sv/h 以 上 
(2) 汚 柴 状況 重点 調査 地域 に お ける = п" 最低 値 = 積雪 あり 
地表 付近 の 放射 線量 率 測定 結果 の 推移 х =F 
(単位 : Sv/h) 
市 町 | 地区 測定 場所 测定 高 平成 23 年 度 平成 24 年 度 
( 住 所 ) 6 月 | 8A | 9 月 |10 月 |11 月 |12 月 | 1 月 | 2 月 | 3 月 | 4 月 |5 月 | 6 月 | 7 月 |g 月 | 9 月 |10 月 |11 月 |12 月 | 1 月 | 2 月 | 3 月 
奥州 市 役所 100cm 014 013| 013] 0.13f 0098] 011| 013| 012| 012| 012| 010| 009| 009] 010| 010| 009| 008] 0.09 
Ж | は 手 町 - り 50cm 017] 0.16] 017| 015| 015| 014』 олоў 013| 014| 013) 013| 012| 0.11| 011| 010| 010| Oi| 09.10] 009| 009 
я 5cm 0.18} 010] 014] 015| 014| 0.16| 014| 013| 012| 011| 012| 0.13) оло oo09| 0.11 
区 鹿 徳 公園 100cm 025] 025| 0.25| 023] 0.24f 0.20 отт 011] 021| 021| 022| 019| ого] 019| 019 
ERAF) 50cm 027| 027| 0.27| 026] 0.26f 020 012 0.12f 025| 023| ога] 020| 021| 021| 0.21 
5cm 0.28f 022 олз 0.12f 025] 025] 024] 021] 024| 022| 022 0. . 
江刺 総合 支所 100cm 0.12] 012] 0.13] 012] 0.13f ото 0.09f 009| 009] 010| 008| 009| 007| 007| 008| 007| 006| 007| 007| 0.06 
я | 大 通り 1-5) 50cm 0.13| 0.13| 0.14| 0.13| 0.13』 олт 009| 0.10| o11| 009| 009| 009| 008| 008| 009| 008| 007| 007| 007| 007 
м Бот 0.15 042 010] 012] 011] 0.1] 011| 01o| 009| 008| 009| 009| 0.06| 008| 008| оов 
9 ws 100cm| 0.12| 042 0.13 911 006 007| 012| 012| 012| oio| 0.12| 0.11| олт 
É аа 50cm| 0.13| 0.13] 0.14| 0.15] 0.14 011 006 006] 0.14] 013| 043| 0.0] 013| 012| 043 
5cm| 0.14 012 006 006} 0.15| 015| 0.15| 012] 0.14| 013| 015| 0. . 
胆沢 総合 支所 100cm 0.14] 013| 0.11] 013] 013| 042] 0.09f 0.10) 009| 010| 010| 009| 009| 009| 009| 009| 008| 008| 007| 0.08 
ра о ето) 50cm 0.14| 0.13] 012| 013| 015| 09.13] 011l 012| 012| 09.11] 010| 0.10| 010| 0.10| 010| o1o| 008| 009| 008| ооо 
я [Ў 5cm 0.16 013| 014] 014| 012| 011| 014] 011| 0.10| 010| 0.10| 009| 009| 009| 009 
RE n 100cm| 0.17| 047 017| 0.17f 014 ооо 009| 015| ота] ола 014| 014] 014| 043 
州 区 紫陽花 ロ ー ド 展望 台 50cm 017| 017] 014 олоў 0.10| 0.16| 015| 0.15] 0.6] 0.16| 016| 0.14 
市 zas 5cm 018| 019] 015 011] o4o| 017| 0.6] 015| 018| 018| 017| 015| o. . 
ара 100cm ога] 021| 021| 021| 020| 0491 014| 016| 016| 017| 016| 015| 012| ола 013| 014| 011| 042] 010| 012 
NR 50cm 026| 023| 0.24| 022| 0.23| 021| 017| 0.18| 018| 019| 018| 0.15] 013| 015| 014| 0.14| 012| 013| 012] 043 
5cm 0.30 0.29| 022] 025| 0.22| 021| 021| 018| 016| 0.17| 016| 017| 015| 015| 013| 045 
前 草地 100cm| 0.39 039| 037] 0.38| 0.37f 0.20 017] 034| 034| 032| 030| 029| 027| 027| 0.26f 0.24 021 017] 0.24 
вп (аа | m 0.42| 040] 040| 038] 0.39| 037] 020 018] o38| 035] 034| 032| 031| 029| 028| 0.27f 025 0.21 017] 025 
区 | リ ン パ ク 5cm| 040 036| 0.39| 038] 019 018 032| 0.32| 034| 027| 025] 029| 025] 026 019 017] 026 
(宇高 畑 215) | グラ ウン ド С 
(REE) ы 
Cm 
衣川 総合 支所 100cm 023| 022| 020| 0.20] 022| 0.20] 017| 0.17] 0.18| 0.17] оте] 0.15| 015| 011] 011| 0.12| оло] оло 010| 0.10 
ж ёнаў, 50cm 026| 024| 021| 022| 0.24| 021| 021| 0.19] 019| 020| 018| 0.16| 0.17| 042 013| 0.13] 011] 010| 011| олт 
лі 5cm 028 027| 025| 024] 0.24| 023| 021] 047| 0.18| 0.14| 0.16| 015|_014|_012| 013| 0.12 
区 | 木 の か お り 公園 100cm| 026 026| 0.25| 025| 0.23f 022 0.13 015] 023| 021| 020| 019| 019| 018| 018| о0.18[ 015 014 0123 0.16 
(б рза8-3) 50cm 026| 027| 025| 0.25f 022 0.13 0.15] 025] 023| 022| 020| 020| 020| 0.19| 018| 0.16 015 043] 017 
5cm| 0.25 021 020 0.13 016] 028] 020| 023| 025] 021| 020| 022| 019| 0.17 017 012] 014 
ран = 100cm 016| od3[ 015| 013| 013| 042| 0.11| 012 010 отт 0.10) 0.11} 0.09f 010| ото 
旧 市 役所 50cm 020| 020| 0.20| 019| 0.19| 0.17] 0o14} 016| 014| 0.13| 013| 0.13| 013| 0.12| 013| 012| 0642] оо 0.12| олт 
= 5cm 0.24| 021 014L 0.18| 0.19| 0.18| 016| 0.16| 015| 0.14| 015| 0.14| 013| 0.10|_013| 0.12 
関 ー 関 運動 公園 100cm 0.34| 0.32] 0.33| 030| 031『 0.21 013 011] 028| 027| 025| ога] 021| 021| 020| 021 ов] 0.13 отт] ото 
市 REFRAKA) 50cm 035] 034| 0.34| 0.31| 030| 020 012 041 029| 028| 025| 026| 022| 022| 022| 021| o48| 013 011] ото 
5cm 033| озор 020 015 011] 031] 031| 026] 028] 0.22| 0.22| 0.22| 024| 018] 0.13 011] отв 
= 100cm 0.19] 020| 0.18] 017] 019| 0159] 012 от 013| 013| от) отт отт отт 0o10) отт отор oos[ 010) 0.09 
tE 50cm 021| 022| 022] 019| 020| o19f 013 011] 015| 014| 013| 012| 013| олт 012| 012| o11f о09] отт оло 
= 5cm 026| 028| 026] 015 011] 021] 019| 017| 016| 016| 015| 015| 0.15] 015l ооо} 013] 0.12 
町 | 金 流川 河川 公園 100cm 033| 0.33| 030| 029| 030] отв 013] 027| 027| 026| 024| ога] 025| ога] 0.23f 0.22 017 015] 0.22 
TERPIN) 50cm 035] 0.34| 030] 029| 030] 018 0.14f 028| 029] 027| 024| 025| 027] 026| 024] 0.23 018 014} 0.22 
5cm 0.32| 032| 0.20 _o15 0.32| 0.29| 028| 0.29| 0.29| 0.30| 0.26f 0.24 0.20 014] 0.24 
一 100cm| 0.24 ога] 0.16| 018| 015| 014] олор 014| 021| 017| 012| 012| 012| 012| от 01110.12] oos[ 012| 0.12 
東 Ш а 50cm| 0.27 027| 017| 019] 0.17| 0.150 0.10| 0.14| 023| 0.18| 013| 012| 012| 013| 011| 0.12| 044] оо} o13| 0.13 
山 5cm 024| 0.19| 018| o1ol 0.16 0.18| 0.14| 013| 042| 013| 0.12| 012| 0.17f оо 016] 0.15 
Br | 唐 梅 馆 稚 合 公园 100cm 027| 027| 026| ога] ога] 016 017] 022| 021| 021| 020| 019| 019| 019| 019| 017] 0.15 01 引 0.17 
(長坂 字 西 本 町 212 番 1 地 先 ) | 50cm 029| 029| 027| 0.25| 0.24| 0.16 0.17f 0.23| 023| 023| 020| 021| ого] 020| 019| 0.17| 645 015] отв 
5cm 0.28| 0.27f 0.19 0.20f 0.25| 025] 024] 023] 0.25| 022 0.25| 020| 0.17』 0.18 014] 0.20 
= 100cm 0.20] 021| 020] 018| 019| 017] 016 015] 015| 09.16] 014| 013| 012| 013| 013| 013| 012] 041 041] олт 
+ теп 50cm 023| 023| 0.22| 0.19| 0.19| 019] 017 016] 017| 016| 013| 0.14| 013| 0.13] 0.14] 0.13| 013| 011] 011| 0.12 
Е бст 023| 0.23f 021 0.20f ого] 0.17| 017| 015| 015| 014| 016| 0.15] 014] 013| 013| 043 
р 100cm 017| 015] 015』 011 009 оов 013| 013| 012| 012| 012] 012] 012] 044 [ 010 009 008] от 
_ ааты 50cm 0.18 0.18| 0.15] 016l 013 ооз 009] 015| 014| 012| 012| 013| 014| 013| 013] отт оов 007] 0.12 
并 5cm 019] 014 ооз 009] оло 0.17] 017| 0o16| 016| 0.17| 014| 016] 0.12 0.07 007] 014 
市 大 東 支 所 100cm 017| 017] 017| 0.17| 044] 0.12f 014| ола 014| 012| 012| 012| 012| 012| o12| 010} o10f 010| ото 
Ж [ба Зірне) 50cm 0.19] 020| 018| 0.17| 017] о.13] 015| 016| 016| 013) 012| 013| 012| 013| o12| 011] o4A6[ ото ол 
東 5cm 020| 020] 0.15] 019] 017| 017| 014| 020| 014| 0.13| 014| 014| 0.128 отор ol2| 012 
町 | 伊勢 祭 公 園 100cm 021| 0.20f 017 олз 011] 019| 018| 018| 017| 017| 017| 017| 016| o45[ ото ото] оте 
(高 海 字 清 水 12 番 外 ) 50cm 0.23 022| 021| 018 олз оі] ого 019| 019| 018| o17| 018| 0.18| 017| 017] 011 олоў 017 
5cm 022] 018. 016 0.11f 022| 023| 021| 020| 020| 021] 0.18| ого] 0.18f 012 олођ оло 
100cm ога] 023| 021| ого] 019| 0.20f 017 015] 016| 015| ота 014| 013| 012| 013| 013| оз] oiol 012| отт 
Jil 前 137) 50cm 026| 026| 0.24| 021| 021| 021] 017 014】 017| 017| 015| 0.14| 015| 0.13] 0.14] 0.14| оз] оло] 012| 0.12 
崎 5cm 025} 0.22 017| 020| 020| 0.18| 0.17| 016| 015| 0.16] 016| 015』 009] 0.13) 0.14 
町 | 川崎 農山 村 広場 100cm 028| 029 026| 0.26| 0.25f олз 019] 025] 023| 023| 022| 022| 022| 021| ого] ого] 0.15 017] 0.19 
база) 50cm 031| 031 028| 0.27| ога] олз 019] 0.26| 026| 026| 024| 023| 023| 022| 022| ого] 0.16 о.18] 0.20 
5cm 0.30| 0.30f 0.20 022] 029| 0.28| 027| 026| 027| 025| 024| 024] 021] 0.16 018] 022 
нання 100cm 0.30| 029| 0.27| 0.26| 0.25| 0.23f отв 017] 019] 017| 018| 017| 017| 018| 018| 017| 017] 0.14f 013| 0.15 
室 TRAM 50cm 033| 031| 0.31] 0.28| 0.28| 0.25f 017 0.19】 019| 020| 0.18| 021| 0.19| 0.19| 020| 0.19| o19f ов] 014| 0.17 
в 5cm 031|_026| 019 024] 021] 022| 019| 021] 021| 020| 022| 021| 023] 017] 017| 0.19 
町 | 室 根 きら めき パー ク 100cm 0.38| 037] 034| 033[ 0.29 отв 015] 033| 033| 030| 029| 028| 029| 029| 0.28f 0.26 023 017| 027 
UEFA) 50cm 037| 034| 0.34f 0.29 отв 015] 035] o34| 031| 029| 027| 030] 029| 028| 027 0.24 0.17f 0.26 
5cm 0.34 0.29 021 0.16] 0зз/2037] 033) 033| 0.28| 028] 0.30| 030』 032 025 017] 022 
=== 100cm 0.19| 020| 0.19| 018| 018| 017] 017 отв] 015| 017] 013| 012| 013| 013| 012| 012| 041] od o[ O11| 0.12 
IT 50cm 021| 020| 020| 0.19】 отв 019] 016| 017| 014| 013| 013| 014| 014| 0.13| о.з} олоў 013| 0.12 
R 5cm 0.24 ога] 019 0.23f 0.18| ого] 017| 016| 015| 016| 015| 014| o16f 010L 014| 013 
町 ニコ ニコ パー ク 100cm 024| 022| 0.23| 023| 0.24f 022 ола 011] 022| 021| 021| ого] 019| 017| 017| 017| ота отт 010] 0.15 
Papua yap 50cm| 0.24] 024] 022| 023] 024 023 014 011] 0.23| 022| 023] 020| 020| 017| 018| 017| 043] 009 009| 0.13 
5cm| 0.18 0.26 015 012] o25| 023| 627] 020| 0.26| 014] 015| 044| 0.11f ооо _oo9l олт 
= z 100cm 021| 020| 021| 021| ого] 019] 0.13f 017| 015| 015| 015| ола 014| 013| 014| ола 0120 отор 013| отт 
Ри Е о 50cm 024| 023| 022] 0.25| 022| 021] 015 019| 017| 016| 017| 016| 016| 014| 0.15] 90.15] дола] 01o| 014| 0.13 
泉 5cm 028| 0.27f 0.16] 025] 021| 020| 020| 020| 019| 016| 0.19| 019| 0.174 0111 015) 015 
Ër SAURE 100cm| 0.23 022| 0.23| 022| 0.22f 0.19 016 016] 020| 018| 0.18| 018| +0.08| *0.06| *0.07| *oo6[*007 *0.06 *005| “006 
erar TP 50cm| 0.22 023| 023| 023 019 047 017』 0.19| 018| 0.18| 0.18| *0.08| *006| *0.07| *0.06』 *006 *005 *005』*006 
5cm| 0.15 0.23f 023 020 021] 0.18| 015| 014| 012| *008| *0.06| *0.07| *0.06[ 006 *005 *005l *006 
100cm| 22] 28| 28| гв] 28| 28| 28 28| 28| гв] 28| 28| 28| 28] 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28 
測定 高 ご と の 調査 点数 50cm| 22] 28| 28| 28] 28] 28| 28| 28] 28| 28| 28] 28] 28] 28| 28] 28] 28] 28| 28| 28] 28 
5em] 8 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28 
100cem| 14| 15| 1 11| 10| 10| | 0 0 時 5 4 3 3 引 3 3 2 1 O 2 
うち 、0.23 Sv/h 以 上 の 点数 | 50ст 14| 19| 18| 14| 12] 13 | gl o b 3 в 5 4 4 3 3 з 1 o 2 
5cm| 4 20| 19| 15 1 5| ul 10]. 9 7 7| al 5 5| 4 1 0| 2 
| 汚染 状況 重点 調査 地域 に お ける 測定 儲 所 数 ] 22| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28 
うち 、0.23 Sv/h 以 上 の 衝 所 数 14| 19| 18| 14| 20| 19| 15 1 5 引 пр 10| 9 7 | 4 5 5 4 1 o 2 
0.23 ヵ Sv/h 以 上 の 箇所 の 割合 (%) | 636] 679 | 64.3 | 50.0 | 71.4 | 67.9 | 536| 36|179| 39.3 | 35.7 | 321 |250 | 250|143|179|179|143| зв] oo| 71 
















































































注 国 の 除 染 基準 は 、 地 表 50cm か ら 100cm 











の 高 さ で 測定 し た 値 で 評価 し て いる 
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四 二 | 同一 地点 測定 高 の 最 高値 E 023 u Sv 以上 
(2) 汚 委 状 況 重点 調査 地域 に お ける > n" 最低 値 = 積雪 あり 
地表 付近 の 放射 線量 率 測定 結果 の 推移 * Мб 
(単位 : Sv/h) 
測定 場所 平成 25 年 度 平成 26 年 度 
地区 z 2 测定 高 
市 町 (Ë 所 ) 测定 高 | 4 月 [ 5 月 | 6 月 [7 月 [8 月 | 9 月 |10 月 9 月 Гов 
= 100cm] 0.09] 009| 008| 009| 008| 009| 008 007] 007 
4 
水 mh tepi 50cm| 009| 0.10] 0.10| 009| 008| 009| 009 007| 007 
R 5cm| 0.10| 0.11| 0.10) 0.10) 0.10] 009| 0.08 007| 007 
区 BEAR 100cm| 0.17| 0.17| 016| 016| 016| 016| 0.16 0.12] 012 
(作用 河中 放生 加 50cm| 0.18| 0.19] 0.18| 0.17| 016| 047| 047 0.13| 043 
a д 5cm| 0.19| 021| 0.19| 0.17 017| 0.18] 047 0.15| 045 
= 100cm| 007| 007] 006| 006] 006| 006] 007 005| 005 
> NA 
江 TARAN 50cm| 007| 007| 006| 006| 006| 006| 007 005| 006 
м 5cm| 008| 007| 007| 007| 007| 007| 007 005| 005 
5 100cm| 0.10| 009| 009| 009| 009| 009| 009 008| 007 
区 РАЯ 
区 аа 50cm| 0.12] 009| 0.11| 0.10| 009| 0.10| 0.10 008| 007 
5cm| 0.13| 0.11| 0.12| 0.11| 0.10| 013| 0.12 008| 007 
Я = 100cm| 0.08] 008| 008| 007| 007| 007| 0.07 006| 006 
аа А 
胆 人 全 50cm| 0.08| 008| 0.08| 007| 008| 007| 007 006| 006 
R 5cm| 0.09] 009| 009| 008| 008| 009| 008 006| 006 
ва |; 
R | asna 100cm| 012| 012| 012| 013| 012| 011] отт 009| 0.09 
州 区 紫陽花 ロー ド 望 台 50cm| 0.14| 013| 043| 0.14| 0.12| 042| 042 0.10| 0.10 
市 a 5cm| 0.14| 0.14| 044| 015| 043| 044| 043 040| 041 
、 = 100cm| 0.12| 0.10| 011| ото] ото] 009| 0.09 007| 007 
Бра А 
аст 50cm| 0.12] 0.12] 0.12| 011| 010] 010| 0.10 008| 0.07 
5cm| 0.14| 0.14| 0.12| 041| 0.11] 010] 0.11 007| 0.08 
前 草地 100cm| 0.24| 024| 022| 020| 022| 021| 0.20 *0.15| *0.13 
沢 南 前 沢 グ ag) | 900] 025] 025) 022| 021| 021| 021| 020 *0.14| *0.12 
区 に ミー ク ў 5cm| 0.25 | 0.27| 0.20] 0.19] 023] 022| 021 *0.13| *0.10 
GEMI グラウンド | 1000m *0.17| *0.16| *0.13| *0.14 *0.11| *0.13 
Ë (М) 50cm *0.15| *0.17| *0.12| *0.15 *0.11| *0.13 
5cm *0.16| *0.17| *0.12| *0.14 *0.11| *0.13 
= 100cem| 0.11| 011| 0.11) оо] ото] 0.08) 009 007] 007 
A 
ж КАЯ 50cm| 0.13] 0.12] 0.11] 0.10| 0.10| 008| 0.10 008| 007 
Jil 5cm| 0.15| 013| 0.12| 011| 0.11] 010| олт 008| 008 
100cm| 0.15| 0.15| 015| ола] 013| 014| 0.13 010| 0.1 
区 SU 公園 
Е аиа 50cm| 0.17] 0.16] 0.16] 0.14| 014] 0.14| 0.14 011| 0.12 
5cm| 0.13| 0.13| 0.16| 0.12] 011| 09.11] 0.12 0.10] 0.42 
a PE 100cm| 0.09| 0.10| 009| 009| 008| 008| 0.09 006| 006 
旧 市 役所 50cm| 0.10| 009| 0.10| 0.10| 010| 009| 0.10 007| 0.08 
= 5cm| 0.13| 042| 0.11| 0.11| 0.11] 010| ото 008| 0.08 
В ー 関 運動 公園 100cem| 0.18| 0.17| *0.05| *0.06| *0.06| *005| *0.06 ов] *0.05 *004 *008 *0.05| *0.05 
市 REFERRED) 50cm| 0.18| 0.18| *0.06| *0.05| *0.07| *0.05| *0.06 06] *005 *0.04 *006 *0.05| *005 
Да Бот] 0.17| 0.17 | *0.05| *0.05| *0.07| *0.05| *0.05 .06‖ +0.05 *004 *005 *0.05| *0.05 
花泉 支所 100cm| 0.08| 009| 008| оов] 008| 008| 007 006| 007 
t AF F араў 50cm| 009| 009| 009| 0.10| 009| 009| 008 007| 007 
泉 ü Бст] 0.11| 041| 0.12| 013| 0.11| 011| 040 008| 0.08 
100cm| 021| 021| 020| 018| 018| 019| 0.19 014| 014 
i ў ГАЗ 
町 ETIA 50cm| 0.22| 021| 021| ого] 0.19| 018| 0.19 015| 0.14 
5cm| 0.25] 023| 022| 021| 022| 0.19] 020 0.15| 0.45 
= 100cm| 0.12| 011| 0.10] 01o| 0.10| 009| 009 008| 0.09 
Ei 50cm| 0.13] 011| 0.10| 0.10| 011| 040| 0.09 008| 0.12 
山 5cm| 0.14| 0.11| 0.10| 010| 012| 011| 0.09 008| 0.14 
100cm| 0.17| 0.16| 017| ола] 016| 015| 0.15 0.12] 012 
NA ON 
юа сла 50cm| 0.18| 0.18| 0.17| 0.15] 0.15| 0.15] 0.15 0.12| 0.12 
5cm| 0.19| 0.19| 0.19| 0.15] 0.16] 0.16] 0.16 0.13] 0.13 
= 100cem| 0.10| 011| 010] 012| 010| 009] 010 009| 009 
+ тахт 50cm| 011| 011| 0.10| 0.13| 0.10| 0.10] 0.09 009| 0.09 
Е 5cm| 0.12| 0.12] 0.11| 014| 0.10| 011| 0.10 009| 0.11 
аа 100cm| 0.11| 0.11| 0.10| 011| 010| 009| 0.09 009| 008 
= 町 Ralte 7a 50cm| 0.12] 011| 0.12| 011| 010] 010| 0.10 008| 0.08 
a ай 5cm| 0.12| 0.13] 0.14 041| 0.12] 012| ол 009| 0.08 
市 大 東 支所 100cm| 0.10| 0.10| 0.10| 009| 009| 009| 0.09 008| 007 
大 | Е 50cm| 011| 011| 0.10] 0.09] 009| 009| 009 007| 007 
東 Бст] 0.11| 041| 041| 0.10] oo| 010] ото 008| 0.08 
100cm| 0.14| 0.15] 014| 014| 014| 013| 044 0.12] 0.11 
ГАЗ 
аеш 50cm| 0.16] 0.16] 0.15] 0.14| 0.14| 014| 0.15 0.12] 0.12 
KA 5cm| 0.17| 0.18| 0.17| 0.17| 016| 045| 046 043| 042 
川崎 支所 100cm| 0.11| 0.10| ото] 012| 0.09] 0.09] ото 008| 007 
ПТ СРИ 50cm| 0.12] 0.10] 0.11| 0.13| 0.10] 0.10] 0.10 008| 0.08 
и 5cm| 0.13| 0.13] 0.12| 0.14] 011| 011| 042 008| 0.09 
2 = Е 100cm| 0.17| 0.18| 018| 018| 017| 016| 0.17 ола] 012 
町 IE PHI 50cm| 020| 0.19] 0.19| 0.18| 047| 0.16| 0.17 0.14| 043 
i 5cm| 021] 021] 021] 020| 0.18| 0.18] 049 045| 043 
= 100cem| 0.14] 0.15] 014| 015] 013| 013| 043 0.10] 0.09 
аа 50cm| 0.16] 0.16] 0.16| 0.17| 015| 0.15] 0.15 011| 0.10 
В 5cm| 0.18| 0.18| 0.17] 021| 016| 017| 047 043| 0.10 
" 100cm| 0.14| 009| *0.06| *009| жо.07] *0.07| *0.06 *0.06| *0.07 
町 に パー ク 50cm| 0.14| 0.10] *0.06| *0.09| *0.07| *0.07| *0.06 *0.06| *0.07 
Бот] 0.16| 0.14| *0.07| *0.08| *0.06| *0.07| *006 *0.06| *0.07 
100cm| 0.11| 0.10| ото] отт] 009| 009| 0.09 007| 008 
Ë ARIM а 50cm| 011| 0.10] 0.11) 011| 0.10] 009| 0.10 008| 007 
R Š 5cm| 0.13| 0.12| 041| 042| 041| 011| олї 009| 0.09 
асадах е cm Я 4 А . Я Š А 3 k 
町 E 100 0.14| 015] 0.14| 0.13| 012| 012| 012 010| 040 
ахаа) 50cm| 0.14| 0.14] 0.13| 0.12] 0.121 011| 0.11 0.09] 0.08 
É Š 5cm| 0.12| 0.12| 009| 0.10| 0.10| 010| 0.10 008| 0.08 
= аа 100cm| 0.12| 0.12] 011| оло] отт] 01o| ото 008| 008 
平 ARA 50cm| 0.14| 0.12] 0.12| 011| 013| 011| 0.11 008| 0.09 
泉 адб 5cm| 0.17| 0.13] 0.14| 013| 014| 013| 042 009| 040 
町 SEURE 100cm| *0.06| *0.06| *0.05| *0.05| *0.05| *0.05| *0.06 *0.06| *0.05 
に PT 50cm| *0.06| *0.06| *0.06| *0.06| *0.06| *0.05| *0.06 *0.05| *0.06 
шаб Бот] *0.07| *0.05| жо.05] *0.06| *0.06| жо.05] *0.06 *0.05| *0.05 
100cm) 28| 28| 29| 29| 29| 29 29 29| 29 
測定 高 ご と の 調査 点数 50cm| 28] 28| 29| 29] 29| 29| 29 29| 29 
5cm| 28| 28| 29| 29] 29| 29] 29 29| 29 
100cm 1 1 0 0 0 0 0 0 0 
うち 、0.23 Sv/h 以 上 の 点数 | 50cm 1 1 0 0 0 0 0 0 0 
5cm 2| 2 0 0 1 0 0 0 0 
に お ける 測定 箇所 数 | 28| 28| 29| 29| 29| 29] 29 29| 29 
うち 、0.23 Sv/h 以 上 の 箇所 数 2 2 0 0 1 0 0 0 0 
0.23 Sv/h 以 上 の 笛 所 の 割合 (%) | 71] 71] оо] оо] 34| 00| оо 00| 00 































































































注 国 の 除 染 基準 は 、 地 表 50cm か ら 100cm 
高 さ で 測定 し た 値 で 評価 し て いる 
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国 | 同一 地 点 二 测定 高 D 最 高 什 
(2) Бакі МЕНЯ 5175 > Д 最低 値 
地表 付近 の 放射 線量 率 測定 結果 の 推移 
(単位 : Sv/h) 
市 町 lg 測定 場所 测定 高 平成 27 年 度 平成 28 年 度 
( 住 所 ) 4 月 [5 月 [| 6 月 [7 月 | s 月 | 9 月 |10 月 |11 月 |12 月 | 1 月 | 2 月 | 3 月 | 4 月 |5 月 | 6 月 [7 月 | 8 月 | 9 月 |10 月 
奥 州 市 役所 100cm| 007| 007| 006| 006| 006| 006| 006| 007] 007| 006| 007| 007] 007| 006| 006| 006| 006] 006| 006 
ж Gemma) 50cm| 007| 007| 006| 007| 006| 006| 006| 006| 007| 007| 006| 007| 007| 007| 006| 007| 006| 007| 0.06 
R Бст] 007| 007| 007| 007| oo7| 008| 006| 007| oo7| 007| 007| 007| 007| 007| oo7| 006| 0.06| 007| 0.07 
区 鹿 徳 公園 100cem| 0.12| 012| 012| 012| отт 01o| отт от отт оті ото отт отт ото 009| 0.11| оло 009| 0.10 
(作用 河中 放生 加 50cm| 0.12| 0.14| 012| 012| 012| 011| 0.1] 011| 0.1] 011| 0.10] 012| Oi| 011| 0o10) 011| 0.10] 010] олї 
Бст] 0.14| 0.15] 044| 914| 013| 011| 013| 012| 0.12| 0.12) 012| 012| 011| 012| 011| 012| 0.11| 011| 0.12 
江刺 総合 支所 100cm| 005| 005| 005| 006| 004| 004| 006| 006| 005| 005| 004| 006| 006| 006| 005| 006| 005| 005] 005 
TARDIA 50cm| 006| 005| 005| 005| 005| 004| 005| 005| 005| 005| 005| 005| 006| 006| 005| 005| 005| 005| 0.05 
м Бст] 0.06| 005| 005| 005] 005| 005] 005| 005] 005| 005] 005| 006] 005| 006] 004| 005] 005| 004] 0.04 
区 | 中央 運動 公園 100cm| 006| 006| 007| 008| 006| 008| 008| 008| 007| 008| 008| 008| 008| oos) 007| 007| 007| 007| 0.08 
Сења) 50cm| 007| 007| 0.07) 008| 006| 008| 008| 009| 007| 008| 008| 009| 009| 009| 008| 008| 008| 008| 008 
5cm| 0.08] 007| 0.09| 009| 0.08| 008| 0.09| 009| 007| 009| oo9| 009| 009| 009| оов| 008| 009| 008| оов 
胆沢 総合 支所 100cm| 005| 005] 006| 0.05] 005| 006| 006| 006| 006| 0.05] 006| 005| 006| оов] 005| 005] 005| 006| 006 
胆 [сара аа ната) 50cm| 006| 005] 006| 006| 005| 006| 005] 006| 006| 005] 006| 006| 006| 007| 005] 006| 005] 006] 0.06 
a IR Бот) 0.06| 005| 006| 006| 005| 006| 006| 006| 006| 006| 007| 006| 006| 007| 005| 005| 005| oo6| 0.07 
NN 区 | 紫阳 花 吕 一 K 展 望 台 “| Om| 008] 009| 0.08] 007| 008| оов оов оов 097| 506| 007| 008| 07| 007| оов 006| 097| 097| 007 
URAIA 50cm| 009| 009| 008| 007| 009| 008| 007| 007| 007| 006| 007| 007| 007| 007| 006| 006| 007| 007| 0.07 
市 Бст] 0.10| 0.10] 007| 007| 0.09| 007| 007| 008| 007| 005| 007| 007| 007| 007| oo6| 006| oo7| 007| 007 
前 沢 総合 支所 100cm| 007| 007| 006| 008| 007| 006| 006| 006| 007| 006| 007| 007| 007| 007| 006| 007| 006| 006| 006 
НИ) 50cm| 007| 007| 007| 007| 006| 007| 0.06} 007| 007| 006| 0.06) 008| 007| 007| 0.06] 006| 006| 006| 0.06 
Бст] 007| 008| 007| 008| 007| 007] 007| 007] оов| 007| 007| 008| 007| 007] oo6| 007] 007| oo6| 0.06 
前 草地 100cm| *0.12| *0.13| *0.12| *0.13| *0.12| *0.11| *0.12| *0.12| *0.11 | *0.09| *0.13| *0.13| *0.12| *0.12| *0.10| *0.11| *0.11| *0.10| *0.12 
沢 заря» ag) | 50cm| #0.11| #012| #0.12| 4012| #0.11| #011| #0.13| *012| #0.11| 009| #0.14| 0.13 #0.12| #4012| #0.01| *0.11 #0.11| *010| #0.11 
区 リ Шу ク й Бот] *0.10| *0.10| *0.11| *0.11| *0.09| жо.12] *0.14| жо. 11] *0.10| *0.09| *0.11| *0.10| *0.10| *0.12| *0.09| *0.10| *0.10| *0.09| жо. 11 
GEEA) グラ ウゥ ンド | "90em| *0.11| #0.11| *010| *009| #0.11| *009| *009| *009| *008| 4007| *009| *009| *009| *008| *007 +0.08] +0.09] *009| +0.08 
(554) | 50cm| *0.12| *0.11| *0.10| *009| *0.10| *0.10| *009| +0.08| +0.09] *0.07| *0.10| *009| *008| *008| *0.07| *008| +0.09] *009| 4007 
Бот] *0.14| *0.11| *0.10| *0.09| *0.10| *0.09| *0.08| *0.08| *0.09 | *0.06| *0.09| *0.09| *0.08| *0.07| *0.07| *0.09| *0.10| *0.09| *0.07 
衣川 総合 支所 100cm| 007| 0.06] 007| 007| 006] 006| 007| 008| 007| 007| 008| 008| 007| 007| 006| 006| 006| 006| 006 
в 50ст| 0.08| 007| 007| 007| 007| 007| 007| 008| 008| 007| 008| 008| 007| 007| 006| 006| 006| 007| 0.07 
JII Бст] 0.09] 007| 0.07| 007| oo7| 007] 007| 008| 008| 007| оов| 008| 008| 007| oo6| оов! 007| 007] 0.07 
区 | 木 の か お り 公 園 100cem| 009| 0.10] 0.10| 0.09] 0.10| 009| 009| 009| 009| 007| оло 009| 010| 009| 008| 009| 008| 008| 0.09 
аца) 50cm| 0.10| 0.10] 0.1] 0.10| 010| 010] 0.10| 0.10] 010| 007] 010| 0.10| 010| 09.10] 008| 009| 009| 009| 009 
5cm| 0.10] 008| 0.11| 009| 009| 008| 009| 010| 009| 006| 0.10| 01o| 0.12| 009| 009| 009| 009| 007| оов 
CEAS 100cm| 006| 006| 006| 006] 006| 006| 006| 006| 006| 006| 006| 005| 006| 005| 006| 006| 006| 006| 0.06 
旧 市 役所 50cm| 006| 007| 007| 007| 007| 007| 006| 006| 006| 007| 007| 006| 006| 005| 006| 006| 005| 006| 005 
= Бот) 0.06| 008| 007| 007| oo7| 007| 007| 006| oo7| 007| 0.06| 006| 006| 006| oo6| 006| 0.06| oo6| 006 
В ー 関 運動 公園 100cm| *0.04| *0.05| *0.05| *0.05| *0.05| *0.04| *0.05| *0.05| *0.05 | *0.04| *0.04| *0.04| *0.04| *0.04| *0.04| *004| *0.04| *0.04| *0.04 
市 REFERRED) 50cm| *0.04| *0.05| *0.04| *0.05| *0.05| *0.04| *0.04| *0.05| *0.04| *0.04| *0.03| *0.05| *0.04| *0.04| *0.04| *0.05| *0.04| *0.04| *0.04 
5cm| *0.04| *0.05| *0.05| *0.05| *0.04| *0.04| *0.05| *0.04| *0.05| *0.04| *0.04| *0.04| *0.04| *0.04| *0.04| *0.04| *0.05| *0.04| *0.04 
= 100cm| 005] 006| 005| 005| 005| 006| 005| 006| 005| 005| 005| 005] 005| 005] 005| 005| 005] 005] 005 
花 ERR ы 50cm| 005| 006| 006| 005| 005] 006| 006| 006| 006| 006| 006| 006| 006| 006| 005] 006| 005] 005| 0.05 
= Бст] 0.06| 007| 007| 006| 0.06| 007| 007| 006| 006| 006| 006| 006| 006| 007| 006| 006| 006| 006| 0.06 
町 | 人 金 流川 河川 公园 100cm| 011| 014| 014| 013| 012| 013| 012| 012| 012| 011| 008| от от 011| оз! 012| 012| отт oo 
TAFARN 50cm| 0.12| 015| 014| 044| 014| 0.14] 014| 014| 012| 0.12) 0.08| 012| 012| 012| 013| 012| 012| 0.10| oi 
5cm| 0.12| 9014| 046| 014| 045| 014| 045| 014| 012| 011| оов| 011| 0.12| 012| 043| 012] 0.12| 009| 0.11 
= 100cm| 007| 009| 008| 009] 008| 008| 007| 009| 007| 008| 007| 008| 007| 007| 008| 007| 007| 007| 007 
東 50cm| 0.08| 009| 009| 0.10| 009| 009| 008| 0.10| 008| 009| 008| 009| 008| 008| 008| 009| 008| 008| 008 
山 Бст] 009| 011| 011| 011| 011| 011| 0.10| 009] ol1o| оло] 009| 0.10| oo| oo| oo| oio| oo| оло] 0.09 
町 | 唐 梅 館 総 合 公園 100cem| 009| 011| 011| 01o| ото 01o| отт 013| отт 01o| 008| ото] 010| 01o| очо 009| 009| 009| 0.09 
отот) | 50cm| 010| 012| 011] 011 011] 010| 011 013| 010| 0.10) оов) 011 009| 010| 011| 010| o1o| 009| оов 
Бст] 0.10| 012| 0.12| 011| 0.11| 011| 0.11] 014| 011| 011| 9097] 010| 0.10| oo| oo| 0.10| 0.09| oo| 0.09 
= 100cem| 007| 008| 007| 008| оов! 008| 007] 007] оов! 008| оов! 007| 007] 008| оов! 007| 007] 007| 007 
+ таят 50cm| 007| 008| 007| 008| 008| 008| 008| 007| 008| 007| 008| 007| 008| 007| 008| 008| 007| 007| 0.07 
Ë Бст] 0.08| 040| 009| 008| 008| 009| 008| 008| 0.10| 008| 008| 008| 008| 008| 009| 007| 0.08| 008| оов 
[вещах 78 100cm| 007| 0.08] 008| 007] 007| 007] 008| 007] 007| 007| 005] 007] 007| 007] 007] 007| 007| 006| 007 
зя 5 50cm| 007| 009| 009| 008| 008| 007| 007| 008| 008| 008| 005| 007| 007| 007| 008| 007| 007| 007| 0.06 
a Бст] 007| 009| 009| 009| 007| 007| 008| 007| 007| 007| 0.06| 007| 007| 007| оов| 007| 007| 007| 007 
市 大 東 支所 100cem| 006| 006| 006| 006| 007| 006| 006| 008| 007| 006| 006| 006| 006| 007| 006| 006| 006| 006| 006 
KIRF 50cm| 006| 007| 007| 007| 007| 006| 006| 008| 006| 007| 006| 006| 006| 007| 007| 006| 006| 006| 006 
東 Бст] 007| 007| 007| 007| oo7| 008| оов| 009| 007| 006] 0.06| 007| 006| 007| oo7| 007| 006| 006| 006 
町 | 伊勢 舘 公園 100cm| 011| 011| 010) 0.10| отт 01o| оло 012| 010| ото] 007| 009] 009| ото] 010| 009| 009| 009| 0.09 
(ака) 50cm| 0.1] 011] 0.1] 011] 0.1] 010] 0.1] 013| 011| 0o10) 007| 09.10] 010] 011| 011| 09.10] o1o| 009| оло 
Бст] 0.11| 0.12] 0.12| 0.2] 011| 0.0] 013| 014| 012| 911| доз] 0.1] 011| 011| 011| 010| 011| 010| oi 
川崎 支所 100cm| 006| 007| 007| 006| 006] 006] 006| 007| 007| 007| 006| 006| 006| 005] 006| 006| 006| 006| 005 
ne e 50cm| 006| 007| 008| 007| 007| 007| 007| 007| 007| 007| 006| 006| 006| 006| 007| 007| 006| 006| 006 
崎 Бст] 007| 008| 007| 006| oo7| 007| 008| 007| oo7| 007| 007| 006| 006| 006| oo7| 007| 0.06| 006] 0.06 
町 川崎 農山 村 広 場 100cem| 011| 013| 013| 012| 012| 011| от отт оло отт] 008| 009| оло 0.10) 012| оо] отт 010| 009 
EFIE) 50cm| 0.1] 013| 012| 042| 012| 011| 012| 012| 011| 011| 008| o1o| 0.10| 010] 012| 011| 012} 010| оло 
Бст] 0.11| 9014| 013| 042| 013| 011| 0.12] 013| 011| 0.12) доз] 0.1] 011| 011| 013| 0.12) 012| 010| oo 
= 100cm| 0.08] 008| 008| 0.07] оов! 008| 007] 008| оов! 007| 007] 007] 007] 007] 007] 007| 007] 006| 006 
= TREM i 50cm| 008| 008| 009| 008| 007| 008| 008| 007| 007| 007| 007| 007| 007| 007| 007| 007| 007| 007| 0.06 
В Бот) 0.10| 008| 009| 008| 007| 008| 008| 008| 007| 007] 0.06| 007| 007| 007| 007| 007| oo7| 006| 007 
町 | 室 根 きら めき パー ク 100cm| *0.05| *0.08| *0.06| *0.05| *0.06| *0.06| *0.05| *0.05| *0.06| *0.06| *0.04| *0.06| *0.05| *0.06| *0.06| *0.06| *0.06 *0.05| *0.05 
ао 50cm| *0.05| *0.07| *0.05| *0.05| *0.06| *0.06| *0.06| *0.06| *0.06| *0.06| *0.04| *0.06| *0.06| *0.07| *0.06| *0.06| *0.07| *0.06| *0.06 
Бот] *0.05| *0.08| *0.06| *0.05| *0.05| *0.05| *0.05| *0.06| *0.05| *0.06| *0.04| *0.06| *0.06| *0.06| *0.06| *0.06| *0.07| *0.06| *0.05 
= 100cm| 007| 007] 007| 006] 007] 008| 006] 006| оов! 008| 006| оов] 005] оов 006| 006| 007] 006| 006 
藤 ARIM а 50cm| 006| 008| 007| 007| 007| 008| 007| 007| 008| 009| 006| 007| 006| 007| 007| 007| 006] 006] 006 
R Бст] 007| 009| 007| 007| oo7| 008| 007| 008| оов| 014| 0.06| 007| 007| 007| 007| 007| 007| 006| 0.07 
町 本 パニク 100cem| 007| 010| 0.10| 009| 009| 009] 009| 008| 008| 009| 005| 008| 008| 008| 009| 009| 009| 008| 007 
танкына 50cm| 007| 009| 0.09) 009| 009| 008| 009| 008| 008| 009] 0.05] 009| 007| 008| 009| 009| 007| 008| 008 
Бст] 007| 007| 007| 007| 007| 007| 007| 007| oo6| 008| 005| 007| 006| 007| oo7| 007| 006| 007| 007 
=. ран 100cm| 007| 008| 008| 008| оов! 007| 008| 008| 007| 008| 007| 007| 008| 007| 007| 007| 006| 006| 006 
平 ARA 50cm| 007| 008| 008| 008| 008| 008| 008| 008| 008| 008| 007| 006| 007| 008| 007| 007| 007| 007| 0.06 
泉 Бот) 0.08] 009| 009| 009| 0.09| 008| 009| 009| 008| 009| оов| 007| 007| 008| 008| 008| 008| 007| 007 
町 Бяштана 100cm| *0.04| *0.05| *0.05| *0.05| *0.05| *0.05| *0.05| *0.05| жо.05] *0.05| *0.04| *0.05| *0.04| *0.05| *0.04| *005| *0.04| *0.04| *0.04 
に PT 50cm| *0.04| *0.05| *0.05| *0.05| *0.05| *0.05| *0.05| *0.05| *0.05| *0.05| *0.04| *0.05| *0.04| *0.05| *0.05| *0.05| *0.05| *0.05| *0.04 
й 5cm| *0.04| *0.05| *0.05| *0.05| *0.05| жо.05] *0.05| *0.05| *0.05| жо.05] *0.04| *0.05| *0.05| *005| *0.05| *004| *0.04| *0.05| *0.04 
100cm| 29| 29 гэр 29| 29 29 гэр 29 29 29| 29 29 29 29 29 29 гэр 29 29 
測定 高 ご と の 調査 点数 50cm| 29] 29] 29| 29] 29] 29] 29] 29] 29] 29] 29] 29| 29| 29] 29] 29] 29] 29] 29 
5cm| 29| 29] 29| 29] 29| 29] 29| 29] 29 29] 29| 29] 29] 29] 29 29] 29| 29] 29 
100cm o o o o of o o o| o o е. o е. o o 0 0 о о 
うち 、0.23 Sv/h 以 上 の 点数 | 50cm| 0] о о о of o ol о ol gl gl o ol o o og og o о 
sem] o) o o o o o o o o o o o o ol o o ol ol о 
に お ける 測定 箇所 数 | 29| 29| 29| 29| 29| 29] 29| 29| 29] 29| 29| 29| 29] 29| 29] 29 29] 29| 29 
うち 、0.23 и Sv/h 以 上 の 箇所 数 o og| o o o o o o o o o o o o ol o ol o o 
0.23 u Sv/h 以 上 の 箇所 の 割合 (%) | 00| 00] oo| oo| во] oo| oo| oo| oo| oo| oo| oo| oo| oo| oo| oo| во] 00| оо 










































































注 国 の 除 染 基準 は 、 地 表 50cm か ら 100cm 
高 さ で 測定 し た 値 で 評価 し て いる 
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字 0.23 и Sv/h 以 上 













































































































































































































































































(2) 汚染 状況 重点 調査 地域 に お ける っ 積雪 あり 
地表 付近 の 放射 線量 率 測定 結果 の 推移 ж Ма 
(単位 : Sv/h) 
測定 場所 тее 平成 29 年 度 H23.6 
地区 は > 測定 高 
市 町 ( 住 所 ) еа ав Гея Гея Гоя Гея [я од 比 
н 100cm| 006| 0.06] 007] 0.06] 006| 006| 0.06 33% 
pan 
ж mh tepi 50cm| 006| 006| 006| 006| oo6| oo7| 006 33% 
R 5cm| 0.06| 007| 007| 006| 006| 006| 007 
ў 
100cm| 0.09] 0.10| 009| 0.09] 008| 0.10| 0.09 35% 
区 UN 
区 ЕШ. 50cm| 0.10] 0.11| 009| 009| 009| 0.10] 0.10 36% 
с аі 5cm| 0.10| 012| 0.10] 009| 009| 011| 040 33% 
; з 100cm| 005| 005| 005| 005| 005| 005| 005 36% 
3 NA 
江 TARA 50cm| 005| 005| 005| 005| 005| 006| 0.05 38% 
м 5cm| 0.05| 005| 004| 005| 005| 005| 005 
à 100cm| 008| 008| 007| 007| 007| 008| 007 58% 
区 | 
区 аа 50cm| 008| 008| 008| 007| 007| 008| 008 62% 
R З 5cm| 0.09| 009| 008| 007| 008| 008| 008 57% 
š = 100cm| 005| 005| 005| 005| 005| 0.05 0.06 33% 
š ZN Z. 
ав с НИВ 50cm| 0.06] 0.05] 0.05] 0.05] 0.05] 0.05) 005 29% 
R 5cm| 0.06| 006| 006| 004| 005| 006| 006 
奥 | 100cm| 007| 0.06] 006| 0.06] 006| 006| 0.07 35% 
区 [шара ровая . . . . . . . 
州 | 区 Raen паша 50cm| 006| 007| 006| 006| 005| 006| 007 33% 
市 Б 5cm| 007| 007| 006| 006| 007| 006| 007 30% 
mas Е 100cm| 005| 0.06] 0.05 0.05) 0.05 006 0.06 19% 
š ZN Z. 
ая Я 50cm| 0.05] 005| 005| 005| 005| 006| 006 16% 
5cm| 006| 005| 005| 005| 005| 005| 0.06 
前 草地 100cm| *0.11| *0.10| *0.10| *0.10| *0.09| *0.10| *0.11 ж23% 
沢 南 前 沢 グ ( 除 染 后 ) | 50cm| *0.10| *0.10| *0.10| *0.09| *0.09| *0.10| *0.11 *26% 
区 リ 5 б» саў Бот] *0.10| *0.10| *0.09| *0.09| *0.09| *0.10| *0.10 28% 
нёй s=. | 100cm| *0.08| *0.08| *0.07| *0.07| *0.07| *007| *0.08 
(宇高 畑 215) | グラ ウン ド 
(Kag) | 50cm| *007| *008| 007| *007| *007| 0.07| *0.08 
Бот *0.07| *0.08| *0.09| *0.07| *0.07| *0.06| *0.08 
= 100cm| 006| 007| 006| 0.06] 006| 0.06] 0.07 21% 
79% 
ж авы 支所 50cm| 006| 007| 006| 006| 006| 006| 007 19% 
Jil 5cm| 0.07| 007| 007| 006| 007| 006| 007 
100cm| 008| 008| 007] 0.08] 007| 007] 0.08 31% 
区 $ り 公 
区 TONE 4 公园 50cm| 008| 008| 007| 007| 007| 007| 008 28% 
5cm| 007| 008| 007| 007| 007| 006| 007 36% 
し 100cm| 005| 006| 006| 0.05] 006| 006] 005 29% 
旧 市 役所 50cm| 006| 006| 006| 006| 007| 006] 006 24% 
= 5cm| 006| 007| 006| 006| 007| 007| 006 
関 SER ¿N 100cm| *0.04| *0.04| *0.05| *0.04| *0.04| *0.04| *0.04 *10% 
市 50cm| *0.04| *0.04| *0.05| *0.04| *0.04| *0.04| *0.04 *9% 
= ст] *0.04| *0.05| *0.05| *0.04| *0.04| *0.04| *0.04 9% 
= 100cm| 0.05] 0:05] 005| 0.05] 0.04] 0.05] 0.05 21% 
# ERE 50cm| 005| 005| 005| 005| 005| 005| 0.05 19% 
泉 5cm| 005| 006| 005| 006| 005| 005| 0.05 
100cm| 009| 0.11| 010| 008| 009| 009| 0.09 
i š: AN] 
町 TRTA 50cm| 0.10) 0.11] 0.11] 009| 0.10] 009| 0.10 
š 5cm| 0.10| 0.11| 0.11] 009| 0.10| 009| 041 
= 100cm| 0:06] 0.07] 005| 0.05] 006] 0.09] 0.07 33% 
東 guam 10521) 50cm| 006| 007| 0.06) 0.05] 008| 008| 008 33% 
Cm A À А А А À А 
山 5 006| 007| 006| 005| 008| 009| 009 
100 бові 0.10] 009| 008| 008| 009| 008 
町 唐 梅 館 総合 公園 50cm 008| 009| 009| 009| 009| 009| 0.09 
(長坂 字 西 本 町 212 番 1 地 先 ) ЫШ ыст А к ў " ў 0 
5cm| 0.09| 0.10| 0.10| 009| 008| 009| 009 
= 100cm| 0.07] 0.08] 007| 0.07] 0.06] 0.06] 0.07 29% 
+ таят 50cm| 006| 008| 007| 007| 007| 006| 007 28% 
Cm А А А А А Д А 
Е 5 007| 007| 008| 007| 007| 007| 007 
100cm| 006| 006| 007| 006| 006| 006| 006 
ц 町 оаа 50cm| 006| 007| 007| 006| 006| 007| 007 
a jä 5cm| 0.06| 007| 007| 006| 006| 006| 0.07 
市 大 東 支所 100cm| 005| 006| 006| 006| 006| 006| 006 32% 
大 (大原 字 川内 40) 50cm| 006| 006| 005| 006| 006| 006| 006 29% 
東 5cm| 006| 007| 006| 006| 006| 006| 006 
100cm| 008| 0.10| 008| 007| 008| 009| 008 
ГАЗ 
町 P RAM i 50cm| 008| 0.10| 008| 008| 009| 009| 0.09 
š i 5cm| 0.09| 0.11| 009| 007| 0.10| 0.10| 009 
川崎 支所 100cm| 005| 006| 006| 006| 006| 006| 005 20% 
Jil ас 50cm| 006| 006| 007| 006| 007| 006] 006 18% 
i 5cm| 006| 006| 007| 006| 006| 006| 005 
100cm| 008| 010| 009| 009| 009| 009| 008 
a 
BT Шары 50cm| 009| 0.10| 0.10| 009| 009| 009| 009 
É 5cm| 0.10| 0.11| 0.11) 010| 0.09] 0.09| 010 
ü 100cm| 007| 008| 007| 006| 006| 006| 006 18% 
室 TRAM 50cm| 007| 008| 007| 007| 006| 006| 0.07 17% 
38 5cm| 009| 0.11] 007| 008| 006| 0.06] 0.06 
= 7 100cm| *0.05| *0.06| 0.05] *0.05| *0.05| *0.06| *0.05 
町 に PD パク 50cm| *0.05| *0.06| *0.06| *0.04| *005| *0.06| *006 
Бет] *0.05| жо.05] *0.06| *0.04| *0.05| *0.06| *006 
藤沢 支所 100cm| 005| 006| 0.05] 006| 005| 0.06] 0.06 23% 
藤 та) 50cm| 0.06] 0.06) 006] 006| 006| 006| 0.05 22% 
R 5 5cm| 006| 007| 007| 006| 0.05] 0.05] 006 
町 ニコ ニコ パー ク 100cm| 007| 008| 007| 008| 008| 008| 007 20% 
вахы) 50cm| 0.08] 0.09] 008| 0.09] 007| 008| 008 21% 
р š 5cm| 009| 0.10] 007| 009| 008| 008| 008 28% 
100cm| 006| 007| 006| 0.06] 006| 006| 0.06 25% 
дав 
平 TREA а 50cm| 006| 007| 007| 006| 007| 006] 007 25% 
泉 ニー 5cm| 006| 007| 008| 007| 008| 007| 007 
Я 
100cm| *0.04| *0.05| *0.05| *0.04| *0.04| *0.04| *0.04 *17% 
志 児童 
町 に та 50cm| *0.04| *0.05| *0.05| *0.04| *0.05| *0.04| *0.05 ж18% 
Моми 5cm| *0.04| *0.05| *0.05| *0.04| *0.04| *0.04| *0.04 27%| 
100cm| 29| гэр 29| 29 29] 29 29 最大 
測定 高 ご と の 調査 点数 50cm| 29| 29] 29| 29] 29| 29] 29 62% 
5cm| 29| 29| 29| 29| 29] 29] 29 
100cm 0 0 0 0 0 0 0 最小 
うち 、0.23 Sv/h 以 上 の 点数 | 50cm 0 0 0 0 0 0 0 0 
5cm 0 0 0 0 0 0 0 9% 
汚 委 状 況 重点 調査 地域 に お ける 測定 箇所 数 | 29| 29| 29| 29| 29| 29| 29 平均 
うち 、0.23 и Sv/h 以 上 の 箇所 数 0 0 0 0 0 0 0 28% 
0.23 Svy/h 以 上 の 箇所 の 割合 (96) oo| oof oo| со] oo| oo| оо Ü 
注 国 の 除 染 基準 は 、 地 表 50cm か ら 100cm 
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4 県 有 施 設 の 放射 線量 測定 状況 (測定 回 数 が 年 4 回 まで の 施設 ) 
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29.10.11 




















0.048—0.080 


H30.2.13 





0.05 て 0.09 





立 総合 防災 セン ター 
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防災 航空 セン ター 


























日 盛岡 短期 大 学校 舎 












































県 民 情 報 交 流 セ 
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H30.3.20 











0.03—0.05 





平 庭 高原 体験 学習 館 
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= 工 = 工 回 H П = П] E. аў 回 H П] 回 H 

















F 庭 高原 自然 交流 館 
「 し ら か ば の 湯 」 

















政策 地域 








H29.11.7 





0.06 








計量 セン ター 庁舎 





商工 労働 観光 前 
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商工 労働 観光 前 




















H30.3.8 





Im П] mm Ш = П = П 


0.05^~0.06 











商工 労働 観光 剖 



































H29.11.9 





0.03—0.04 


























商工 労働 観光 剖 
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.06~0.12 


0.05~0.12 





千厩 高等 技術 再 








商工 労働 観光 前 











29.5.26 


H29.11.24 





.039—0.132 


0.050—0.111 














商工 労働 観光 剖 





5cm、 50cm 
lm 





全 人 


29.6.22--23 


Н29.12.21--22 





.05~0.08 


0.06~0.08 














商工 労働 観光 前 








lm 


周辺 の 側 





29.6.29 


H30.1.29 











雨 ど い 等 


0.044 


0.043 











文化 スペ ポーツ 部 








50cm、 1m 





玄関 、 駐 車場 、 








29.4.26 
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0.046~0.068 














4 県 有 施 設 の 放射 線量 測定 状況 (測定 回 数 が 年 4 回 まで の 施設 ) 
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測定 値 単位 : wx Sv/h 




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































水沢 浄化 セン ター 回 /6 月 1m 日 | H29.6.8 29.11.22 
直 |0.042 て 0.072|0.038 て 0.062 
一 関 浄 化 セ ンタ ー 回 /6 月 1m 日 29.6.13 | H29.11.16 
直 | 0.048—0.058 | 0.048 て 0.050 
いわ て リハ ビリ テー ショ 部 | 1 回 /6 月 1m 29.9.20 | H30.3.15 
ン セ ンタ ー .02 て 0.05 |0.03 て 0.04 
県 立 福祉 の 里 セ ンタ ー 可 /6 月 1m 30.2.21 
.03 て 0.08 
ふれ あい ラン ド 岩 手 Б 1 回 /6 月 1m 29.9.29 | H30.3.23 
.03 て 0.05 | 0.03 て 0.04 
内 丸 緑地 概ね 1 回 /3 月 | 50cm 29.4.17 | H29.6.12 29.8.23 | H29.10.24 
0.03 0.04 0.03 0.03 
御所 湖 広 域 公園 概ね 1 回 /3 月 | 50cm 29.4.17 | H29.6.12 29.8.23 | H29.10.24 
.03 て 0.07|0.03 て 0.06 | 0.02 て 0.06 | 0.02 て 0.07 
花巻 広域 公園 町 概ね 1 回 /3 月 | 50cm 29.4.25 | H29.6.19 29.8.17 | H29.10.16 
.03 て 0.04| 0.04 |0.03—0.04 0.04—0.05 
花巻 空港 (駐車 場 ) 可 /6 月 1m 29.6.21 | H29.12.26 
.027 て 0.03310.027 て 0.034 
県 営 内 丸 駐 車場 可 /6 月 1m 29.7.20 | H30.2.28 
.036~0.040 | 0.038~0.040 
岩 洞 湖 家 族 旅 行 村 可 /6 月 1m H29.9.21 
0.03 
船越 家族 旅行 村 回 /6 月 1m 29.9.28 
.08 て 0.10 
陸前 高田 オー トキ ャ ンプ 可 /6 月 1m 29.9.20 
場 | 0.05 
八幡 平山 頂 レ スト ハウ ス 市 可 /6 月 lm | レス ト ハ ウス 玄関 | 3 29.11.2 
) 0.04 
中 央 病院 可 /6 月 50cm а Ë 29.9.13 30.3.6 
場 0.04~0.0510.04~0.05 
大 船渡 病院 可 /6 月 50cm ТЕА 29.9.15 | H30.3.15 
場 0.06 0.03—0.05 
釜石 病院 可 /6 月 50cm A:S 29.9.5 30.3.6 
97 0.07--0.09 0.06~0.09 
宮古 病院 可 /6 月 50cm ZBE 29.9.5 30.3.9 
場 0.07 0.07~0.08 
胆沢 病院 可 /3 月 50cm а ZË H29.6.16 | H29.9.14 | H29.12.5 30.3.6 
場 0.05 0.05 0.06 0.05~0.06 
磐井 ・ 南 光 病 院 回 /3 月 50cm Z 29.6.7 | H29.9.8 | H29.12.21 30.3.5 
場 直 0.05 0.05 0.05 0.06~0.07 
遠野 病院 市 可 /6 月 50cm m ZE H 29.9.5 | H30.3.12 
場 直 0.07 .06~0.07 
高田 病院 可 /6 月 50cm GEA IE H 29.9.15 | H30.3.15 
場 lJ ë | 0.03— .02—0.06 
久慈 病院 市 可 /6 月 50cm ZE IEH 29.9.20 | H30.3.15 
场 EIE 0.05 .06—0.07 
江刺 病院 可 /3 月 50cm FAS ЕН | H29.6.7 | H29.9.21 | H29.12.6 | H30.3.12 
[ 場 ПЧ | 0.05~0. 0.06  10.07~0.08|0.05~0.06 
千厩 病院 療 局 可 /3 月 50cm ТЕА; Е 日 29.6.21 | H29.9.22 | Н29.12.26 | H30.3.20 
場 ЕЛЕ | 0.08—0.12 0.07—0.12 0.06—0.10| 0.06—0.08 
中 部 病院 可 /6 月 50cm ТЕА: ПЕН | H29.9.8 | H30.3.13 
[ 場 lJ ë | 0.04— .03—0.05 
二戸 病院 療 局 可 /6 月 50cm FA: ЕН | H29.9.8 30.3.8 
19 EIE 0.05 .03~0.05 
一 戸 病院 可 /6 月 50cm EA ПЕ Н | Н29.9.5 30.3.6 
[ 場 ЛЕЛЕ | 0.08— .06—0.09 
KREI Di 可 /6 月 50cm ТЕА; ЕН | H29.9.6 30.3.1 
場 IEE 0.07 0.03—0.07 
山田 病院 可 /6 月 50cm | <| MEA | H29.9.12 | H30.3.12 
[ 場 IEE | 0.07— 0.06—0.07 
軽米 病院 可 /6 月 50cm ТЕА; ЕН | H29.9.1 30.3.7 
場 IEE 0.09 |0.08 て 0.10 
大 東 病院 可 /3 月 50cm EA ЕН | H29.6.6 29.9.4 | H29.12.15 | H30.3.27 
[ 場 IEE | 0.02— 0.02~0.04 0.05 0.05 
東和 病院 可 /6 月 50cm ZE EA | H29.9.21 | H30.3.28 
: 場 IEE | 0.03— 0.05—0.07 
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値 単位 : Sv/h 


4 県 有 施 設 の 放射 線量 測定 状況 (測定 回 数 が 年 4 回 まで の 施設 ) 测定 
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県 有 施 設 の 放射 線量 測定 状況 < 





4 県 有 施 設 の 放射 線量 測定 状況 (測定 回 数 が 年 4 回 まで の 施設 ) 測定 値 単位 : x Sv/h 




















県 立 一 関 高等 看護 学院 -BE 保健 福祉 KEZE K 測定 .6. H29.9.26 | Н29.12.28 | H30.3.6 
Б 輸 場 等 測定 Е .07 | 0.04~0.06 [0.04--0.07 | 0.04 て 0.07 

4 а ІХ 測定 7. H30.2.20 
、 草 む 测定 值 | 0. .06| 0.04—0.07 
ЕТ, ET 測定 .9. H30.3.9 
測定 0.03 て 0.04 
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下 、 軒 下 等 
50cm, 1m | グラ ウン ド 、 側溝 
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50cm、lm | 玄関 前 、 駐 車場 
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50cm, 1т | 玄関 、 テ ラス 等 
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4 県 有 施 設 の 放射 線量 測定 状況 (年 5 回 以上 測定 し て いる 施設 ) 







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Ына, A 測定 H29.4.13 | H29.5.10 | H29.6.12 | H29.7.11 
測定 値 0.06~0.10 | 0.06—0.09 | 0.06—0.09 | 0.05—0.09 
江 刺 警察 署 測定 H29.4.12 | H29.5.17 | H29.6.14 | H29.7.12 
測定 値 10.04~0.06 | 0.04~0.05 | 0.04 て 0.06 | 0.03 て 0.06 
一 阅 警 察 署 測定 H29.4.24 | H29.5.24 | H29.6.22 | H29.7.20 
測定 値 10.06~0.13 0.06 て 0.13|0.06 て 0.14 0.06~0.14 
УТИ, жал 測定 H29.4.28 | H29.5.31 | H29.6.30 | H29.7.31 
ë, ИМЕНЕ 測定 値 | 0.09 て 0.10 | 0.08~0.13 | 0.08~0.13 | 0.08~0.13 
5cm、50cm、 日 | H29.4.18 | H29.5.10 | H29.6.9 | H29.7.10 
m 直 | 0.06 て 0.48 0.06—0.48 | 0.06~0.39 | 0.05 て 0.32 
5cm、50cm、 日 | H29.4.6 | H29.5.2 | H29.6.6 | H29.7.11 
m 直 | 0.08—0.10 0.08—0.09 | 0.08 て 0.09 | 0.08—0.09 
50cm | グラ ウン ド 、 玄関 前 等 日 | H29.4.26 H29.6.13 
直 | 0.03 て 0.04 0.02 て 0.04 
5cm、50cm、 | 屋外 運動 場 H H29.7.26 
m 直 0.04~0.05 
5cm、50cm、 日 | H29.4.5 | H29.5.7 | H29.6.2 | H29.7.2 
m 関 前 等 直 |0.016 て 0.031|0.020 て 0.036|0.020 て 0.036|0.019 て 0.034 
5cm, 50cm, | 野球 場 、 テ ニス コー ト 、 H H29.5.8 
m 直 0.02—0.05 
測定 H29.5.22 Н29.7.6 
測定 0.02—0.03 0.02—0.04 
測定 H29.5.19 Н29.7.5 
測定 0.02—0.03 0.02—0.04 
測定 H29.5.18 H29.7.4 
測定 0.03—0.06 0.03—0.07 
測定 H29.6.5 | H29.7.19 
測定 0.04—0.06 | 0.04—0.06 
測定 H29.5.26 H29.7. 
測定 0.03—0.05 0.03—0.05 
測定 H29.5.23 Н29.7.7 
測定 0.03—0.07 0.05—0.06 
測定 H29.5.29 H29.7. 
測定 0.04—0.05 0.03—0.04 
測定 H29.5.29 H29.7.12 
測定 0.04—0.09 0.06—0.10 
測定 H29.5.30 H29.7.14 
測定 0.04—0.09 0.04—0.09 
測定 H29.6.7 | H29.7.25 
測定 0.04—0.07 | 0.03—0.06 
測定 H29.6.8 | H29.7.26 
測定 0.05—0.07 | 0.04—0.06 
測定 H29.6.6 | H29.7.24 
測定 0.05—0.07 | 0.05—0.07 
測定 H29.6.9 
測定 0.04—0.07 
測定 H29.4.19 29.5.18 | H29.6.16 29.7.14 
测定 值 | 0.07 一 0.18 [0.07--0.18 | 0.06~0.17 | 0.07 一 0.16 
测定 H29.4.7 29.5.12 29.6.9 | H29.7.7 
测定 值 | 0.06 一 0.11 | 0.06~0.09 | 0.06—0.11 | 0.07 一 0.12 
测定 H29.4.17 29.5.16 29.6.15 29.7.12 
测定 值 0.09~0.12 0.07~0.13 | 0.07~0.11 | 0.08—0.12 
测定 H29.4.10 29.5.15 29.6.12 29.7.10 
测定 值 10.09~0.20 | 0.07~0.15| 0.06~0.11 | 0.06—0.12 
测定 H29.4.10 29.5. H29.6.8 | H29.7.7 
測定 値 | 0.07~0.13 | 0.06~0.11 | 0.06~0.12 | 0.06—0.09 
测定 H29.4.13 H29.6.13 
测定 值 | 0.05—0.09 0.04—0.08 
測定 H29.4.14 29.5.16 29.6.14 29.7.10 
測定 値 10.04~0.10 | 0.04~0.09 | 0.03~0.09 [0.04--0.09 
測定 H29.4.17 29.5.17 29.6.15 29.7.12 
測定 値 0.06~0.08 | 0.06~0.08 | 0.06—0.08 | 0.06—0.08 
测定 H29.4.2 29.5.24 29.6.21 29.7.20 
測定 値 10.06~0.21 0.06--0.14 1 0.05 て 0.14 | 0.06—0.20 
测定 H29.4.5 29.5.10 29.6.7 29.7.5 
测定 值 | 0.10 て 0.20| 0.01--0.13 | 0.08~0.14 0.07~0.20 
测定 H29.4.3 | H29.5.1 29.6.1 29.7.3 
測定 値 | 0.02 一 0.11 0.01~0.08 | 0.01~0.08 | 0.02 一 0.08 
花泉 高等 学校 測定 日 | H29.4.24 29.5.24 | H29.6.22 | H29.7.21 
測定 値 0.08~0.19 0.08~0.17 | 0.08 一 0.18 | 0.07 一 0.17 
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測定 値 単位 : u Sv/h 














































































































































































































































































































































































































H29.8.8 H29.9.11 | H29.10.11 | Н29.11.13 | H29.12.12 | H30.1.11 H30.2.9 H30.3.8 
0.05—0.09 | 0.05~0.09 | 0.05~0.09 | 0.06~0.10 | 0.07~0.11 | 0.06~0.09 | 0.05-0.07 | 0.06—0.07 
H29.8.9 H29.9.13 | H29.10.18 | H29.11.22 | Н29.12.20 | H30.1.24 | H30.2.14 | H30.3.7 
0.04—0.05 | 0.04~0.06 | 0.04~0.06 | 0.04~0.06 | 0.04—0.05 | 0.05~0.06 | 0.04~0.06 | 0.04—0.05 
H29.8.28 | H29.9.25 | H29.10.24 | H29.11.17 | H29.12.18 | H30.1.22 | H30.2.21 | H30.3.20 
0.06~0.14 | 0.07~0.13 | 0.05~0.13 | 0.07—0.13 | 0.05—0.12 | 0.05~0.13 | 0.06—0.12 | 0.05—0.11 
Н29.8.31 | H29.9.29 | H29.10.31 | H29.11.29 | H29.12.28 | H30.1.31 | H30.2.28 | H30.3.30 
0.08~0.13 | 0.08—0.13 | 0.08-.0.13 | 0.08~0.13 | 0.08~0.13 | 0.08~0.13 | 0.07~0.09 | 0.07—0.09 
H29.8.10 | H29.9.12 | H29.10.12 | H29.11.10 | H29.12.8 | H30.1.15 | H30.2.13 | H30.3.15 
0.05~0.31 | 0.05~0.33 | 0.05~0.33 | 0.05~0.34 | 0.05—0.33 | 0.05—0.35 | 0.04—0.32 | 0.05—0.32 
H29.8.1 H29.9.1 H29.10.4 | H29.11.10 | H29.12.15 | H30.1.9 H30.2.13 | H30.3.13 
0.08~0.09 | 0.08—0.09 | 0.08~0.09 0.08—0.09 | 0.08—0.10 | 0.08—0.09 | 0.08—0.09 | 0.09—0.10 

H29.8.22 H29.10.20 H28.12.7 H30.2.22 
0.03—0.04 0.03—0.04 0.02—0.05 0.02—0.05 
H29.9.8 H29.11.7 H30.1.16 H30.3.16 
0.04 0.04 0.04—0.05 0.04 
H29.8.3 H29.9.1 H29.10.2 | H29.11.1 | H29.12.1 H30.1.6 H30.2.1 H30.3.1 
0.030~0.038| 0.028~0.036| 0.026—0.035 0.024—0.036 0.019—0.030 0.020—0.029 0.021—0.02710.020—0.025 
H29.10.13 H30.1.26 H30.3.28 
0.02—0.05 0.03—0.05 0.02—0.04 
H29.9.5 H29.11.6 | H29.12.5 
0.02—0.04 0.03 0.02—0.04 
H29.9.4 H29.11.2 | H29.12.4 
0.02—0.04 0.02—0.03 | 0.01—0.07 
H29.9.1 H29.11.1 | H29.12.1 
0.03—0.06 0.03—0.06 | 0.03—0.06 
H29.9.13 H29.11.15 | H29.12.15 H30.3.15 
0.04—0.06 0.06—0.07 | 0.04—0.05 0.04—0.06 
H29.9.7 H29.11.8 | H29.12.7 
0.03—0.05 0.03—0.06 | 0.03—0.06 
H29.9.6 H29.11.7 | H29.12.6 
0.05 て 0.06 0.03—0.06 | 0.03—0.06 
Н29.9.7 Н29.11.8 | Н29.12.8 
0.03—0.04 0.02—0.03 | 0.02—0.02 
H29.9.11 H29.11.10 | H29.12.11 
0.05—0.09 0.05—0.12 | 0.06—0.09 
H29.9.11 H29.11.10 | H29.12.11 
0.04—0.09 0.04—0.08 | 0.04—0.08 
H29.9.15 H29.11.21 | H29.12.22 H30.3.23 
0.03—0.08 0.03—0.06 | 0.04—0.07 0.03—0.06 
H29.9.20 Н29.11.22 | Н29.12.25 H30.3.26 
0.04—0.08 0.05—0.07 | 0.05—0.08 0.05—0.06 
H29.9.15 H29.11.20 | H29.12.21 H30.3.20 
0.05—0.07 0.05—0.07 | 0.04—0.07 0.04—0.07 
H29.8.1 H29.9.2 Н29.11.27 | Н29.12.26 H30.3.29 
0.04—0.06 | 0.04—0.07 0.05—0.06 | 0.05—0.06 0.06 
H29.8.17 | H29.9.19 | H29.10.19 | H29.11.17 | H29.12.18 | H30.1. H30.2.16 | H30.3.13 
0.06 一 0.17 | 0.07~0.16 | 0.06~0.14| 0.07--0.14 | 0.06~0.13 | 0.04~0.14 | 0.03 て 0.09 | 0.06—0.13 
H29.8.7 H29.9 H29.10.10 | H29.11.10 | H29.12.7 | H30.1.12 | H30.2.7 H30.3.7 
0.07~0.10 | 0.05~0.10 | 0.05~0.11 | 0.05~0.10 | 0.06~0.08 | 0.04~0.06 | 0.02 て 0.05 | 0.04—0.10 
H29.8.17 | H29.9.14 | H29.10.16 | H29.11.15 | H29.12.14 | H30.1.17 | H30.2.15 | H30.3.12 
0.08~0.12 | 0.07~0.11 | 0.08~0.10 | 0.07~0.13 | 0.07~0.10 | 0.06~0.10 | 0.05~0.08 | 0.07—0.10 
H29.8.9 H29.9.12 | H29.10.11 | H29.11.13 | H29.12.8 | H30.1.15 | H30.2.8 H30.3.8 
0.07~0.11 | 0.05~0.11 | 0.06~0.11 | 0.06~0.11 | 0.06~0.12 | 0.04~0.10 | 0.04~0.08 | 0.03—0.10 
H29.8.7 H29.9.8 | Н29.10.6 | H29.11.9 | Н29.12.6 | H30.1.11 H30.2.7 H30.3.7 
0.07~0.10 | 0.05~0.10 | 0.06~0.11 | 0.06~0.09 | 0.06~0.09 | 0.05~0.09 | 0.03 て 0.08| 0.05—0.10 
H29.8.10 H29.10.13 H29.12.1 H30.2.13 
0.05—0.10 0.04—0.05 0.05—0.06 0.03—0.05 
H29.8.10 | H29.9.13 | Н29.10.13 | H29.11.14 | H29.12.13 | H30.1.16 | H30.2.14 | H30.3.9 
0.04—0.09 | 0.04~0.09 | 0.03~0.08 | 0.04~0.08 | 0.04~0.08 | 0.03~0.06 | 0.02 て 0.07 | 0.04—0.08 
H29.8.17 | H29.9.14 | H29.10.16 | H29.11.15 | H29.12.1 H30.1.18 | H30.2.15 | H30.3.13 
0.06—0.08 | 0.06~0.08 | 0.06~0.07 | 0.05~0.07 | 0.06—0.07 | 0.05~0.07 | 0.05 て 0.07 | 0.05—0.07 
H29.8.21 | H29.9.2 H29.10.24 | H29.11.22 | H29.12.20 | H30.1.23 | H30.2.20 | H30.3.20 
0.05~0.21 | 0.06~0.15 | 0.05~0.19 | 0.06~0.19 | 0.06—0.21 | 0.06~0.14 | 0.04 て 0.15 | 0.05—0.16 
H29.8.3 H29.9.7 | H29.10.3 | H29.11.6 | H29.12.5 | H30.1.9 H30.2.6 H30.3.6 
0.06—0.14 | 0.08—0.17 | 0.09~0.18 0.08—0.17 | 0.08 一 0.16 | 0.07~0.18 | 0.06~0.18 | 0.08—0.15 
H29.8.1 H29.9.1 H29.10.2 | H29.11.2 | H29.12.1 H30.1.4 H30.2.1 H30.3.5 
0.05~0.11 | 0.07~0.12 | 0.05~0.11 | 0.05~0.13 | 0.05~0.11 | 0.05~0.13 | 0.05 て 0.12 | 0.05—0.10 
H29.8.22 | H29.9.25 | H29.10.25 | H29.11.27 | H29.12.22 | H30.1.24 | H30.2.21 | H30.3.21 
0.08~0.18 | 0.08~0.17 | 0.08~0.16 | 0.07~0.16| 0.07~0.16 | 0.07~0.15 | 0.06~0.15 | 0.07 一 0.13 
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改 育 委员 会 测定 日 | H29.4.26 | H29.5.30 | H29.6.27 | H29.7.27 
事務 局 測定 値 0.09~0.19 | 0.06—0.14 [0.06--0.12 | 0.06—0.11 
育 委员 会 测定 日 | H29.4.25 | H29.5.29 | H29.6.23 | H29.7.26 
事务 局 測定 値 | 0.05—0.14| 0.05—0.12 | 0.07~0.15 | 0.06—0.15 
育 委员 会 测定 日 | H29.4.11 | H29.5.16 | H29.6.8 | H29.7.6 
事务 局 測定 値 | 0.04—0.08 | 0.04—0.07 | 0.05—0.07 | 0.04—0.08 
育 委员 会 測定 日 | H29.4.25 H29.6.20 
事務 局 測定 値 0.05—0.07 0.05—0.08 
狼 育 委員 会 测定 日 H29.5.24 H29.7.26 
事務 局 测定 值 0.05—0.14 0.05—0.10 
育 委员 会 测定 日 | H29.4.19 H29.6.22 
事务 局 測定 値 0.06~0.07 0.04—0.07 
育 委员 会 测定 日 H29.5.23 H29.7.25 
事务 局 測定 値 0.06~0.10 0.05~0.11 
育 委员 会 測定 日 | H29.4.10 H29.6.8 
事務 局 測定 値 0.06—0.10 0.06—0.10 
数 育 委员 会 测定 日 | H29.4.24 H29.6.22 
事务 局 測定 値 0.05~0.07 0.04—0.06 
育 委员 会 测定 日 | H29.4.14 H29.6.13 
事务 局 测定 值 |0.08—0.11 0.06—0.07 
ERAR 測定 日 H29.6.6 | H29.7.21 
事務 局 測定 値 0.03—0.05 | 0.04—0.05 
EX ERAR 測定 日 | H29.4.21 | H29.5.23 | H29.6.20 | H29.7.19 
事務 局 測定 値 10.07~0.23 | 0.07~0.23 | 0.07~0.23 | 0.07—0.23 
支 狼 育 委員 会 測定 日 | H29.4.4 H29.5.2 H29.6.5 H29.7.4 
事務 局 測定 値 | 0.07~0.30 | 0.04~0.22 | 0.05~0.20 | 0.05—0.21 
HH 育 委员 会 測定 日 | H29.4.4 | H29.5.2 | H29.6.5 | H29.7.4 
事務 局 測定 値 | 0.09 て 0.20 | 0.06~0.14 | 0.06~0.14 | 0.08—0.13 
: 陵 支 育 委员 会 测定 日 | H29.4.11 | H29.5.8 | H29.6.16 | H29.7.26 
事务 局 測定 値 10.06~0.17 | 0.05~0.16 | 0.06~0.18 | 0.06—0.15 
FEX 育 委员 会 测定 日 H29.5.25 H29.7.18 
事务 局 测定 值 0.07—0.09 0.06—0.08 
育 委 員 会 測定 日 
事務 局 測定 値 
育 委 員 会 測定 日 
事務 局 測定 値 
育 委员 会 測定 日 
事務 局 測定 値 
育 委 員 会 測定 日 
事務 局 測定 値 
数 育 委员 会 測定 日 
事務 局 測定 値 
育 委 員 会 測定 日 
事務 局 測定 値 
育 委员 会 測定 日 
事務 局 測定 値 
数 育 委员 会 測定 日 
事務 局 測定 値 
数 育 委员 会 測定 日 
事務 局 測定 値 
育 委 員 会 測定 日 
事務 局 测定 值 
岩手 狼 育 委員 会 测定 日 
事务 局 測定 値 
葛巻 AH 委員 会 測定 日 
事務 局 測定 値 
八幡 平 市 | 教育 委員 会 测定 日 
事务 局 測定 値 
育 委 員 会 測定 日 
事務 局 測定 値 
改 育 委员 会 测定 日 | H29.4.14 H29.6.12 
事务 局 测定 值 | 0.08—0.09 0.04—0.08 
狼 育 委員 会 測定 日 | H29.4.24 H29.6.20 
事務 局 測定 値 0.05—0.07 0.06—0.09 
数 育 委员 会 测定 日 | H29.4.17 H29.6.14 
事务 局 測定 値 0.06~0.07 0.05—0.06 
改 育 委员 会 测定 日 | H29.4.18 H29.6.15 
事务 局 測定 値 0.04—0.07 0.03—0.07 
育 委员 会 测定 日 | H29.4.19 H29.6.16 
事务 局 测定 值 |0.05—0.10 0.04—0.09 
改 育 委员 会 测定 日 | H29.4.25 H29.6.21 
事务 局 測定 値 0.04--0.11 0.04—0.12 
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測定 値 単位 : u Sv/h 
H29.8.24 | H29.9.28 | Н29.10.27 | Н29.11.29 | H29.12.26 | H30.1.29 | H30.2.26 | H30.3.27 
0.06~0.13 | 0.06—0.12 | 0.05~0.11 | 0.05~0.12 | 0.06—0.12 | 0.04~0.08 | 0.04~0.10 | 0.05 て 0.11 
H29.8.23 | H29.9.27 | H29.10.26 | H29.11.28 | 29.12.25 H30.1.25 | H30.2.22 | H30.3.26 
0.05~0.11 | 0.06 て 0.15 | 0.06 て 0.14 0.06~0.14 | 0.06 て 0.13 | 0.04—0.09 | 0.03—0.10 | 0.04 て 0.11 
H29.8.8 H29.9.7 H29.10.10 | Н29.11.9 | H29.12.7 
0.04-0.06 | 0.04~0.08 | 0.04~0.07 | 0.04~0.08 | 0.04~0.08 
H29.8.1 H29.10.25 H29.12.21 H30.3.6 
0.05 て 0.09 0.05~0.07 0.05~0.08 0.04—0.09 
H29.9.15 H29.11.16 H30.3.15 
0.06—0.10 0.06—0.10 0.05—0.11 
H29.8.23 H29.10.17 H29.12.11 
0.06—0.07 0.06—0.07 0.06—0.07 
H29.9.20 H29.11.14 H30.3.13 
0.05~0.11 0.06—0.11 0.05~0.11 
H29.8.3 H29.10.2 H29.12.7 H30.3.8 
0.05—0.09 0.06—0.10 0.06—0.10 0.06—0.09 
H29.8.23 H29.10.26 H29.12.12 H30.2.22 
0.04 て 0.06 0.05—0.06 0.09—0.10 0.03—0.06 
H29.8.22 H29.10.18 H29.12.12 
0.07—0.11 0.08—0.10 0.08—0.09 
H29.9.14 H29.11.17 | H29.12.19 
0.04—0.05 0.03—0.05 | 0.04—0.05 
H29.8.18 | H29.9.20 | H29.10.20 | H29.11.22 | H29.12.19 H30.2.19 | H30.3.19 
0.06~0.18 | 0.06~0.18 | 0.06 て 0.07 | 0.06~0.17 | 0.06 て 0.18 0.04-0.15 | 0.06 て 0.18 
H29.8.2 H29.9.4 H29.10.3 H29.11. H29.12.4 H30.1.5 H30.2.5 H30.3.1 
0.04-~0.19 | 0.05~0.20 | 0.04~0.16 | 0.05~0.19 10.04 て 0.2010.04 て 0.17 | 0.04~0.16 | 0.04 て 0.17 
H29.8.2 H29.9.4 H29.10.3 H29.11. H29.12.4 H30.1.9 H30.2.5 H30.3.2 
0.06—0.09 | 0.08—0.14 10.07 て 0.1210.07 て 0.12 10.06 て 0.12 | 0.06~0.12 | 0.06—0.10 | 0.07—0.12 
H29.8.24 | H29.9.13 | H29.10.17 | H29.11.14 | H29.12.4 H30.3.8 
0.06~0.16 | 0.05~0.15 | 0.05 て 0.16 | 0.06 て 0.15 | 0.05 て 0.15 0.06—0.15 
H29.9.7 H29.11.7 H30.3.1 
0.07 て 0.08 0.08 て 0.09 0.09 
H29.9.6 H29.11 H29.12.14 
0.04 て 0.07 0.03—0.07 | 0.03—0.07 
H29.8.29 H29.10.24 H29.12.11 H30.3.27 
0.04 て 0.06 0.04 て 0.06 0.03 て 0.05 0.04 て 0.05 
H29.9.7 H29.11.6 | H29.12.15 
0.03 て 0.05 0.03—0.05 | 0.03—0.05 
H29.8.1 H29.10.3 | H29.11.30 H30.3.6 
0.03 て 0.06 0.04—0.07 | 0.03—0.07 0:02~0.05 
H29.8.21 H29.10.18 H29.12.13 H30.3.14 
0.02—0.05 0.02—0.05 0.03—0.05 0.03—0.06 
H29.8.8 H29.10.13 H29.12.5 H30.3.15 
0.03 て 0.05 0.02 て 0.05 0.02 て 0.05 0.02 て 0.06 
H29.9.5 H29.10.31 H29.12.13 
0.04 て 0.06 | 0.04 て 0.06 0.04 て 0.06 
H29.9.13 H29.11.8 | H29.12.19 
0.04 て 0.07 0.04-0.08 | 0.05 て 0.08 
H29.8.21 H29.10.16 H29.12.6 H30.3.19 
0.03 て 0.05 0.03—0.06 0.04—0.05 0.03—0.05 
H29.8.25 H29.10.21 H29.12.8 H30.3.23 
0.03 て 0.06 0.02 て 0.05 0.02 て 0.04 0.02—0.04 
H29.9.20 H29.11.13 | H29.12.21 
0.03—0.04 0.04—0.05 | 0.04—0.07 
H29.9.22 H29.11.17 | H29.12.22 
0.04 て 0.07 0.04-0.08 | 0.04~0.09 
H29.9.14 H29.11.9 | H29.12.20 
0.02 て 0.03 0.03 て 0.04 10.02 て 0.04 
H29.8.23 H29.10.18 H29.12.15 H30.3.15 
0.04 て 0.07 0.05~0.08 0.05~0.08 0.05~0.08 
Н29.8.18 Н29.10.17 Н29.12.11 
0.06—0.10 0.08—0.10 0.07—-0.10 
H29.8.29 H29.10.26 H29.12.19 
0.05~0.07 0.05~0.07 0.04 て 0.07 
H29.8.23 H29.10.19 H29.12.13 
0.06—0.08 0.06—0.09 0.06—0.09 
H29.8.24 H29.10.20 29.12.14 
0.03—0.07 0.04—0.07 0.03—0.07 
H29.8.25 29.10.24 29.12.15 
0.05—0.09 0.05—0.09 0.05—0.10 
29.8.30 29.10.27 29.12.20 
0.04—0.10 0.04~0.11 0.03—0.11 
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測定 H29.4.5 H29.6.8 
測定 値 10.07~0.09 0.06~0.10 
測定 H29.4.6 H29.6.9 
測定 値 10.07~0.10 0.08~0.11 
測定 H29.4.7 H29.6.12 
測定 値 0.03~0.05 0.05—0.08 
測定 H29.4.3 H29.6.1 
測定 値 0.05—0.08 0.07—0.09 
測定 H29.4.10 H29.6.13 
E 測定 値 0.03—0.07 0.04—0.07 
A 測定 H29.4.11 H29.6.19 
事 測定 値 0.04—0.06 0.05—0.06 
б 測定 H29.4.12 H29.6.20 
事 測定 値 0.03—0.06 0.04—0.07 
A 測定 H29.4.13 H29.6.20 
事 測定 値 0.04—0.06 0.06 
ез xB 測定 H29.4.14 H29.6.21 
事 測定 値 0.03—0.08 0.03—0.07 
A 測定 H29.4.17 H29.6.23 
事 測定 値 0.04--0.06 0.038--0.046 
са 測定 H29.4.17 H29.6.24 
事 測定 値 0.03—0.06 0.03—0.05 
R FIX са 測定 
事 測定 
骸 聴 覚 支援 学校 測定 
事 測定 
骨 と な ん 支援 学校 育 測定 
事 測定 
骸 青 松 支援 学校 б 測定 
事 測定 
ў 峰 南 高等 支援 学校 月 J 定 
事 測定 
骨 み た け 支 援 学校 8 測定 
事 測定 
骨 み た け 支 援 学校 8 測定 
等 部 ) 事 ar 
慎み た け 支 援 学校 育 测定 H29.4.18 H29.6.26 
山 校 事 測定 値 10.05~0.06 0.05~0.06 
T 古 恵 風 支 援 学校 A 測定 H29.4.20 H29.6.19 
事 測定 値 0.08—0.10 0.08—0.10 
GLEE са 測定 H29.4.10 H29.6.12 
事 測定 値 0.07—0.08 0.07—0.09 
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測定 値 単位 : u Sv/h 
H29.8.2 H29.10.4 H29.12.1 H30.3.5 
0.06—0.10 0.06—0.10 0.07—0.09 0.07—0.11 
H29.8.2 H29.10.4 H29.12.5 H30.3.6 
0.08—0.10 0.08—0.11 0.08—0.09 0.09 
H29.8.2 H29.10.5 H29.12.5 H30.3.7 
0.03 て 0.06 0.05—0.08 0.05—0.08 0.05—0.08 
H29.8.1 H29.10.2 H29.12.1 H30.3.1 
0.06—0.08 0.07—0.08 0.06—0.09 0.06—0.08 
H29.8.4 H29.10.6 H29.12.7 H30.3.12 
0.04 て 0.06 0.04 て 0.06 0.04 て 0.06 0.04 て 0.07 
H29.8.7 H29.10.12 H29.12.8 H30.3.13 
0.04 て 0.05 0.05—0.06 0.05—0.06 0.05—0.06 
H29.8.7 H29.10.13 H29.12.11 H30.3.15 
0.03—0.05 0.04—0.07 0.05~0.07 0.04-~0.07 
Н29.8.8 Н29.10.14 Н29.12.13 H30.3.19 
0.04 て 0.05 0.05—0.08 0.05=-0.07 0.04—0.09 
H29.8.9 H29.10.17 H29.12.14 H30.3.20 
0.034—0.06 0.03—0.07 0.03—0.07 0.032—0.060 
H29.8.10 H29.10.18 H29.12.18 H30.3.23 
0.04 て 0.05 0.04 て 0.05 0.03 て 0.04 0.03—0.04 
H29.8.10 H29.10.19 H29.12.20 H30.3.23 
0.02 て 0.05 0.03 て 0.06 0.03 て 0.06 0.03 て 0.06 
H29.8.31 H29.10.26 H29.12.12 H30.3.28 
0.05~0.06 0.05~0.07 0.06-~0.07 0.04-0.06 
H29.8.7 H29.10.10 H29.12.4 H30.3.12 
0.03 て 0.04 0.03 て 0.05 0.03 て 0.05 0.02 て 0.05 
H29.8.3 H29.10.5 H29.12.1 H30.3.8 
0.03 て 0.08 0.03 て 0.06 0.05~0.07 0.02 て 0.07 
H29.9.13 H29.11.7 | H29.12.18 
0.03 て 0.06 0.04—0.06 | 0.03 て 0.06 
H29.8.23 H29.10.19 H29.12.7 H30.3.20 
0.03 て 0.05 0.03 て 0.06 0.04 て 0.08 0.02 て 0.05 
H29.8.7 H29.10.10 H29.12.12 H30.3.6 
0.04 て 0.05 0.04 て 0.05 0.07—0.09 0.03—0.04 
H29.8.7 H29.10.10 H29.12.12 H30.3.6 
0.04 て 0.05 0.04 て 0.07 0.08—0.09 0.03—0.05 
H29.8.16 H29.10.19 H29.12.19 H30.3.26 
0.05—0.06 0.05 0.05—0.06 0.04—0.05 
H29.8.28 H29.10.25 H29.12.18 
0.08—0.10 0.08—0.10 0.07—0.11 
H29.8.3 H29.10.5 H30.3.8 
0.06--0.09 0.06--0.09 0.05--0.09 




















97 








r 第 4 章 資料 編 


5 出荷 制限 等 状況 一 覧 ( 国 出荷 制限 指示 、 継 続 中 の も の ) . (平成 30 年 3 月 31 日 現在 ) 








肉 БЕ Н23. 8. 1 



































岩手 県 全域 ※ H23.8.25 に 制限 の 一 部 解除 
シカ H24. 7.26 | 岩手 県 全域 
野生 鳥獣 肉 | クマ H24. 9.10 | 岩手 県 全域 
ヤマ ドリ H24.10.22 | 岩手 県 全域 
| H24. 4.13 | 陸前 高田 市 、 住 田町 ※H27.4 10 に 制限 の 一 部 解除 | 
H24. 4.20 | 大 船渡 市 ※H27.4.10 に 制限 の 一 部 解除 











原木 し いた け (露地 栽培 еа Ша Е оона ое ананас 
га аа 釜石 市 、 奥 州 市 ※H28.1.25 に 制限 の 一 部 解除 





















































原木 くり た け ( 露 地 載 培 ) | H24.11. 2 関 市 、 奥 州 市 












































きのこ H24.10.18 | Фя 
船渡 市 ※H29.10.26 に 制限 の 一 部 解除 
原木 な めこ (露地 栽培 ) | トー--ーーーーーーー-] _ 大 船渡 市 ※H29.10.26 | に 制限 の 一 部 解除 ] 
| H24.10.23 | 陸前 高田 市 
H24.11. 2 | 一 関 市 、 奥 州 市 
H24.10.11 | 一 関 市 、 陸 前 高田 市 、 平 泉町 
































きのこ 類 (野生 の も の に | H24. 10.18 奥州 市 























































































































に 

限る 。) | H24. 10.29 | ИНОЕ, Фар | 

а 1H24.11. 7 | 遠野 市 a] 

бя Н25. 10. 9 | 住田 町 

usa H24. 5.31 | а, АН) 

限 H25. 4.30 | 陸前 高田 市 ( 旧 矢 作 村 、 旧 横田 村 の 区 域 に 限る ) 

指 ETIL E MNON IN [ob bb 。..。 | 

示 Ed Dp a a a a) 

E E a A 

コシ アテ プラ H24. 5.18 | 住田 町 





























山菜 類 H27. 5.12 | 一 関 市 
H24. 5.16 関 市 、 奥 州 
а Е О | 




















セリ (野生 の も の に 限 
る 。) 



































ワラ ビ ( 野 生 の も の に 限 | H25. 5.17 関 市 


る 。) H25. 6. 4 | 平泉 町 

















陸 南 部 沖 海域 (岩手 県 宮城 県 境界 正 東 線 か ら 宮城 県 福島 県 
境界 正 東 線 まで の 海域 ) 
※ 宮 城 県 錠 浦 湾 で 採取 され た クロ ダイ か ら 基 準 値 を 超過 する 

放射 性 セシウム が 検出 され た こと に よる 。 
内 水面 魚 種 | イワ ナ (養殖 を 除く 。) H24. 5. 8 | 砂鉄 川 (支流 を 含む ) 























海産 魚 種 クロ ダイ H24. 11. 6 
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出荷 制限 等 状況 一 覧 < 


出荷 制限 等 状況 一 覧 (県 出荷 自粛 要請 、 継 続 中 の も の ) (平成 30 年 3 月 31 日 現在 ) 

































































































































































































































































原木 ひら た け ( 霞 地 ) H24.10.18 | 奥州 市 
きのこ 原木 ぶな は り た け ( 露 地 ) | H24.10.31 | 一 関 市 
原木 ゆき た け (н) H24. 11.21 | 一 関 市 
大 船渡 市 、 花 巻 市 、 一 関 市 、 釜 石 市 、 奥 州 市 、 住 田町 、 
県 | - 乾 し いた け H24. 5.23 ERENT 
に | Еос | ※H24 年 産 H24. 5.30 | 北上 市 、 遠 野市 、 際 前 高田 市 、 金 ケ 崎 町 、 山 田町 
х Ка ЫЯ H24. 2.14 | 大 船渡 市 、 一 関 市 、 奥 州 市 、 平 泉町 
る ※H23 年 産 ・ . шара ` ` “i ` 2) 
出 = = š (野生 ) H25. 4.26 | 陸前 高田 市 
ff са 
H24. 5.11 | 一 
В 山菜 類 224 メ (野生 ) 関 市 
ж ミズ (野生 ) H24. 5.16 | 一 関 市 
要 サン ショ ウ (野生 ) H24. 7.13 | 奥州 市 
請 ・ 盛 岡市 (玉山 区 、 旧 策 川 村 の 一 部 ) 、 大 船渡 市 、 花 巻 市 (大 迫 南東 部 )、 
遠野 市 (北西 部 、 北 東部 、 南 部 ) 、 一 関 市 、 陸 前 高田 市 (南部 、 矢 作 ) 、 釜 
州 市 、 滝 沢 市 (東部 ) 、 金 ケ 崎 町 、 平 泉町 、 住 AR 
その 他 牧草 Mi 滝沢 市 (東部 ) 、 金 ケ 崎 町 、 平 泉町 ET, AREMT (FA 
・ 牧 草 の 戸別 調査 結果 で 飼料 の 暫定 許容 値 を 超過 し た 農家 
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6 放射 線 影 響 対策 関係 事業 一 覧 (平成 29 年 度 、 平成 30 年 度 ) 


環境 放射 能 水準 調査 費 


( 細 事 業 : 環 境 放射 能 モ | :王立 実施 し 県 情報 提供 する こと に より 、 安 心 ・ 安 
ニタ リン グ 強 化 費 を 含 環境 生活 部 29,429 5,975 раи する より 、 安 心 ・ 安 


o 


工業 用 水道 事業 
児童 生徒 放射 線 対策 支 
援 事業 費 20922 


放射 線 対策 費 (H23: 放 [ына 
射 能 対策 費 ) 環境 生活 部 


放射 性 物質 汚染 廃棄 物 aispa 
処理 円 滑 化 事業 費 環境 生活 部 


食 の 安全 ・ 安 心 を 確保 する た め に 、 食 品 の 放射 性 物 


質 検査 を 実施 し 、 よ り 多 く の 情 報 を 県 民 に 発信 する 


食品 放射 性 物質 検査 強 90 
化 事業 費 も の 


環境 生活 部 


食肉 と し て 活用 され る こと が 多く 、 現在 、 出 荷 制限 指 
414| 下 が 出さ れ て いる 野生 鳥獣 肉 に つい て 放射 性 物質 
検査 を 実施 する も の 


風評 被害 の 更 な る 払拭 に 向け 、 県 産品 の 販路 拡 
大 、 魅 力 向 上 及び 新た な 購買 層 の 開拓 に つなげ る 





野生 動物 と の 共生 推進 
事業 費 (放射 能 対策 ) 


いわ て の 食 と 工芸 魅力 Мы 33.466 


拡大 事業 費 


円 滑 な 輸出 に 資す る た め 、 証 明 書 の 迅速 な 発行 が 
求め られ る こと か ら 、 発 行 手続 専門 の 期限 付 臨 時 職 
員 を 配置 する も の 


原発 事故 の 影響 で 被害 を 受け た 農業 者 の 経営 の 早 
期 安定 化 を 図る た め 、 必 要 な 資金 が 円 滑 に 供給 さ 
れる よう 、 融資 機関 が 行う 農業 経営 安定 緊急 支援 
資金 に 係る 利子 補給 を 実施 する も の 


生産 地 証明 等 発行 事業 | 商工 労働 観 
費 光 部 


Eyesspmeti hannan 


安全 ・ 安 心 な 県 産 牛肉 の 供給 体制 を 確立 する た め 、 

出荷 され る 県 産 牛 全 頭 の 放射 性 物質 検査 の 支援 

еы けた 広報 活動 等 を 実施 
の 


яллаа sukan 


+ W H Яр <: аў Е 


ж 


いわ て 上 農林 水産 物 消費 |e 林 水 産 部 


者 理解 増進 対策 事業 費 | 42.155 


土壌 か ら 農 作物 へ の 吸収 移行 な ど に つい て 科学 
的 に 調査 ・ 研 究 し 、 農 業者 等 に 対し て 適切 な 生産 管 


農業 生産 環境 放射 性 物 |a J 对 
理 技術 等 に 関す る 情報 提供 を 行う も の 


FEMER [Кей 


目 
Лх 


m s. Ож Зан ОАЕ ИА 
ИТА 農林 水産 部 検査 を 実施 する も の 


EE N 8 の 放射 調査 や 汚 3 D-E 
ге 4-а 農林 水産 部 112,169 管 等 を 支援 する も の 
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放射 線 影響 対策 関係 事業 一 覧 < 


特 用 林産 物 の 産地 再生 の た め 、 原 木 し いた け の 出 
荷 制限 解除 に 向け た 検査 を 実施 する と と も に 、 消費 
者 の 信頼 を 回 復 する た め 、 原 木 し いた け 、 ほ だ 木 及 


6.681 ぶ し いた け 原 木 、 そ の 他 特 用 林産 物 の 検査 を 行う も 
の 


特 用 林産 物 放 射 性 物質 
調査 事業 費 ( 特 用 林産 物 | 農林 水産 音 31,700 6 
放射 性 物質 調査 事業 ) 

6 


原木 し いた け 産 地 の 再生 を 図る た め 、 使 用 自粛 と 
特 用 林産 物 放射 性 物質 な っ た し いた け 原 木 及 び ほ だ 木 の 処理 や 、 落 葉 層 除 
調査 事業 費 ( き の こ 原 木 | 農林 水産 部 32.567 0.106| 去 等 ほ だ 場 の 生産 環境 整備 を 支援 する も の 
等 処理 事業 ) 


ЕЕ а 
š こけ 生産 者 の 経営 E こめ 、 а И 
АЖО а |e = 行う 経営 支援 資金 の 貸付 に 必要 な 原資 を 貸付 する 
支援 資金 貸付 金 農林 水産 部 13,649 184,576 на £= 312 F 


_ し いた け 生 産 者 の 経営 基盤 の 強化 を 図る た め 、 し い 
特 用 林産 施設 等 体制 整 た け 原 木 等 の 生産 資材 の 導入 や 簡易 ハウ ス 等 の 整 
備 事業 費 補 助 ( 特 用 林産 | 農林 水産 部 110,272 132.,314| 備 を 支援 する も の 
施設 等 体制 整備 事業 ) 


安全 な し いた け 栽 培 方 法 を 確立 する た め 、 林 床 の 沙 
試験 研究 費 ( 林 内 放射 性 業 必 を 除去 する > 
s sz 農林 水産 部 


葉 層 を 除去 する 等 の 環境 改善 を 行っ た うえ で 、 代替 
ほ だ 木 を 設置 する 試験 を 実施 し 技術 開発 と 効果 を | 終了 
検証 する も の 


安全 な きのこ 原木 の 供給 増大 と きのこ 原木 林 の 再 
生 の た め 、 利 用 可能 区 域 の 把握 に 係る モニ タリ ング 
2.974 


за Rš. С yI) Hb У 48 <t Hb Ri m 


, 
Й 


調査 及び 除 染 作業 の 効果 確認 調査 を 実施 する も の 
зарава вянеранавяйа зя 終了 
に より 実施 ) 


АЯН 5778 農林 水産 部 


水 产物 安全 出 荷 推进 事 la EE Валоне две се 
業 費 農林 水産 部 2.866 3.248] の 

рац O 02. 学校 給食 食 
пазува рр 


原発 事故 に よる 健康 影響 に つい て 、 リ スク コ 
ン ミ 田 = な っ た 子ども に 対し て 、 尿 让 | 質 の 継続 
放射 線 健康 影響 調査 費 | 保健 福祉 部 調査 を 行う も の 


71 
原発 事故 に よる 健康 へ の 影響 に つい て 、 住 民 に 最 
も 身近 な 相談 窓口 で ある 市 町 村 が 行う 個別 健康 相 
454 409 | 談 等 の 事業 に 要する 経費 の 一 部 を 補助 する も の 


теа се. 学校 給食 食 
児童 生徒 放射 線 対策 支 『 性 物質 濃度 の 測定 を 行う も の 
援 事業 費 【 再 掲 】 【 再 】26.522| 【 再 】25.771 
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空間 線量 率 や 農林 水産 物 の 出荷 制限 等 の 情報 を 
広く 発信 する と と も に 、 東京 電力 に よる 損害 賠償 の 
放射 線 影響 対策 費 2.247 2440 実現 に 向け た 取組 を 推進 する も の 
l а ра 
要 用 に つい て に 、 県 民 に 対し 
放射 線 対策 費 (H23: 放 す 線 に 対す る 理解 を 深め る た 識 を 普 
射 能 対策 費 ) 【 再 掲 】 【 再 】3.470 【 再 】2 470 ша 理解 を 深め る た め 基 礎 知識 を 
E ан 
+ 、 N 名 上 及び 新た な 購買 層 の 開拓 に つなげ 
いわ て の 食 と 工芸 魅力 | 商工 労働 観 実 
拡大 事業 費 【 再 掲 光 部 【 再 】33.466 | 【 再 】23.450| 取 組 を 実施 する も の 
3 


いわ て 観光 キャ ン ペ ー ン | 商工 労働 観 と 活用 し た 観光 地 づ くり の 推進 や 、 観 多 キ ャ ン ペ ー ン 
推進 協議 会 負担 金 光 部 35,189 17.9321 に よる 情報 発信 を 官民 共同 に より 展開 する も の 


ラグ ビー ワー ルド カッ プ 2019""、 東 京 2020 オ リン 
ピッ ク 、 パラ リン ピッ ク 競 技 大 会 の 開催 、 い わ て 花巻 
いわ て イン バウ ンド 新 時 空港 へ の 国際 定期 便 就航 等 を 見 据え 、 海 外 へ の 戦 
代 戦略 事業 費 yt 407.506| 529.773| 路 的 ・ 効 果 的 な プロ モー ショ ン を 展開 する と と も に 、 
аўны аа нны акц 
Ф 


хі 
Ж 
情 
5 
発 
信 
# 
及 
з 
5 
そ 
の 
他 


いわ て 三陸 に 行こ う 誘客 | 商 エラ 言 、 誘 客 活動 等 の プロ モー ショ ン や 高 付加 価値 旅行 
34205 36.330| 商 品 の 造成 支援 等 を 実施 する も の 
язаняЕоўр з сяхенегю WA 
と テナー ビー の 
国際 観光 推進 事業 費 [й 1800| аа a 


林 水 産物 の 販路 回 復 ・ 拡 大 を 図る た め 、 安 全 安 必 
いわ て 農林 水産 物 消費 た ава 

гн " に 係る 消費 者 へ の 情報 発信 等 を 実施 する と と も に 、 
者 理解 増進 対策 事業 費 | 農林 水産 部 | 【 再 】42.155| 【 再 】25.321| に 新装 や 生産 団体 等 が 行う PR 活動 等 を 支援 


【 再 掲 】 


ПЕЧ а Зс ра ря 
RO BHE 等 、 示 У 109 影響 ※ の 進 に 必 дц 
На АЕ ы Wale оыс 引き続き 「 岩 手 県 放射 線 

5) 環境 生活 部 | 【 再 】2247| [6512440 大 対策 報告 書 」 を 発行 し 、 情 報 発信 を 行う も の 


放射 性 物質 に よる 農 畜 産物 の 被害 調査 を 行い 、 農 


у 
A 


— 
Шо 


放射 性 物質 農 畜産 物 被 業者 の 損害 賠償 に 向け た 取組 を 支援 する も の 


ao ses 農林 水産 部 2.677 2.691 


調査 事業 費 ) 


X 平成 29 年 度 は 最終 予算 額 、 平 成 30 年 度 は 当初 予算 額 


> mi Tm bF Uli 
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問合せ 先 一 覧 4 





担 当 課 








原発 放射 線 対策 の 基本 方 針 


環境 生活 部 環境 生活 企画 室 放射 線 影響 対策 担当 


(放射 線 影響 対策 特命 チー ム ) 


019-629-6815 





損害 賠償 関係 


環境 生活 部 環境 生活 企画 室 放射 線 影響 対策 担当 


(放射 線 影響 対策 特命 チー ム ) 


019-629-6815 







































































環境 放射 能 モ ニタ リン グ 環境 生活 部 環境 保全 課 019-629-5356 
公立 学校 、 給 食 関連 教育 委員 会 事務 局 保健 体育 課 019-629-6187 
学校 ・ 教 育 施 設 私 立 学校 、 幼 稚 園 総務 部 法務 学事 課 019-629-5041 
保育 所 保健 福祉 部 子ども 子育て 支援 課 019-629-5456 
穀類 、 野 菜 、 果 実 農林 水産 部 農産 園芸 課 019-629-5708 
AFL, 8. МЕИЕИ 農林 水産 部 畜産 課 019-629-5723 
вижу 牛肉 農林 水産 部 流通 課 019-629-5736 
きのこ 、 ШЖ 農林 水産 部 林業 振興 課 019-629-5771 
水産 物 農林 水産 部 水産 振興 課 019-629-5817 
営農 技術 対策 農林 水産 部 農業 普及 技術 課 019-629-5652 
流通 食品 環境 生活 部 県 民 く らし の 安全 課 019-629-5323 
野生 鳥獣 内 環境 生活 部 自然 保護 課 019-629-5371 
水道 、 飲 料 水 環境 生活 部 県 民 く らし の 安全 課 019-629-5360 
工業 製品 商工 労働 観光 部 も の づく り 自 動車 産業 振興 室 019-629-5554 
道路 施設 県 土 整備 部 道路 環境 課 019-629-5875 
РОЧ 下記 以外 の 廃棄 物 環境 生活 部 資源 循環 推進 課 019-629-5366 
下水 汚泥 県 土 整備 部 下水 環境 課 019-629-5899 
工業 用 水道 企業 局 業務 課 019-629-6387 
子ども の 内 部 被ばく 保健 福祉 部 医療 政策 室 019-629-5472 
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